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H刑 事責任

刑法447条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 に処する。重要

な捕虜もしくは多数の捕虜 を許可なく逃走 させ,ま たはその他の情状が重

大なときは,5年 以上の有期懲役 に処する。

2捕 虜虐待罪 〈虐待俘虜罪〉

捕虜虐待罪 とは,捕 虜 を虐待 して,そ の情状が劣悪な行為をい う。

1犯 罪構成

(1)本 罪の客体は,捕 虜の管理秩序である。

(2)本 罪の主観面は,故 意である。

(3)本 罪の客観面はs捕 虜を虐待する行為である。虐待の対象であ

る「捕虜」とは,作 戦において我軍に捕 らえられた敵方の武装人員その他

の武装部隊に服務する人員をいう。「虐待」とは ,殴 打罵倒 ・体罰 ・苦痛

酷刑の付与 など非人道的な処遇 をい う。

さらに,本 罪が成立するには,そ の情状が劣悪でなければな らない。

皿 刑事責任

刑法448条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 に処する。

3戦 時住民殺害略奪罪 〈哉酎残害居民、掠存居民財物罪〉

戦時住民殺害略奪罪 とは,戦 時に軍事行動地区において,無 事の住民 を

殺害 し,ま たは無肇の住民から財物 を略奪する行為 をいう。

刑法446条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役に処する。その

情状が重大なときは,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処する。その情状

が特 に重大なときは,死 刑,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役 に処す

る。
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りなが ら,重 傷 ・重病の軍人に対 し救護 ・治療 を行わない行為である。本

罪の客観面は,相 互 に関連 ・作用する次の三要件からなる。①行為時が戦

時であること,② 行為対象が重傷 ・重病の軍人であること,す なわち,傷

病軍人の負傷の程度 ・疾病の症状が重大で,直 ちに救護 ・治療 しなければ

極めて重大な結果が発生すること,③ 行為形態が不作為であることであ

る。行為者がその特殊身分および法律規定ゆえに,重 傷 ・重病の軍人を救

護 ・治療する職務 を有 し,か つ救護 ・治療 しうる条件下にあ りなが ら,自

己の職務履行 を拒否することである。これ ら三要件 を充足 したときにの

み,本 罪の客観面が構成 される。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成 はs「 傷病軍人の重大な身体障害 もしくは死亡を発生 さ

せ,ま たはその他の情状が重大 な」犯罪構成 である。

皿 刑事責任

刑法445条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留に処

する。傷病軍人の重大な身体障害 もしくは死亡を発生 させ,ま たはその他

の情状が重大 なときは,5年 以上10年 以下の有期懲役に処する。

第9節 捕虜および住民を害する罪

1捕 虜釈放罪 〈私放俘虜罪〉

捕虜釈放罪 とは,許 可 なく捕虜を逃走 させる行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主観面 は,故 意である。

(2)本 罪の客観面 は,許 可 なく捕虜 を逃走 させる行為である。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成 は,「 重要な捕虜 もしくは多数の捕虜を許可な く逃走さ

せ,ま たはその他の情状が重大 な」犯罪構成である。
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第8節 戦時の救護秩序を害する罪

1傷 病軍人遺棄罪 〈遺奔儒病軍人罪〉

傷病軍人遺棄罪 とは,戦 場において,傷 病軍人を遺棄 して,そ の情状が

劣悪な行為 をい う。

1犯 罪構成

(1)本 罪の客体は,戦 場の救護秩序である。

(2)本 罪の主観面は,故 意である。

(3)本 罪の客観面は,戦 場で傷病軍人を遺棄する行為である。「遺

棄」とは・傷病軍人を救護 しうる条件下にあ りなが ら救護せず
,そ のまま

放置する行為 をいう。遺棄の対象は,傷 病軍人すなわち負傷 ・疾病のため

に救護 を要する者である。

さらに・劣悪な情状がなければ ,本 罪は成立 しない。「劣悪 な情状」と

は,① 反復的にまたは多数の傷病軍人を遺棄 した場合
,② 作戦指揮官 ・極

秘保持者を遺棄 した場合,③ 傷病軍人を遺棄 して死亡 ・身体障害を発生 さ

せた場合,④ 劣悪な影響 を発生 させた場合等 をいう。

II刑 事責任

刑法444条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 に処する。

2戦 時傷病軍人救護拒否罪 〈哉肘拒不救治傷病軍人罪〉

戦時傷病軍人救護拒否罪 とは,戦 時において,救 護 ・治療の職務 にある

者が,救 護 ・治療 しうる条件下にあ りなが ら,重 傷 ・重病の軍人に対 し救

護 ・治療 を行わない行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,現 に救護 ・治療 を職責 とする医務員である。

(2)本 罪の主観面 は,故 意である。

(3)本 罪の客観面 はs戦 時において,救 護 ・治療 しうる条件下にあ
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器装備の重大な損失 を発生 させた場合等 をい う。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成は,「 特に重大な結果発生」の犯罪構成 である。

II定 罪

本罪 と戦場逃亡罪 との限界 両罪は,主 に次の点で区別される・①主体

が部分的に異なる。本罪の主体は指揮者 または当番 ・当直員に限定 され

るが,後 罪の主体は軍人一般である。②客観面が異なる。本罪の行為は軍

事職務の放棄であるが,後 罪の行為は戦場からの逃亡である。③結果の要

件が異なる。本罪の成立には重大な結果発生が必要であるが,後 罪 はその

要件が なくとも成立する。

皿 刑事責任

刑法425条;本 罪を犯 した者はs3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。特 に重大 な結果を発生 させたときは,3年 以上7年 以下の有期懲

役に処す る。戦時に本罪 を犯 したときは,5年 以上の有期懲役 に処する。

2職 務違反指令罪 〈指使部属遠反取責罪〉

職務違反指令罪 とは,職 権を濫用 して,部 下 に職務違反活動 を行 うよう

指令 し,重 大な結果を発生 させる行為 をいう。

刑法427条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。その情状が特 に重大なときは,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処

する。

3部 下虐待罪 〈虐待部署罪〉

部下虐待罪 とは,職 権 を濫用して,部 下を虐待 した情状が重大であっ

て,重 傷その他 の重大な結果を発生 させる行為 をいう。

刑法443条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留に処

する。人を死亡 させたときは,5年 以上の有期懲役 に処する。
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である。「兵役法規の違反」とは ,公 民の兵役履行に関する兵役法の規定

に違反することをいう。「部隊か らの逃亡」 とは
,行 為者が,兵 役服務免

脱のため許可な く部隊か ら離脱する行為 をいう。

部隊逃亡行為は,そ の情状が重大 なときにのみ本罪 を構成する。「重大

な情状」とは・①武器 を携帯 して部隊か ら逃亡 した場合
,② 車両 ・船舶を

操縦 して部隊か ら逃亡 した場合,③ 他人を組織 し,共 同 して部隊か ら逃亡

した場合,④ 規制効果な く反復 的に部隊か ら逃亡 した場合等 をいう
。

n刑 事責任

刑法435条;本 罪を犯 した者はf3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する・戦時に本罪 を犯 したときは,3年 以 上7年 以下の有期懲役に処す

る。

第7節 軍人の涜職の罪

1軍 事職務塀怠罪 〈檀寓、玩忽軍事取守罪 〉

軍事職務解怠罪 とは,指 揮官 または当番 ・当直員が,軍 事職務 を放棄 ま

たは僻怠 して,過 失 により重大な結果 を発生させる行為 をいう
。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,指 揮官 または当番 ・当直員である。本罪は,軍

人職責違反罪の うち,特 殊主体による罪である。

(2)本 罪の主観面 は,過 失である。

(3)本 罪の客観面は,軍 事職務の放棄または慨怠によって,重 大な

結果 を発生させ る行為である。「軍事職務の放棄」とは ,行 為者が自己の

指揮 または当番 ・当直 にかかる任地か ら許可な く離脱することをい う。

他方,「 軍事職務の解怠」とは,行 為者が著 しく職責 を禦怠 して ,自 己の

職務を履行せず または真摯に履行 しないことをいう。本罪は,結 果犯であ

るので,「 重大な結果」がなければ成立 しない。「重大な結果」 とは
,戦

機を誤 らせて軍事行動 を妨害 した場合r事 故 を惹起 して人の死傷 または武
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または当番 ・当直員の職務執行 を妨害 した場合,④ 職務執行妨害により重

大な結果を発生させた場合等 をいう。他方,「 その他の特 に重大な情状」

とは,① 武器 を使用 して職務執行を妨害 した多衆の首謀者である場合・②

緊急時 に重要な職責 を担 う指揮官 または当番 ・当直員の職務執行 を妨害

した場合,③ 職務執行妨害により特 に重大な結果 を発生させた場合等 をい

う。

皿 定罪

1.本 罪 と公務妨害罪(刑 法277条)と の法条競合 両罪は法条競合の

関係にあるので,軍 人による職務執行妨害の対象が軍隊の指揮官または当

番 ・当直員の職務執行であるときは,本 条が優先適用 され本罪として処断

される。

2.本 罪 と軍事職務執行妨害罪 との限界 両罪は,主 に次の点で区別 さ

れる。①犯罪の客体が部分的に異なる。本罪の客体は指揮 ・当番 ・当直

の正常 な秩序であるが,後 罪の客体は軍人の職務執行活動である。②行為

対象が異なる。本罪の対象は現に職務執行中の指揮官 または当番 ・当直

員であるが,後 罪の対象は職務 を執行す る軍人である・③犯罪主体が異な

る。本罪の主体 は軍人であるが,後 罪の主体は一般主体である。

皿 刑事責任

刑法426条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留に処

する。人の重傷 ・死亡を発生 させた とき,ま たはその他の情状が特 に重大

なときは,死 刑 または無期懲役 に処する。戦時に本罪を犯 した ときは・重

く処罰す る。

2部 隊逃亡罪 〈逃禽部臥罪〉

部隊逃亡罪 とは,兵 役法規 に違反 して,部 隊か ら逃亡 し,そ の情状が重

大な行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主観面は,故 意お よび兵役免脱を継続する目的である。

(2)本 罪の客観面は,兵 役法規 に違反 して,部 隊か ら逃亡する行為
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6武 器装備遺失罪 〈遺失武器装各罪〉

武器装備遺失罪 とは,武 器装備 を遺失 して,即 時の報告をせず ,ま たは

その他の情状が重大 な行為 をいう。

刑法441条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

7軍 用地不法販売罪 〈檀 自出嚢 、装辻軍臥房地声罪 〉

軍用地不法販売罪 とは,軍 隊用地の管理規定 に違反 して,軍 隊用地を権

限な く発売 または譲渡 し,そ の情状が重大 な行為 をいう。

刑法442条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留に処

する。その情状が特 に重大なときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処

する。

第6節 部隊の管理秩序を害する罪

1軍 事職務執行妨害罪 〈阻碍抗行軍事取多罪〉

軍事職務執行妨害罪 とは,暴 力 または脅迫を用いて,指 揮官 または当

番 ・当直員の職務執行 を妨害する行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の客体は,指 揮 ・当番 ・当直の秩序である。

(2)本 罪の主観面は,故 意である。

(3)本 罪の客観面は,暴 力 ・脅迫の方法により指揮官または当番 ・

当直員の職務執行 を妨害する行為である。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成には,「 情状が重大な」犯罪構成,「 人の重傷 ・死亡 を

発生 させ る」犯罪構成s「 その他の情状が特に重大 な」犯罪構成がある。

この 「重大 な情状」とは,① 武器を使用 して職務執行を妨害 した場合
t②

職務執行 を妨害 した多衆の首謀者である場合,③ 重要な職責を担 う指揮官
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自己管理物の窃取がある。それゆえ,軍 人が職務上の便益利用により,自

己の取扱 ・管理にかかる軍用物資を窃取するときは,汚 職横領罪の基本的

特徴 を備えるので,よ り刑の重い刑法382条 のよ り処断 される。

2.軍 人が銃器 ・弾薬 ・爆発物 を窃取 ・奪取 したときの法適用の問題

例 えば,軍 人が部隊の武器装備 ・軍用物資 を複数種窃取 ・奪取 して,こ れ

に銃器 ・弾薬 ・爆発物が含 まれていた場合である。 これについて,刑 法

は,軍 人による部隊の銃器 ・弾薬 ・爆発物の窃取 ・奪取 を本罪 として処断

しない,と 明定 している。それゆえ,銃 器弾薬爆発物窃盗奪取罪 として処

断 される。

皿 刑事責任

刑法438条1項;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。その情状が重大な ときはr5年 以上10年 以下の有期懲役に処

する。その情状が特 に重大なときはs死 刑,無 期懲役 または10年 以上の

有期懲役 に処する。

4武 器装備不法販売罪 〈非法出嚢 、装辻武器装各罪 〉

武器装備不法販売罪 とは,他 人に部隊の武器装備 を不法に販売または譲

渡する行為 をいう。

刑法439条;本 罪を犯 した者は,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処す

る。大量の武器装備 を販売 ・譲渡 し,ま たはその他の情状が特に重大なと

きは,死 刑,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役に処する。

5武 器装備遺棄罪 〈遺奔武器装各罪 〉

武器装備遺棄罪 とは,命 令に違反 して,武 器装備 を遺棄する行為 をい

う。

刑法440条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役または拘留に処

する。重要な武器装備 もしくは大量の武器装備 を遺棄 した とき,ま たはそ

の他 の情状が特に重大 なときは,5年 以上 の有期懲役 に処する。
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傷 を発生 させた場合等 をいう。

II刑 事責任

刑法437条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留に処

する。特 に重大な結果を発生 させたときは ,3年 以上7年 以下の有期懲

役に処する。

3武 装軍用物資盗奪取罪 〈盗窃、拾寺武器装畜 、軍用物資罪〉

武装軍用物資盗奪取罪 とは,不 法占有 〔不法領得〕の目的 をもって ,部

隊の武器装備 もしくは軍用物資 を秘密裏に窃取 し,ま たは公然 と奪取する

行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主観面は,故 意お よび武器装備・軍用物資の不法占有の

目的である。

(2)本 罪の客観面は,部 隊の武器装備 ・軍用物資 を秘密裏に窃取

しsま たは他人の不備 に乗 じて公然 と奪取する行為である。 この「軍用物

資」とは,軍 事的使用に供 される寝具衣服 ・食料 ・燃料 ・薬品 ・建材等 ,

武器装備以外の ものをいう。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成には,「 重大な情状」の犯罪構成 と 「特に重大な情状」

の犯罪構成 とがある。この 「重大な情状」 とは ,① 重要な武器装備 を窃

取 ・奪取 した場合,② 大量の武器装備 ・軍用物資 を窃取 ・奪取 した場合,

③反復的に武器装備 ・軍用物資の窃取 ・奪取 を行 った場合等 をいう。他

方,「 特に重大な情状」とは,① 重要な武器装備 を大量に窃取 ・奪取 した

場合,② 窃取 ・奪取 した武器装備 ・軍用物資の量が特に膨大な場合,③ 戦

時に武器装備 ・軍用物資を窃取 ・奪取 して,軍 事利益 を著 しく害 した場合

等 をいう。

皿 定罪

1・本罪 と汚職横領罪 との区別 汚職横領罪の行為形態の一つ として
,
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則違反があって も,本 罪 として処断 される。これに対 して,交 通運送規則

違反のみによって重大事故を惹起 して,人 の重傷 ・死亡 または公私の財産

の重大な損失を発生 させた ときは,後 罪 として処断 される。

皿 刑事責任

刑法436条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役または拘留に処

する。その結果が特 に重大 なときは,3年 以上7年 以下の有期懲役に処

する。

2武 装配分用途不法改変罪 〈檀 自改変武器装各編配用途罪 〉

武装配分用途不法改変罪 とは,武 器装備管理規定に違反 して,武 器装備

の配分または用途を権限な く改変 し,過 失により重大な結果 を発生させる

行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の客体は,武 器装備の管理制度である。

(2)本 罪の主観面 は,過 失である。

(3)本 罪の客観面は,武 器装備の管理規定に違反 して武器装備の配

分または用途を権限な く改変 し,重 大な結果 を発生させる行為である。こ

の 「武器装備管理規定」とは,武 器装備の使用権限 ・配分用途 ・使用範囲

等の管理に関す る規定 をい う。「武器装備の配分 または用途の無権限改

変」とは,権 限ある機関の許可を得 ないで,一 定用途の武器装備 を他の用

途に権限なく流用することをいう。本罪は結果犯であるので,重 大な結果

が発生 しなければ成立 しない。「重大な結果」とは,① 主要な武器装備 を

殿損 した場合,② 武器装備が違法な犯罪活動に用い られた場合,③ 人の死

傷 または財産の重大な損失が発生 した場合等 をいう。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成は,「特 に重大な結果発生」の犯罪構成 である。この「特

に重大な結果」とは,重 要な武器装備を大量 に殿損 した場合,多 数人の死
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(1)本 罪の客体は,武 器装備 の使用制度である。

(2)本 罪の主観面は,過 失である。 この過失は,行 為者が惹起 した

事故 に対する ものであ り,そ の軽率不注意 ・過信 に由来する。これに対

して,武 器装備使用規定の違反行為 自体は,故 意 に犯 される。

(3)本 罪の客観面は,武 器装備使用規定に情状重大 な違反をして,

事故を惹起 し,人 の重傷 ・死亡 ・その他の重大な結果を発生 させる行為で

ある。これは,次 の三要件か らなる。第一 に,武 器装備使用規定に違反す

る行為が要件 となる。この点がs本 罪成立の前提条件 となる。第二に,武

器装備使用規定違反の情状が重大でなければな らない。①武器装備の使

用操作過程で故意に規定または操作手順に違反 した場合s② 粗雑な取扱 ま

たは著 しい責任解怠がある場合,③ 許可なく武器装備を使用 ・操作 した場

合等が,こ れに該当する。第三に,重 大事故により,人 の重傷 ・死亡 また

はその他の重大な結果 を発生させねばならない。例 えば,① 爆発 ・火災 ・

大規模な汚染 を発生 させた場合t② 重要な武器装備 を使用不能にした場

合,③ 公共の財物の重大な損失 を発生 させた場合等 をい う。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成は,「特 に重大な結果発生」の犯罪構成である。この「特

に重大 な結果」とは,重 要な武器装備 の殿損,多 数人の死傷,国 家財産の

特 に重大な損失等 をいう。

II定 罪

1.本 罪 と偶発事件 との限界 両者の結果は,同 じである。 しか し,後

者には,本 罪の客観面 ・主観面の特徴 となる武器装備使用規定違反および

過失が欠ける。 この点で,両 者は区別 される。

2.本 罪 と交通事故罪(刑 法133条)と の限界 軍人が軍用装備のある

軍用車両を運転 中に事故を惹起 した とき,本 罪・後罪のいずれが成立する

か。中国人民解放軍軍事法院の 「軍人職責違反事件 の審理における若干

の具体的問題の処理 に関する意見」(1988年10月19日)に よれば,軍 人

が軍用車両を運転 して軍用装備使用操作規定 に対する情状重大 な違反に

よって,人 の重傷 ・死亡その他の重大結果 を発生 させ,同 時に交通運送規
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な結果 を発生 させた場合等 をい う。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成 は,「 情状が重大な」犯罪構成である。 この 「特 に重大

な情状」とは,一 般 に,① 極めて重要な軍事秘密を漏泄 した場合,② 秘密

漏泄により戦闘 ・戦役 に重大 な損失 を発生 させた場合等 をい う。

II刑 事責任

刑法432条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処

し,そ の情状が特に重大 なときは,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処す

る。戦時に本罪を犯 した ときは,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,

その情状が特に重大 なときは,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役 に処

する。

3過 失軍事秘密漏泄罪 〈道失泄漏軍事秘密罪〉

過失軍事秘密漏泄罪 とは,秘 密に関する国家法規に違反 して,過 失によ

り軍事秘密 を漏泄 し,そ の情状が重大な行為 をいう。

刑法432条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処

し,そ の情状が特 に重大なときは,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処す

る。戦時 に本罪を犯 したときは,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,

その情状が特 に重大なときは,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役 に処

する。

第5節 部隊の戦力の物的基礎を害する罪

1武 器装備事故罪 〈武器装各肇事罪〉

武器装備事故罪 とは,武 器装備使用規定に情状重大 な違反 をして,過 失

により事故 を惹起 し,人 の重傷 ・死亡 またはその他の重大な結果を発生さ

せる行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成
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画お よび組織編成番号,部 隊動員の状況,武 器装備 ・後方勤務の保障能力

等がある。行為形態は,窃 取 ・探索 ・買収である。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成には,「 情状が重大な」犯罪構成および 「情状が特に重

大な」犯罪構成 とがある。 この 「重大な情状」とは,① 職権 を利用 して軍

事秘密を取得 した場合,② 作戦部門 ・機密部門等の重要部門の軍事秘密を

取得 した場合,③ 軍事秘密不法取得の手段が特 に劣悪な場合等 をい う。他

方,「 特 に重大 な情状」とは,① 作戦部門 ・機密部門等の重要部門の重要

な秘密または大量の秘密 を取得 した場合,② 不法に取得 した重要な軍事秘

密または大量の軍事秘密を漏泄 した場合,③ 軍事秘密の不法取得 により特

に重大な結果 を発生 させた場合等 をいう。

II刑 事責任

刑法431条1項;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役に処する。

その情状が重大なときは,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処する。その

情状が特 に重大なときは,10年 以上の有期懲役 に処する。

2軍 事秘密漏泄罪 〈故意泄漏軍事秘密罪〉

軍事秘密漏泄罪 とは,国 家秘密法規 に違反 して,故 意 に軍事秘密 を漏泄

し,そ の情状が重大な行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主観面 は,故 意である。

(2)本 罪の客観面は,国 家秘密法規に違反 して,故 意に軍事秘密 を

漏泄する行為である。 この 「国家秘密法規」とは,主 に国家秘密保護法お

よび中国人民解放軍秘密保持条例等 をい う。「漏泄」 とは,口 頭 ・書面等

によって,秘 密 を認識 してはならない者に認識 させ る行為をいう。

本条 によれば,「 情状が重大」でなければ本罪は成立 しない。 この 「重

大な情状」とは,① 大量の軍事秘密 を漏泄 した場合,② 重要な軍事秘密 を

漏泄 した場合,③ 秘密漏泄の手段が極めて劣悪な場合,④ 漏泄 によ り重大
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7戦 時軍人動揺罪 〈哉士軍人造瑠惑森罪 〉

戦時軍人動揺罪 とは,戦 時において,軍 人が,流 言飛語 によって軍人の

心情 を惑わ し,軍 隊の士気を動揺 させる行為 をいう。

刑法433条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役に処 し,そ の情

状が重大な ときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処する。敵方 と結託

して本罪を犯 したときは,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役 に処 し,

その情状が特に重大 なときは,死 刑 に処する。

8戦 時 自傷罪 〈哉吋自務罪 〉

戦時 自傷罪 とは,戦 時において,自 己の身体を傷害 し,軍 事義務 を免脱

する行為 をい う。

刑法434条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役に処する。その

情状が重大なときは,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処す る。

第4節 軍事秘密を害する罪

1軍 事秘密不法取得罪 〈非法荻取卑事秘密罪 〉

軍事秘密不法取得罪 とは,窃 取,探 索または買収の方法を用いて,軍 事

秘密 を不法 に取得す る行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の客体は,軍 事秘密の安全である。

(2)本 罪の主観面は,故 意である。

(3)本 罪の客観面は,窃 取 ・探索 ・買収の方法 を用いてr軍 事秘密

を不法 に取得する行為である。本罪の対象は,軍 事秘密である。「軍事秘

密」とは,国 防の安全 ・軍事利益 に直接関わる事項の うち,一 定期間に一

定範囲の者のみがその認識を許され,外 部への公開が禁 じられるものをい

う。国家秘密保護法および秘密保持条例によれば,軍 事秘密に含まれる主

要なもの として,国 防 ・軍事行動に関する戦略方針,部 署 ・軍隊の建設計
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5命 令違反作戦消極罪 〈達舎作哉消板畢 〉

命令違反作戦消極罪 とは,指 揮官が,戦 闘において,畏 縮 し,命 令 に違

背 し,作 戦に消極的になってr過 失により重大な結果を発生 させる行為 を

いう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体すなわち指揮 ・管理の職責を負 う指i揮

官である。

(2)本 罪の主観面は,過 失である。

(3)本 罪の客観面は,戦 闘で畏縮 し,命 令に違背 し,作 戦に消極的

になって,重 大な結果を発生 させる行為である。本罪は,作 戦の過程での

み成立 しうる。「命令違背」とは ,上 官の作戦命令 に違反 してこれを執行

しないことをいう。「戦闘で畏縮する」とは,作 戦の過程で戦闘に怯 み前

進する気力を失 うことをいう。「作戦に消極的になる」とは,作 戦の過程

で進取の精神 を失い,戦 闘に消極 ・怠惰 になる行為 をいう。本罪は,結 果

犯であるので,重 大な結果が発生 したときのみに成立する。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成は,「 戦闘 ・戦役 の重大 な損失発生」の犯罪構成であ

る。

皿 刑事責任

刑法428条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 に処する。戦闘 ・

戦役の重大な損失 を発生させ たときは,死 刑,無 期懲役 または10年 以上

の有期懲役 に処する。

6友 軍救援拒否罪 〈拒不救援友郭部臥罪 〉

友軍救援拒否罪 とは,指 揮官が,戦 場において,危 機に瀕 した友軍部隊

からの救援要請を知 りなが ら,友 軍部隊を救援 しうるのに救援せず,重 大

な損失 を発生 させる行為 をいう。

刑法429条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下の有期懲役に処す る。
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情報をいう。例 えば,敵 軍および我軍の兵力 ・装備 ・部署等,戦 闘地域の

自然 ・地理に関する情報がある。本罪の行為形態は,軍 情の隠匿または虚

偽報告である。「隠匿」とは,報 告すべ き真実 を隠蔽 して報告 しないこと

をいう。「虚偽報告」とは,軍 事情報 につ き真実 を偽 り歪めて上官に報告

し,上 官を欺岡す る行為 をいう。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成は,「 戦闘 ・戦役の重大 な損失発生」の犯罪構成であ

る。

n刑 事責任

刑法422条;本 罪を犯 した者は,3年 以上10年 以下の有期懲役に処す

る。戦闘 ・戦役の重大な損失 を発生 させたときは,死 刑,無 期懲役 または

10年 以上の有期懲役 に処する。

3軍 令伝達拒否虚偽伝達罪 〈拒伎、假俊軍令罪〉

軍令伝達拒否虚偽伝達罪 とは,軍 令の伝達を拒絶 しまたは虚偽の軍令 を

伝達 して,作 戦 を害す る行為をいう。

刑法422条;本 罪を犯 した者は,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処す

る。戦闘 ・戦役の重大な損失 を発生 させたときは,死 刑,無 期懲役 または

10年 以上の有期懲役 に処する。

4戦 場逃亡罪 〈哉吋職吋逃脱罪 〉

戦場逃亡罪 とは,戦 時において,戦 闘任務に直面する者が,任 地 を離れ

て戦闘から逃避する行為 をいう。

刑法424条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 に処する。その

情状が重大なときは,3年 以上10年 以下の有期懲役に処する。戦闘 ・戦

役の重大 な損失 を発生 させた ときは,死 刑,無 期懲役または10年 以上の

有期懲役 に処する。
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第3節 作戦の秩序を害する罪

1戦 時命令反抗罪 〈哉吋遠抗命舎罪 〉

戦時命令反抗罪 とは,戦 時においてr上 官の命令に違背 し執行 を拒否 し

て,作 戦 を害する行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の客体は,作 戦指揮の秩序である。

(2)本 罪の主観面は,故 意である。

(3)本 罪の客観面は,戦 時の命令 に違背 し執行を拒否 して,作 戦を

害する行為である。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成は,「 戦闘 ・戦役の重大な損失発生」の犯罪構成であ

る・ この 「戦闘 ・戦役の重大 な損失 の発生」とは ,我 軍の兵員の重大な死

傷,武 器装備 ・軍用物資の重大 な損失,戦 闘 ・戦役の敗北等 をいう。

n刑 事責任

刑法421条;本 罪を犯 した者は,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処す

る。戦闘 ・戦役の重大な損失 を発生 させた ときは,死 刑,無 期懲役 または

10年 以上の有期懲役 に処する。

2軍 情隠匿虚偽報告罪 〈隠購、流扱畢情罪〉

軍情隠匿虚偽報告罪 とは,上 官 に軍情の報告 をせず,ま たは虚偽 ・改変

した軍情 を報告 して,作 戦を害す る行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主観面 は,故 意である。

(2)本 罪の客観面は,軍 情の隠匿 ・不報告 により作戦を害する行為

である。本罪の行為対象である 「軍情」とは,軍 事 とりわけ作戦 に関わる
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船舶 を操縦 して逃亡 したとき}ま たはその他の情状が特に重大なときは,

死刑,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役に処する。

3軍 事秘密国外提供罪 〈力境外窃取.刺 探 、牧契、非法提供卑事秘

密罪 〉

軍事秘密国外提供罪 とは,外 国 〈境外 〉の機関 ・組織 または個人のため

に軍事秘密 を窃取,探 索,買 収 または不法提供す る行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主観面は,外 国の機関 ・組織 ・個人 と知 りなが ら・その

ために軍事秘密を窃取 ・探索 ・買収 ・不法提供する決意である。

(2)本 罪の客観面はs外 国の機関 ・組織 ・個人のために軍事秘密 を

窃取 ・探索 ・買収 ・不法提供する行為である。「窃取」とは,不 法な隠密

手段 によって軍事秘密 を取得する行為 をいう。「探索」 とは,各 種の経

路 ・手段 を用いて関係者から聴取 を行い,軍 事秘密の内容 ・保管場所 ・秘

密関与者等 を調査することをいう。「買収」 とは,金 銭 ・色情 ・物品によ

る誘引または承諾等の手段を用いて,秘 密 を知る者 を籠絡 し,関 連する軍

事秘密を自己に漏洩 させる行為 をいう。「不法提供」とは,軍 事秘密 を保

管 ・認知する者が,軍 事秘密の認識を許 されない者に対 し,許 可 ・権限な

くその保管 ・認知にかかる軍事秘密 を提供する ことをい う。「窃取 ・探

索 ・買収 ・不法提供」の全行為 を同時 に行 う必要はな く,そ の一行為 を行

えば本罪が成立する。

II定 罪

本罪と国家秘密情報不法提供罪(刑 法111条)と の法条競合の問題 両

罪は法条競合の関係 にあ り,軍 人が外国の機関等のために軍事秘密の窃

取 ・探索 ・買収 ・不法提供を行ったときは,本 条が優先適用 されるので・

本罪 として処断される。

皿 刑事責任

刑法431条2項;本 罪 を犯 した者 は,死 刑,無 期懲役または10年 以

上の有期懲役に処す る。
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2軍 人反逆逃亡罪 〈率人叛逃罪 〉

軍人反逆逃亡罪 とは・軍人が,公 務履行期間に許可な く任地 を離れて
,

国外 〈境外 〉へ と逃亡 し,ま たは国外 〈境外 〉で逃亡 して
,国 家の軍事利

益 を害する行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の客体は,国 防の安全利益である。

(2)本 罪の主観面は,故 意である。

(3)本 罪の客観面は,公 務履行期間に許可な く任地を離れて国外へ

と逃亡 し・または国外で逃亡 して 1国 家の軍事利益 を害する行為である。

離反逃亡行為には,公 務履行期間の軍人が許可なく任地を離れて国内か ら

国外へ と逃亡する場合 と,国 外での公務履行期間に許可なく任地を離れて

逃亡 ・逃走す る行為 とがある。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成 には,「 情状が重大な」犯罪構成 と 「航空機 ・船舶 を操

縦 して逃亡 し,ま たはその他の情状が特に重大な」犯罪構成 とがある
。 こ

の 「重大 な情状」とは,重 要な職務 を担 う軍人が逃亡 した場合
,共 同逃亡

の主犯である場合,軍 事秘密 を携えて逃亡 した場合等 をいう
。他方,「 そ

の他の特 に重大な情状」とは ,重 要な軍事秘密 を携 えて逃亡 した場合,指

揮官その他の重要な職責を担 う者の逃亡を策動 した場合,逃 亡後わが国の

国防利益 を害する活動に積極的に従事 した場合等 をいう。

皿 定罪

本罪 と反逆逃亡罪(刑 法109条)と の法条競合の問題 軍事機関の専属

である軍人が反逆逃亡 したときは ,本 罪 と刑法109条 との法条競合 とな

る。この場合には,一 般法に対する特別法の優越原則 に従 って
,本 罪 とし

て処断される。

皿 刑事責任

刑法430条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留に処

する。その情状が重大なときは,5年 以上の有期懲役 に処する。航空機.
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1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の客体は,国 家の安全秩序 と軍人の参戦秩序である。

(2)本 罪の主観面は,故 意および命を惜 しんで死を恐れる動機であ

る。

(3)本 罪の客観面は,戦 場で 自発的に武器を放棄 して敵方に投降す

る行為である。「戦場」 とは,敵 軍 と我軍 とが直接交戦する地点 をいう。

「武器の自発的放棄」とは,武 器 を使用 して敵兵 を殺傷する条件 ・能力が

あるのにこれを使用せず,自 発的に抵抗 を放棄することをいう。「敵方へ

の投降」とは,本 罪の重要な客観的要素であ り,我 軍 と交戦する敵方に屈

服することをいう。

2.特 殊犯罪構成

これには,「 情状が重大 な」犯罪構成お よび「投降後 に敵方 に尽力する」

犯罪構成がある。この 「重大な情状」 とはs① 部隊 を率いて投降 した場

合,② 指揮官が投降 した場合,③ 重要な武器装備 を携帯 して投降 した場

合,④ 投降によ り戦闘 ・戦役の重大 な損失 を招来 した場合等 をい う。

H定 罪

本罪 と投敵反変罪との限界 両罪の主な相違はf次 の点にある・①主体

が異なる。本罪の主体は作戦に参加する軍人であるが,後 罪の主体は中国

国籍を有する全ての公民である。②行為地が異なる。本罪は敵軍 と我軍

とが直接交戦する戦場のみで行われうるが,後 罪はこの ような空間的条件

に制約 されない。③行為の動機が異なる。本罪は命 を惜 しんで死 を恐れ

る動機によるが,後 罪は信念 ・動揺等の動機で行われる。

皿 刑事責任

刑法423条;本 罪を犯 した者は,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処す

る。その情状が重大 なときは,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役に処

する。
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第430条 軍人反逆逃亡罪 〈軍人叛逃罪〉

第431条 軍事秘密不法取得罪 〈非法荻取軍事秘密罪〉 軍事秘密国外

提供罪 〈力境外窃取、刺探、牧英、非法提供軍事秘密罪〉

第432条 軍事秘密漏泄罪 〈故意泄漏軍事秘密罪〉 過失軍事秘密漏泄

罪 〈迂失泄漏軍事秘密罪〉

第433条 戦時軍人動揺罪 〈哉肘軍人造揺惑余罪〉

第434条 戦時自傷罪 〈哉吋自傍罪〉

第435条 部隊逃亡罪 〈逃寓部臥罪〉

第436条 武器装備事故罪 〈武器装各肇事罪〉

第437条 武装配分用途不法改変罪 〈檀自改変武器装各綿配用途罪〉

第438条 武装軍用物資盗奪取罪 く盗窃、拾寺武器装各、軍用物資罪〉

第439条 武器装備不法販売罪 〈非法出一.、鞍止武器装各罪〉

第440条 武器装備遺棄罪 〈遺奔武器装各畢〉

第441条 武器装備遺失罪 〈遺失武器装各罪〉

第442条 軍用地不法販売罪 〈捜自出奨r鞍 辻軍臥房地声罪〉

第443条 部下虐待罪 〈虐待部署罪〉

第444条 傷病軍人遺棄罪 〈遺奔侮病軍人罪〉

第445条 戦時傷病軍人救護拒否罪 〈哉肘拒不救治侮病軍人罪〉

第446条 戦時住民殺害略奪罪 〈哉吋残害居民、掠奪居民財物罪〉

第447条 捕虜釈放罪 〈私放俘虜罪〉

第448条 捕虜虐待罪 〈虐待俘虜罪〉

第2節 国防の安全を害する罪

1投 降罪 〈投降罪 〉

投降罪 とは,戦 場において,命 を惜 しみ死 を恐れたため,自 発的に武器

を放棄 して敵方 に投降する行為 をいう。
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時 自傷罪 ・戦時軍人動揺罪 ・傷病軍人遺棄罪 ・戦場逃亡罪 ・戦時命令反

抗罪 ・軍人反逆逃亡罪では,「 戦時」,「 公務履行期間」,「 戦場」,「 軍

事行動地区」等が要件 とされ,こ れらの特定の時間的 ・空間的要件が充足

されない限 り,犯 罪が成立 しない。第二に,本 罪では,特 定の時間 ・場所

が成立要件 とはされなくとも,特 定の時間的 ・空間的条件が量刑を制約す

る重要な情状 となることが多い。例えば,軍 事秘密漏泄罪 ・部隊逃亡罪 ・

軍事職務解怠罪 ・軍事職務執行妨害罪では,立 法により「戦時に犯 したと

きは重 く処罰する」 と定める。

本罪を認定する際には,犯 罪 と非犯罪 との限界づけを厳格に行わねばな

らない。軍人の職務違反行為は,国 家の軍事利益 に対する危害の軽重に応

じて,軍 人の職務違反の罪 と軍人の軍紀違反行為 とに分けられる・刑法

13条 但書は,「 その情状が著 しく軽微 で危害が大 きくないときは,犯 罪 と

して認定 しない」と定めるので,こ れに該当す る軍人の職務違反行為は,

犯罪 としては認定 されず軍紀違反 として処理 されうる。本章に軍人の職

務違反の罪 として定める犯罪構成に該当する行為は,要 罰性の程度に達 し

ていれば,犯 罪 として処断 される。

刑法各則第10章 は,軍 人の職責違反の罪 として全32条 に30の 罪名 を

定める。 これらを条文の序列に従って,次 に掲げる。

第421条 戦時命令反抗罪 〈哉吋逃抗命令罪〉

第422条 軍情隠匿虚偽報告罪 〈隠購、慌振軍情罪〉 軍令伝達拒否虚

偽伝達罪 〈拒倍、假佑軍令罪〉

第423条 投降罪 〈投降罪 〉

第424条 戦場逃亡罪 〈哉吋晦陣逃脱罪 〉

第425条 軍事職務解怠罪 〈檀寓、玩忽軍事取守罪〉

第426条 軍事職務執行妨害罪 〈阻碍71'L行軍事取劣罪〉

第427条 職務違反指令罪 〈指使部属造反取責罪〉

第428条 命令違反作戦消極罪 〈造令作 哉消扱罪 〉

第429条 友軍救援拒否罪 〈拒不救援友郭部..,〉
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軍人職務違反罪の実質的な危害は,武 装力整備の阻害 ・部隊の戦闘力弱体

化を通 じた国家軍事利益 の危害にある。

(3)本 罪の主観面 〔主観的要件〕は,故 意犯が多数 を占めるが ,武

器装備事故罪 ・軍事職務慨怠罪のように少数の過失犯 もある。さらに,こ

の故意犯の中には,あ る特定の動機 を要件 とし,こ の動機がない限 り成立

しない罪 もある。例 えばa戦 時 自傷罪は 「軍事的義務の免脱」r投 降罪は

「命 を惜 しんで死 を恐れる」動機で行われねばならない。

(4)本 罪の客観面 〔客観的要件〕は,国 家の軍事利益 を害する行為

である。

軍人の職務 とは,軍 人が法律r軍 事命令 または自己の任務 に従 って職責

を負担 ・履行 しなければならない義務 をい う。 この職責 には ,一般 的職

責 ・具体的職責 ・専門的職務の三つがある。 まず,「 一般的職責」とは,

例えば「命令 ・指揮への服従」,「いかなる事情下でも祖国を裏切 らない」

といった全軍人が尽力 しなければな らない職務 をい う。その主要なもの

は,中 国人民解放軍内務条令に定め られている。次 に,「 具体的職責」と

は,軍 隊の兵士 ・士官 ・司令官 ・主管人員の軍事任務執行時における職務

をいう。中央軍事委員会,各 解放軍の本部さらには各軍の兵種により公布

される各種の条例 ・条令が,こ れを定める。最後 に,「 専門的職責」とはs

艦長 ・車長の職責 など軍隊で専門的な職務 に従事する軍人に対 して定め

られた職務 をいう。軍人の職責違反行為が犯罪 となるには,国 家の軍事利

益を害する必要がある。その危害が,要 罰的な程度に達すると,本 罪が成

立する。

軍人の職務違反の罪は,軍 事職務執行妨害罪 ・部隊逃亡罪 ・武装軍用物

資盗奪取罪など多 くの犯罪が作為の行為形態により行われる。 しか し,傷

病軍人遺棄罪 ・軍事職務解怠罪のように不作為の行為形態による罪,戦 時

命令反抗罪の ように作為 ・不作為の両形態 による罪 もある。

行為時および行為地は,軍 人職責違反罪の定罪 ・量刑に重大な影響を及

ぼす。第一に,本 罪では,特 定の時間 ・場所が犯罪構成の全体機能の形成

に直接影響するために,そ れが成立要件 とされることがある。例えば,戦
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第34章 軍人の職務違反の罪(蒔 瑞麟)

長井 圓 共訳

藤井 学

第1節 軍人の職務違反の罪 概説

軍人の職務違反の罪 とは,軍 人がその職責 〔職務〕に違反 して国家の軍

事利益を害する行為のうち,法 律において刑罰による処罰を受けねばな ら

ない行為 をい う。

特殊な犯罪類型である軍人の職務違反の罪は,次 の構成 要件か らなる。

(1)本 罪の主体 は,軍 人である。刑法450条 によれば,軍 人には,

中国人民解放軍の現役士官 ・文官幹部 ・兵士 ・軍籍を有する学生,中 国人

民武装警察部隊の現役警官 ・文官幹部 ・兵士 ・軍籍を有する学生,お よび

軍事任務 を執行する予備役人員その他の人員が含まれる。 この 「予備役

人員」とは,民 兵組織に編入 され,ま たは登録を経て予備役 に服務する地

方の人員 をいう。兵役法 によれば,予 備役人員は,平 時にも定期的に軍事

訓練に参加 して軍事任務を執行 しなければならずrま た,随 時の徴用 ・服

務 に備え現役兵士 となるための準備 をしていなければならない。他方,

「その他の人員」 とは,(武 装部隊を含め)軍 隊の機関 ・部隊 ・学校 ・病

院 ・・基地等の隊列単位 ・事業単位における職務 を担 う正式の職員 ・従業

員のほか,臨 時に徴用されまたは軍事任務の執行 を委託 された地方の人員

をいう。同規定の内容か らすれば,軍 人の範囲は,以 前 よりも拡大されて

いる。軍人の職務違反の罪の主体 には,現 役軍人のみな らず,予 備役人員

お よびその他の人員 も含まれる。 しか し,予 備役人員 ・その他の人員は,

戦闘 ・軍事訓練への参加等の軍事任務の執行時でなければ,本 類型の罪の

主体にな りえない。

(2)本 罪の客体 〔法益〕は,国 家の軍事利益である。国家の軍事利

益 とは,軍 事活動 に直接関わる国家利益 をい うが,こ れは,軍 隊の組織 ・

編成,戦 争の準備 ・実行等の軍事活動 において具体化 される利益である。
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本罪 と犯人蔵匿庇護罪 とは,い ずれも犯罪者の処罰逃避 を常助する行為

であるので極めて類似する。 しか し,本 罪 と後罪 とは,次 の点で区別され

る。①主体が異なる。本罪の主体は特殊主体すなわち犯罪活動取締 を職

責とする国家機関の公務員であるが,後 罪の主体は一般主体である。②行

為形態が異なる。犯罪者の処罰逃避を常助する本罪の行為には,情 報提供

行為 と便益提供行為とがあ り,一 般にはその職務を利用 して行われる。こ

れに対 して,後 罪の主要な行為形態は,便 益提供であって,情 報提供 を含

まない。情報提供 自体が庇護罪の行為 となるのは,旅 館業 ・飲食業等の職

員が売春行為者に情報提供をする特殊な場合のみに限 られる。

刑法417条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。その情状が重大 なときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処する。

(1)1997年12月 最高人民検察院 「検察機関が直接受理 して捜査 ・立件を行 う事

件の数額 ・数量の基準に関する若干の規定(試 行)」
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17被 誘拐婦女児童不救助罪 〈不解救被拐輿 、廓架妃女 、几童罪〉

被誘拐婦女児童不救助罪 とは,誘 拐売買拉致 された婦女 ・児童の解放 ・

救助 を職務 とする国家機関の公務員が,被 害者本人 もしくはその家族か ら

解放 ・救助の要請 を受け,ま たはその他の者か ら通報を受けたにもかかわ

らず,誘 拐売買拉致された婦女 ・児童の解放 ・救助を行 わず,重 大な結果

を発生させる行為をいう。

刑法416条1項;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。

18被 誘拐婦女児童解放妨害罪 〈阻碍解救被拐妻 、螂架妃女 、几童罪 〉

被誘拐婦女児童解放妨害罪 とは,誘 拐売買拉致 された婦女 ・児童の解

放 ・救助を職務 とする国家機関の公務員が,そ の職務 を濫用 して被害者の

解放 ・救助 を妨害する行為をいう。

本罪 と被誘拐婦女児童不救助罪 とは,次 の点で区別される。本罪は,解

放 ・救助の職務不履行 という不作為のみならず,職 務を濫用した解放 ・救

助の妨害 という積極的な作為によって も行われうる。 これに対 して,後 罪

は,解 放 ・救助の職責不履行 という不作為のみに限 られ,解 放 ・救助の妨

害行為によっては行われない。

刑法416条2項;本 罪 を犯 した者は,2年 以上7年 以下の有期懲役

に処する。その情状が軽い ときは,2年 以下の有期懲役または拘留に処す

る。

19犯 罪者処罰逃避割助罪 〈幕助犯罪分子逃避赴罰罪〉

犯罪者処罰逃避討助罪 とは,犯 罪取締 を職責 とす る国家機関の公務員

が,犯 罪者 に情報提供または便益提供 を行って,そ の処罰逃避を帯助する

行為 をい う。

関連す る司法解釈によれば,公 安職員が窃取 ・強取 された自動車につ

き,車 両番号票の不法提供 または車両・番号票の取得 にかかる便宜提供 を

行 って,犯 罪者の処罰逃避 を帯助 したときは,本 罪 として処罰 される。
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14偽 劣商品製造販売放任罪 〈放1制 醤伽劣商晶犯罪行力罪 〉

偽劣商品製造販売放任罪 とは,偽 劣商品の生産・販売にかかる犯罪行為

の取締責任 を負 う国家機関の公務員が,私 利不正 を図って 〈狗私舞弊 〉,

法律の定める取締の職責を履行せず,そ の情状が重大 な行為 をいう。

行政法執行官が偽劣商品の生産 ・販売にかかる違法行為の調査 ・処分

を行 うにあた り,犯 罪を構成する違法行為を発見 しなが らも調査 ・処分を

行わない ときは,本 罪 として処断 される。私情 ・私利にとらわれて行政処

分のみにとどめて司法機関に送致せず,そ の刑事責任の追及を免脱させた

ときは,刑 事事件不送致罪 として処断される。

刑法414条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

15密 出入国不正証明処理罪 〈梵理愉越国(迦)境 人艮出入境証件罪〉

密出入国不正証明処理罪 とはs旅 券 ・査証 ・その他の出入国証明書の処

理を行 う国家機関の公務員が,密 出入国を意図する者と知 りなが ら,そ の

出入国証明書の処理を行 う行為 をいう。

行為者が密出入国者の組織 ・運送を行 う犯罪者 と共謀 して出入国証書

の処理を不法に行 ったときは,密 出入国組織罪 ・密出入国者運送罪の共犯

として処断される。

刑法415条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。その情状が重大なときは,3年 以上7年 以下の有期懲役に処す る。

16密 出入国放任罪 〈行倫越国(辺)境 人昊罪 〉

密出入国放任罪 とは,国 境防備 ・税関等の国家機関の公務員が,密 出入

国者 と知 りなが ら,そ の密出入国 を放任する行為 をい う。

行為者が密出入国者の組織 ・運送 を行 う犯罪者 と共謀 して本罪 を犯 し

た ときは,密 出入国組織罪 ・密出入国者運送罪の共犯 として処断 される。

刑法415条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。その情状が重大 なときは,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処する。
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10商 品検査不正罪 〈商栓絢私舞弊罪〉

商品検査不正罪 とは,国 家の商品検査部門または商品検査機関の公務員

力㍉ 私利不正 を図って 〈御私舞弊 〉,検 査結果を偽造する行為 をいう。

刑法412条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。重大な結果 を発生 させたときは,5年 以上10年 以下の有期懲役 に

処する。

11商 晶検査職務惚怠罪 〈商監失取罪〉

商品検査職務辮怠罪とは,国 家の商品検査部門または商品検査機関の職

員が,職 務を著 しく解怠 して,検 査 を要する商品を検査せず,検 査結果証

明書の提 出を遅滞 し,ま たは誤 った検査結果証明書の発行を行 って,国

家 ・人民の利益の利益 に重大 な損失 を与える行為 をいう。

刑法412条2項;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。

12動 植物検疫不正罪 〈劫植物栓疫絢私舞弊罪〉

動植物検疫不正罪 とは,動 植物検疫機関の検疫員が}職 権を利用 して,

私利不正 を図 って 〈徊私舞弊〉,検 疫結果 を偽造する行為をい う。

刑法413条1項;本 罪 を犯 した場合は,5年 以下の有期懲役 または拘

留 に処する。重大 な結果を生 じさせたときは,5年 以上10年 以下の有期

懲役 に処する。

13動 植物検疫職務憺怠罪 〈幼檀物栓疫失取罪〉

動植物検疫職務解怠罪 とは,動 植物検疫機関の検疫員が,職 務を著 しく

慨怠 して,検 疫 を要する物品の検疫 を行わず,検 疫結果証明書の提出を遅

滞 し,ま たは誤 った検疫結果証明書の発行 を行って,国 家の利益 に重大な

損失 を与える行為 をいう。

刑法413条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留に処

する。
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罪は生産 ・生活の過程で発生する。③侵害 される客体が異なる。本罪で

は国家機関の環境保護の職能が害 されるが,後 罪は自然環境に対する国家

の保護 ・管理の秩序が害される。

刑法408条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

8伝 染病防治職務慨怠罪 〈俊染病防治失取畢 〉

伝染病防治職務解怠罪 とは,伝 染病の予防 ・治療に従事する政府衛生行

政部門の職員が,職 務の著 しい解怠によって伝染病の伝播 または流行 を引

き起 こし,そ の情状が重大な行為 をいう。

本罪 と伝染病防治規定違反罪 との限界 両罪は,次 の点で区別 される。

①主体が異なる。本罪の主体は伝染病の予防 ・治療 に従事する職務 を担

う者であるが,後 罪の主体は一般の個人または単位である。 これ らの者

は,多 くの場合,伝 染病予防治療職員の職務対象である。②行為形態が異

なる。本罪は法律 に定める伝染病予防治療の職務 に反する涜職性 を有す

るが,後 罪 にはこの性質がない。③客体が異なる。本罪の客体は国家の関

係部門の伝染病予防治療の職能であるが,後 罪では公共の衛生が害 され

る。

刑法409条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役または拘留に処

する。

9密 輸放任罪 〈放鰍走私罪 〉

密輸放任罪 とは,税 関の公務員がs金 銭 ・財物の取得,親 戚 ・友人の庇

護 またはその他の私利私情のために,密 輸行為をそれ と知 りなが ら放任

して追及せず,そ の情状が重大な行為 をいう。

刑法411条;本 罪を犯 した者はs5年 以下の有期懲役または拘留 に処

する。その情状が特に重大なときは,5年 以上の有期懲役に処する。
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5輸 出税還付証書不法提供罪 〈遠法提供出ロ退税尭証罪〉

輸出税還付証書不法提供罪 とは,国 家機関の公務員が,国 家の規定に違

反 して,輸 出貨物税関申告書 ・輸出為替収入審査書等の輸出税還付証書を

提供する職務の遂行にあた り,私 利 を図るために不正行為 を行い〈狗私舞

弊 〉,国 家の利益 に特に重大な損失 を与える行為をいう・

刑法405条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

6林 木伐採許可証不法発行罪 〈達法麦放林木采伐群可証罪〉

林木伐採許可証不法発行罪とは,林 業主管官庁の公務員が,森 林法に違

反して,年 間伐採限度を超過する林木伐採許可証を発行し,または林木伐

採許可証を濫発 して,そ の情状が重大で森林の重大な破壊を招来する行為

をいう。

本罪と林木濫伐罪との限界 林木採伐許可書の違法発行行為によって

濫伐行為が助長され,濫 伐の結果が発生しても,当該行為は林木濫伐罪の

共犯として処断されない。

刑法407条;本 罪を犯した者は,3年 以下の有期懲役または拘留に処

する。

7環 境監理職務塀怠罪 〈圷境盗管失取罪 〉

環境監理職務慨怠罪 とは,環 境の保護 ・監督 ・管理の職責 を担 う国家機

関の公務員がs職 務の著 しい解怠によって重大な環境汚染事故 を発生 さ

せ,公 私の財産の重大な損失 または人を死傷 させる重大な結果を発生 させ

る行為をいう。

本罪 と重大環境汚染事故罪 との限界 両罪は,主 に次の点で区別 され

る。①主体が異 なる。本罪の主体は環境監督監視を担 う国家機関の公務

員であるが,後 罪の主体は一般の個人 ・単位である。②事故の発生する場

所が異なる。本罪は環境保護 を管理監督する活動において発生するが,後
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な危害を及ぼ した場合等 をいう。

II刑 事責任

刑法402条;本 罪を犯 した者 はs3年 以上7年 以下の有期懲役に処す

る。重大な結果を発生 させた ときは,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処

する。

2会 社証券管理職権濫用罪 〈溢用管理公司、証券取枚罪〉

会社証券管理職権濫用罪 とは,国 家の関連主管官庁の国家公務員が,私

利不正を図って,法 律の規定に適合 しない会社の設立 ・登記の申請または

株券 ・債券の発行 ・上場の申請に対 して,許 可または登記を行い,公 共の

財産 または国家 ・人民の利益に重大 な損失 を与 える行為 をいう。

刑法403条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

3不 正徴税罪 〈徊私舞弊不征、少征税款罪〉

不正徴税罪 とは,税 務機関の公務員が,私 利 ・私情のために不正 を図っ

て く狗私情私利 〉,納 税者の納付すべ き税金を徴収せず,ま たは過少に徴

収 して,国 家税収に重大な損失 を与える行為をいう。

刑法404条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留に処

する。特 に重大な損失 を与 えたときは,5年 以上の有期懲役に処する。

4納 税不正還付罪 〈徊私舞弊炭善麦票 、抵釦税款 、出ロ退税罪 〉

納税不正還付罪 とは,職 務 を処理するにあた り税務機関の公務員が,法

律 ・行政法規 に違反 して,私 利 ・私情の不正 を図って 〈狗私情私利 〉,条

件不適合の単位 または個人 と知 りなが ら,納 税証書の発行 ・税金の減免 ・

輸出税の還付 を行 って,国 家の利益 に重大 な損失 を与 える行為をいう。

刑法405条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。国家の利益に特に重大 な損失 を与 えたときは,5年 以上の有期懲役

に処する。
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1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体すなわち法を執行する行政官に限られ

る。すなわち,国 家の公安機関 ・商工機関 ・税務機関 ・税関 ・検疫機関等

の行政機関において法 により行政の職権 を行使する国家機関の公務員で

ある。

(2)本 罪の客体は,行 政機関の正常 な活動 と司法職権である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。行政における法執行にあた りs

その対象 となる行為が犯罪を構成 することを知 りながら,法 により司法機

関に送致 して刑事責任 を追及すべ き事件 を送致 しない心理態度である。

その動機は,私 利 ・私情である。

(4)本 罪の客観面は,私 利不正を図るために法執行の行政職権を利

用 して法 を歪曲し,司 法機関に移送すべ き事件 を送致 しない行為である。

これは,法 を執行する行政官が行政違法行為の取締 にあた り,犯 罪 となる

違法行為 を発見 しながら,法 により司法機関に送致 して刑事責任 を追及せ

ずに,他 の方式で事件 を処理す ることをいう。例 えば,事 件 を隠蔽して責

任追及を しない場合,犯 罪行為 を一般の違法行為 として処理する場合,行

政罰を刑罰に代替する場合がある。

刑法402条 によれば,本 罪は,そ の情状が重大なときにのみ成立する。

「重大な情状」とは,① 重大な犯罪事件 または多数の事件 を送致 しない場

合,② 賄賂 を受けて送致 しない場合,③ 行政罰 を刑罰に代替 して社会に劣

悪な影響 を与えた場合,④ 送致の命令 ・建議に反 して送致 しない場合,不

送致 を主管 ・指示 した場合,⑤ 行政罰を刑罰に代替 して犯罪者 を放任 した

場合等 をい う。

2.特 殊犯罪構成

刑法は,本 罪の特殊犯罪構成 として,重 大犯罪構成 を定める。これは,

本罪の基本犯罪構成 を充足 し,重 大な結果を発生 させる行為である。「重

大な結果」とは,① 特 に重大 な犯罪者の刑事制裁 を免脱 させた場合,② 重

大な犯罪者 による犯罪行為 を継続させた場合,③ 国家 ・人民の利益に重大
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3被 拘禁者解放罪 〈私放在押人艮罪 〉

被拘禁者解放罪 とはf司 法公務員が,職 務上の便益 を利用 して,拘 禁中

の被疑者,被 告人または服役囚を不法に解放 し,監 視管理から離脱させる

行為 をいう。

刑法400条1項;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。その情状が重大なときは,5年 以上10年 以下の有期懲役に処

する。その情状が特 に重大なときは,10年 以上の有期懲役 に処する。

4被 拘禁者職務塀怠脱走罪 〈失取致使在押人艮脱逃罪〉

被拘禁者職務,IMF怠脱走罪 とは,司 法公務員が,職 務の重大な解怠 によっ

て,拘 禁中の被疑者,被 告人 または服役囚を脱走 させ,重 大な結果 を発生

させる行為をい う。

刑法400条2項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。特 に重大な結果 を発生 させたときは,3年 以上10年 以下の有

期懲役 に処する。

5不 法減刑監獄外執行罪 〈徊私舞弊減刑、假1障、暫予監外抗行罪 〉

不法減刑監獄外執行罪 とは,司 法公務員が,減 刑 ・仮釈放または暫定的

監獄外執行の条件 を満たさない服役囚に対 し,こ れらの執行 を許可する行

為 をいう。

刑法401条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。その情状が重大なときは,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処する。

第4節 特定公務員の涜職罪

1刑 事事件不送致罪 〈徊私舞弊不移交刑事案件罪〉

刑事事件不送致罪 とは,法 を執行する行政官が,私 利不正を図って〈御

私舞弊〉,法により刑事責任を追及すべき事件を司法機関に送致せず,そ

の情状が重大な行為をいう。
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な証拠 ・確実な事実を無視 して正反対の判決を下した場合,③ 重大事件の

重要証拠 を殿滅 ・隠匿 して柾法判決を下 した場合,④ 国家 ・人民の利益 に

著 しい損害を与 え,ま たは極めて劣悪 な社会的影響 を発生 させた場合,⑤

当事者の合法権益 を著 しく害 した場合,⑥ 当事者の自殺 ・精神異常 ・家庭

離散 ・企業倒 産等の結果 を発生 させた場合等である。

皿 定罪

1.本 罪 と非犯罪 との限界 意図的な柾法裁判ではなく,知 識水準 ・職

務能力が原因 となって,ま たは職務上の上下関係のため上級職員の圧力に

屈 して不公平な裁判 を下 したときは,本 罪 として処断 しえない。 また,私

利 ・私情にとらわれた柾法裁判を行 っても,そ の動機 ・手段 ・結果を総合

的に考慮 してその情状が重大でなければ,本 罪 として処断されない。

2.本 罪 と私利柾法罪 との限界 両罪は,私 利 ・私情 にとらわれた動機

ないし柾法裁判の行為の点でかなり近接する。 しか し,両 罪は,主 に次の

点で区別 される。①行為の実行場所が異なる。本罪は民事裁判 ・行政裁

判に限られるが,後 罪は刑事裁判でのみ行われうる。②犯罪を構成する要

件が異なる。本罪が成立するにはその情状が重大でなければならないが,

後罪はこの限 りでない。

3.本 罪 と証拠殿滅討助罪との区別 審判の職務 を担 う者が,職 務上の

便益 を利用 して,柾 法の裁判過程で証拠の隠滅・偽造の手段 を用いたとき

はs牽 連犯 として本罪により定罪 ・処罰される。

4.本 罪 と収賄罪 との関係 ・区別 柾法の裁判は,現 実生活では賄賂を

受けて行われることが多い。それゆえ,刑 法は,本 罪 と同時に収賄罪 も犯

したときは,刑 のより重い罪により定罪 ・処罰し,数 罪併罰 〔併合罪〕に

ならない,と 定める。

皿 刑事責任

刑法399条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留に処

する。その情状が特 に重大なときは,5年 以上10年 以下の有期懲役に処

する。
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いて審判の職務 を担 う者に限 られる。

(2)本 罪の客体 は,人 民法院の審判の職能である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。事件の事実 または適用すべ き法

律 を知 りなが ら,事 実 ・法律に反する裁定 ・判決を故意に下す心理態度で

ある。

(4)本 罪の客観面は,民 事行政裁判において,事 実 ・法律 に反する

判決 ・裁定 を下す行為である。「民事裁判 ・行政裁判」 とは ,非 刑事訴訟

の裁判活動,す なわち民事事件 ・行政事件 ・経済紛争事件 ・海商事件 ・海

事事件に関する司法裁判活動をいう。「事実 ・法律 に反する判決 ・裁定」

とは・提出された証拠 を精査 しない事実認定または明確 な事実 を無視 した

法適用 により事実 ・法律を歪曲 した認定 または判決 ・裁定 をい う。通常

は,① 一方の当事者に加担 し ,ま たは他方の当事者の利益 を害するため

に・充分な証拠 を証拠不充分 と認定する行為,② 不充分な証拠 を充分な証

拠 と認定する行為s③ 明確な事実に基づ き公正な当事者の責任の確定 を行

わない行為等 となる。 また,④ 充分な根拠 証拠があ りなが ら不起訴の裁

定を下す ことも,柾 法裁判の一形式である。

刑法399条2項 によれば,民 事行政裁判 における柾法裁判は
,そ の情

状が重大 なときにのみ犯罪 となる。「重大な情状」とは ,行 為者の動機 ・

手段 ・結果等を総合的に判断 して,そ の社会危害性が多大であるゆえに当

罰的であることをいう。例 えば,① その動機が金銭 ・色情であった場合
,

②証拠の偽造 ・殿滅 ・隠匿を手段 とした場合,③ 一方当事者の合法権益 に

重大 な損害 を与えた場合,④ 劣悪な社会的影響 を生 じさせた場合 ,⑤ 国

家 ・人民の利益に重大な損害を与えた場合等である。

2.特 殊犯罪構成

刑法は,本 罪の特殊犯罪構成 として,重 大犯罪構成のみを定める。 これ

は,本 罪の基本犯罪構成を充足 し ,そ の情状が特 に重大 な行為である。

「特に重大な情状」 とは,動 機 ・手段結果等 を総合的に考慮 して ,そ の社

会危害性が極めて重大なことをいう。例 えば,① 収賄に基づ く重大な行為

であった場合,② 巨額の係争金額または影響の大 きい事件において
,充 分
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両罪は,主 に次の点で区別 される。①本罪の証拠隠滅偽造行為は,本 罪実

行の手段 として,柾 法行為 を行 う過程で実行 されるが,後 罪は私利を図っ

た柾法の過程では実行 されない。②本罪の証拠隠滅偽造行為 は司法の職

権利用により行われねばならないが,後 罪はこの限 りでない。柾法行為 を

行 う過程で司法の職権 を利用 して証拠 を隠滅 ・偽造 したとき,こ の柾法行

為の手段 となる行為は,実 質的に後罪 との牽連関係 にあるので・刑のよ り

重い本罪 として処断 される。

3.本 罪 と偽証罪 との限界 本罪 と後罪 とは,特 殊主体,陥 害 ・庇護の

目的,刑 事訴訟の過程,証 拠妨害行為 といった特徴か ら,極 めて類似す

る。 しか し,両 罪は,主 に次の点で区別 される。①主体が異なる。本罪の

主体は,公 安 ・国家安全機関の公務員,検 察官,裁 判官,陪 審員など捜

査 ・起訴 ・裁判等の司法職務 を担 う者のみに限られるがs後 罪の主体は,

証人 ・鑑定人 ・翻訳人 ・記録員に限 られる。②客観面が異なる。本罪は

司法職務の便益利用に限 られるが,後 罪にはこの ような特徴がない。③侵

害 される客体 〔法益〕が異なる。本罪は司法の職権濫用行為であるが,後

罪は司法活動の妨害行為である。

4.本 罪 と収賄罪 との関係・区別 司法公務員が賄賂 を受けて法に違反

した訴追 ・裁判 を行 ったときは,刑 のより重い罪 として定罪 ・処罰 され・

数罪併罰 〔併合罪〕 にならない。

皿1刑 事責任

刑法399条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘役に処

す る。その情状が重大 なときはs5年 以上10年 以下の有期懲役 に処する。

2柾 法裁判罪 〈柾法裁判罪 〉

柾法裁判罪 とは,司 法公務員が,民 事裁判 または行政裁判において・故

意に事実 ・法律 に反 して柾法裁判を行い,そ の情状が重大な行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体すなわち民事裁判 または行政裁判にお
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2.特 殊犯罪構成

(1)本 罪の重大犯罪構成は,本 罪の基本犯罪構成 を充足 し,そ の情

状が特 に重大な行為である。実務上,「 重大な情状」とは ,動 機 ・手段 ・

結果等の面か ら総合的に判断 して劣悪・重大な情状 をいう。例 えば,① 金

銭 ・色情のために柾法を行った場合,② 重要証拠の偽造 ・殿滅 または拷問

により柾法を行った場合,③ 国家 ・人民の利益 に多大な損失 を与 えた場

合,④ 当事者の身体 ・財産に多大な損害 を与えた場合等 である。

(2)本 罪の特別重大犯罪構成 は,本 罪の基本犯罪構成を充足 し,そ

の情状が特 に重大 な行為である。「特に重大な情状」とは
,犯 罪の動機 ・

手段 ・結果等の面か ら総合的に判断 して特 に劣悪 ・重大 な情状 をいう。

例 えば,① 私利 ・私情の柾法 による重大な誤審 ・誤判 ・免罪事件のため

に,国 家 ・人民の利益 の特 に重大な損失 または当事者の生命 ・身体 ・財産

の特に重大な損害 を発生させた場合 ,② 私利 ・私情の柾法 により犯罪者 を

庇護 して,犯 罪集団の首謀者 ・常習犯 ・累犯その他の特に重大な犯罪者の

処罰を免脱 させた場合,③ 私利 ・私情による柾法行為の動機 ・手段が特 に

劣悪で,極 めて劣悪な社会的影響その他の重大な結果を発生 させた場合等

である。

II定 罪

1・本罪 と非犯罪 との限界 本罪の行為者の刑事責任を確定 ・追及する

には,国 家 ・社会 ・人民の利益 に対する損失,当 事者の人身 ・財産等の権

益 に対する損失,政 治的影響等の事情 を総合的に考慮 しなければならな

い。その情状が著 しく軽微で危害が大 きくない ときは
,本 罪の刑事責任は

追及 されない。知識水準 ・職務能力の不足が原因で発生 した誤審であれ

ば,本 罪 として処断 されない。職務上の上下関係のために上級職員の誤っ

た命令 を執行せざるをえず,そ のために誤審事件が発生 した ときも,本 罪

の共同故意 ・行為がないので,本 罪の刑事責任 を追及 しえない。

2・本罪 と証拠殿滅討助罪 との関係 ・区別 司法公務員は,私 利 ・私情

による柾法行為の過程で証拠の隠滅 ・偽造により法を歪曲した訴追 ・裁

判 を行 うことがある。それゆえ,本 罪 と後罪には類似性がある。 しかし,
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司法公務員 とは,捜 査 ・検察 ・裁判 ・刑務管理の職務を担 う公務員をい

う。裁判実務では,司 法機関の専門技術員が事件処理 において虚偽の資

料 ・意見書を故意に提出し,ま たは虚偽の鑑定を故意に行って刑事訴訟活

動に重大な影響 を与 えた ときは,本 罪を構成 しうる。

(2)本 罪の客体は,司 法機関の正常な職能である。司法公務員が職

権を濫用 して私利 ・私情のために法に違反する行為は,司 法機関の正常な

活動 を害 し,社 会主義法制の破壊 につながる。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,司 法公務員が事実を

知 りなが ら,私 利 ・私情により法的権限を濫用 して訴追 ・庇護 ・裁判 を行

う心理態度である。私利 ・私情により柾法 を図る動機は,金 銭 ・色情 ・親

戚 ・友人の庇護,諺 積解消な ど多種多様である。

(4)本 罪の客観面は,司 法職務の便益 を利用 して,法 に違反 した訴

追 ・裁判 を行 う行為である。司法職務の便益利用 による柾法 ・違法行為

には,次 の三つの具体的形態がある。① 「無睾 と知 りなが ら訴追する行

為」 社会危害のない行為 もしくは刑法13条 に定める情状が著 しく軽微で

危害が大 きくない行為ゆえに犯罪者とならない者,ま たは刑法のその他の

規定 により刑事責任 を負わない者に対 して,そ の刑事責任 を追及する目的

で,証 拠の偽造 ・隠匿 ・隠滅,事 実の隠蔽またはその他の違法な手段 によ

り(強 制措置 を含む)捜 査 ・訴追 ・裁判等の訴追活動 を行 うことをいう。

② 「犯罪者 と知 りなが ら同人を故意に庇護 して訴追 しない行為」 確実な

事実 による証明可能な犯人であるのに,証 拠の偽造 ・隠匿 ・殿滅,事 実

の隠蔽 または法律違背の手段により,同 人を故意に庇護 して(強 制措置 を

含む)捜 査 ・訴追 ・裁判 を免脱させ ることをいう。犯罪事実の隠蔽には・

犯罪事実の全部 または一部の隠蔽があ りうる。 さらに,真 実の違背 ・隠

匿,強 制措置の不法変更,強 制措置執行後の放置によって犯人が刑事訴追

を免脱 した ときも,柾 法庇護 となる。③ 「刑事裁判 において故意に事実 ・

法律 に違背する柾法裁判 を行 う行為」 法 を歪曲 した裁定 ・判決により,

有罪 を無罪,無 罪を有罪 とし,ま たは重罪を軽 く,軽 罪を重 く処断するこ

とをいう。
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い,そ の情状が重大な行為 をい う。

刑法410条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。国家または集団の利益 に特 に重大 な損失 を与えた ときはr3年 以上

7年 以下の有期懲役 に処する。

8公 務員学生不正募集罪 〈招牧公多員 、学生絢私舞弊罪〉

公務員学生不正募集罪 とは,国 家機関の公務員が,公 務員または学生 を

募集採用する職務の遂行 にあた り不正 を図って〈舞弊 〉,そ の情状が重大

な行為 をいう。

刑法418条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

9貴 重文物職務憺怠損失罪 〈失取造成珍貴文物損殿 、流失罪〉

貴重文物職務 解怠損失罪 とは,国 家機関の公務員が,職 務の重大な慨怠

によって,貴 重な文物 を殿損 しまたは流出させ,そ の結果が重大な行為を

いう。

刑法419条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

第3節 司法公務員の涜職罪

1私 利柾法罪 〈徊私柾法罪〉

私利柾法罪 とは,司 法公務員が,刑 事裁判において,私 利 ・私情 により

柾法を図って 〈拘私柾法、狗情柾法 〉,無 罪の者 と知 りなが ら同人を追訴

し,有 罪の者 と知 りなが ら同人 を庇護 して不起訴 とし,ま たは故意に事

実 ・法律 に反する裁判 を行 う行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体はi司 法公務員のみである。刑法94条 によれば,
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人の経済的契約のために担保 を提供 した場合等である。③国家利益 に重

大 な損失を発生 させたこと。大量の資金 ・貨物 を騙取 され,そ の直接の経

済的損失が10万 元以上の場合 をいう。

2.特 殊犯罪構成

刑法 に定める本罪の特殊犯罪構成 は,本 罪の基本犯罪構成を充足 し,国

家利益 の特 に重大 な損失を発生 させる行為である。

II定 罪

本罪と刑法167条 の契約職務違反罪 との限界 両罪は,次 の点で区別さ

れる。①主体が異なる。本罪の主体は国家機関の公務員であるが,後 罪の

主体は国有の会社 ・企業 ・事業単位の直接の責任 を負 う管理職である。

②客体が異なる。本罪の客体 は国家機関の正常な経済貿易活動であるが,

後罪の客体は会社 ・企業の管理秩序である。

皿 刑事責任

刑法406条;国 家機関の公務員が本罪を犯 したときは,3年 以下の懲

役 または拘留 に処する。国家の利益に特に重大 な損失を与えたときは,3

年以上7年 以下の懲役に処する。

6土 地収用不法許可罪 〈非法批准征用、占用土地罪 〉

土地収用不法許可罪 とは,国 家機関の公務員が,私 利不正 を図って〈徊

私舞弊 〉,土地管理法規に違反 して,土 地の収用または占用にあた り権限

な くまたは自己の職権 を超 えて許可を与 え,そ の情状が重大 な行為をい

う。

刑法410条;本 罪を犯 した者はs3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。国家または集団の利益 に特 に重大な損失を与えたときは,3年 以上

7年 以下の有期懲役 に処する。

7国 土使用権不法廉価譲渡罪 〈非法低{介出辻国有土地使用枳罪〉

国土使用権不法廉価譲渡罪とは,国 家機関の公務員が,私 利不正を図っ

て〈狗私舞弊〉,土地管理法規に違反して,国 有地の不法な廉価譲渡を行
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4過 失国家秘密漏泄罪 〈道失泄漏国家秘密罪〉

過失国家秘密漏泄罪 とは,国 家機関の公務員が,秘 密保護法に違反 し

て,過 失により国家秘密 を漏泄 し,そ の情状が重大な行為 をいう。

本罪 と国家秘密漏泄罪 との限界は,そ の罪過形式の違いにある。本罪は

過失犯であるが,後 罪は故意犯である。判断の要点は,行 為者が国家秘密

を認知 してはならない他人に国家秘密 を漏泄 した点が過失によるか故意

によるかである。

刑法398条;本 罪を犯 した国家機関の公務員は,3年 以下の有期懲役

または拘留に処する。その情状が特 に重大 なときは,3年 以上7年 以下

の有期懲役 に処する。本罪を犯 した国家機関の公務員でない者は,本 条に

より情状掛酌の上処罰する。

5公 務員契約職務塀怠罪 〈国家机美工作人員釜汀、屡行合同失取罪 〉

公務員契約職務僻怠罪 とは,国 家機関の公務員が,契 約の締結 または履

行における職務の重大な慨怠によって詐欺に遭いs国 家利益の重大な損失

を発生 させる行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主観面は,過 失である。

(2)本 罪の客観面は,契 約の締結 または履行における重大な職務の

{解怠によって詐欺に遭い,国 家利益 に重大な損失を与 える行為である。 こ

れは,次 の要素からなる。①行為が契約の締結・履行において行 われるこ

と。②重大な職務のIY#1怠により詐欺 に遭 うこと。「重大な職務の解怠」と

は,そ の客観面か らみれば,経 済貿易活動の規則 ・制度 ・慣例,国 家機関

の職務手続 ・規律に対する違反であることが多 く,例 えば,相 手方 となる

契約主体の資格,資 金 ・信用の状況,契 約履行能力の真摯な審査 を怠 った

場合,契 約の締結 ・履行を軽率に行 った場合,必 要な公証 ・査証 を発行 し

なかった場合,複 数人による検討または上級機関の審査 ・許可を要すると

ころ,権 限を超えて経済的契約 を締結 ・履行 した場合,規 定に違反 して他
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する行為である。「漏泄」とは,国 家秘密 を認知 してはならない者に対 し

て,行 為者が把握 または認知する国家秘密を開示することをいう。漏泄の

形態は多種多様であるが,い かなる形態でも本罪の成立に影響 しない。

本罪が成立するには,国 家秘密漏泄の情状が重大でなければならない。

「重大な情状」とはr極 秘 ・機密 に属する国家の秘密 を漏泄 した場合,国

家秘密漏泄により重大な結果 を発生 させ た場合等 をいう。

2.特 殊犯罪構成

刑法が定める本罪の特殊犯罪構成は,重 大犯罪構成の一種すなわち本罪

の基本犯罪構成 を充足 してrそ の情状が重大な犯罪構成である。「重大な

情状」とは,① 秘密保持の職務 を負 う極秘人員が故意 に重要な秘密を漏泄

した場合r② 国家秘密漏泄により投機取引など不法な活動 を行 った場合,

③ 国家秘密漏泄により国家 ・人民の利益 に特 に重大な損失を与えた場合,

④ 国家秘密漏泄の発覚後,他 人に責任 を転嫁する場合等 をいう。

II定 罪

本罪 と国家秘密情報不法提供罪 との限界 両罪は,主 に次の点で区別 さ

れる。①主体が異なる。本罪の主体は,国 家秘密を認知する権限ある国家

機関の公務員であるのが0般 的である。他方,後 罪は一般主体である。②

客観面が異なる。本罪 の漏泄の対象は何人で もよいカ㍉ 後罪は国外の機

関 ・組織 ・個人のために国家秘密 ・情報を窃取 ・探索 ・買収 ・不法提供

する行為である。③客体が異 なる。本罪は国家の秘密保持の制度 を害す

るが,後 罪は国家の安全 を害する。④犯罪 と非犯罪 との基準が異なる。本

罪はその情状が重大でなければ成立 しないがs後 罪はその限 りでない。

皿 刑事責任

刑法398条;本 罪 を犯 した国家機関の公務員は,3年 以下の有期懲役

または拘留に処する。その情状が特に重大なときは,3年 以上7年 以下

の有期懲役に処する。本罪を犯 した国家機関の公務員でない者は,本 条に

より情状斜酌の上処罰する。
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の会社 ・企業 ・事業単位 の経営 ・管理権 に関する罪である。③客体が異

なる。

5.本 罪 と金融機関職員の職務愕怠 にかかる犯罪との区別 後者の罪 と

しては,刑 法186条2項 の不法融資罪,188条 の金融証券不法発行罪,

189条 の違法手形引受支払保証罪等がある。本罪 と後三罪 とは,主 に次の

点で区別 される。①主体が異 なる。本罪の主体は国家機関の職員である

が,後 三罪の主体は金融機関の職員である。②涜職の性質が異なる。本罪

は公務活動 における罪であるが,後 三罪は金融業務活動 における罪であ

る。③客体が異なる。

皿 刑事責任

刑法397条1項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。その情状が特に重大 なときは,3年 以上7年 以下の有期懲役

に処する。

刑法397条2項;本 罪を犯 して私利を図ったときは,5年 以下の有期

懲役 または拘留に処する。その情状が特 に重大なときは,5年 以上10年

以下の有期懲役 に処する。

3国 家秘密漏泄罪 〈故意泄漏国家机密罪 〉

国家秘密漏泄罪 とは,国 家機関の公務員が,国 家秘密保護法 に違反 し

て,故 意 に国家秘密を漏泄 し,そ の情状が重大な行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,国 家機関の公務員であるのが一般的である。 し

かし,刑 法398条2項 により,国 家機関の公務員でない者 も本罪の主体

とな りうる。

(2)本 罪の客体は,国 家の秘密保護の制度である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。国家秘密漏泄の動機は多種多様

である。その動機は定罪 に影響 しないが,量 刑には重要な意味 を有する。

(4)本 罪の客観面は,国 家秘密保護法に違反 して,国 家秘密を漏泄
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務慨怠罪,④407条 の林木伐採許可証不法発行罪,⑤408条 の環境管理職

務慨怠罪,⑥409条 の伝染病防治職務解怠罪,⑦412条 の商品検査不正罪,

⑧413条 の動植物検疫職務 解怠罪sO9414条 の偽劣商品生産販売放任罪,

⑩416条 の被誘拐婦女児童不救助罪,⑪419条 の貴重文物職務解怠損失罪

等が定め られている。本罪 とこれらの関連犯罪 とは,一 般 と特殊の法条競

合の関係 にある。したがって,397条 に抵触する行為であって も,刑 法が

特別に定める職務解怠罪にも触れるときは,そ の特別規定により定罪 ・処

罰 される。

3.本 罪 と重大責任事故にかかる犯罪 との区別 重大な損失の発生を要

件 とする本罪は,広 義では責任事故型犯罪である。本罪 と他の事故型犯罪

との相違は,本 罪が公務型の責任事故である点 にある。それゆえ,定 罪 に

際 しては,本 罪 と他の責任事故型犯罪との類似性に注意 しなければならな

い。刑法が定める事故型犯罪には,①131条 の重大航空事故罪,②132条

の鉄道運行事故罪rO134条 の重大責任事故罪,④135条 の重大労働事故

罪sO136条 の危険物事故罪,⑥137条 の重大工事事故罪,⑦138条 の重

大教育施設事故罪,⑧139条 の消防責任事故罪,⑨330条 の伝染病防治規

定違反罪,⑩331条 の伝染病菌拡散罪,⑪335条 の医療事故罪,⑫338条

の重大環境汚染事故罪等がある。

本罪 とこれ らの事故型犯罪 とは,主 に次の点で区別される。①主体が異

なる。本罪の主体は国家機関の職員であるが,他 の事故型犯罪の主体は工

場 ・鉱山 ・企業 ・事業単位の従業員であるのが一般的である。②事故発

生の場面が異なる。本罪は国家機関における公務活動の過程で行われる

が,他 の事故型犯罪は生産 ・作業等の業務活動の過程で行われる。③侵害

される客体が異なる。本罪の客体は国家機関の職能であるが,他 の事故型

犯罪の客体は公共の安全 ・衛生r自 然環境の保護 ・管理秩序である。

4.本 罪 と刑法167条 の契約職務違反罪 ・168条 の破産損失罪 との区別

①主体が異なる。本罪の主体は国家機関の公務員であるが,後 二罪の主

体は国有の会社 ・企業 ・事業単位 の直接責任 を負う管理職である。②涜

職の性質が異なる。本罪は公務の職権 に関する罪であるが,後 二罪は国有
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に よって,公 共の財産,国 家 ・人民の利益 に重大 な損失が生 じうること

を,予 見すべ きなのに予見せず,ま たは予見 しなが らも回避可能 と軽信 し

てtそ の重大な損失 を発生させる心理態度である。

(4)本 罪の客観面は,自 己の職務解怠によって公共の財産 ・人民の

利益 に重大な損失を発生させる行為である。「職務 解怠」とは,重 大な職

責の放棄 ・不履行または不正確 な職務履行 をいい,通 常は,職 務の放棄 ・

解怠,無 責任 ・不真面目 ・不正確 な職務遂行である。公共の財産および人

民の利益 に対する重大 な損失は,職 権濫用罪におけるもの と同義である。

2.特 殊犯罪構成

(1)本 罪の重大犯罪構成は,本 罪の基本犯罪構成 を充足 し,そ の情

状が特 に重大な行為である。

(2)本 罪の超重大犯罪構成は,本 罪の基本犯罪構成 を充足 し,私 利

不正 を図る情状 を有する行為である。

(3)本 罪の特別重大犯罪構成は,本 罪の基本犯罪構成 を充足 し,そ

の情状が特に重大で,か つ私利不正を図る情状 を有する行為である。

皿 定罪

1.本 罪 と職権濫用罪 との区別 両罪 は,主 体 ・客体 ・罪過 〔故意 ・過

失〕の性質 ・結果 ・加重情状等 の点で共通する。 しかし,客 観的な涜職行

為の形態に,両 罪の主な相違がある。本罪は,職 務の不履行 または職務履

行の塀怠 とい う不作為の形態である。これに対 して,後 罪は,権 限逸脱 ・

無権限の事務処理 または職務の手続 ・趣 旨を無視 した恣意的な事務処理

という作為の形態である。 また,両 罪は,主 観面にも違いがあ り,本 罪は

無責任 ・不真面目といった職務放棄であるから,そ の職務僻怠行為は認識

して行われる場合 と認識なく行われる場合 とがあ りうる。これに対 して,

後罪の主観面はf職 権行使 における独善的 ・恣意的な態度であるか ら,そ

の涜職行為は故意で行われることが多い。

2.本 罪 と刑法におけるその他の職務解怠の罪 との関係 刑法上,職 務

解怠の性質を有する涜職の罪 として,本 罪の他 にも①398条 の過失国家秘

密漏泄罪,②400条 の被拘禁者職務塀怠脱走罪,③406条 の公務員契約職
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を図った不正行為)の 性質を有するこれらの犯罪 とは,一 般 と特殊の関係

にあ り,行 為者の行為が刑法393条 およびその他の特別規定 にも触れると

きは,特 別規定により定罪 ・処罰が なされる。

3.本 罪 と刑法165条 の同種業務不法営業罪 ・166条 の親戚友人不法図

利罪 ・169条の国有資産不正株式換算販売罪等 との区別 後三罪 も職権濫

用(私 利 を図った不正行為)の 性質を有するので,本 罪 との類似性がみ ら

れる。 しか し,本 罪 と後三罪とは,次 の点で区別される。①主体が異なる。

本罪の主体は国家機関の公務員であるが,後 三罪の主体は国有の会社 ・企

業 ・事業単位の責任者 ・職員である。②職務の性質が異なる。本罪の職

務は公務性 を有するが,後 三罪の職務は企業 ・事業単位の経営 ・管理の業

務である。③客体が異なる。

皿 刑事責任

刑法397条1項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。その情状が特 に重大 なときは,3年 以上7年 以下の有期懲役

に処する。

刑法397条2項;本 罪 を犯 して私利 を図った ときは,5年 以下の有期

懲役 または拘留 に処する。その情状が特に重大なときは,5年 以上10年

以下の有期懲役 に処する。

2職 務憺怠罪 〈疏忽取守罪 〉

職務慨怠罪 とは,国 家機関の公務員が,職 務の重大 な不履行 または不正

確 な履行によって,〔 過失 により〕公共の財産s国 家または人民の利益 に

重大な損失 を発生 させる行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体すなわち国家機関の公務員である。

(2)本 罪の客体は,公 務 ・職責の公正 ・勤勉性 と国家機関の正常な

職能 ・活動である。

(3)本 罪の主観面は,過 失である。すなわち,自 己の職権濫用行為
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任が追及 される(1)。

2.特 殊犯罪構成

(1)本 罪の重大犯罪構成は,本 罪の基本犯罪構成を充足 し,そ の情

状が特 に重大 な行為または不正に私利 を図る行為である。「特 に重大な情

状」とは,公 共の財産,国 家 ・人民の利益の損失が特に重大なことをいう。

また,職 権濫用の程度および行為者の動機 も,特 に重大 な情状の判断に

とって重要な要素 となる。

(2)本 罪の超重大犯罪構成は,本 罪の基本犯罪構成 を充足 しs私 利

不正 を図る行為である。「私利不正 を図る行為」〈絢私舞弊 〉とは,金 銭 ・

色情 ・他人の利益 または親戚 ・友人や職場の同僚その他の個人的な関係

のために意図的に事実 ・法律に反する公務の処理 を行 う場合のように,私

利私情 に屈 して職責違背の不法活動 を行 うことをい う。

(3)本 罪の特別重大犯罪構成 は,本 罪の基本犯罪構成 を充足 し,不

正に私利 を図 り,か つその情状が特 に重大な行為である。

II定 罪

1.本 罪 と非犯罪 との限界 重大な損失の発生の有無は,職 権濫用 と一

般の涜職行為 とを区別する主要な基準 となる。職権濫用 によ り重大な損

失を発生 させれば犯罪 となるが,そ うでないときは職務における一般的な

涜職行為 となる。

2.本 罪 と刑法に定めるその他の職権濫用犯罪 との関係 刑法は,本 罪

の他 にも特定の職権濫用(私 利 を図った不正行為)の 罪を定めている。例

えば,①399条 の私利柾法罪 ・柾法裁判罪,②400条 の被拘禁者解放罪,

③401条 の不法減刑監獄外執行罪,④402条 の刑事事件不送致罪,⑤404

条の不正徴税罪,⑥405条 の納税不正還付罪,⑦407条 の林木伐採許可証

不法発行罪,⑧410条 の土地収用不法許可罪 ・国土使用権不法廉価譲渡

罪,⑨411条 の密輸放任罪,⑩412条 の商品検査不正罪,⑪413条 の動植

物検疫不正罪,⑫414条 の偽劣商品生産販売放任罪,⑬415条 の密出入国

証不正処理罪 ・密出入国放任罪,⑭416条2項 の被誘拐婦女児童解放妨

害罪,⑮417条 の犯罪者処罰逃避常助罪等がある。本罪 と職権濫用(私 利
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1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体すなわち国家機関の公務員である。

(2)本 罪の客体は,公 務 ・職責の公正 ・勤勉性 と国家機関の正常 な

職能 ・活動である。

(3)本 罪の主観面は,過 失である。 自己の職権濫用行為により,公

共の財産,国 家 ・人民の利益に重大な損失が生 じうることを,予 見すべ き

なのに予見せず,ま たは予見 しなが らも回避可能 と軽信する心理態度であ

る。 これは,重 大 な損失の発生に対する過失である。職権濫用の行為 自体

は故意によることが多いカ㍉ 損害結果に対 しては過失である。

(4)本 罪の客観面は,職 権 を濫用 して,公 共の財産,国 家 ・人民の

利益 に重大な損失を発生 させる行為である。「職権濫用」とは,職 権の範

囲を超 え,法 律 による授権の趣旨に違背 し,職 権行使の手続に反 して職権

を行使することをいう。通常は,処 理 ・決定の権限な き事項の専断的な処

理 ・決定,ま たは自己中心的 ・恣意的な処理 ・決定の行為である。「公共

の財産,国 家 ・人民の利益の重大な損失」とは,職 権濫用により発生 した

次の結果 をいう。①1人 以上の死亡,3人 以上の重傷,ま たは10人 以上

の軽傷。②10万 元以上の直接経済損失。直接経済損失 とは,行 為 と直接

の因果関係 を有する公共の財産の殿損お よびその現実的価値の減少 をい

い,そ の回復不能の確実 な部分が行為者の発生 させた直接経済損失であ

る。 この回復 しえない直接経済損失が10万 元に達 していれば,立 件 され

る。対外貿易 ・販売活動における契約紛争は,契 約違反の民事責任 に属す

るが,調 停 ・仲裁 ・人民法院の裁決により契約違反の当事者が賠償 した損

失は,直 接経済損失 として換算 されうる。立件 に前後 して司法機関が追徴

した不法収益 ・賦物お よび回収 した経済損失 も,行 為者が発生 させた直接

経済損失に算入 されるが,事 件処理に際 して軽い処罰の情状 として考慮さ

れうる。直接経済損失は,定 罪の主要な根拠 となる。その他の間接的な経

済損失は,定 罪情状 として考慮 される。③直接経済損失または死傷入数が

これらの基準に達 していな くともsそ の他の情状が重大なときはi刑 事責
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第406条 公務員契約職務解怠罪 〈国家机美工作人昴笠汀、屡行合同失

取罪〉

第407条 林木伐採許可証不法発行罪 〈造法13放 林木采伐杵可証睾〉

第408条 環境管理職務解怠罪 〈'rl'管 失取罪〉

第409条 伝染病防治職務辮怠罪 〈侍染病防治失取罪〉

第410条 土地収用不法許可罪 〈柞法批准征用、占用土地罪〉 国土使

用権不法廉価譲渡罪 く非法低倫出比国有土地使用枚罪〉

第411条 密輸放任罪 〈放瓠走私罪〉

第412条 商品検査不正罪 〈商桧狗私舞弊罪〉 商品検査職務慨怠罪

〈商栓失取罪〉

第413条 動植物検疫不正罪 〈劫植物栓疫狗私舞弊罪〉 動植物検疫職

務僻怠罪 〈劫植物栓疫失取罪〉

第414条 偽劣商品製造販売放任罪 〈放瓠制魯傍劣商品犯罪行殉畢〉

第415条 密出入国不正証明処理罪 〈梵理愉越国(辺)境 人昴出人境証

件罪〉 密出入国放任罪 〈行愉越国(辺)境 人Jd>

第416条 被誘拐婦女児童不救助罪 〈不解救被拐奨、郷架如女、兀童

罪〉 被誘拐婦女児童解放妨害罪〈阻碍解救被拐輿、郷架如女、

几童罪〉

第417条 犯罪者処罰逃避謂助罪 〈帯助犯罪分子逃避梵澗罪〉

第418条 公務員学生不正募集罪 〈招牧公条員M学 生絢私舞弊罪〉

第419条 貴重文物職務解怠損失罪 〈失取造成珍貴文物損殿・流失罪〉

第2節 一般公務員の涜職罪

1職 権濫用罪 〈溢用取枚罪 〉

職権濫用罪 とは,国 家機関の公務員がr職 権を濫用 して,〔 過失により〕

公共の財産,国 家 または人民の利益 に重大 な損失を発生 させ る行為 をい

う。
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正 ・廉潔性 ・勤勉性に対する違背,職 権の濫用,職 務の慨怠は,必 然的に

国家機関の正常 な職能 ・活動の妨害,人 民の利益の損害 につなが る。

(3)本 罪の主観面 〔主観的要件〕は,故 意 または過失である。典型

的な過失 は,職 責に対する慎重 さの欠如 ・不注意 ・独善 ・恣意等の著 しく

責任の欠ける心理態度である。典型的な故意は,私 情にとらわれて不正行

為を行 う 「私利」〈御私 〉の動機である。この故意 ・過失は,主 に涜職行

為の損害結果に対する心理態度であって,涜 職行為 自体に対するものでは

ない。涜職行為 自体に対する行為者の心理態度が故意 ・過失のいずれで

あるかは,そ の罪過形式 を確定する重要な要素ではない。

(4)本 罪の客観面 〔客観的要件〕は,次 の二種類 に大別 される。第

一は
,独 善的な職権濫用 ・責任放棄 ・職務解怠 を内容 とする犯罪であ り,

その一般的 ・代表的な罪 として,刑 法397条1項 の職権濫用罪 ・職務解

怠罪がある。第二は,職 権 を利用 して私利を図ることを内容 とする犯罪で

あ り,最 も代表的なのが刑法399条 の私利柾法罪 ・柾法裁判罪である。

涜職の罪の罪名 ・条文 は,次 の通 りである。

第397条 職権濫用罪 〈濫用取枚罪〉 職務解怠罪 〈疏忽ilia守罪〉

第398条 国家秘密漏泄罪 〈故意泄漏国家机密罪〉 過失国家秘密漏泄

罪 〈迂失泄漏国家秘密罪〉

第399条 私利柾法罪 〈狗私柾法罪〉 柾法裁判罪 〈柾法裁判罪〉

第400条 被拘禁者解放罪 〈私放在押人員罪〉 被拘禁者職務解怠脱走

罪 〈失取致使在押人員脱逃罪〉

第401条 不法減刑監獄外執行罪 〈御私舞弊減刑、假経、暫予監外執行

罪〉

第402条 刑事事件不送致罪 〈狗私舞弊不移交刑事案件罪〉

第403条 会社証券管理職権濫用罪 〈濫用管理公司、証券取板罪〉

第404条 不正徴税罪 〈徊私舞弊不征、少征税款罪〉

第405条 納税不正還付罪 〈御私舞弊麦告炭票、抵拍税款、出口退税

罪〉 輸出税還付証書不法提供罪 〈迄法提供出口退税覚柾罪〉
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第33章 涜職の罪(i林)

第1節 涜職の罪 概説

長 井 圓 監訳

張 凌 訳

涜職の罪 とは,国 家機関の公務員が,職 権濫用 ・職務解怠 または職権の

私的利用によって,公 務 ・職責の公正 ・廉潔性 ・勤勉性 に違背 し,国 家機

関の正常な職能活動 を妨害 してs国 家 と人民の利益 に重大な損害を与える

犯罪類型 をいう。

涜職の罪は,次 の特徴 を共通 して有する。

(1)本 罪の主体は,総 じて特殊主体すなわち国家機関の公務員であ

る。 この国家公務員 とは,刑 法93条1項 に定める 「国家機関において公

務に従事する人員」をいうが,同 条2項 に定める者,す なわち 「国有の

会社 ・企業 ・事業単位,人 民団体で公務に従事する者,国 家機関 ・国有の

会社 ・企業 ・事業単位から非国有の会社 ・企業 ・事業単位 ・社会団体 に

おける公務への従事を任命 された者,お よび法律 に基づ き公務に従事する

その他の者」は,こ れに含まれない。涜職の罪の章では r「公務 と私利 と

の分離」〈政企分離〉原則が明確 に体現 されている。国家機関の公務員以

外の国家公務員が涜職を行 ったときは,他 の章節の規定により定罪 ・処罰

される。

涜職の罪の主体 に関する唯一の例外 として,刑 法398条2項 に定める

国家秘密漏泄罪がある。国家機関の職員でない者が同罪を犯 したときは,

同条1項 により事情 を掛酌 して処罰 される。

(2)本 罪の客体 〔法益〕は,国 家機関の正常な職能 と人民の利益で

ある。この点は,本 類型の罪 と他の類型の罪 とを区別する本質的な特徴 と

なる。国家機関は,政 治 ・経済 ・文化など多面にわた り基本的な職能を担

う。これらの職能の正常な行使は,国 家機関の任務実現を保障するために

重要である。国家機関の公務員による国家機関の活動準則違反,公 務の公
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罰 に関す る補充 規定」。

(4)1993年10月22日 最高人民検 察院 「巨額財 産出所不 明事件 の真摯 な捜査処理

に関する通 知」。
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提 供を禁 じる法律 ・行政法規 に違反することをいう。

刑法391条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

す る。

単位が本罪を犯 した ときは,単 位に罰金 を科するほかrそ の直接責任 を

負 う管理職およびその他の直接責任者は,前 記規定 により処罰する。

5賄 賂仲介罪 〈介招賄賂罪 〉

賄賂仲介罪 とは,国 家公務員に対する賄賂を仲介 し,そ の情状が重大な

行為 をいう。

賄賂仲介行為は,主 に贈賄者 と収賄者 との連絡 ・仲立 を行 って,贈 賄 ・

収賄 を実現 させる行為 をいう。 この贈賄者は自然人・単位であ り,収 賄者

は国家公務員に限 られる。

刑法392条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

賄賂仲介者が訴追前に賄賂行為を自白したときは,そ の処罰を軽減 また

は免除 しうる。

6単 位贈賄罪 〈単位行賄罪 〉

単位贈賄罪 とは,単 位が,不 正利益 を取得する目的をもって,贈 賄 を行

い,ま たは国家の規定に違反 して,国 家公務員に割戻金 もしくは手数料 を

提供 し,そ の情状が重大な行為をいう。

刑法393条;単 位が本罪 を犯 したときは,単 位 に罰金を科するほカ㍉

その直接責任 を負 う管理職お よびその他の直接責任者は,5年 以下の有期

懲役 または拘留に処する。

(1)1993年12月15日 最高人民法院 「汚職横領 ・公金流用において生じた利息の

犯罪金額への算入の是非に関する問題の回答」。

(2)1998年5月9日 最高人民法院 「公金流用事件の審理における法律適用の若

干の問題に関する解釈」。

(3)1989年ll月6日 最高人民法院 ・最高人民検察院 「汚職横領罪 ・賄賂罪の懲
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(2)本 罪の客体は,国 家機関,国 有の会社 ・企業 ・事業単位,人 民

団体の正常な活動である。

(3)本 罪の主観面は,故 意お よび不正利益取得の目的である。

(4)本 罪の客観面は,国 家公務員に対する財物提供行為である。経

済取引において国家の規定に違反 して,国 家公務員に高額の財物 を提供 し

たとき,ま たは国家の規定に違反 して,国 家公務員に各種名義の割戻金 も

しくは手続料 を提供 したときは,本 罪 として処断される。この国家の規定

の違反とは,経 済取引に関する国家公務員への贈答品 ・割戻金 または手数

料の提供は,帳 簿記載により公開する場合 に限るものとし,帳 簿不記載の

提供を禁ずる国家の法律 ・行政法規 に違反することをいう。贈賄行為は,

積極的な行為のみに限 られ,国 家公務員の要求を受けて財物 を提供 して

も,不 当な利益 の取得がない限 り,本 罪は成立 しない。

H刑 事責任

刑法390条;本 罪を犯 した者 は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。贈賄により不当利益 を取得 してその情状が重大なとき,ま たは国家

の利益 に重大 な損失 を発生 させた ときは,5年 以上10年 以下の有期懲役

に処する。その情状が特 に重大 なときは,無 期懲役 または10年 以上の有

期懲役 に処 し,財 産没収 を併科 しうる。

贈賄者が訴追前 に主体的に贈賄行為を自白したときは,そ の処罰を軽減

または免除 しうる。

4対 単位贈賄罪 〈対単位行賄罪 〉

対単位贈賄罪 とは,不 当利益 を取得する目的をもって,国 家機関s国 有

の会社 ・企業 ・事業単位,人 民団体 に財物 を提供 し,ま たは経済取引にお

いて国家の規定に違反 して,各 種名義の割戻金 もしくは手数料を提供する

行為をいう。

本罪の主体は,一 般主体であ り,自 然人 ・単位が含 まれる。本罪の行為

対象はr国 家機関,国 有の会社 ・企業 ・事業単位,人 民団体のみに限 られ

る。この 「国家の規定の違反」とは,帳 簿に記載 しない割戻金 ・手数料の
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類似する点が多い。 しか し,両 罪の最 も主要な違いとして,次 の点が挙げ

られる。①犯罪の目的が異なる。後罪は,主 観的に自己の主管 ・管理 ・取

扱 にかかる公共の財物 を不法占有する目的を有するが,本 罪は,主 観的に

他人または単位からの賄賂 を不法占有する目的を有する。②行為対象が

異なる。後罪の行為対象は公共の財物であるが,本 罪の対象は公共の財物

のほか公民の私有財物 も含まれる。③行為形態が異なる。後罪は,着 服 ・

窃取 ・詐取等の方法により,自 己の主管 ・管理 ・取扱 にかかる公共の財物

を占有するが,本 罪は,職 務上の便益利用により,他 人の財物 を要求 し,

またはそれを不法 に収受 して他人に利益 を取得 させ る。

皿 刑事責任

本罪の刑事責任 と処罰は汚職横領罪 と同 じであ り,こ こでは詳述の反復

を避ける。

2単 位収賄罪 〈単位受賄罪 〉

単位収賄罪 とは,国 家機関,国 有の会社 ・企業 ・事業単位 または人民団

体が,他 人の財物 を要求 し,ま たは不法に収受 して他人の利益 を図 り,そ

の情状が重大 な行為 をいう。

国家機関,国 有の会社 ・企業 ・事業単位,人 民団体が,経 済取引におい

て各種名義の割戻金または手数料 を収受 して帳簿に記載 しないときは,本

罪 として処断 される。

刑法387条;本 罪を犯 した者は,単 位 に罰金を科するほか,そ の直接

責任 を負 う管理職およびその他の直接責任者は,5年 以下の有期懲役 また

は拘留 に処する。

3贈 賄罪 〈行賄罪 〉

贈賄罪 とは,不 正利益 を取得する目的をもって,国 家公務員に財物 を提

供す る行為をいう。本罪の主要な特徴 は,次 の通 りである。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人0般 である。
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任追及がなされる。

2.収 賄 と合理的な報酬獲得 との限界 国家公務員が法律 ・政策 ・行政

規則の許す範囲内または勤務時間外 ・休 日に,他 人のために臨時で業務遂

行 ・労務提供 を行って合理的な労働報酬 を獲得 しても,収 賄行為 にならな

い。 しか し,国 家の法律 ・政策に違反 して,職 務上の便益 を利用 して他人

に利益 を取得 させ,そ れにより賄賂 を収受 した ときは,収 賄行為 となる。

3.収 賄罪 と一般的な収賄行為 との限界 刑法によれば,収 賄行為が犯

罪 となる金額 ・情状の基準は,汚 職横領罪 と同 じである。収賄額が5000

元以上であれば,収 賄罪 として処断され,5000元 以下であって もその情

状が重いときは,収 賄罪 を構成 す る。収賄額が5000元 未満でその情状が

軽いときは,収 賄罪 として処断されないが,所 在単位 または上級主管部門

が情状 を掛酌 して行政処分 を加える。

4.本 罪と詐欺罪 ・恐喝罪 との限界 国家公務員がs職 務上の便益利用

により,他 人に利益を取得 させるとの名 目で賄賂 を収受 して高額の財物 を

騙取 したが,職 務上の便益利用によって他人に利益 を取得 させる事実 も意

思 もないときは,本 罪ではなく詐欺罪 として処断される。国家公務員が,

職務上の便益利用により,自 己に援助を求める者 に対 して財物を要求 した

ときは,賄 賂要求行為 となるので本罪 として処断 される。国家公務員が,

強要 ・脅迫の方法により,他 人の財物 を要求 したときは,職 務上の便益利

用がない限 り,恐 喝罪 として処断 され本罪は成立 しない・

5.本 罪 と会社企業職員収賄罪 との限界 両罪は,主 観面 ・客観面に多

くの類似点が存するが,主 に次の点で区別 される。①主体が異なる。本罪

の主体は国家公務員であるが,後 罪の主体は会社 ・企業の従業員である・

国有の会社 ・企業の公務従事者または国有の会社 ・企業か ら非国有の会

社 ・企業での公務従事 を委託 された者が収賄行為 を行 ったときは,本 罪 と

して処断 され,後 罪は成立 しない。②客体が異なる。本罪の客体は国家公

務員の職務行為の廉潔性であるが,後 罪の客体は非国有の会社 ・企業従業

員の職務行為の廉潔性 である。

6.本 罪 と汚職横領罪 との限界 両罪は,主 体 ・客体 ・客観面に共通 ・
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利用 してr他 の国家公務員の職務行為により請託者 に不正利得 を取得 させ

るためにr請 託者 に財物 を要求 し,ま たは請託者から財物を収受 した とき

は,収 賄罪 として処断する」と定める。これは ,賄 賂斡旋行為 により本罪

が成立する場合であるが,次 の三点が特徴的である。①客観面 として,行

為者は,自 己の職権 または地位により形成 された有利 な条件 を利用する

が,自 己の職務範囲内の権力 を直接利用 しない。実務上 ,行 為者による

「自己の職権 または地位 により形成された有利な条件 の利用」は ,行 為者

が 自己の職権 または地位 により他 の国家公務員を制約する関係 を利用 し

て,そ の制約を受ける国家公務員の職務行為 を通 じて請託者に不正利益 を

取得 させ る行為 として現れる。一般 に,こ の制約関係には,階 級の上下に

基づ く指導 ・被指導 という縦型の制約関係 と,所 属部門・単位の異なる国

家職員間の職務行為の過程 に存在する横型の制約関係がある。②斡旋収

賄行為は,行 為者が請託人に不正利益 を取得 させる事情がある場合 にのみ

犯罪 となる。収賄罪の基本犯罪構成 は,行 為者が他人に利益 を取得 させ よ

うとすれば足 り,そ れが正当な利益か否かは犯罪の成立に影響 しない。③

賄賂の積極的な要求行為 ・消極的な収受行為のいずれかを問わず,斡 旋収

賄の成立 には,請 託者の不正利益 を図ることが要件 となる。これと異 な

り,収 賄罪の基本犯罪構成では,賄 賂要求行為の場合 には他人の利益 を図

ることまたは不正利益 を取得することまでは犯罪成立の要件 とされない

が,賄 賂不法収受の場合にはa(不 正利益 ・正当利益 を含め)他 人の利益

を図ることが犯罪成立の要件 となる。

II定 罪

1.収 賄行為 と贈答品収受 との限界 両者は性質が異なり,主 に次の点

で区別 される。収賄は利益 を図る犯罪行為であるが,贈 答品は親戚 ・友人

または一般の同僚間における友誼感情の印であ り,条 件が付 されることも

ない合法的な民事行為である。収賄は,職 務上の便益 を利用 して行われる

ので,客 観的に隠密の正常でない方法で行われることが多いが ,贈 答 は,

正常な儀礼行為であるので,職 務上の便益利用 もな く,公 に正常な方法で

行われる。 しか し,実 質的に贈答 を偽装 した収賄であれば,本 罪 として責
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罰 される。個人の収賄額が5000元 未満の ときは,そ の情状が重大であれ

ば犯罪 として処断され,そ の情状が軽ければ犯罪にはならず,所 在単位 ま

たは上級主管機関が情状 を斜酌 して行政処分に付する。

2.特 殊犯罪構成

(1)本 罪の減軽犯罪構成 ・重大犯罪構成 ・超重大犯罪構成 ・特別

重大犯罪構成は,汚 職横領罪と同 じであ り,こ こで再度の詳述は避ける。

(2)経 済取引における本罪の特殊犯罪構成 刑法385条2項 は,

「国家公務員が経済取引で国家の規定 に違反 して,各 種名義の割戻金また

は手数料 を収受 して個人所有 としたときは,収 賄罪 として処断する」と定

める。これは,本 罪の特別犯罪構成であり,そ の基本犯罪構成 と比較する

と次の三点が特徴的である。① 「経済取引における発生」 この 「経済取

引」とは,国 家の経済管理活動,国 家公務員が直接関与する商品の販売 ・

購買 または労務の提供 ・享受等の取引活動 をいう。経済取引において発

生 しなければ,同 条項は適用 されない。②「国家の規定に違反 した各種名

義の割戻金 ・手数料の収受」 国家公務員がその職務 として経済取引に関

与 した ときに,国 家の規定に違反 して各種名義の割戻金 ・手数料 を収受 し

たのであれば,職 務上の便益 を利用 して他人に利益 を取得 させ ようとし,

または実際に他人に利益 を取得 させたもの と考えられる。しか し,同 条項

は,国 家公務員による職務上の便益利用の有無 は同条項の適用に影響 しな

いとしているので,訴 追機関が この点を立証する必要はない。国家公務員

が経済取引において収受 した各種名義の割戻金 ・手数料 を帳簿に記載 し

なかった ときは,収 賄罪 として処断される。③「収受 した割戻金 ・手数料

の個人所有」 「個人所有 とする」とは,個 人が帳簿に記載 しないで密かに

自己所有 とすることをいう。国家公務員が割戻金 ・手数料の収受後に,帳

簿に記載 し本単位 に納付 して自己所有 としない限 り,犯 罪は成立 しない。

単位が経済取引において各種名義の割戻金 ・手数料 を収受 して帳簿に記

載 しなかった ときは,単 位収賄罪 となる。

(3)斡 旋収賄行為 により成立する本罪の特殊犯罪構成 刑法388条

は,「 国家公務員が自己の職権 または地位 により形成 された有利な条件 を
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適切 な拡大解釈が必要であ り,金 銭に換算 しうる有形的な金銭 ・財物のみ

ならず,債 権 ・債務免除その他の金銭 に換算 しうる無形の物質的利益 も,

これに含まれる。 しか し,職 務上の昇7_._,,戸籍移転,進 学 ・就職,色 情提

供等の非物質的な不当利益は,こ れに含まれない。

本罪の客観面たる 「収賄行為」 には,二 つの異なる基本形式がある。

第一は,「 職務上の便益 を利用 して,他 人に財物を要求する行為」であ

る。国家公務員が職務上の便益を利用 して,明 示 ・黙示の方法により能動

的に他人に財物 を要求する行為が,こ の形式に属する。通常,賄 賂要求 と

呼ばれる。賄賂要求は,一 つの独立罪名ではないが,能 動性 と強要的性質

を有するので,一般 の収賄行為以上の社会的危害性 を帯びる。それゆえ,

賄賂要求では,「 他人の利益 を図ること」が要件 とされず,他 人の利益取

得 を賄賂要求者が意図 したか否か,ま たは実際に他人が利益 を取得 したか

否かを問わず,職 務上の便益利用による賄賂要求 さえあれば,本 罪 として

処断 される。

第二は,「 職務上の便益 を利用 して,他 人か ら財物 を不法収受 し,か つ

他人の利益 を図る行為」である。他人か ら財物 を不法収受するとは,贈 賄

側が積極的に贈賄 を行い,行 為者 〔公務員〕がその財物を不法に収受する

ことをいう。賄賂要求 における贈賄側の賄賂交付は,受 動的であ り,賄 賂

要求の結果にすぎない。 しかし,賄 賂不法収受における贈賄者の賄賂交付

は,自 発的 ・積極的であ り,贈 賄者が収賄者を買収するという特徴を有す

る。それゆえ,職 務上の便益 を利用 して,他 人から財物を不法収受 した場

合 には,「 他人の利益 を図ること」が要件 とされ,こ れが充足 されて初め

て本罪が成立する。「他人の利益 を図る」とは,他 人が利益取得すること

を行為者が意図すること,他 人が利益取得することを行為者が誓約するこ

と,ま たは実際に他人が利益 を取得 したことをいう。行為者により他人が

取得 した利益が正当な合法利益か否かは,本 罪の成立 に影響 しない。

収賄行為は,汚 職横領行為 と同 じくr国 家公務員の職務の廉潔性 を著 し

く侵害すると同時に,国 家機関 ・国有単位の正常な活動 も妨害する犯罪行

為である。個人の収賄額が5000元 以上であれば,一 律 に収賄罪 として処
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6罰 金没収財物私分罪 〈私分罰没財物罪 〉

罰金没収財物私分罪 とは,司 法機関または行政法執行機関が,国 家の規

定に違反 して,国 家に納付すべ き罰金 または没収財物を単位名義で集団的

に個人に分配する行為 をいう。

「罰金 ・没収財物」 とは,司 法機関,行 政の法執行機関または法律 ・法

規により授権 された機関が法律 ・法規に従 って公民 ・法人 ・その他の組

織 に対する処罰 を行い,こ れにより得 られた罰金 または追徴 ・没収 した財

物 をいう。国家の規定によれば,罰 金 ・没収財物は,法 により公民 ・法人 ・

その他 の組織 に返還する場合 を除いて,一 律に国家財政に納付 され,集

団 ・個人分配は厳禁 される。司法機関 ・行政機関が,こ の国家規定を違反

して,国 家に納付すべ き罰金・没収財物 を単位名義で集団的に個人に分配

したときは,犯 罪 として処断される。

本罪の刑事責任 と処罰は,国 有資産私分罪 と同 じである。

第3節 賄賂の罪

1収 賄罪 〈受賄罪〉

収賄罪 とは,国 家公務員が,職 務上の便益 を利用 して,他 人に財物 を要

求 し}ま たは他人の財物 を不法に収受 して他人の利益 を図る行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)

(2)

(3)

(4)

本罪の主体は,特 殊主体すなわち国家公務員である。

本罪の客体は,国 家公務員の職務行為の廉潔性である。

本罪の主管面は,収 賄の故意である。

本罪の客観面は,職 務上の便益 を利用 して,他 人に財物 を要求

し,ま たは他人の財物を不法に収受 して他人の利益 を図る行為である。

「職務上の便益利用」とは,行 為者の職務範囲内の権力すなわち公共事

務の主管 ・担当 ・責任にかかる自己の職権により形成 される有利 な条件

の利用をいう。本罪の行為対象は,他 人の財物である。 この 「財物」は,
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4国 外預金隠匿罪 〈隠購境外存款罪〉

国外預金隠匿罪 とは,国 家公務員が,国 外での多額の預金を隠匿 して報

告 しない行為をいう。

「隠匿 ・不報告」 とは,国 外で預金 をした国家公務員が国家の規定 に

従って報告する必要があるにもかかわらず,そ れを隠匿 して報告 しない行

為をいう。

刑法395条;本 罪を犯 した者は,2年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。その情状が軽い ときは,そ の所在単位 または上級主管機関が情状 を

斜酌 し行政処分に付する。

5国 有資産私分罪 〈私分国有資声罪 〉

国有資産私分罪 とは,国 家機関,国 有の会社 ・企業 ・事業単位 または人

民団体が,国 家の規定に違反 して,単 位名義で国有資産を個人に分配 し,

その額が高額な行為 をいう。

「国家の規定に違反 し」とは,国 有資産の管理 ・使用に関する国家の法

律 ・行政法規に違反することをいう。「単位名義で国有資産を個人に分配

し」とは,国 家機関,国 有の会社 ・企業 ・事業単位,人 民団体の責任者の

決定 または単位の決定機関の会議の決定に基づ き,国 有資産を単位名義で

当該単位 の従業員 に分配することをいう。数人の単位構成員が個人的に

国有資産 を分配 したにす ぎず,従 業員への分配がない ときは,汚 職横領罪

の共同犯罪 として処断され,本 罪は成立 しない。

集団による国有資産分配は,そ の額が高額 なときにのみ犯罪 となる。

「高額」の基準 について,刑 法は明定 していない。実務上,こ の基準 を低

く定めるべ きではない。

刑法396条;国 家機関,国 有の会社 ・企業 ・事業単位 または人民団体

が本罪を犯 したときは,そ の直接責任 を負う管理職お よびその他の直接責

任者は,3年 以下の有期懲役 または拘留に処 しs罰 金 を併科または単科す

る。その額が高額のときは,3年 以上7年 以下の有期懲役に処 し,罰 金

を併科す る。
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しく超過する支出があるとき,そ の巨額の差異の出所の合法性を説明でき

ない行為 をいう。

本罪は不法所得罪 とも呼ばれるが,そ の主要な特徴 は次の通 りである・

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体すなわち国家公務員である・

(2)本 罪の客体は,複 雑客体 〔複合法益〕すなわち国家機関の正常

な活動 と公私の財産である。

(3)本 罪の主観面は,直 接故意である。すなわち,行 為者が,自 己

の財産または合法収入の著 しい支出超過との巨額の差異について,そ の財

産 または支出の出所の不法性を知 りなが ら,司 法機関からその出所説明を

命令 されて も主観的に証明を望まず これを拒否 して,そ の合法性 を説明 し

えない心理態度である。それゆえ,本 罪の罪過形式はs直 接故意に限 られ

る。

(4)本 罪の客観面は,財 産 または合法収入を著 しく超過する支出と

の巨額な差異について,本 人がその出所の合法性 を説明 しえない行為であ

る。「財産」とは,国 家公務員が所有する家屋 ・交通用具 ・預金 ・現金 ・

生活用品等の私人の財産をいう。「支出」とは,国 家公務員の各種の支出・

消費をい う。「合法な収入」とはr法 律により国家公務員の合法な所有に

属する給与 ・賞与 ・手当 ・相続遺産等 をいう。司法実務において,「 巨額

の差額」とは,一 般に5万 元以上をい う4Q)。国家公務員がその所有財産

または著 しく支出を超過する合法収入について,そ の出所 を説明で きなけ

れば,そ の取得方法 に関わ りな く本罪が成立する。 しか し,捜 査 により財

産の出所の合法性が判明すれば,当 然ながら犯罪とならない。捜査 により

その財産が汚職横領 ・収賄等の犯罪によって得 られたことが判明すれば,

汚職横領罪 ・収賄罪等の犯罪 としてその刑事責任が追及 される。

皿 刑事責任

刑法395条;本 罪 を犯 した者は,5年 以上の有期懲役または拘留に処

し,財 産の差額部分 を追徴する。
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は公共の財産,具 体的には公金使用権である。 これに対 して,後 罪の客体

は会社 ・企業その他の単位の資金使用権であ り,そ の行為対象は単位の資

金である。両罪の客体は,職 務行為の廉潔性の侵害という点では共通する

が,本 罪では国家公務員の職務行為の廉潔性が侵害 され,後 罪では普通の

被雇用者すなわち非国家公務員の職務行為の廉潔性が侵害 される。

3・ 本罪 と汚職横領罪 との区別 両罪は,主 に次の点で区別 される。①

犯罪目的が異なる。本罪の不法占有の目的は,暫 定的な流用公金の個人使

用を目的 とするが,後 罪の不法占有の目的は,公 共の財物の永続的な不法

占有の意図である。公金流用後,行 為者の犯罪目的たる不法占有に変化が

生 じて,例 えば公金流用後 にこれを携帯 して潜伏 ・逃亡 した場合 ,公 金を

浪費 して返還不能 になった場合,公 金 を犯罪活動に使用 して返還不能に

なった場合には,後 罪 として処断される。②行為対象が異なる。本罪の行

為対象は公金 に限られるが,後 罪の行為対象は公共の財物であ り,こ れに

は公金 ・公共物が含 まれる。③客体が異なる。本罪では公金の使用権が

侵害 されるが,後 罪では公共の財物の所有権が侵害される。④客観面の行

為手段が異なる。本罪の行為手段は,公 金の無権限使用であ り,実 際の事

件で行為者が帳簿の改窟 ・焼却 ・偽造等の不法行為 を行 うことは一般的

でない。 これに対 して,後 罪の行為手段 は,着 服 ・窃取 ・騙取等の不法手

段であ り,実 際の事件では,行 為者が帳簿の改窟 ・焼却 ・偽造等の不法行

為 を行 うことが多い。

皿 刑事責任

刑法384条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。その情状が重大なときは,5年 以上の有期懲役に処する。公金の流

用額が巨額で これを返還 しない ときは,無 期懲役 または10年 以上の有期

懲役 に処する。被災者救済 ・緊急措置 ・治水 ・戦争補償 ・貧困者扶助 ・移

民救済の資金 ・物資 を個人使用 した ときは,重 く罰する。

3巨 額財産出所不明罪 〈巨額財声来源不明罪〉

巨額財産出所不明罪とは,国 家公務員が,そ の財産または合法収入を著
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収不能に陥った場合,流 用公金による営利活動で重大な赤字が発生 して返

還不能になった場合等である。 しか し,流 用公金を携帯 して潜伏 ・逃亡す

る場合のように,行 為者の主観 に返還意思がなく,流 用公金を自己のもの

とすることを意図 していたときは,行 為の性質が変化 しているので,汚 職

横領罪 として処断 される。

H定 罪

1.本 罪 と特定資金物資流用罪 との区別 両罪の主な相違は,次 の点に

ある。①主体が異なる。本罪の主体は,特 殊主体すなわち国家公務員であ

る。後罪の主体は,0般 主体すなわち刑事責任年齢 に達 した刑事責任能力

ある自然人である。②客体が異なる。本罪の客体は,国 家公務員の職務行

為の廉潔性お よび国家の財政管理制度 ・公金使用権である。 これに対 し

て,後 罪の客体は,専 ら特定の資金物資 に関する国家の財政管理制度およ

び国家 ・人民大衆の利益である。③主観面が異なる。両罪の主観面は,と

もに故意である。 しか し,本 罪は,流 用公金の個人使用の目的で行われる

ので,私 用流用である。後罪は,他 の公的な使途のために行 われるので,

他用流用である。行為者が特定の資金 ・物資 を個 人使用のために流用 し

た ときは,本 罪 として重 く処罰 される。この点は,両 罪の最 も重要な相違

である。④行為対象が異 なる。本罪の行為対象は公金であ り,特 定の資

金 ・物資 も含 まれる。 これに対 して,後 罪の行為対象は,特 定の資金 ・物

資すなわち被災者救済 ・緊急措置 ・治水 ・戦争補償 ・貧困者扶助 ・移民

救済の資金 ・物資に限られる。この点 も,両 罪の重要な相違である。⑤客

観面が異なる。本罪では,公 金流用が三つの行為に分けられ,各 犯罪構成

の客観的要件が定め られている。これに対 し,後 罪の客観面では,国 家 ・

人民大衆の利益 に対する重大な損害結果の発生が要件 とされ,こ れが欠け

ると犯罪が成立 しない。

2.本 罪 と資金流用罪 との区別 両罪は,主 に次の点で区別される。①

主体が異なる。後罪の主体は,特 殊主体すなわち会社 ・企業その他の単位

の職員である。これに対 して,本 罪の主体 も特殊主体であるが,本 罪では

国家公務員である。②客体が異なる。本罪の対象は公金であ り,そ の客体
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として も,こ の流用者にその認識がある限 り,流 用公金を用いた営利活動

が この流用者に認定 される。

3)「 高額の流用公金を濫用 して3月 を経て も返還 しない行為」 この

「高額」 も,1万 元～3万 元以上の公金流用額がその基準 となる。「返還

しない」とは,事 件発覚前すなわち司法機関 ・主管官庁 ・関連単位 に発覚

する前 に返還 しないことをいう。利息支払の必要ある高額の公金 を流用

して個人使用 しても,3月 経過後事件発覚前に,そ の元金の全部 を返還 し

たときは,軽 く処罰 または処罰 を免除 しうる。5万 元以上の公金を流用

したがf3月 経過後事件発覚前 に,そ の全部を返還 した ときは,情 状 を酌

量 して軽 く処罰 しうる。公金(含 銀行預金)流 用後事件発覚前に発生 し

た当該公金の利息は,公 金流用額の計算 に際 して考慮 されない。 しか し,

行為者の不法所得 として,当 該流用公金 と一括 して追徴 される ,な ぜ な

ら,当 該利息は,公 金流用行為によって実際に被害単位 に発生 した損失の

一部だか らである
。

2.特 殊犯罪構成

(1)本 罪の重大犯罪構成は,本 罪の基本犯罪構成を充足 し,そ の情

状が重大な行為である。「重大 な情状」の意義について ,刑 法は明定 して

いない。関連する司法解釈 によれば ,「情状が重大な」公金流用 とはs①

流用公金額が巨額の場合,② 巨額に満たな くとも公金流用手段が劣悪な場

合,③ 反復的に公金 を流用 した場合,④ 公金流用により生産 ・経営 に重大

な影響 を与えr重 大な損失を発生 させた場合をいうとされる。流用公金に

よる営利活動,ま たは多大な公金 を流用 し3月 を経 ても返還 しない行為

では,そ の流用額15万 元～20万 元以上が ,巨 額の基準 となる。流用公金

の個人使用による違法活動の場合 には,そ の流用額5万 元～10万 元以上

が,「 重大な情状」 の一事情 とされる。

(2)本 罪の特別重大犯罪構成はf本 罪の基本犯罪構成 を充足 し,巨

額の公金を流用 して返還 しない行為である。 この 「不返還」とは,行 為者

の主観には返還意思があるだけは足 らず,客 観的要因のために一審判決前

に返還 しないことをいう。例 えば,流 用公金の大部分を他人に貸与 して回
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個人使用 となる(2)。 公金流用後,私 利を図 って個人名義で流用公金 を他

の企業 ・事業単位 ・機関 ・団体に使用 させたときも,流 用公金の個人使用

となる(3)。 「私利」には,物 質的利益のほか,就 職 ・進学 ・転職 ・昇進等

の非物質的利益が含まれる。本人または他人のためにこれ らの利益 を獲

得 しようとすれば,実 際に獲得 したか否かを問わず,「 私利 を図る」もの

とされる。流用者が財政管理制度 に違反 して,合 法な審査 ・許可手続を経

ないで,そ の公金 を他の単位に使用 させれば,「 個人名義による」ものと

認定される。本罪の公金流用行為を構成するには,次 の事情の一つがなけ

ればならない。

1)「 流用 した公金を濫用 して密輸 ・売春 ・賭博 ・不法経営等の違法な

犯罪をする行為」 その流用額 ・流用の期間に関わ りな く,本 罪が成立す

る。 しかし,当 然 なが ら,流 用公金額が多大でな く,そ の期間 も短期であ

り,情 状が明 らかに軽微で危害 も大 きくない ときは,犯 罪 として処理 され

ない。実務上,こ のような公金流用が犯罪 を構成 するとき,5000元 ～1

万元が刑事責任追及の金額的基準 とされ,そ の流用期間は問題 とされな

い。流用者の使用人が流用者の流用金を用いて違法活動 を行ったとして

も,こ の流用者にその認識がある限 り,流 用公金を用いた違法活動が この

流用者 に認定される。

2)「 高額の流用公金 を濫用 して営利活動 をする行為」 「営利活動」と

は,商 売 ・企業経営等の経営活動をいい,そ れによる利益獲得の有無は・

本罪の成立に影響 しない。例えば,私 有会社 ・企業の資本信用証明のため

に商工登記を済ませる場合のように,公 金 を流用 して個人営利活動の準備

を行 うこともs流 用公金 による営利活動である。 この ような公金流用行為

によって犯罪を構成する場合,流 用期間による制限は受けないが,流 用金

額による制限を受ける。司法解釈 によれば,1万 元～3万 元の公金流用

額であることが,「 高額」の一般基準 とされる。行為者が事件発覚前に流

用公金の元本お よび利息の全部 または一部 を返還 したときは,情 状の違い

に応 じてその処罰を減軽することがで き,そ の情状が軽ければ処罰を免除

しうる。流用者の被雇用者が流用者の流用金 を用いて営利活動を行 った
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以下の有期懲役に処する。その情状が重大 なときは
,7年 以上10年 以下

の有期懲役 に処する。個人の横領額が5000元 以上 ユ万元未満で
,犯 罪後

に梅悟の態度があ り,積 極的に賊物を返還 したときは
,そ の処罰を減軽 ま

たは免除することができ,そ の所在単位 または上級主管機関が行政処分を

科する。

4)個 人の横領額が50∞ 元未満で ,そ の情状が重いときは,2年 以下

の有期懲役 または拘留 に処する。その情状が軽いときは
,そ の所在単位 ま

たは上級主管機関が情状を酌量 して行政処分 を科する。

反復的な汚職横領が処理を経 ていないときは,そ の横領額を累計 して罰

する。

2公 金流用罪 〈梛用公款罪〉

公金流用罪 とは,国 家公務員が,職 務上の便益 を利用 して,流 用 した公

金を濫用 して不法な活動を行い,高 額の流用公金 を濫用 して営利活動 を行

い,ま たは高額の流用公金 を濫用 して3月 を経 ても返還 しない行為をい

う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体すなわ ち国家公務員である。

(2)本 罪の客体は,複 雑客体 〔複合法益〕すなわち国家公務員の職

務行為の廉潔性および国家の財政管理制度 と公金使用権 ・収益権である。

(3)本 罪の主観面は,故 意お よび個人使用の目的である。

(4)本 罪の客観面は,職 務上の便益 を利用 して,流 用 した公金を個

人使用 し,不 法な活動 を行い,高 額の流用公金で営利活動 を行い
,ま たは

高額の流用公金 を3月 を経て も返還 しない行為である。

「職務上の便益 を利用 して」とは,公 共の財物の主管 ・取扱 ・保管にか

かる便益 を利用することをいう。流用公金の個人使用には,流 用者自身に

よる使用のほか,他 人に貸与 して使用 させることも含 まれる
。司法解釈 に

よれば,流 用公金を私有会社 ・私有企業に使用 させた ときも,流 用公金の
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利用 して行われるが,後 二罪はこの要件を必要 としない。

3.本 罪 と横領罪 ・職務上横領罪 との区別 本罪つ まり汚職横領罪 と

〔財産犯 としての〕横領罪 ・職務上横領罪 とは,主 観的に不法占有の目的

がある点で共通 し,客 観的行為 にも類似点がある。 しか し,こ れ ら三罪

は,主 に次の点で区別 される。①主体が異なる。本罪の主体は特殊主体す

なわち国家公務員であるが,横 領罪の主体は0般 主体すなわち自然人であ

る。職務上横領罪の主体も特殊主体であるが,こ れは会社 ・企業またはそ

の他の単位の従業員であって,国 有の会社 ・企業またはその他の国有単位

の公務従事者,国 有の会社 ・企業またはその他の国有単位により非国有の

会社 ・企業その他 の単位 における公務従事 を委託 された者 を含 まない。

②客体が異なる。本罪の客体は職務行為の廉潔性 と公共の財産であるが,

職務上横領罪の客体は職務行為の廉潔性 と当該単位の財産であ り,横 領罪

の客体は社会の誠実信用 と公私財産である。③客観的行為が異なる。本

罪の公共財物着服行為は,職 務上の便益 を利用 して実行され,職 務上横領

罪の客観面でも,職 務上の便益が利用される。 しか し,横 領罪の客観面で

は,職 務上の有利な条件ではなく,他 人の財物 を支配する有利な条件が利

用される。この条件は,職 務か らではなく他人か らの委託,遺 失物 ・埋蔵

物の取得 によって生 じたものである。

皿 刑事責任

本罪の刑事責任 は,汚 職横領額に基づ き,さ らに犯罪の情状 も含めた総

合判断によって確定される。刑法383条 によれば,本 罪を犯 した者は,そ

の横領額 と情状 に応 じて,次 の各規定 により処罰される。

1)個 人の横領額が10万 元以上の ときは,無 期懲役 または10年 以上の

有期懲役 に処 しs財 産没収 を併科 しうる。その情状が特 に重大な ときは,

死刑に処 し,財 産没収 を併科する。

2)個 人の横領額が5万 元以上10万 元未満のときは,5年 以上の有期

懲役に処 し,財 産没収 を併科 しうる。その情状が特 に重大なときはs無 期

懲役 に処 し,財 産没収 を併科す る。

3)個 人の横領額が5000元 以上5万 元未満のときは,1年 以上7年
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刑法の規定に従って行われるので,訴 追時効期限内の横領額についてのみ

累計計算がなされ,そ の期限を経過 した横領額は計算の対象外である。以

前の司法解釈では,汚 職横領行為の発覚前に生 じていた公金の利息は
,横

領額の計算 に含 まれないとされた。 しか し,当 該利息は,汚 職横領によっ

て実際に被害単位 に発生 した損害の一部であるから
,被 告人の不法所得 と

して汚職横領 された公金 と一括 して追徴 される(1) 。

2.特 殊犯罪構成

(1)減 軽犯罪構成は,国 家公務員による汚職横領行為の情状が重大

であるカ㍉ その横領額が5000元 以下の行為である。

(2)重 大犯罪構成は,国 家公務員による5000元 以上5万 元未満の

汚職横領行為である。

(3)超 重大犯罪構成は,国 家公務員による5万 元以上10万 元未満

の汚職横領行為である。

(4)特 別重大犯罪構成は,国 家公務員による10万 元以上の汚職横

領行為である。

皿 定罪

1・本罪 と非犯罪 との区別 本罪の概念 ・特徴 に基づいて
,本 罪 と合法

行為 または単なる違法行為 とを厳格 に限界づける必要がある。例えば
,実

際の職務遂行において,行 為者が未熟知 または注意散漫 によって帳簿作

成 ・金額計算を誤 ったとして も,汚 職横領の故意 も汚職横領行為 もないの

で,当 然 なが ら本罪は成立 しない。

2・本罪 と窃盗罪 ・詐欺罪 との区別 これら三罪は,不 法占有を目的 と

する犯罪であ りr行 為形態 にも共通点がある。 しか し r本 罪 と後二罪 と

は,主 に次の点で区別 される。①主体が異なる。本罪の主体は特殊主体す

なわち国家公務員であるが,後 二罪の主体は一般主体である。②客体 ・対

象が異 なる。本罪の客体は,複 雑客体 〔複合法益〕すなわち公共の財産 と

職務行為の廉潔性,そ の行為対象は公私の財物である。これに対 して,後

二罪の客体は単一の客体すなわち公私の財産,そ の行為対象は公私の財物

である。③行為形態が異 なる。本罪の窃取・騙取行為は
,職 務上の便益 を
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財物の領得,② 提 出すべ き財物の隠匿 ・未提 出,③ 交付すべ き財物の未交

付,④ 受領 した金銭の帳簿不記載,⑤ 公共の財物の不法転売 ・無権限贈

与,⑥ 被害者への返還のために追徴 した金銭 ・財物 または罰金 ・没収財産

の不法占有 ・自己使用,さ らには⑦ 自己の支配する国家機関 ・国有機関 ・

国有の会社 ・企業 ・事業単位等への贈賄金の不法占有等である。

「窃取」 とは,行 為者が職務上の便益 を利用して,自 己の合法な主管'

保管 ・取扱 にかかる公共財物 を秘密窃取の方法により自己所有 とする行

為をいう。すなわちr保 管窃盗 と通常いわれるものである。例えばs国 有

商店の販売員が自己の取扱 う商品 ・売上金 を窃取する場合,銀 行職員が自

己の取扱 う貯金を窃取する場合である。

「騙取」 とは,行 為者が職務上の便益 を利用 して,事 実を捏造 しまたは

真実を隠蔽する詐欺的手段 により,公 共の財物を不法に占有する行為をい

う。例 えば,証 書 ・帳簿の改鼠,虚 偽の収支報告 により出張費 ・医療費 ・

賃金.補 助金等 を領得する場合,赤 字の虚偽報告により公金を不法占有す

る場合,事 実捏造 ・真実隠蔽 により財物 を領得する場合等である。

「その他の手段」とは,着 服 ・窃取 ・騙取以外 に職務上の便益 を利用 し

て,公 共の財物 を不法 に占有する行為 をいう。刑法394条 によると・国家

公務員が国内での公務活動 または対外交流 において贈答品を受け取った

ときは,国 家の規定 に基づいて国家に届け出ねばならず,こ れを届け出な

い贈答額が多額のときは,汚 職横領罪 として定罪 ・処罰 される。 これは・

国家公務員が職務上の便益 を利用 して公共の財物を着服する特殊形式で

あるので,汚 職横領罪 として処断される。

本罪は,個 人の横領額が5000元 以上の ときにのみ成立す る,個 人の横

領額が5000元 未満の ときは,そ の情状が重ければ犯罪 として処断され ・

その情状が軽 ければ犯罪 として処断されないが,所 在単位または上級主管

機関が情状 を斜酌 して行政処分を加える。反復 的に汚職横領行為 を行っ

て処理を経ていないときは,そ の累計金額に依拠 して処罰する。処理 を経

ない反復的汚職横領 とは,刑 事処罰も行政処分 も受けていない2回 以上

(含2回)の 汚職横領行為をいう。横領金額の累計 は,訴 追時効に関す る
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刑 法93条2項 にいう 「その他法律 により公務 に従事する者」に該当する,

とした。すなわち,① 被災者救済 ・緊急措置 ・治水 ・戦争補償 ・貧困者扶

助 ・移民救済の資金 ・物資の管理,② 社会寄付公益事業の資金管理 ,③ 国

有地の経営 ・管理,④ 土地収用補償費の管理,⑤ 税金の代理徴収 ・納付 ,

⑥その他 人民政府に協力 して行 う行政管理職務である。村民委員会等の

末端組織の人員が ここに定められた公務に従事する ときは,そ の職務上の

便益 を利用 して公共の財物の不法占有,公 金の流用,他 人の財物の要求 ・

不法収受 を行い犯罪 を構成す ると,刑 法382条 ・383条の汚職横領罪,384

条の公金流用罪,385条 ・386条 の収賄罪が適用される。

(2)本 罪の客体は,複 雑客体 〔複合法益〕すなわち国家公務員の職

務行為の廉潔性および公共財産である。国家公務員が職務活動において

その職責に違背 して公共の財産を横領すれば,国 家公務員の職務行為の廉

潔性が直接侵害 される。国家公務員が職務上の便益 を利用 して公共の財

物 を不法に占有すれば,公 共の財産が直接侵害 される。刑法91条 による

と,公 共の財産には,国 有財産,労 働大衆が集団所有する財産 ,貧 困扶助

その他の公益事業に用いる社会寄付援助金または専用基金財産が,含 まれ

る。国家機関 ・国有の会社 ・企業 ・集団企業 ・人民団体が管理 ・使用 ま

たは輸送する個人の財産 も,公 共の財産 として扱 われる。

(3)本 罪の主観面は,故 意および公共の財物 を不法占有する目的で

ある。

(4)本 罪の客観面は,職 務上の便益 を利用 して公共の財物を着服,

窃取,騙 取 またはその他 の不法手段 により占有する行為である。

「職務上の便益」とは,職 務の範囲内の権力お よびその地位に基づ く有

利な条件の利用 をいい,具 体的には主管 ・保管 ・出納 ・取扱等 にかかる有

利な条件である。職務関連事の熟知による犯罪実行環境の利用 ,職 員の身

分ゆえの犯罪 目的物への接近容易性のように,職 務 とは無関係の有利な条

件 は,職 務上の便益ではない。

「着服」とは,行 為者が職務上の便益 を利用 して自己の支配する公共の

財産を不法に占有することをいう。例 えば,① 自己の保管 ・使用する公共
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れる。

第三の問題は,「 国家機関 ・国有の会社 ・企業 ・事業単位により非国有

の会社 ・企業 ・事業単位 ・社会団体 における公務への従事を任命 された

者」の限界である。現在,わ が国は経済 ・政治体制改革の継続 ・深化の過

程 にあ り,政 府 ・企業分離政策からすれば,国 家機関は非国有の会社 ・企

業 ・事業単位 ・社会団体に職員を派遣 しえないのが原則である(実 際に,

現在の法律 ・政策 もその権限はないとする)。 国家機関 ・国有の会社 ・企

業 ・事業単位が非国有の会社 ・企業 ・事業単位 ・人民団体における公務

への従事 を委託するのは,非 国有の会社 ・企業 ・事業単位 ・社会団体の内

部管理 ・指導のためではなく,こ れ らが財産的利益をはじめとする国家利

益 を有するか らである。例えば,国 有単位の合資会社 ・企業への人員派遣

は,そ の代表 としてその国有利益 を管理するために行われる。非国有単位

に国有利益がないときは,国 有機関 ・単位はそこに人員 を派遣 しえず,そ

の派遣 に合法 な根拠がない限 り,被 派遣者 を国家公務員 と認定 しえない。

第四の問題 は,「 法律 により公務に従事するその他 の者」の限界であ

る。本来,こ の規定は,立 法者が立法の不備 を防止するために,立 法当時

には到底充分 に予期 しえなかった事態 を捕捉する 「受皿的規定」 として

定めた ものである。現在 の情況か らすると,中 国共産党各級の指導機関

は,国 家機関ではないが,実 際にはその相当数の者が公共管理事務に従事

している。実際に公務活動 に従事 しながらその責任 を負わないとすればs

極めて不公正 ・非合理的であ り,こ れ らの者を国家公務員 として扱 う必要

性 は,こ のような理由に基づ く。 しか し,中 国共産党各級の機関で単なる

党の職務への従事に とどまる者は,国 家公務員 として扱いえない。また,

各級の政治協商会議 も国家機関ではないが,確 実に内部で公務活動に従事

する者は,国 家公務員 として扱 われる。住民委員会 ・村民委員会等 の末端

組織の責任者は,国 家の編成下にある者ではないので,本 来ならば国家公

務員ではない。 しかし,2000年4月29日 に全国人民代表大会常務委員

会が示 した中華人民共和国刑法93条2項 の解釈は,村 民委員会等の末端

組織の人員 も,人 民政府 に協力 して次の行政管理職務 に従事す るときは,
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従事者 とみなされるので,本 罪の主体 とな りうる国家公務員 として扱われ

る。国家公務員ではない者が,既 述 した国家公務員 と結託 し,共 同で本罪

を犯 した ときは,共 犯 として処断される。

司法実務 において,ど のように国家公務員を限界づけ,ま た認定するか

は,極 めて複雑かつ論争の意義ある問題である。主要な問題は,次 の通 り

である。

第一の問題は,国 家機関の範囲である。国家機関 とは,国 家権力を行使

する機関であるか ら,当 然その職員は公務従事者である。わが国の憲法第

3章 は,国 家機構 について定めている。それによる と ,国 家機関には全

国人民代表大会お よびその常務委員会,中 華人民共和国国家主席 ,国 務

院,中 央軍事委員会,地 方各級の人民代表大会 ,お よび人民政府,民 族 自

治地域の自治機関,人 民法院および人民検察院が含まれる。それゆえ,中

国共産党の各級 の機関 ・政治協商会議組織r住 民委員会,村 民委員会は ,

国家機関ではなく,こ れらの機関における公務従事者は,「 国家機関にお

ける公務従事者」 として論 じえない。

第二の問題は,「 国有の会社 ・企業 ・事業単位 ・人民団体における公務

への従事」の認定である。まず,「 公務への従事」の意義を限界づけねば

ならない。単純化 していえば,公 務 とは,社 会の公共事務 をいう。具体的

に,「 公」は国家の主権 ・統一 ・財産等の利益,「 共」は社会の共同共有

の利益 を意味する。政府 ・企業が高度に集中 しその区分がなかった旧体

制下では,企 業 ・事業単位 の活動には公共性があ り,そ れは公共事務で

あった。 しか し,経 済体制の改革後,大 多数の国有の企業 ・事業単位 ・人

民団体等の単位は,も はや社会 を管理する公共事務の職能を有 していな

い。それゆえ,こ れ らの職員の活動にも「公務への従事」という性質が欠

けるので,こ れ らの者を国家公務員 として論 じえない。 しか し,独 占性 を

有する国有の会社 ・企業 ・事業単位 ・人民団体は,な お実質的には社会管

理活動に従事 してお り,本 来は国家機関が行 うべ き社会管理活動 さえ行 っ

ている場合 もある。 これ らの国有の会社 ・企業 ・事業単位 ・人民団体の

職員は,そ の従事する活動に公務性があるので,国 家公務員 として論 じら
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第382条 汚職横領罪 〈貧汚罪 〉

第384条 公金流用罪 〈梛用公款罪〉

第385条 収賄罪 〈受賄罪 〉

第387条 単位収賄罪 〈単位受賄罪 〉

第389条 贈賄罪 〈行賄罪 〉

第391条 対単位贈賄罪 〈対単位行賄罪〉

第392条 賄賂仲介罪 〈介fq賄 賂・罪〉

第393条 単位贈賄罪 〈単位行賄罪〉

第395条 巨額財産出所不明罪 〈巨額財声来源不明罪〉 国外預金隠匿

罪 〈隠購境外存款罪 〉

第396条 国有資産私分罪 〈私分国有資声罪 〉 罰金没収財物私分罪

〈私分罰没財物罪 〉

第2節 汚職 ・流用の罪

1汚 職横領罪 〈食汚畢 〉

汚職横領罪 とは,国 家公務員 〈国家工作人員〉が,職 務上の便益 を利用

して,公 共の財物 を着服,窃 取,騙 取またはその他の手段 を用いて不法に

占有す る行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体 は,特 殊主体すなわち国家公務員である。

刑法93条 によれば,「 国家公務員」〈国家工作人a>と は,国 家機関に

おいて公務に従事する者,国 有の会社 ・企業 ・事業単位 ・人民団体におい

て公務 に従事する者,国 家機関 ・国有の会社 ・企業 ・事業単位から非国有

の会社 ・企業 ・事業単位 ・社会団体 における公務への従事 を任命 された

者,お よびその他法律 により公務 に従事する者 をいう。

刑法382条 によれば,国 家機関 ・国有の会社 ・企業 ・事業単位 ・人民団

体か ら国有財産の管理 ・経営 を委託 された者はs法 律によりその他の公務
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第32章 汚職賄賂の罪(曲 新久)

第1節 汚職賄賂の罪 概説

井長

馬

圓
共訳強

汚職賄賂の罪 とは,国 家公務員 〈国家工作人昴〉が職務上の便益 を利用

して,公 共の財物 を横領 し,公 金を流用 し,他 人の財物を要求または不法

に収受 して他人の利益 を図るなどの利益 を追求する職務犯罪行為および

これに関連する贈賄 ・賄賂仲介等の犯罪 ,さ らには国家機関 ・国有会社 ・

企業 ・事業単位 ・人民団体が行 う賄賂およびこれに関連する犯罪をいう。

汚職賄賂の罪は,汚 職横領罪および賄賂罪を中心に構成 された犯罪類型で

あ り,基 本的に次の構成要件か らなる。

(1)多 くの犯罪は特殊主体であ り,国 家公務員 または国家機関 ・国

有会社 ・企業 ・事業単位 ・人民団体 によって行 われる。他方,贈 賄罪 ・賄

賂仲介罪等の少数の犯罪は,一 般主体によ り構城 される。

(2)本 罪の客体は,公 務活動の廉潔性,国 家機関 ・国有企業 ・事業

単位 ・人民団体等の単位の正常な活動および公私の財産である。汚職賄

賂の罪は,公 務活動 と密接 に関連する涜職性犯罪であ り,公 務活動の廉潔

性のみならず,国 家機関 ・国有企業 ・事業単位 ・人民団体の正常 な活動 も

侵害する。 さらに少数の犯罪では,公 民私人の財産お よび他の単位の財産

まで も侵害 される。

(3)本 罪の客観面は,汚 職横領,公 金流用,収 賄,贈 賄,賄 賂仲介,

巨額財産の出所不明化,国 外預金の隠匿 ・不報告,国 有財産の個人分配等

の行為である。

(4)本 罪の主観面は,故 意である。過失では成立 しない。

刑法各則第8章 は,汚 職賄賂の罪 として計15条 に12の 罪名 を定める。

条文の序列に従って列挙すると,次 のようになる。
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行為でなければな らない。「私利不正 を図る」とは,行 為者個人または親

戚 ・友人の私情に左右されることをいう。個人の利益 を優先 し,国 防利益

を顧みない点 に,そ の特徴がある。「受入 ・入隊」とは,受 入 ・入隊に関

わる応対行為をいう。第三に,本 罪の対象は,不 合格の兵員でなければな

らない。「不合格の兵員」とは,徴 兵条件不適合の兵員をいい,身 体的条

件 ・政治的条件 ・年齢 ・文化教育程度等 を満たさない者が含 まれる。 こ

れらの三要件 を同時に充足 した ときに初めて,本 罪の客観面に該当する。

さらに,本 罪が成立するためには,そ の情状が重大でなければならな

い。「重大な情状」とは,① 不合格兵員の受入 ・入隊に際 して財物 を収受

した場合,② 多数の不合格兵員の受入 ・入隊 を行 った場合,③ 不合格兵員

の受入 ・入隊によ り作戦 ・訓練任務に影響を与 えた場合,④ 当該地域 に劣

悪な影響 を与 えた場合等 をい う。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成は,「 特 に重大 な結果」の犯罪構成である。「特 に重大

な結果」とは,① 受入 ・入隊にかかる兵員が犯罪被疑者 ・犯罪者である場

合,② 入隊 した不合格兵員が反復的に犯罪行為を行 った場合,③ 作戦 ・訓

練等の重要な軍事任務の完遂 に重大な影響 を与えた場合等 をいう。

皿 刑事責任

刑法374条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。特 に重大な結果 を発生させた ときは,3年 以上7年 以下の有期懲

役 に処する。
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本罪の客観面は,軍 人に部隊か らの逃亡離脱 を煽動する行為である。

「煽動」とは,宣 伝行為 ・奮起 させる行為 をいう。その方法は多種多様で

あ り,演 説 ・宣伝材料の郵送 ・宣伝 ビラの配布等がある。「部隊か らの逃

亡離脱」 とは,服 役義務 を逃れて部隊か ら離脱することをい う。

本罪が成立するには,そ の情状が重大でなければならない。「重大な情

状」とは,① 戦時 に軍人の部隊逃避 を煽動 した場合 ,② 煽動行為 を反復的

に行った場合,③ 煽動の指揮者または重要な職責 を担 う軍人を逃避 させた

場合,④ 多数の軍人を部隊か ら逃避 させた場合等 をいう。

刑法373条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 r拘 留 または管

制に処する。

2逃 亡軍人雇用罪 〈雇用逃寓部臥軍人罪〉

逃亡軍人雇用罪 とは,部 隊から逃亡離脱 した軍人をそれと知 りながら雇

用 し,そ の情状が重大な行為 をいう。

刑法373条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役r拘 留 または管

制に処す る。

3不 合格兵員入隊罪 〈接送不合格兵員罪 〉

不合格兵員入隊罪 とは,徴 兵任務 において,私 利不正 を図って〈絢私舞

弊 〉,不 合格の兵員の受入 ・入隊 を行 って,そ の情状が重大な行為 をい

う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の客体 は,部 隊の戦闘力 と兵員の質の管理秩序である。

(2)本 罪の主観面は,故 意である。

(3)本 罪の客観面はy徴 兵任務 において,私 利不正 を図って,不 合

格の兵員の受入 ・入隊 を行 う行為である。第一に,本 罪の行為は,徴 兵任

務遂行中に行われねばならない。「徴兵」とは,中 華人民解放軍 または武

装警察部隊の現役兵員の徴用 をいう。第二に,私 利不正 を図る受入 ・入隊
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章 を偽造,変 造 または売買する行為 をいう。

刑法375条1項;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留,管

制または政治的権利剥奪に処する。その情状が重大 なときはi3年 以上

10年 以下の有期懲役 に処する。

5武 装部隊公文書印章盗奪取罪 〈盗窃.捻 存武装部臥公文、証件 、印

章罪 〉

武装部隊公文書印章盗奪取罪 とは,武 装部隊の公文書,証 明書 または印

章を秘密的手段を用いて窃取 し,ま たは他人の不備 に乗 じて公然 と奪取す

る行為をいう。

刑法375条1項;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役,拘 留,管

制 または政治的権利剥奪 に処する。その情状が重大 なときは,3年 以上

10年 以下の有期懲役 に処する。

6軍 用標識不法生産売買罪 〈非法生声、:'用 祢志罪 〉

軍事標識不法生産売買罪 とは,武 装部隊の制服,車 両番号票等の専用標

識 を不法 に生産または売買 し,そ の情状が重大 な行為をい う。

刑法375条2項;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役,拘 留 また

は管制に処 し,罰 金を単科または併科する。単位が本罪 を犯 したときは,

単位 に罰金を科するほか,そ の直接責任 を負 う管理職およびその他の直接

責任者は,前 記規定 により処罰する。

第5節 国防力を害する罪

1軍 隊逃亡煽動罪 〈煽劫逃寓部臥軍人罪 〉

軍隊逃亡煽動罪 とは,軍 人に部隊か らの逃亡離脱 を煽動 し,そ の情状が

重大な行為をいう。

本罪の主観面は,故 意および軍人を部隊か ら逃亡離脱させて兵役服務義

務 を履行 させない目的である。
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の客観面は・軍人の身分 または肩書の冒用 という第一の要件 と
,詐 欺行為

という第二の要件 を必要とする。詐欺行為 とは
,行 為者が詐称身分 ・肩書

を利用吹聴 して,人 々の軍人への信頼に乗 じて行 う詐欺行為 をいう。これ

らの二要件は,同 時充足 されねばならない相互依存関係にある。虚栄心か

ら軍人を詐称 したが詐欺行為 を行わない場合s逆 に詐欺行為を行 ったが軍

人の身分を詐称 しない場合 には,本 罪は成立 しない。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成は,「 情状が重大な」犯罪構成である。「重大 な情状」と

は,① 軍人詐称詐欺 により劣悪 な影響 を及ぼ した場合
,② 騙取 した公私の

財産が多額の場合r③ 軍隊の名誉 に重大な損害 を与えた場合等 をいう。

II定 罪

1・本罪 と国家公務員詐称詐欺罪 との限界 両罪はa主 に次の点で区別

される。①侵害客体 〔法益〕が異 なる。本罪の客体は部隊の名誉 とその

正常な活動であるが,後 罪の客体は国家機関の名誉 とその正常な活動であ

る。②詐称の対象が異なる。本罪では軍人の詐称であるが
,後 罪は国家機

関の公務員の詐称である。

2・一罪 と数罪 との限界 本罪実行の過程では,牽 連 して他の罪名 にも

触れることが多い。例えば,武 装部隊の公文書 ・証明書 ・印章 を偽造 して

詐欺 を行 う場合,軍 人 を詐称 して密輸を行う場合,軍 人を詐称 して手形詐

欺 を行 う場合 には,同 時に数個の罪名 に触れる。これらの罪に牽連関係が

あれば,一 般 に牽連犯の規定 により重い方の罪 として処断される。

皿 刑事責任

刑法372条;本 罪を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役 ,拘 留s管 制 ま

たは政治的権利剥奪 に処する。その情状が重大 なときは r3年 以上10年

以下の有期懲役 に処する。

4武 装部隊公文書印章偽変造罪 〈伽造、変造、契実武装部臥公文.証

件、印章畢〉

武装部隊公文書印章偽変造罪 とは,武 装部隊の公文書,証 明書または印
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性か ら,法 により0定 範囲を定めて特別な保護措置 をとる区域 をい う・

「乱入」とはs強 行突入の意味であ り,交 通手段 を用いる場合のほか,徒

歩 による場合 もある。乱入行為 は,多 衆の形態,す なわち首謀者の組織 ・

指揮 ・煽動の下に多数人が集合 した共同乱入でなければならない。掩乱

の形態は多種多様であ り,例 えば,軍 事禁止区域内で騒乱 を起 こす場合,

軍事禁止区域内の建物 占拠 を強行する場合,軍 事禁止区域の職員を包囲攻

撃 ・侮辱 ・殴打す る場合等がある。

刑法371条1項;本 罪を犯 した首謀者 は,5年 以上10年 以下の有期

懲役 に処する。その積極参加者は,5年 以下の有期懲役,拘 留,管 制 また

は政治的権利剥奪に処する。

2多 衆軍管区携乱罪 〈聚森抗乱軍事管理区秩序罪 〉

多衆軍管区掩乱罪 とは,多 衆が軍事管理区域の秩序を撹乱 し・その情状

が重大であ り,軍 事管理区域内の職務 を不能にし,重 大な損失 を発生 させ

る行為 をいう。

刑法371条2項;本 罪を犯 した首謀者は,3年 以上7年 以下の有期

懲役 に処する。その他の積極参加者は,3年 以下の有期懲役,拘 留,管 制

または政治的権利剥奪 に処する。

3軍 人詐称詐欺罪 く冒充軍人招揺撞輪罪〉

軍人詐称詐欺罪 とは,不 法な利益 を図る〈謀取 〉目的をもって,軍 人を

詐称 して,詐 欺を行 う行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般である。

(2)本 罪の客体は,軍 隊の名誉 とその正常な活動である。さらに

は,公 共の利益 または公民の合法権益 も侵害されうる。

(3)本 罪の主観面は,故 意および不法利益 を図る目的である・

(4)本 罪の客観面はf軍 人を詐称 して詐欺を行 う行為である・本罪
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接 責任 を負 う管理職お よびその他の直接責任者は,5年 以下の有期懲役 ま

たは拘留 に処する。重大な結果を発生 させたときは,5年 以上の有期懲役

に処する。

5戦 時軍事徴用拒絶罪 〈哉吋拒絶牢事征用罪 〉

戦時軍事徴用拒絶罪 とは,戦 時に軍事徴用を拒絶 して,そ の情状が重大

な行為 をいう。

本罪の客観面は,戦 時に軍事徴用を拒絶する行為である。行為時が戦時

でなければ,本 罪は成立 しない。国防法 によれば,国 家は,動 員の必要性

があれば,法 に基づいて組織 ・個人の設備 ・施設 ・交通機関およびその他

の物資を徴用することができる。徴用による直接の経済的損失は,県 以上

の人民政府が国家の関連規定に基づいて適切に補償 しなければならない。

「軍事徴用の拒絶」とは,行 為者が故意 に徴用対象物品を部隊 に交付 しな

い ことをいう。

さらに,本 罪成立 のためには,そ の情状 が重大でなければならない。

「重大 な情状」とは,① 他人に軍事徴用拒絶 を煽動する場合,② 暴力 によ

り軍事徴用に抵抗する場合,③ 部隊の任務完遂に影響を及ぼ した場合,④

反復的な教育 ・動員に もかかわ らず交付 しない場合等 をい う。

刑法381条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

第4節 国防の管理秩序を害する罪

1多 衆軍禁区乱入罪 〈聚森沖缶軍事禁区罪 〉

多衆軍禁区乱入罪 とは,多 衆が軍事禁止区域 に乱入 して,軍 事禁止区域

の秩序 を著 しく掩乱する行為 をいう。

本罪の客観面は,多 衆が軍事禁止区域 に乱入 して,軍 事禁止区域の秩序

を著 しく掩乱する行為である。本罪の対象は,軍 事禁止区域である。「軍

事禁止区域」とは,国 家が軍事施設の性質 ・機能 ・安全 ・秘密保持の必要
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に処する。特に重大 な結果を発生 させたときは,3年 以上7年 以下の有

期懲役 に処する。

4戦 時軍事発注拒絶遅延罪 〈哉吋拒絶 、故意延俣軍事汀貨罪〉

戦時軍事発注拒絶遅延罪 とはs戦 時に正当理由なく軍事発注を拒絶また

は遅延 して,そ の情状が重大な行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,研 究開発 ・生産 ・販売 を行 う単位である。

(2)本 罪の客体は,戦 時における軍隊の戦闘力の物質的な保障であ

る。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。

(4)本 罪の客観面は,戦 時 に正当理由な く軍事発注を拒絶または遅

延する行為である。行為時は,戦 時でなければならない。行為対象は,軍

事発注である。「軍事発注」とは,武 器装備の研究開発 ・生産 または部隊

用物資の供給 に関する部隊 と企業事業単位 との法に基づ く合意 をいう。

軍事発注の 「拒絶」とは,軍 事発注の引受能力 を有する企業事業単位が時

間 ・原料 ・設備 ・人材 ・資金不足等を口実に軍事発注の引受 を拒否 し,ま

たはそれに抗拒することをい う。軍事発注の 「遅延」とは,合 意の規定に

違反 して,定 められた期 日以後に目的物の引渡 を行 うことをい う。

さらに,本 罪が成立するには,そ の情状が重大でなければな らない。

「重大な情状」とは,拒 絶の手段が劣悪 な場合,部 隊の任務完遂に影響 を

及ぼ した場合,規 制の効果 もなく反復的に拒絶 した場合等をいう。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成は,「 重大な結果」の犯罪構成である。「重大な結果」と

は,① 戦闘 ・戦役の敗北 を招いた場合,② 重大な軍事行動 に影響を及ぼ し

た場合,③ 回避 しえた死傷 を発生 させた場合等 をいう。

皿 刑事責任

刑法380条;本 罪を犯 した ときは,単 位に罰金を科するほカ㍉ その直
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す る。その情状が特 に重大なときは,死 刑,無 期懲役または10年 以上の

有期懲役 に処する。単位が本罪 を犯 した ときは ,単 位に罰金を科するほ

か,そ の直接責任を負 う管理職およびその他の直接責任者は,前 記規定に

より処罰する。

3過 失不合格武装軍事施殼提供罪 〈・失提供不合格武器装缶
、軍事

没施罪〉

過失不合格武装軍事施設提供罪 とは,武 器装備 または軍事設備の品質管

理規定に違反 して,不 合格の武器装備 または軍事施設 を武装部隊に提供

し,重 大 な結果を発生 させる行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,武 器装備 ・軍事施設の科学研究 ・設計 ・生産 ・

販売 ・検査受取 ・発注 に従事する者または品質監督 ・検査の責任者であ

る。

(2)本 罪の主観面は,過 失である。

(3)本 罪の客観面は,武 器装備 ・軍事施設の品質管理規定に違反 し

て,不 合格の武器装備 ・軍事施設 を武装部隊に提供 し,重 大な結果を発生

させる行為である・「武器装備 ・軍事施設の品質管理規定」とは
,主 に国

防法等の関連法律 ・法規 をい う。武器装備 ・軍事施設の品質管理規定違

反は,本 罪成立の前提条件である。 さらに本罪成立のためには,重 大結果

の発生が要件 となる。「重大な結果」とは ,人 の死傷,重 大な経済的損失

の発生,部 隊の任務完遂 に対する重大な影響等 をいう。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成は,「 特 に重大な結果」の犯罪構成である。「特 に重大

な結果」とは,主 に重大な人身死傷事故,特 に重大な経済的損失 ,部 隊の

重要任務に対す る重大な影響等 をいう。

n刑 事責任

刑法370条2項;本 罪を犯 した者はi3年 以下の有期懲役 または拘留
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2不 合格武装軍事施設提供罪 〈故意提供不合格武器装各 、軍事没施

罪 〉

不合格武装軍事施設提供罪 とは,不 合格の武器装備または軍事施設をそ

れ と知 りなが ら,武 装部隊に提供する行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体はf自 然人および単位である。

(2)本 罪の客体は,武 装部隊の戦闘能力の物的な保障である。武器

装備の質 と量は,部 隊の作戦 ・訓練能力 に直接関わる問題であ り,国 家の

国防能力 にも関連する。武装部隊に対する不合格の武器装備 ・軍事施設

の提供は,部 隊の戦闘力 に直接影響 し,国 防利益 を害する。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。

(4)本 罪の客観面は,武 装部隊に不合格の武器装備 または軍事施設

を提供する行為である。本罪の対象は,不 合格の武器装備 ・軍事施設であ

る。「不合格」とは,武 器装備の原材料が不適格であった り,生 産された

武器装備の各項目が技術指標 に適合 しないなど,定 められた品質基準を充

足 しない ことをいう。行為の形態は,提 供である。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成 には,「 情状が重大な」犯罪構成 と,「 情状が特に重大

な」犯罪構成 とがある。「重大な情状」とは,① 私情 にとらわれ不正利得

を図った〈徊私舞弊謀取私利 〉場合,② 死傷事故 を発生させた場合,③ 高

額な経済的損失 を発生させた場合,④ 部隊の任務完遂に重大な影響 を及ぼ

した場合等 をいう。「特 に重大 な情状」とはt① 重大 な死傷事故 を発生 さ

せた場合,② 部隊の重要任務完遂に重大 な影響を及ぼした場合s③ 戦闘 ・

戦役に重大 な損失を発生させた場合,④ 重大な経済的損失その他の特 に重

大 な結果を発生 させた場合等 をいう。

II刑 事責任

刑法370条1項;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。その情状が重大な ときは,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処
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は,部 隊が直接的に作戦の実行 ・保障に使用する武器 ・武器系統 ・軍事技

術機材の総称であ り,こ れには機械,ロ ケ ット,ミ サイル,通 信機材,気

象保障機材お よび各種の軍用装備が含 まれる。「軍事施設」とは,直 接軍

事目的に用い られる建物 ・場所 ・設備 をいい,こ れには指揮機関,作 戦工

程,軍 用空港,試 験場,軍 用送油管,軍 事専用鉄道 ,道 路等が含 まれる。

破壊の対象が軍事施設 と無関係であれば,本 罪は成立 しない。「軍事通信」

とは・軍隊が用いる通信手段のうち指揮の実行 ・武器の統制のために行わ

れる情報伝達 をいい,こ れには無線 ・有線の電信通信 ,光 通信等が含まれ

る・破壊の対象が軍事通信 と無関係であれば ,本 罪は成立 しない。

本罪は行為犯であ り,破 壊行為の実行のみで犯罪が成立する。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊構成 には,「 重要な武器装備,軍 事施設,軍 事通信 を破壊す

る」犯罪構成 と,「 その情状が特 に重大な」犯罪構成 とがある。「重要な

武器装備・軍事施設,軍 事通信」とは,主 にミサイル武器系統 ,軍 用飛行

機,戦 艦,戦 車,大 型大砲,電 波探知機等 をいう。「特 に重大な情状」 と

は,重 要な武器装備 の甚大な殿損 ,戦 役 ・戦闘の重大 な損失,多 数人の死

傷等 をい う。

n定 罪

本罪 と易燃易爆発性設備破壊罪 ・交通機関破壊罪 との限界 本罪 と後

二罪 とは,主 に次の点で区別 される。①客体が異なる。本罪の客体は軍隊

の戦闘力の物的保障であるが,後 二罪の客体は公共の安全である。②対象

が異なる。本罪の対象は,軍 用の武器装備 ・軍事施設 ・軍事通信である

が,後 二罪の対象は,民 用の交通機関 ・易燃易爆発性設備である。

皿 刑事責任

刑法369条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 ,拘 留 または管

制に処する。重要な武器装備 を破壊 したときは,3年 以上10年 以下の有

期懲役に処する。その情状が特に重大なときは1死 刑 ,無 期懲役 または10

年以上の有期懲役に処する。戦時に本罪を犯 したときは,重 く処罰する。
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くさせる行為であることが多い。 しか し,職 責違背 を余儀な くさせ,ま た

は職務不執行 を懇願する行為 もあ りうる。

H刑 事責任

刑法368条1項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留,管

制 または罰金 に処する。

7軍 事行動妨害罪 〈阻碍軍事行劫罪 〉

軍事行動妨害罪 とは,武 装部隊の軍事行動を故意に妨害 し,重 大な結果

を発生 させる行為 をい う。

刑法368条2項;本 罪を犯 した者 は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。

第3節 国防の物的基礎を害する罪

1武 装軍事施設破壊罪 〈破圷武器装各 、軍事没施、軍事通倍罪〉

武装軍事施設破壊罪 とは,欝 積解消 ・報復その他の個人的な目的をもっ

て,武 器装備 ・軍事施設 または軍事通信 を破壊 しようとする行為をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体 は,自 然人一般である。

(2)本 罪の客体 は,軍 隊の戦闘力の物質的保障である。

(3)本 罪の主観面は,故 意および欝積解消・報復その他の個人的な

目的である。

(4)本 罪の客観面は,武 器装備 ・軍事施設または軍事通信 を破壊す

る行為である。「破壊」とは,武 器装備の全部 または一部の使用機能を喪

失 させ ることをい う。その形態 としては,物 理的損壊r爆 破,放 火,妨 害

信号電波の発信,部 品分解等のような作為 と,保 管 ・修理 ・維持義務の履

行拒否による武器装備の殿損の ような不作為 とがある。

破壊 の対象は,武 器装備,軍 事施設,軍 事通信である。「武器装備」 と
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4戦 時軍心動揺罪 〈哉財造揺挽乱軍心罪 〉

戦時軍心動揺罪 とは,戦 時 に大衆を動揺 させ戦意 を撹乱する行為 をい

う。

刑法378条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制に処する。その情状が重大 なときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に

処する。

5戦 時逃亡軍人蔵匿罪 〈哉H .̀i寓藏逃寓部臥軍人罪 〉

戦時逃亡軍人蔵匿罪 とは,戦 時に部隊を逃亡離脱 した軍人 と知 りなが ら

同人のために蔵匿場所 または財物 を提供 し,そ の情状が重大な行為 をい

う。

刑法379条;本 罪 を犯 した者はs3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

6軍 人職務執行妨害罪 〈阻碍軍人抗行取勢罪〉

軍人職務執行妨害罪 とは,暴 力または脅迫を用いて,軍 人の法に、基づ く

職務執行を妨害する行為をいう。

1犯 罪構成

(1)

(2)

(3)

(4}

本罪の主体は,自 然人一般である。

本罪の客体は,軍 人の法に基づ く職務執行活動である。

本罪の主観面は,故 意である。

本罪の客観面は,暴 力 または脅迫 を用いてs軍 人の法に基づ く

職務執行 を妨害する行為である。本罪の対象は,現 に職務 を執行する軍人

である。行為形態 には,暴 力 と脅追がある。「暴力」 とは ,暴 力の使用,

攻撃,殴 打,結 縛,傷 害等 として示 される強制力 をいう。「脅迫」 とは,

身体への侵害 ・名誉の殿損 ・財産の破壊による脅迫,す なわち加害行為の

実行を申 し向けて,軍 人に精神的強制を加え心理的恐怖感 を覚 えさせ て,

その職務執行妨害目的 を達成することをいう。

軍人の職務執行妨害は,職 務執行 を不能にし,ま たはその放棄を余儀 な
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役軍人としての服務準備 を要求することをいう・「軍事訓練」とは,予 備

役兵 に軍事理論教育 ・作戦技 能訓練を行 うことをいう。国家武装力の軍

事的熟練度向上にとってt予 備役訓練は不可欠である。「拒絶」とは・召

集 ・軍事訓練の通知を受け入れないこと,ま たはその通知後に指定場所へ

の到着を報告 しないことをい う。「逃避」 とは,意 図的な回避 をい う・

さらに,本 罪の成立 には,そ の情状が重大でなければならない。「重大

な情状」とは,① 暴力 ・脅迫により召集 ・軍事訓練 に抵抗 した場A② 召

集 ・軍事訓練の拒絶 ・逃避を他人に煽動 した場合,③ 反復的に召集 ・軍事

訓練 を拒絶 ・逃避 した場合,④ 規制 して もその効果がない場合等 をいう。

H刑 事責任

刑法376条1項;本 罪 を犯 した者はr3年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。

2戦 時兵役拒絶逃避罪 〈哉吋拒納、逃避服役罪 〉

戦時兵役拒絶逃避罪とは,戦 時に公民が兵役服務 を拒絶 または逃避 し

て,そ の情状が重大 な行為 をいう。

本罪の客観面は,戦 時に兵役服務 を拒絶または逃避する行為である。行

為時は特定 され,戦 時でなければ,本 罪 は成立 しない。行為形態 は,兵 役

の拒絶 または逃避である。

刑法376条 第2項;本 罪を犯 した者は,2年 以下の有期懲役 または拘

留 に処する。

3戦 時虚偽敵情提供罪 〈哉吋故意提供虚假散情罪 〉

戦時虚偽敵情提供罪 とは,戦 時 に武装部隊に虚偽の敵情 を故意に提供

し,重 大な結果 を発生させる行為 をいう。

刑法377条;本 罪 を犯 した者は,3年 以上10年 以下の有期懲役に処す

る。特に重大な結果 を発生させたときは,無 期懲役 または10年 以上の有

期懲役 に処する。
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第377条

第378条

第379条

第380条

第381条

戦時虚偽敵情提供罪 〈哉肘故意提供虚假故情罪〉

戦時軍心動揺罪 〈哉吋造揺抗乱軍心罪〉

戦時逃亡軍人蔵匿罪 〈哉肘窩藏逃寓部C人 罪〉

戦時軍事発注拒絶遅延罪 〈哉吋拒絶、故意延俣軍事汀貨罪〉

戦時軍事徴用拒絶罪 〈哉肘拒絶軍事征用罪〉

第2節 作戦および軍事行動を害する罪

1戦 時召集拒絶逃避罪 〈哉酎拒絶 、逃避征召 、軍事mill罪 〉

戦時召集拒絶逃避罪 とは,戦 時に予備役兵が召集 または軍事訓練 を拒絶

または逃避 して,そ の情状が重大な行為 をい う。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体 〔身分のある者〕すなわち予備役兵で

ある。兵役法 によると,予 備役兵 とは,民 兵組織に編入 されまたは登記 さ

れて予備役 に服する者をいう。 これには,予 備役軍官と予備役兵士 とが含

まれる。

(2)本 罪の客体 〔法益〕は,戦 時における予備役兵の召集 ・軍事訓

練の制度である。わが国の予備役 とは,軍 隊以外における公民の兵役服務

をいう。これは,国 家による兵力確保 の重要な方法である。予備役兵 は
,

その予備役の服務期間は,定 期的に軍事訓練に参加 して軍事任務 を遂行 し

なければならず,ま た軍の徴兵があれば祖国防衛のために入隊する準備 を

常 にしておかねばな らない。戦時 における召集 ・軍事訓練の拒絶 ・逃避

行為はs国 家が緊急に必要 とする兵員補充を困難 にし,部 隊建設 と国防利

益 にも重大な危害を及ぼす。 この ような必要性か ら,刑 法は本罪を定めて

いる。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。

(4)本 罪の客観面は,戦 時に召集 ・軍事訓練 を拒絶 ・逃避する行為

である。これ らの行為は,戦 時に実行 されない限 り,本 罪を構成 しない。

「召集」とは,兵 役機関が時間 ・場所 を定めて予備役兵に通知 を出 し,現
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果の発生が問題 となる行為 と,第 二に,例 えば不合格武装軍事施設提供罪

等のように,一 定の損害結果 こそ発生させないが,そ の行為 自体の国防利

益危害発生の危険性が問題 となる行為に分けられる。また,国 防利益危害

罪は}新 設の犯罪類型であるが その中には危害の性質 と程度が必ず しも

共通 しない行為もみ られる。それゆえ,立 法者は,懲 罰の合理性 を図るた

めに,そ の基本犯罪構成 に戦時や重大 な情状等の限定要件 を付 している。

この点に,わ が国の刑法で処罰 されるのは相当な社会危害牲 ある行為のみ

であることが,示 されている。

わが国の刑法各則第7章 は,国 防利益危害罪 として計14条 に21の 罪

名を定める。条文の序列に従 って列挙すると,次 の ようになる。

第368条 軍人職務執行妨害罪 〈阻碍軍人扶行取劣罪〉 軍事行動妨害

罪 〈阻碍軍事行劫罪〉

第369条 武装軍事施設破壊罪〈破杯武器装各、軍事段施・軍事通信罪〉

第370条 不合格武装軍事施設提供罪〈故意提供不合格武器装各・軍事

没施罪〉 過失不合格武装軍事施設提供罪 〈辻失提供不合格武

器装各、軍事没施罪〉

第371条 多衆軍禁区乱入罪 〈聚余沖缶軍事禁区罪〉 多衆軍管区掩乱

罪 〈聚余抗乱軍事管理区秩序罪〉

第372条 軍人詐称詐欺罪 〈冒充軍人招揺撞鴉罪〉

第373条 軍隊逃亡煽動罪 〈煽劫逃寓部臥軍人罪〉 逃亡軍人雇用罪

〈雇用逃寓部臥軍人罪〉

第374条 不合格兵員入隊罪 〈接送不合格兵員罪〉

第375条 武装部隊公文書印章偽変造罪 〈傍造、変造、契輿武装部臥公

文、証件、印章罪〉 武装部隊公文書印章窃奪取罪 〈盗窃・拾

寺武装部臥公文、証件、印章罪〉 軍用標識不法生産販売罪〈非

法生声、英妻軍用椋志罪〉

第376条 戦時召集拒絶逃避罪 〈哉吋拒絶、逃避征召、軍事訓鯨罪〉

戦時兵役拒絶逃避罪 〈哉吋拒絶、逃避服役罪〉
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第31章 国防の利益を害する罪(醇 瑞麟)

長井 圓
共訳馬

強

第1節 国防の利益を害する罪 概脱

国防の利益 を害する罪とは,故 意 または過失によって国防利益 を害する

行為の うち,法 律 に基づ き刑罰 を受 けるべ き行為 をいう。

本罪の構成要件 は,次 の通 りである。

(1)本 罪の主体は,一 般主体であ り,自 然人 と単位が含 まれる。

(2)本 罪の客体 〔法益〕は,国 防利益である。「国防利益」 とは,

国家 を防衛 し,外 来侵略 を阻止 し,武 装転覆 を制止 して,国 家の主権 ・統

一 ・領土 ・安全 を保障するための必要条件 を充足 させることをいう
。国

防利益 は,国 家の生存 ・発展 と外部世界 との関係から発生 し,国 防の物質

的基礎,作 戦軍事の行動丁国防の管理秩序,武 装力の構築等の側面に具現

化する。国防利益 は,国 家の生存 ・発展および安全保障に関わる重要利益

であるので,こ れに対する危害は,必 然的に国防の現代化構築に影響 し,

国家の生存 ・発展 ・安全 にも危害が及ぶ。

(3)本 罪の主観面 〔主観的要件〕は,例 えば不合格武装軍事施設提

供罪 ・軍人詐称詐欺罪等のように,大 多数の犯罪が故意犯であるが,例 え

ば過失不合格武装軍事施設提供罪のように,過 失犯 も少数はある。

(4)本 罪の客観面 〔客観的要件〕は,国 防利益危害行為の実行であ

る。国防利益危害行為には,多 種多様 な形態がある。刑法各則が本章に定

める各罪を概括するとr軍 事行動妨害罪,武 装軍事施設破壊罪,多 衆軍管

区撹乱罪,不 合格兵員入隊罪,逃 亡軍人雇用罪等の犯罪行為はfそ の対象

の侵害ゆえに国防利益 と密接に関連 し,あ るいは戦時に特定の軍事禁止区

域 ・軍事管理区域で行われるがゆえに国防利益 を害する。国防利益危害

行為の実行 にはr作 為 と不作為の双方があ りうる。これらの行為は,第 一

に,例 えば虚偽敵情提供罪 ・多衆軍管区掩乱罪等のように,一 定の損害結
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H刑 事責任

刑法365条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制 に処 し,罰 金 を併科す る。本罪の重大犯罪構成に該当するときは,3年

以上10年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。

刑法366条;単 位が本罪 を犯 したときは,単 位 に罰金 を科するほか,

その直接責任 を負 う管理職お よびその他の直接責任者は,前 記規定によ り

処 罰す る。

(1)1998年12月29日 全 国人民 代表大会常務 委員会 「外 国為替詐欺購入 ・不法 移

転 ・売買 の罪 に関す る決定」。

(2)最 高人民法院 「他 人 を誘引 して詐欺賭博 に参加 させ た上,暴 力 または脅迫 を

用いて被害者 に金銭 を請求す る行為に何罪 を認定 すべ きかの問題 に対す る回答」

を参照 。

(3)中 国刑事訴 訟法 第49条 「人民 法院,人 民検 察院お よび公安機 関は,証 人お よ

びその親族の安全 を保障 しなければな らない。証人お よびその親族 に対す る脅

迫,侮 辱,殴 打 また は報復が,犯 罪 を構成す る ときは,そ の行 為者の刑事 責任

を追 及 し,刑 事処罰 を科 すの に満 たない ときは,治 安管理 処罰 を科す る。」

(4)1992年12月11日 最高人民法院 ・最高 人民検 察院 「窃盗事件 の処理 にお ける

法律 の具体的適用 に関す る若干の 問題 の解釈 」。

(5)1988年5月 「自動 車強窃盗事件 の捜査 ・処理 に関す る規定」。

(6)1998年4月25日 よ り施行 された最高人民法 院 「判決裁定執行拒 否事件 の審

理 にお ける法律 の具体 的適用 に関す る若干の問題 の解釈 」。

(7)1985年7月28日 最高人民法 院 ・最高人民検 察院 「当面 の経 済犯 罪事件 の処

理 にお ける法律 の具体 的適用 に関す る若干の問題 の解答(試 行)」。

(8)1987年11月27日 最高人民法 院 ・最 高人民検 察院 「文物 の窃盗 ・盗掘 ・不法

経営 ・密輸事件 の処理 にお ける法律 の具体 的適用 に関する若干 の問題 の解釈」。

(9)・(10)1987年9月5日 最高人民法 院 ・最高人民検察 院 「林木 の盗濫伐事件

の処理 にお ける法律 の適用 に関す る問題 の解釈」。

(11)・(12)1995年11月9日 最高人民 法院 「規制 薬物事件 の処理 にお ける法律 の

適用 に関す る問題 の回答」。

(13)・(14)1992年12月11日 最高 人民 法院 ・最高 人民検 察院 「『全 国人民代表大

会常務 委員会 ・売買春 の 禁止 に関す る決定 』 の執行 に関す る若 干 の問題 の解

答 」。
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は,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科す る。

狽褻 な映画 ・録画等の音響映像作品を製作 ・複製 して組織的に放送上

演 した ときは,前 記規定によ り重 く処罰する。

18歳 未満の者に狸褻物 を伝播 したときは,重 く処罰する。

5狽 褻興行組織罪 〈姐象淫移農演罪〉

狸褻興行組織罪 とはr狼 褻 な興行 を組織 して行 う行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本構成犯罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般主体であ り,自 然人お よび単位 を含 む。

(2)本 罪の客体は,社 会の善良風俗 と社会治安管理の秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,自 己が狸褻 な興行 を

組織的に行 うことを知る。一般 には図利 目的を有するが,商 売 ・商品販

売 ・特定対象の要求満足等の目的を有する場合 もある。目的は,定 罪に影

響 しない。

(4)本 罪の客観面は,狼 褻 な興行を組織 して行 う行為である。「組

織」とはr興 行 を計画 し,出 演者を結集 ・募集 ・雇用 しs出 演場所 を賃貸

しs観 衆を招聰する行為をいう。「狼褻の興行」とは,出 演者の言語 ・動

作 を通 じて性的行為を具体的に表現 し,ま たは色情卑劣な演出 ・演技 を露

骨に宣伝することをいう。主に性交の演出,裸 踊 りなどがある。組織 され

た者の多 くは女性であるが,男 性でもよく,一 人 ・多数人いずれの場合 も

あ りうるが,こ れ らは定罪に影響 しない。

2.特 殊犯罪構成

本罪の重大犯罪構成は,狼 褻 な興行 を組織的に行 って,そ の情状が重大

な行為 である。「重大な情状」 とは,① 反復的に狸褻な興行 を行 う場合,

②多数人を集めて狼褻な興行を行 って悪影響 を生 じさせる場合,③ 犯罪集

団の首謀者である場合,④ 暴力 ・脅迫の手段で他人に狼褻な演出を強制す

る場合,⑤ 未成年者に狼褻な演技 を行わせる場合,⑥ 未成年者を集めて狸

褻な演技 を観覧させる場合等 をいう。
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2.特 殊犯罪構成

これは,本 罪の重大犯罪構成である。すなわち,狼 褻物映像作品を組織

的に放送上演 してその情状が重大 な行為である。「重大な情状」とは,①

狼褻映像作品の組織的放送集団の首謀者である場合,② 映像設備管理者が

職業上の立場 を利用 して組織的に放送上演する場合,③ 反復的に組織的放

送上演する場合,④ 多数人を集めて放送上演 し悪影響 を生 じさせる場合,

⑤未成年者に組織的放送上演する場合,⑥ 狼褻物を製作 ・複製 した上で組

織的に放送上演する場合等 をい う。

H定 罪

1.本 罪 と非犯罪 との限界 稀 に組織的に放映 ・放送 して,参 加の人数

が少 なく,影 響が広 くな く,危 害が大 きくな く,情 状が軽いときはs犯 罪

にならない。

2.本 罪 と狼褻物頒布図利罪 との区別 両者 とも狼褻物 を頒布するが,

主な区別は次の点にある。①前者は図利 目的を有 しないが,後 者は図利目

的がなければな らない。②客観的行為が異 なる。前者は組織的放送上演

行為のみに限 られるカ㍉ 後者は組織的放送上演のほカ㍉ 賃貸 ・運送 ・郵

送 ・携帯等の頒布行為 も含 まれる。③頒布の対象が異なる。前者は狼褻

な映像 ・音響作品のみに限 られるが,後 者はすべての狼褻物 を含む。図利

目的で映像作 品を組織的に放送上演する行為は,図 利狸褻物頒布罪 として

処罰する。

3.本 罪と狼褻物頒布罪 との区別 両者の主な区別は次の点にある。①

客観的行為が異なる。前者は組織的放送上演でなければならないが,後 者

は主に賃貸 ・展示 ・贈与 ・説明等 の形態で頒布する。②頒布の対象が異

なる。前者は狼褻な映像 ・音響作品のみに限 られるが,後 者はすべての狼

褻物 を含む。③犯罪の情状が異なる。後者は情状が重大でなければ成立

しないが,前 者はこれを要件 としない。

1皿 刑事責任

刑法364条2項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留また

は管制 に処 し,罰 金 を併科する。本罪の重大犯罪構成 に該当す るとき
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主体は,ほ ぼ同 じである。両者の主な相違点 として,前 者に図利目的はな

いが,後 者には図利 目的がある。

皿 刑事責任

刑法364条1項;本 罪 を犯 した者 は,2年 以下の有期懲役,拘 留 また

は管制 に処する。

18歳 未満の未成年者 に狸褻物 を伝播 した ときは,重 く処罰する。

4狽 褻作品放送組織罪 〈組奴播放音像制品罪 〉

狸褻作品放送組織罪 とは,不 法利得の目的な しに,多 数人に向けて狸褻

な映画・録画等の音響映像作品を組織的に放送または上演する行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般主体であ り,自 然人および単位 を含む。

(2)本 罪の客体は,映 像作品に関する国家の管理秩序 と社会の善良

風俗である。

(3)本 罪の主観面はr故 意である。すなわち,放 送する者が狼褻映

画 ・録画等の音響作品 と知 りなが ら組織的に放送する。過失では本罪 を

構成 しえない。

(4)本 罪の客観面は,狼 褻の音響作品を組織的に放送する行為であ

る。「組織的放送上演行為」は,狸 褻物頒布の一形態であるが,組 織的放

送行為の危険性が重大なので,刑 法はこれを独立 して定めている。「放送

上演」とは,映 写機 ・録画録音機等の機械で狼褻 な映像 ・音楽を放送 しr

狼褻物 を伝播することをいう。「組織的放送上演」とは,他 人を手配 ・計

画 ・指揮 して放送 させ,ま たは多数人を集めて狽褻の映画 ・録画等の音響

作品を視聴 させることをいう。組織的放送上演には,家 庭内 ・会社 ・勤務

先での放送上演のいずれも含 まれる。組織的放送上演 にかかる狼褻 の映

画 ・録画等の音響作品にはr映 画 ・ビデオテープ ・録音テープ ・レーザー

ディス ク ・CD・VCD・ スライ ド等が含 まれる。
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その直接責任を負 う管理職およびその他の直接責任者は,前 記規定により

処罰する。

3狽 褻物伝播罪 〈俊播淫移物品罪〉

狼褻物伝播罪とは,不 法利得の目的なしに,狸 褻 な書籍雑誌,映 画,音

響映像,図 画その他の狼褻物 を伝播 して,そ の情状が重大な行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般主体であ り,自 然人お よび単位 を含む。

(2)本 罪の客体はs文 化娯楽物品に対する国家の秩序 と社会の善良

風俗である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,自 己の頒布する客体

が狼褻物 と知 りなが ら頒布することであ り,図 利 目的はなくともよい。

(4)本 罪の客観面は,狼 褻物 を頒布する行為である。「頒布」とは,

主に賃貸 ・展示 ・贈与 ・説明等の方式で狼褻の図書 ・雑誌 ・映画 ・音響

映像 ・図画 ・その他 の狼褻内容 を含む文化娯楽物品 を拡散 ・流布 させる

ことをいう。カー ドもこれに含 まれる。頒布の場所は,公 共の場所 ・大衆

または親戚 ・友人の間での秘密頒布を含む。本罪の行為対象は,特 定の狸

褻物であ り,狼 褻物でない迷信的物品 ・荒唐無稽な物品 ・反動的物品等の

物品を頒布 しても,本 罪を構成 しない。

本罪 を構成するには,重 大な情状が要件 となる。「重大な情状」 とは,

①反復的 ・常習的に頒布する場合,② 回数は少 ないが大量の狼褻物 を頒布

する場合,③ 多数人に頒布 して悪影響 を生 じさせた場合,④ 他の犯罪行為

の誘引等の重大結果を生 じさせた場合,⑤ 主観的悪性が重大で処理されて

も頒布 を継続す る場合等 をいう。

II定 罪

1.本 罪 と非犯罪の限界 狸褻物 を頒布 したが,情 状が著 しく軽微 で,

偶発的に,少 量,ま たは少数人に頒布 して,重 大結果を生 じさせないとき

は,犯 罪ではない。

2.本 罪 と狼褻物頒布図利罪との区別 両者の客観的行為,客 体および
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その直接責任を負う管理職およびその他の直接責任者は,前記規定により

処罰する。

2狽 褻出版番号提供罪 〈力他人提供弔号出版淫穆需刊罪〉

狸褻出版番号提供罪 とは,国 家の出版番号管理規定に違反 して,単 位ま

たは個人に出版番号 を提供 し,狼 褻 な図書 ・雑誌 を出版 させる行為 をい

う。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般主体であ り,自 然人および単位 を含む。

(2)本 罪の客体は,国 家の出版番号に対する管理秩序 と社会的善良

風俗 である。「出版番号」は,国 家の図書市場管理の重要手段であ り,出

版物の氾濫および卑劣図書の出版防止のために,出 版番号がない図書は公

の市場で発行 ・販売で きない。他人の狼褻図書出版のために出版番号 を

提供する行為 は,国 家の図書市場管理 を直接に乱 し,狼 褻図書の出版 を実

現 させ,社 会的善良風俗 を害 し,社 会治安 にも危害を及ぼす。

(3)本 罪の主観面は,過 失である。すなわち,他 人が狸褻物を出版

す ることを知 らずに出版番号 を提供する。その提供 自体には行為者に故

意があるが,狽 褻物出版の結果については過失でよい。他人が狼褻物 を出

版すると知 りなが ら出版番号 を提供 したときは,狸 褻物出版罪 とする。

(4)本 罪の客観面はr国 家の出版番号 に対する管理規定 に違反 し

て,狼 褻物の出版 に用いる出版番号 を他人に提供する行為である。これに

は二つの意義がある。第一は,国 家の出版番号管理規定に違反 した他人へ

の出版番号提供である。第二は,こ の出版番号を利用 した他人の狼褻物出

版 である。 この両者が同時充足 されなければ犯罪 にならない。出版番号

を不法に提供 したが,狽 褻図書の出版がなければ犯罪 にならない。

II刑 事責任

刑法363条2項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留また

は管制 に処 し,罰 金 を併科 または単科する。

刑法366条;単 位が本罪を犯 したときは,単 位 に罰金を科す るほか,
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法収益が特に巨額 な場合,④ 組織 ・画策 ・指揮 して情状が特に劣悪な場

合,⑤ 反復的に職務または自己管理設備 を利用する場合,⑥ 多数の未成年

者に販売 ・頒布する場合,⑦ 反復的に他人を利用 して販売 ・頒布する場

合,⑧ 犯罪集団の首謀者で情状が劣悪な場合等 をいう。これによって本罪

の・基本犯罪構成 に量的および部分の質的変化が生 じ,特 別加重処罰の犯罪

構成にな り,そ の社会的危害性 も重 くなる。

H定 罪

1.本 罪 と非犯罪 との限界 ①狼褻物の範囲を厳格に把握 しなければな

らない。「狸褻物」とは,性 行為を具体的に描写 しまたは色情を露骨に宣

伝する卑狸な図書 ・雑誌 ・映画 ・録画テープ ・録音テープ ・図画 ・その

他の狽褻物をいう。人体生理 または医学的知識に関する科学的著作は狼

褻物ではない。色情の内容を含む芸術的価値のある文学 ・芸術の作品は,

狼褻物 とみなされない。J褻 物の種類および目録は,国 務院の関係主管部

門が規定 し,こ れに基づいて厳格に執行 しなければならない。②狼褻物を

製作 ・複製 ・出版 ・販売 ・頒布 し,そ の情状が軽いとき,例 えば少量かつ

初犯 ・偶発犯のときは,危 害が大 きくないので犯罪 とされないが,治 安管

理処罰条例によって処罰 されうる。

2.刑 法363条2項 によれば,他 人が狼褻物 を出版すると知 りなが ら出

版番号 を提供するときは,事 実上狼褻物出版の共犯であ り,狼 褻物出版罪

により処罰される。 しかし,こ の場合,行 為者の主観面は必ず しも図利 目

的ではないから,図 利 目的がな くとも本罪により処罰 されることに注意す

べ きである。

皿 刑事責任

刑法363条1項;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 また

は管制 に処 し,罰 金 を併科す る。本罪の重大犯罪構成 に該当す るとき

は,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。本罪の特別

重大犯罪構成に該当するときは,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役 に

処 し,罰 金 または財産没収を併科す る。

刑法366条;単 位が本罪 を犯 したときは,単 位 に罰金を科す るほか,
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合 はs本 罪 を構成 しえない。

(4)本 罪の客観面は,狸 褻物 を製作 ・複製 ・出版 ・販売 ・頒布する

行為である。「製作」 とは,生 産 ・録音 ・録画 ・編集 ・翻訳 ・絵画 ・印

刷 ・彫刻 ・撮影 ・写真現像等の行為 をいう。製作 には直接的製作 と狼褻

物でない物 を狼褻物 とする製作がある。「複製」とは,電 子複写 ・複録音

等の方法で現存の狼褻物 を模造することをいう。「出版」とは,狸 褻の書

籍 ・雑誌 ・図画 を編集 ・印刷することをい う。「販売」とは,狸 褻物の発

売 をいい,発 行 ・大口卸売 ・小売 ・転売等が含 まれる。「頒布」とは,放

送 ・賃貸 ・運送 ・郵送 ・携帯等の方法で狽褻物 を流布 させる行為をい う。

本罪の行為対象は,特 定の狸褻物である。「狸褻物」とは,性 行為を具体

的に描写 しまたは色情 を露骨 に宣伝する卑狼な図書 ・雑誌 ・映画 ・録画

テープ ・録音テープ ・図画 ・その他の狸褻物 をいう。行為者が製作 ・複

製 ・出版 ・販売 ・頒布する物が狽褻物でなければ,本 罪は成立 しない。本

罪は選択的罪名であ り,既 述の五行為中の一つを行 えば,そ の行為に応 じ

て罪名が認定 されるが,数 個の行為 を行っても一罪 と定め られ,併 合罪に

ならない。

2.特 殊犯罪構成

(1)本 罪の重大犯罪構成 狼褻物 を製作 ・複製 ・出版 ・販売 ・頒

布 してその情状が重大な行為である。「重大な情状」とは,刑 法 に規定は

ないが,実 務上s① 大量 または広範囲の影響がある場合f② 不法収益が多

額な場合,③ 組織 ・画策 ・指揮 した場合,④ 職務 または自己管理設備の利

用によ り販売 ・伝播する場合,⑤18歳 未満の未成年者 に販売 ・頒布する

場合,⑥ 未成年者 を利用 して販売 ・頒布す る場合,⑦ 集団犯罪の首謀者で

ある場合等 をいう。「重大 な情状」によって本罪の基本犯罪構成に量的変

化および部分の質的変化が生 じ,加 重処罰犯罪構成 となり,そ の社会的危

害性 も重 くなる。

(2)本 罪の特別重大犯罪構成 狼褻物 を製作 ・複製 ・出版 ・販

売 ・頒布 してその情状が特 に重大な行為である。「特 に重大な情状」 と

は,実 務上,① その量が特に巨額 な場合,② 影響が特 に劣悪な場合,③ 不
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売春 または買春でないその他の行為(例 えば,姦 通)に よる性病感染で

は,本 罪が成立 しない。

H刑 事責任

刑法360条;本 罪を犯 した者 は,5年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制に処 し,罰 金 を併科する。

7幼 女買春罪 〈標宿幼女罪 〉

幼女買春罪 とは,14歳 未満の幼女 と妓楼 に宿泊する行為をいう。

本罪の主観面は,故 意であ り,す なわち14歳 未満の幼女 と知 りなが ら

買春 を行 うことである。過失では本罪 を構二成 しえない。

本罪の行為対象 は,特 定の14歳 未満の幼女である。買・春の対象が14歳

以上の者であれば,本 罪は成立 しない。「幼女 との買春」とは,行 為者が

幼女 と性交 またはその他 の性的行為を行 うことをい う。

刑法360条;本 罪を犯 した者は,5年 以上の有期懲役 に処 し,罰 金 を

併科する。

第10節 狼褻物の罪

1狼 褻物製作販売図利罪 〈制作、隻制、出版、冥i萸、侍播淫丁9物品

牟利罪 〉

狼褻物製作販売図利罪 とは,不 法利得の目的をもって,狼 褻物 を製作r

複製,出 版,販 売 または頒布する行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般 主体であ り,自 然人お よび単位 を含む。

(2)本 罪の客体は,国 家の文化娯楽製品に対する管理秩序 と社会の

善良風俗である。

(3)本 罪の主観面 は,故 意お よび図利の目的である。自己が製作 ・

複製 ・出版 ・販売 ・頒布する物が狼褻物 と知 りなが ら,図 利の目的でこれ

らの行為を行 う故意である。図利の目的のない場合,ま たは過失による場
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6性 病伝播罪 〈俊播性病罪〉

性病伝播罪 とはs自 己が梅毒 ・淋病等の重大 な性病 を罹患 していると知

りなが ら,売 春 を行いまたはその相手 となる行為をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体 は,16歳 以上で刑事責任能力 を有 し,か つ梅毒 ・

淋病等の重大な性病 に罹患 した者であ り,中 国人 も外国人 も本罪の主体と

なる(14}。

(2)本 罪の客体はr複 雑客体 〔複合法益〕であってr社 会の治安 ,

社会の善良風俗 を害 し,性 病の伝播によって公民の健康 を害するほか,子

孫をも害する。性病の伝播 は,国 家 ・民族の盛衰に関わる。性病伝播 を根

絶するには,自 己が重大な性病を罹患 していると知 りなが ら,売 春 ・買春

する行為を厳 しく処罰 しなければな らない。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,自 己が重大 な性病 に

罹患 していると知 りなが ら,売 春 ・買春 を行 う。梅毒 ・淋病等の重大 な性

病への罹患 を知 りなが ら,売 春 ・買春 を行えば本罪を構成する。現実の性

病伝播の有無は,本 罪の成立 に影響 しない。重大な性病への罹患 を知 らな

い ときは,犯 罪 にならない。「知る」とは,次 の一事情のあることをいう。

①医院での診療経験 を証明 しうる証拠の存在,② 本人の知識 ・経験か ら重

大な性病への罹患を知るべ きと認め られる事情,③ その他の方法で被告人

の認識 を証明 しうる場合である。

(4)本 罪の客観面は,梅 毒 ・淋病等の重大な性病罹患者が売春・買

春を行 う行為である。これには二つの意味が含 まれ,① 売買春の行為の実

行,② 行為者の梅毒 ・淋病等の重大な性病への罹患である。「梅毒」とは,

スピロヘータの感染によって罹患する慢性伝染病をいい,そ の伝染源は梅

毒患者である。「淋病」とは,淋 菌によって罹患する泌尿器 ・生殖器化膿

性伝染病 をいい,そ の感染源は淋病患者である。梅毒 ・淋病の感染には,

三つの経路がある。①性交による感染,② 母体胎盤における胎児の感染,

③その他 の経路 を通 じた感染,例 えばキス・授乳,患 者の タオル ・食器 ・

衣服 ・寝具等の身回品 との接触等 を介 して間接的に感染する場合である。
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る。前者は売春の誘引 ・収容 ・紹介行為であるが,後 者 は組織行為であ

る。他人を売春のために組織する過程で誘引 ・収容 ・紹介 を手段 として

売春 を組織する場合,こ の三行為は売春組織行為の構成部分であるから,

売春組織罪を認めるべ きである。この場合,誘 引 ・収容 ・紹介は売春組織

行為 の一部 にす ぎないか らである。売春組織行為 と関係 ない単純 な勧

誘 ・収容 ・紹介行為のみならば,本 罪と認め られる。行為者が売春を組織

し,組 織 された者の売春行為 と関係ない個別の売春収容・売春斡旋行為 も

行 った ときは,併 合罪 として処罰 される。

皿 刑事責任

刑法359条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制に処 し,罰 金を併科する。本罪の重大犯罪構成に該当す るときは,5年

以上の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。

刑法361条;旅 館業 ・飲食業 ・文化娯楽業 ・旅客運送業等 の単位の人

員が,当 該単位の条件 を利用 して売春の誘引 ・収容 ・紹介 を行ったとき

は,刑 法359条 の規定により定罪 ・処罰する。当該単位の主要責任者が本

罪を犯 したときは,重 く処罰する。

5幼 女売春誘引罪 〈引誘幼女嚢淫罪〉

幼女売春誘引罪 とは,14歳 未満の幼女を誘引 して売春 させる行為をい

う。

本罪の客観面は,14歳 未満 の幼女を誘引 して売春させる行為である。

本罪の行為対象 は特定の14歳 未満の幼女である。「誘引」とは,金 銭,財

物 またはその他 の利益 を手段 として,売 春 の意思のない幼女 を籠絡 ・誘

導 ・誘惑 して売春 させる行為 をいう。誘引行為の形態は多種多様であ り,

言語 ・文字 ・動作等あ りうるカ㍉ 犯罪の成立に影響 しない。

刑法359条2項;本 罪 を犯 した者は,5年 以上の有期懲役 に処 し,罰

金を併科する。
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の行為により罪名が定められるカ㍉ 二個以上の行為 を行 っても一罪 とな

り,併 合罪 にならない。

2.特 殊犯罪構成

これは,売 春 を誘引 ・収容 ・紹介する罪の加重処罰犯罪構成であって
,

売春 を誘引 ・収容 ・紹介 して情状が重大な場合である。「重大な情状」と

はr一 般に,①3回 以上(3回 を含 む)売 春の誘引 ・収容 ・紹介 を行 う

場合,②3人 以上(3人 を含む)の 売春を誘引 ・収容 ・紹介する場合 ,

③性病罹患者 と知 りながら売春 を誘引 ・収容 ・紹介する場合,④14歳 未

満の幼女 を収容 ・紹介 して売春 させる場合,⑤ 売春 を誘引 ・収容 ・紹介

し,そ の他の情状情状が重大な場合である(13)。

n定 罪

1.本 罪 と非犯罪の限界 図利 目的その他の不法利得の目的なき者が稀

に行 う売春の収容 ・紹介行為,例 えば人情か ら友人 ・親戚に場所 を提供 し

たときは,情 状が著 しく軽微で危害が大 きくないか ら,犯 罪 として処理 し

ない。

2・本罪 と売春強迫罪 との区別 両者は,と もに他人に売春させる行為

であるが,そ の性質が異なる。区別の核心は,次 の点にある。①前者は売

春の誘引 ・収容 ・紹介行為であるが,後 者は強迫的手段で他人に売春 を強

制する行為である。②前者では売春者が自発的に売春するが,後 者では売

春者の意思に反 して売春 させる。誘引行為 に強迫的な行為が付随する場

合,ま たは強迫的行為に誘引行為が付随する場合があるが,他 人に売春の

意思がないときは,売 春強迫罪が認められる。誘引 ・収容 ・紹介により当

初は自発的に売春 しようとした後 に意思が変化 して拒否 したが,行 為者が

なお強迫的な手段 を使用 して売春の強制を継続 したときは,売 春勧誘収容

紹介罪のほか売春強迫罪 も構成 し,併 合罪 として処罰 される。

3・本罪 と売春組織罪 との区別 両者の区別は,① 主体が異なる。前者

の主体は自然人一般であるが,後 者の主体は組織者 としての自然人でなけ

ればなない。②故意の内容が異 なる。前者は売春 を誘引 ・収容 ・紹介す

る故意だが,後 者は売春 を組織する故意 を有する。③客観的行為が異な
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有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。

4売 春誘引収容紹介罪 〈引誘 、容留、介紹嚢淫罪 〉

売春誘引収容紹介罪 とは,金 銭 もしくは物品の利用その他の手段 を用い

て,他 人に売春 を誘引 し,売 春の場所 を提供 し,ま たは売春の相手方 を紹

介する行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,0般 主体であ り,自 然人に限 られる。

(2)本 罪の客体は,社 会の善良風俗 および治安管理の秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,自 己が売春の誘引 ・

場所の提供 ・紹介により他人に売春 をさせると知 りなが ら,こ の行為を行

う。図利 目的の有無 を問わず犯罪が成立す る。

(4)本 罪の客観面はJ売 春の誘引 ・場所の提供 ・紹介 をする行為で

ある。「他人」とは,主 に婦女 をいうが,男 性 も含む。「誘引」とは,金 銭 ・

財物 の手段で,ま たは堕落した生活を宣伝する手段で売春未経験者 を勧誘

して売春 をさせることをいう。「収容」とは,他 人に売春場所 を提供する

ことをい う。売春 ・買春行為の蔓延に伴い,他 人に売春場所を提供する行

為が多様化 してお り,例 えばf① 自己が管理 ・使用 ・経営する国家 ・集団

所有の場所を他人に提供 して売春 させる場合,② 自己の住宅を他人に提供

して売春 させ る場合,③ 特定の場所 に売春婦 を収容する場合,④ タク

シー ・船舶等 の可動的空間を売春者に提供する場合等である。短期的 ・

一時的な場所提供であるか否かは ,定 罪に影響 しない。「紹介」とは,売

春者のために客 を斡旋 ・連絡 して売春を実現することをいう。具体的な

行為は多種多様 であるが,① 売春婦に雇用 されて客引する場合,② タク

シー運転手等が職業上の機会利用により本業の傍 ら客を紹介する場含 ③

客引を業 とする場合,④ 集団を結集 して外国人に売春婦 を斡旋する場合等

が挙げ られる。

本罪の罪名は選択的罪名であ り,誘 引 ・収容 ・紹介の一つ を行えば,そ
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為 を行 う。

(4)本 罪の客観面は,他 人に売春 させる組織 を需助する行為であ

る。「他人」とは,主 に婦女 をいうが男性 も含む。「討助」とは ,組 織者の

売春組織行為への協力 をいう。 この協力行為は売春 を組織する行為の各

段階で行われ,そ の形態 も多種多様である。例 えば,組 織者 を討助 して売

春婦 を欺岡 して募集する場合,組 織者のために客引 をする場合,組 織者の

用心棒 となる場合,組 織者の財務管理する場合,組 織者 を蓄助 して良家の

婦女に売春を強制する場合,組 織者のために売春婦 を管理する場合等であ

る。 これ らの幣助行為 は,他 人 を売春のために組織する行為 と一体化 し

て,そ の共同犯罪で副次的役割 を果たす行為である。

2.特 殊犯罪構成

本罪の重大犯罪構成は,売 春組織行為を討助 してrそ の情状が重大な行

為である。「重大な情状」とは,刑 法に規定はないが,実 務では,① 直接

の売春組織の組織者でないが重要な役割 を果た した場合,② 暴力 脅 迫を

用いるなど帯助手段が特に劣悪な場合,③ 売春組織行為の討助が多岐にわ

たる場合,④ 多人数でまたは反復的に売春組織行為を蓄助 した場合 ,⑤ 売

春組織行為需助により行政処罰を受けた後 も幕助を行った場合等をい う。

n定 罪

本罪 と売春組織罪 との区別 両者は共同犯罪 〔共犯〕に属するが,立 法

上は本蓄助行為が独立犯罪 として規定されたので,蓄 助行為は,売 春組織

罪としては処罰しえない。両者を区別する核心は,次 の点にある。①犯罪

主体が異 なる。本罪は売春組織の討助者であるが,後 者は組織者である。

②客観的行為が異なる。本罪は協力行為であるカ㍉ 後者は組織行為であ

る。③主観面の故意について,両 者 ともに他人を売春 のために組織する共

同故意があるが,本 罪は組織者への協力の故意であ り,後 者は売春組織の

故意である。

皿 刑事責任

刑法358条;本 罪を犯 した者 は,5年 以下の有期懲役に処 し,罰 金を

併科する。本罪の重大犯罪構成に該当する ときは,5年 以上10年 以下の
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とどまるときは,本 罪 として定罪 ・処罰 される。

2.刑 法358条4項 「強姦 した後,脅 迫 して売春 させた とき」の正確 な

理解 同項は,強 姦行為 と売春強迫行為 とが密接に関連する場合,す なわ

ち強姦行為 による婦女の貞操観念の侵害が売春強迫の手段 とされた場合

について定めた規定である。それゆえ,こ の ような場合には,本 罪のみが

成立する。強姦行為 と売春強迫行為 とが無関係であれば,個 別に定罪がな

され,併 罰が行 われる。

皿 刑事責任

刑法358条;本 罪 を犯 した者は,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,

罰金を併科する。本罪の重大犯罪=構成に該当するときは,無 期懲役 または

10年 以上の有期懲役 に処 し,罰 金 または財産没収を併科する。本罪の特

別重大犯罪構成に該当するときは,死 刑または無期懲役 に処 しs財 産没収

を併科する。

刑法361条;旅 館業 ・飲食業 ・文化娯楽業 ・旅客運送業等の単位の人

員が,当 該単位の条件を利用 して他人に売春 を強迫 したときは,刑 法358

条 の売春組織罪 として定罪 ・処罰する。当該単位の主要責任者が前項の

罪を犯 した ときは,重 く処罰する。

3売 春組織射助罪 〈椀助組組嚢淫罪〉

売春組織討助罪 とは,売 春組織の共同犯罪 〔共犯〕において討助的役割

を果たす行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体 は,一 般主体であ り,自 然人に限られる。

(2)本 罪の客体は,社 会の道徳風俗および社会治安管理の秩序であ

る。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。売春組織の組織者と共同 して売

春 を組織する故意のほか,組 織者 を討助する故意 も有する。すなわち,自

己の行為がその組織者による売春組織の帯助 と知 りなが ら故意に幣助行
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迫 と認められる。 また,非 暴力的手段の使用は,強 迫に含まれる。例えば,

私的秘密の開示,他 人の一定利益 の損失等で強迫 して,他 人を窮地に追い

込み売春 させるなどの場合である。自発的売春でない限 りs手 段 を問わず

強制状況下で売春 を行えば,本 罪が成立する。

2.特 殊犯罪構成

(1>本 罪の重大犯罪構成 他人に売春 を強迫 して,次 の一事情があ

る行為である。①14歳 未満の幼女 を強制 して売春 させた場合,② 多数人

を強制 して売春させ,ま たは反復的に売春 させた場合。すなわち,3人 以

上または3回 以上2人 までの特定対象に継続的に売春 させる場合であ

る。③強姦後 に脅追 して売春 させた場合,④ 売春 させた者の重傷 ・死亡そ

の他の重大結果 を発生 させた場合である。「重傷」とは,主 に刑法85条 に

定める傷害をいう。「その他 の重大結果」とは,被 害者の親族の死亡結果

等 をいう。売春を組織するほか,既 述の事情があるときは,基 本犯罪構成

に量的変化が生 じて加重処罰の犯罪構成にな りrそ の社会的危害性 も重 く

なる。

(2)本 罪の特別重大犯罪構成 他人に売春 を強追するほか,既 述の

一一事情があ り
,か つその情状が特に重大な行為である。「特に重大な情状」

について,刑 法 に規定はないが,実 務上,既 述の一事情があ り,そ の情状

が特に劣悪で,結 果が特 に重大(例 えば売春 を望 まない婦女に残酷な躁踊

を加えた場合),ま たはその他の特 に重大な情状があると,そ れに該当す

るとされる。これによって,本 罪の基本犯罪構成に量的変化が生 じて特別

加重処罰の犯罪構成 となる。

皿 定罪

1.本 罪 と売春組織罪 との区別 売春組織罪では,組 織者が常に誘引 ・

募集等の手段 を用いて良家の 〔売春癖のない〕婦女 を欺岡 し,売 春 を強迫

する。 この場合には,売 春組織罪 として定罪 ・処罰 される。なぜ なら,こ

のような他人への売春強迫であれば,売 春組織罪の客観面が構成されるだ

けでな く,主 観的にも,売 春を組織する手段 として他人に売春を強迫する

故意が認め られるからである。売春の組織化 と関係のない売春の強迫 に
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ない ときは,数 罪 を実行 したもの として併罰がなされる。

皿 刑事責任

刑法358条;本 罪 を犯 した者は,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,

罰金 を併科する。本罪の重大犯罪構成 に該当するときは,無 期懲役 または

10年 以上の有期懲役 に処 し,罰 金または財産没収を併科する。本罪の特

別重大犯罪構成に該当するときは,死 刑 または無期懲役 に処 し,財 産没収

を併科す る。

刑法361条;旅 館業 ・飲食業 ・文化娯楽業 ・旅客運送業等の単位の人

員が,当 該単位の諸条件 を利用 して,他 人を組織 して売春 させたときは,

刑法358条 の売春組織罪 として定罪 ・処罰する。当該単位の主要責任者が

前項の罪を犯 したときは,重 く処罰する。

刑法362条;旅 館業 ・飲食業 ・文化娯楽業 ・旅客運送業等の単位の人

員が,公 安機関 による売春お よび買春活動の取締時に犯罪者に情報提供

し,そ の情状が重大 なときは,第310条 の庇護罪 として定罪 ・処罰する。

2売 春強迫罪 〈強迫他人妻淫罪〉

売春強迫罪 とは,他 人の意思 に反 して,売 春を強迫する行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般主体であ り,自 然人に限られる。

(2)本 罪の客体は,他 人の性的権利の不可侵,社 会の風俗,社 会治

安お よび社会管理 の秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意であ り,一 般には営利 目的またはその他

の不法 目的を有する。 しか し,法 律 は,営 利 目的を要件 としていない。

(4)本 罪の客観面は,他 人の意思 に反 して売春を強迫する行為であ

る。「他人」とは,主 に婦女であるが,男 性 も含まれる。「他人の意思に反

する」とはy売 春 を望 まない他人の真意に反することをいう。「強迫」の

手段 について,法 律は具体的規定 を設けていないが,実 務では,殴 打 ・傷

害 ・虐待等の暴力的手段,強 姦 ・輪姦等の貞操侵害手段 であれば,売 春強
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2.特 殊犯罪構成

(1)重 大犯罪構成

それは,他 人を組織 して売春 させ,次 の一事情がある場合をいう。①他

人を組織 して売春 させ,情 状が重大なこと,す なわち反復的に多数人を集

めた売春,ま たは売春犯罪集団の首謀者,多 数の幼女売春,②14歳 未満

の幼女に対する売春の強制,③ 多数人を強制 して売春 させ,ま たは反復的

に,す なわち3人 以上 または1人 もしくは2人 の特定人に3回 以上継

続的に売春させることr④ 婦女強姦後に売春を強制すること,⑤ 売春 させ

られた者に重傷 ・死亡 その他の重大結果 を生 じさせることである。「重

傷」 とは主に刑法85条 に定める傷害をいい,「 その他の重大結果」 とは

被害者の親族を死亡 させる結果等をい う。売春を組織する行為の他 に,こ

れらの事情があるときは,基 本犯罪構成に量的変化が生 じ,加 重処罰犯罪

構成 とな り,そ の社会的危害性 も重 くなる。

(2)特 別重大犯罪構成

他人を集めて売春 させ,既 述の一事情があるほか,そ の情状が特に重大

な行為である。特に重大な情状について刑法の規定はないから,司 法実務

は,既 述の一事情があ り,そ の特に劣悪 な情状,特 に重大な結果等 を「特

に重大な情状」と認める。 これによって,本 罪の基本犯罪構成に量的変化

が生 じ,特 別加重処罰の犯罪構成になる。

H定 罪

1.売 春組織罪の過程で行われた被組織者に対する売春行為の強制 ・誘

引 ・収容 ・仲介は,売 春組織行為の量刑情状 として考慮 され,数 罪併罰

〔併合罪〕にな らない。 これらの行為は,売 春組織の手段 およびその組成

部分であるか ら,独 立の犯罪ではない。 しか し,こ れらの行為 を被組織者

以外の者に行ったときは,併 合罪 として定罪 ・処罰 される。

2.売 春組織罪の過程で組織者が被組織者に対 して行った監禁 ・侮辱 ・

軽傷害 ・強姦は,こ れ らの行為 と売春組織行為 とに密接な関連があるとき

は,牽 連行為 とな り数罪併罰 〔併合罪〕は行われない。 しか し,被 組織者

に重傷を負わせたとき,ま たは強姦行為 と売春組織行為 との密接な関連が
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など,売 春の組織者でなければな らない。犯罪集団の首謀者,一 時的に売

春を組織する不法者,数 人の売春婦 を結集 ・管理 して売春 させ る者等が,

この組織者 として考えられる。組織者は,数 人または一人のいずれでもよ

い。売春活動 において組織者の役割を果たす者であれば本罪を構成 しう

る。 しか し,売 春の組織化 を討助 した者,組 織 された売春婦は,本 罪を構

成 しえない。

(2)本 罪の客体は,社 会の善良風俗 および社会治安管理秩序であ

る。他人を組織 して売春させる行為は,売 春 ・買春活動 を誘発 ・存続 ・蔓

延 させ,何 度禁止 しても根絶できない重要要因 ・条件の0つ である。売春

を組織する場所は,売 買春を温存 させる最 も主要な拠点 となる。このよう

な活動は,文 明社会の醜悪現象であ り,そ の他の犯罪を誘発する原因の一

つで もある。 この点が,社 会の善良風俗 を破壊 し社会治安に危害を及ぼす

売買春 を検挙するうえで重点 となる。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。例 えば,集 客を行 う旅館経営

者,自 社の女子従業員に取引先の製造業従事者 との売春 を行わせ商品販

売 ・業務拡大を行う企業等,一 般 には図利 目的またはその他の目的を有す

る。 目的は,本 罪の定罪に影響せず,他 人を集め売春させる故意 さえあれ

ば,本 罪が成立する。

(4)本 罪の客観面は,多 数人を集めて売春 させる行為である。多数

人 とはs3人 以上 をいい,主 に婦女であるが,男 性 も含 まれる。ここにい

う 「組織」とは,広 義の概念であ りt募 集 ・雇用 ・結集 ・脅迫 ・誘引 ・場

所の提供等の手段による組織的売春活動 ををいい,通 常,二 形態がある。

その一は,売 春場所の設置であ り,例 えば旅館 ・飯店 ・家屋賃貸の名目で

多数の女性 を集めて売春 させ,こ の場所 を事実上の遊女屋 とする。その二

は,固 定場所な しに売春婦を集める組織的売春である。例えば,旅 館 ・飯

店等の飲食業 ・接客業の主が,従 業員に顧客 と交際 させ店外で売春 させる

場合,接 客名目で顧客に売春的労務 を提供する場合等である。売春の形式

を問わず売春 を組織的に行えば,そ の組織者は犯罪を構成する。
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2.特 殊犯罪構成

これはs規 制薬物不法提供罪の加重処罰の犯罪構成であ りr麻 酔薬 ・向

精神薬 を不法に提供 し,情 状が重大な場合である。規制薬物 を不法提供す

るほか,情 状が重大なときは,本 罪の・基本犯罪構成 に量的変化が生 じて加

重処罰の犯罪構成 となり,そ の社会的危険性 も重 くなる。重大な情状につ

いて刑法に規定がない。実務上,一 般には大量の麻酔薬 ・向精神薬 を提供

する場合,反 復的または多数人に提供する場合等がある。

皿 定罪

本罪の行為対象は,特 定の薬物使用者であ り,主 観面に図利 目的はな

い。規制薬物密輸者 ・規制薬物販売者に提供する場合 ,ま たは図利 目的で

使用者に提供する場合は,刑 法347条 によ り処罰 されsそ れぞれ規制薬物

密輸罪 ・規制薬物販売罪 として処罰 される。

皿 刑事責任

刑法355条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

し,罰 金 を併科する。その情状が重大なときは,3年 以上7年 以下の有

期懲役 に処 し,罰 金 を併科する。

単位が前項の罪 を犯 したときは,単 位 に罰金 を科するほか,そ の直接責

任 を負う管理職およびその他の直接責任者はr前 項の規定により処罰する。

刑法356条;規 制薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 ・不法所持のために

刑に処せ られた者が再び本罪 を犯 したときは,重 く処罰する。

第9節 売春の罪

1売 春組織罪 〈組観爽淫罪 〉

売春組織罪 とはs募 集,雇 用,結 集,強 制,誘 引または場所の提供等の

手段 を用いて,多 数人の売春 を支配する行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,売 春の場所 を開設する「娼館の女主人」〈老鴇 〉
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81種 に上る。麻酔薬 ・向精神薬は,適 切に使用すれば病気治療 に役立つ

が,不 適切な使用では依存症が生 じて健康が害される。医療 ・教学 ・科学

研究の必要に応 じて,国 家衛生行政主管部門は,法 律 ・行政法規の規定に

基づいて特定の地方 と製薬製造者 を指定 しs限 定量の薬物植物 ・麻酔薬 ・

向精神薬 を栽培 ・生産 させることがで きる。国家の規制する麻酔薬 ・向

精神薬の生産 ・輸送 ・管理 ・使用の業務従事者は,国 家の麻酔薬 または向

精神薬 に関する規定 を遵守 しなければならない。これ らの単位 ・個人が

国家の規定に違反 して薬物使用者 ・薬物密輸者 ・薬物販売者のために国

家の規制する麻酔薬 ・向精神薬 を提供すれば,国 家の麻酔薬 ・向精神薬に

対する管理制度が直接侵害 されるほか,国 民の健康 も侵害される。また,

この行為は,薬 物使用 ・薬物密輸 ・薬物販売の重要要因の一つである。薬

物使用 ・薬物犯罪を根絶するには,麻 酔薬 ・精神薬品の不法提供にかかる

犯罪行為を厳 しく処罰 しなければならない。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち規制薬物の使用者にそ

れ と知 りなが ら国家の規制する麻酔薬 ・向精神薬 を提供する。行為者に

図利 目的はないが,過 失では本罪は成立 しない。

(4>本 罪の客観面は,国 家の規定に違反 して薬物使用者に麻酔薬 ・

向精神薬 を提供する行為である。「国家の規定に違反する」とは,薬 品管

理法 ・麻酔薬管理処理法 ・向精神薬管理処理法 ・麻酔薬国内運送管理処

理法等の法規における薬物植物の栽培,麻 酔薬 ・向精神薬品の生産 ・運

送 ・管理 ・使用に関する規定 に違反することをいう。「提供」とは,供 給

であ り,提 供の対象 は,特 定の薬物使用者である。麻酔薬 ・向精神薬の生

産 ・輸送 ・管理 ・使用の業務従事者が薬物使用者 に麻酔薬 ・向精神薬 を

提供す ると,本 罪 を構成する。関係規定 によれば,病 気治療のため患者に

一定量 の麻酔薬 ・精神薬を投与する ときは,不 法提供 にならず,本 罪は成

立 しない。 しか し,治 癒後 に依存症の発症 した患者にその提供を継続すれ

ば,本 罪を構成 しうる。国家の規定に違反 しても,他 人の医療 ・教学 ・科

学研究への麻酔薬・向精神薬の提供であれば本罪 を構成 しないが,規 定違

反行為 として教育 ・行政処分が下される。
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は,薬 物使用勧誘罪により処罰 される。

2・本罪 と規制薬物販売罪 との限界 両罪は,客 観面および故意の内容

が明 らかに異なる。行為者が規制薬物吸食者を収容 し,こ の者が吸食 ・注

射するために規制薬物 を販売 した ときは,後 罪 として処断する。行為者が

規制薬物吸食者を収容 し,さ らにそれ以外の者に規制薬物 を販売 した とき

は,本 罪 と規制薬物販売罪 との数罪併罰 となる。

皿 刑事責任

刑法354条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制に処 し,罰 金を併科する。

刑法356条;薬 物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 ・不法 に所持のために刑

に処せ られた者が再び本罪 を犯 した ときは,重 く処罰する。

12規 制薬物不法提供罪 〈非法提供麻酔菊品、精神菊品罪 〉

規制薬物不法提供罪 とは,国 家が法により規制する麻酔薬 または向精神

薬の生産,輸 送,管 理 または使用する業務従事者が,国 家の規定に違反 し

て,規 制薬物 を吸食 ・注射する者 と知 りなが ら,こ の者 に国家の規制する

麻酔薬 または向精神薬 を提供する行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体であ り,す なわち法に基づいて国家の

規制する麻酔薬 ・向精神薬 を生産 ・輸送 ・管理 ・使用する業務 に従事す

る単位 ・個人である。以上の業務 に従事 しない単位 ・個人は,本 罪の独立

主体 にならないが,本 罪の共犯にな りうる、,

(2)本 罪の客体 はs国 家の麻酔薬 ・向精神薬の管理制度である。

「麻酔薬」 とはf連 続的に使用す ると依存症になる薬品をいい,阿 片類 ・

コカイン類 ・大麻類 ・合成麻酔薬類 ・衛生部門が指定するその他の依存

性薬品 ・薬用原料植物お よびその製品が含 まれる。「向精神薬」とは ,中

枢神経 に直接作用 し,興 奮 ・抑制 させ,連 続使用すると依存症 になる薬品

をい う。衛生部の 「精神薬輸出入管理規定補充通知」に定める精神薬は ,
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他人の意思に反することが本罪の本質的特徴であり,そ の手段 を問わず他

人の意思に反 して薬物使用 をさせれば,そ れのみで本罪が成立する。

H定 罪

本罪 と規制薬物使用勧誘罪 との区別 両者 とも他人に規制薬物 を使用

させるが,主 たる区別は,前 者は強制手段を用いるのに対 して,後 者は誘

引手段 を用いる点にある。

皿 刑事責任

刑法353条2項;本 罪を犯 した者 は,3年 以上10年 以下の有期懲役

に処 し,罰 金を併科する。

未成年者 に規制薬物の使用 を強制 した ときは,重 く処罰する。

刑法356条;規 制薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 ・不法所持のために

刑に処せ られた者が再び本罪 を犯 したときは,重 く処罰する。

11規 制薬物使用者収容罪 〈容留他人吸毒罪〉

規制薬物使用者収容罪 とは,規 制薬物 を吸食 ・注射する者にその場所 を

提供 し収容する行為 をい う。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般主体であって,自 然人に限られる。

(2)本 罪の客体は,社 会治安管理の秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,他 人が規制薬物 を使

用すると知 りなが ら場所 を提供する故意である。「収容」とは,場 所 の提

供,場 所への引寄 ・留置 をいう。自発的な提供か依頼 を受けての提供か

は,本 罪の成立に影響 しない。収容人数ない し継続時間もs本 罪の成立 に

影響 しないが,量 刑 の一情状 として考慮 される。

H定 罪

1.本 罪 と規制薬物使用勧誘罪 との限界 両者 とも他人に薬物 を使用さ

せるが,前 者は薬物使用場所の提供行為であるのに対 して,後 者は他人の

薬物使用の誘引 ・教唆 ・欺岡であ り,場 所の提供 を要件 としない。行為者

が使用場所の提供のほか,他 人の薬物使用 を誘引 ・教唆 ・欺岡したとき



158 神奈川法学第34巻 第3号2002年 (273}

が,両 者の相違は次の三点がある。①罪名が異なる。刑法総則の教唆犯

は,教 唆者に教唆された犯罪により罪名が定 まるか ら
,教 唆犯 自体は独立

罪名ではない。 これに対 して,本 罪は,独 立の罪名である。②客体が異な

る。本罪は社会治安の秩序および他人の健康であるが,後 者は教唆 された

犯罪 により侵害 される法益 に応 じて定まる。③教唆の内容が異なる。本

罪は他人に薬物使用を教唆するが,後 者は犯罪の種類 を問わない。

皿 刑事責任

刑法353条1項;本 罪 を犯 した者はr3年 以下の有期懲役 f拘 留 また

は管制に処 し,罰 金を併科する。その情状が重大な ときは
,3年 以上7

年以下の有期懲役に処 し,罰 金を併科する。未成年者 に薬物使用 を誘引.

教唆 ・欺岡したときは,重 く処罰する。

刑法356条;薬 物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 ・不法所持のために刑 に

処せ られた者が再び本罪 を犯 したときは,重 く処罰する。

10規 制薬物使用強迫罪 〈彊迫他人吸毒罪〉

規制薬物使用強迫罪 とは,他 人の意思 に反 して,暴 力 ・脅迫その他の方

法 を用いて,規 制薬物 の吸食 ・注射 を行わせる行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体 は,一 般主体であ り,自 然人に限 られる。

(2)本 罪の客体 は,社 会治安管理の秩序お よび他人の健康である。

(3)本 罪の主観面は,直 接故意である。すなわち,自 己の行為が他

人の薬物使用の結果を生 じさせる と知 りなが ら他 人の薬物使用 を希望 ・

放任する心理態度である。強迫 された者が薬物 を使用 した後 ,依 存症に

なったか否かは本罪の成立 に影響 しない。

(4)本 罪の客観面は,他 人の意思に反 して,他 人に薬物吸食 ・注射

を強迫する行為である。「他人の意思に反 し」とは ,薬 物使用 を望まない

他人の真意に反することをいう。「強迫」とは,暴 力 ・脅迫 またはその他

の強制的な方法で他人に薬物を使用させることをいい,他 人の自己吸食 ・

注射 を強制する場合 と行為者が他人に直接服用 ・注射する場合がある。
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人の薬物使用を希望 しまたは放任する心理態度である。引誘 ・教唆 ・欺

岡された者が依存症 を発症 したか どうかは,本 罪の成立に影響 しない。ま

た,過 失では本罪 を構成 しない。

(4)本 罪の客観面は,他 人に規制薬物の吸食 ・注射を引誘 ・教唆 ・

欺岡す る行為である。「薬物の吸食 ・注射」 とは,口 吸 ・鼻吸 ・飲用 ・筋

肉注射 ・静脈注射等の方法 による薬物使用をいう。引誘 ・教唆 ・欺岡の

対象は,規 制薬物の依存症 なき者 または依存症か ら回復 した者である。

「誘引」とは,誘 惑 ・籠絡等の方法で他人に薬物使用の欲望を唆す ことを

いい,薬 物使用の感覚を口述 ・宣伝する場合である。「教唆」とは,勧 誘 ・

要求 ・表示等の方法で他人の薬物使用の欲望 を生 じさせることをいう。

誘引は,事 実上教唆の一種であるが,他 人の薬物使用を誘引する犯罪が多

発する現状では,誘 引方法は教唆行為から分離 ・独立の犯罪行為 となって

いる。「欺岡」とは,真 相を隠し,虚 偽の事実 を捏造 し,他 人の知 らない

状態で他人に薬物を使用させることをいい,コ カインをブ ドウ糖 と偽称す

る場合,モ ルヒネをタバコに混入する場合等である。以上三行為の一つを

行 えば独立の犯罪を構成 するが,数 個の行為を行って も一個の罪になる。

2.特 殊犯罪構成

これは,他 人に薬物吸食 ・注射 を引誘 ・教唆 ・欺岡する罪の加重処罰犯

罪構成 であり,情 状が重大 な場合である。他人に薬物吸食 ・注射 を引誘 ・

教唆 ・欺岡し,そ の情状が重大なことによって,本 罪の基本犯罪構成 に量

的変化が生 じ,加 重処罰の犯罪構成 とな り,そ の社会的危害性 も重 くな

る。

皿 定罪

1.本 罪 と規制薬物使用行為 との区別 前者は他人に薬物使用 を教唆 ・

誘引 ・欺岡する行為であるが,後 者は他人か ら誘引 ・教唆 ・欺岡されない

状態で薬物を自己使用する。前者は犯罪として処罰 されるが,後 者は犯罪

にならず治療 ・教育の対象 として強制的に止めさせるほか,治 安処罰 を加

える。

2.本 罪 と刑法総則の教唆犯 との区別 両者の共通点は教唆行為にある
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不 法に購買 または販売する行為 をいう。「不法輸送」とは,不 法 に輸送業

務 を行 うことをいい,国 内での輸送および国(辺)境 で不法に輸出入する

行為が含 まれる。「不法携帯 ・不法所持」とは,国 家の規定に違反 し,身

体に携帯 し,保 管することをいう。高温処理 されていないけし等の薬物植

物の種子 とは,焙 煎 ・放射線放射等の処理をされてお らず,繁 殖 ・発芽可

能なけし等の種である。

本罪は選択的な罪名であ り,高 温処理されていない薬物植物の種子 ・苗

の不法売買 ・輸送 ・所持 ・保有行為の一つを行えば,そ の実行行為により

罪名が認定 されるが,数 個の行為 を行って も一個の罪名と認定する。

本罪を構成 するには,高 温処理 されていない薬物植物の種子 ・苗を不法

に売買 ・輸送 ・所持 ・保有 し,数 量が大量 なことが必要である。大量は,

犯罪 ・非犯罪区別の境界線であるが,大 量の内容について刑法に規定がな

く,司 法解釈がこれを解釈すべ きである。

II刑 事責任

刑法352条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制に処 し,罰 金を併科 または単科する。

刑法356条;規 制薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 ・不法所持のため に

刑 に処せ られた者が再び本罪 を犯 したときは,重 く処罰する。

9規 制薬物使用勧誘罪 〈引誘 、教唆、欺騙他人吸毒罪 〉

規制薬物使用勧誘罪 とは,他 人を誘引,教 唆 または欺岡 して,薬 物の吸

食 または注射 をさせ る行為をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般主体であ り,自 然人に限 られる。

(2)本 罪の客体は,複 雑客体であ り,社 会治安管理の秩序および他

人の健康 を含む。

(3)本 罪の主観面は,直 接故意である。すなわちr自 己の誘引 ・教

唆 ・欺岡行為が他人の薬物吸食 ・注射結果を生 じさせると知 りながら,他
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制に処 し,罰 金を併科する。本罪の重大犯罪構成に該当するときはs5年

以上の有期懲役 に処 し,罰 金または財産没収 を併科する。

薬物植物の不法栽培後,収 穫前に自発的に刈 り取 ったときは,そ の刑 を

免除 しうる。

刑法356条;規 制薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 ・不法所持のために

刑に処せ られた者が再び本罪 を犯 した ときは,重 く処罰する・

8規 制薬物種苗不法売買輸送所持罪 〈非法契妻 、這輸 、携帯 、持有

毒品原植物稗子 、幼苗罪〉

規制薬物種苗不法売買輸送所持罪 とは,栽 培可能なけし等の規制薬物の

原料 となる植物の種子 ・苗 を不法に売買,輸 送,携 帯 または所持 して,そ

の数量が多大な行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般主体である。

(2)本 罪の客体は,国 家の薬物植物の種苗に対する管理である。薬

物を禁止するには,薬 物の源流から禁止 しなければならない。わが国の麻

酔薬品管理処理法は,薬 用に生産されるけしの種子について,栽 培部門が

専門職員を指定 してこれを管理 し,厳 格 に保管 しなければならず,自 己販

売および使用を禁止する,と 定める。薬物植物の種苗の不法な販売経路へ

の流入を防止するために,国 家の規定により,そ の成長能力のある種苗は

高温で処理 されなければな らない。薬物植物 の種苗 を不法 に売買 ・輸

送 ・所持 ・保有する行為は,国 家の薬物植物の種苗に対する厳格管理を直

接 に破壊するほか,薬 物植物栽培および薬物製造の前提条件を提供するか

ら,そ の行為の危険性が大 きく厳 しく打撃 しなければならない。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,行 為者は高温で処理

されていないけし等の薬物植物の種苗 と知 りなが ら合法根拠な くこれを

不法 に売買 ・輸送 ・所持 ・保有する。

(4)本 罪の客観面は,高 温未処理の薬物植物の種子・苗 を不法に売

買 ・輸送 ・所持 ・保有す る行為である。「不法売買」 とはr現 金 ・実物で
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る植物 をそれ と知 りなが ら栽培する心理態度である。規制薬物 の製造 ・

販売 による図利 目的 も有するのが一般的だが,こ の目的は,定 罪 に影響 し

ない。過失では本罪は成立 しない。

(4)本 罪の客観面は,薬 物原植物 を不法 に栽培する行為 である。

「栽培」 とは,収 穫 目的で蒔植,栽 培(灌 瀧 ・施肥 ・除草等)す ることを

いい,自 ら行 うか他 人に行わせるかは問わない。栽培の対象は,け し・大

麻 ・コカ樹等の薬物原料 となる植物 に限 られる。

本罪が成立するにはy次 の事情の一つが要件 となる。すなわち,①500

株以上のけしまたはその他の大量の薬物原植物 を栽培 した場合 s② 公安機

関の処理 を受 けて も栽培 を継続 し,す なわち公安機関による批判 ・教育 ・

治安処罰 を受けて自ら刈 り取 りまたは強制的に刈 り取 られた後,な お改俊

せず再び不法栽培する場合である。③刈 り取 りに抵抗 し,す なわち公安機

関または薬物植物主管官庁が法により強制的に刈 り取るに当たって,暴 力

その他の暴力的手段 で刈 り取 りに抵抗する場合である。抵抗中に法執行

官に重傷 ・死亡の結果を生 じさせた ときは,傷 害罪(重 傷害),殺 人罪に

より処罰する。② ・③の場合 には,そ の栽培の数量を問わない。

2.特 殊犯罪構成

これは本罪の加重処罰の犯罪構成であ り,す なわち3000株 以上のけ し

またはその他の大量の規制薬物植物 を不法 に栽培 した行為である。大量

の薬物植物不法栽培 によって,本 罪の基本犯罪構成に量的変化が生 じ,そ

の社会的危害性 も重 くなる。

皿 定罪

本罪 と規制薬物製造罪との区別 本罪は薬物植物栽培行為であるが,後

者は薬物植物 を加工 ・純化す る薬物製造行為である。大量の薬物植物 を

栽培するほか,こ れを原料 として薬物 を製造するときは,規 制薬物製造罪

として重 く処罰する。 また,大 量の薬物植物 を栽培 し,そ の他の薬物 を製

造するときは,そ れぞれ本罪 と後罪 を認定 して,併 合罪 として処罰する。

皿 刑事責任

刑法351条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役,拘 留 または管
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(4)本 罪の客観面は,国 家の関連規定 に違反 して,酢 酸無水化合

物 ・エチルエーテル ・クロロホルム ・その他の規制薬物の製造 に用いる

原料 ・合成剤 を国内で不法 に売買する行為である・国内 とは,中 華人民共

和国領域内をいう。

皿 定罪

本罪 と規制薬物製造罪 との区別 刑法350条2項 ・3項 によれば,他

人が薬物を製造する と知 りなが ら不法売買 にかかる薬物原料 を同人に提

供 した自然人・単位は,規 制薬物製造罪の共犯 となり,同 罪 として定罪'

量刑 される。単なる薬物原料の不法売買な らば,本 罪により処断される。

皿 刑事責任

刑法350条1項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役r拘 留また

は管制 に処 し,罰 金 を併科する。本罪の重大犯罪構成に該 当する とき

は,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。

単位が前項の罪を犯 したときは,単 位に罰金を科するほか,そ の直接責

任 を負 う管理職お よびその他の直接責任者は,前 項の規定 により処罰す

る。

刑法356条;規 制薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 ・不法所持のために

刑 に処せ られた者が再び本罪 を犯 したときは,重 く処罰する・

7規 制薬物植物不法栽培罪 〈非法秤植毒品原檀物罪〉

規制薬物植物不法栽培罪 とは,け し ・大麻等の薬物の原料 となる植物 を

それと知 りながら,大 量に栽培 し,公 安機関の処分後 も栽培 しtま たは刈

取 に抵抗する行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体 は,自 然人一般に限られる。

(2)本 罪の客体は,規 制薬物の原料 となる植物栽培に関する国家の

厳格な規制である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,規 制薬物の原料 とな
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他 人が規制薬物 を製造する と知 りなが ら密輸薬物原料 を提供 した 自然

人 ・単位 は,規 制薬物製造罪の共犯 とな り,同 罪 として定罪 ・処罰 され

る。単に規制薬物原料 を不法に輸送 ・携帯 したときは,本 罪 として処罰 さ

れる。

2。本罪と普通密輸罪 との限界 両罪は,と もに密輸罪である点で共通

するが,次 の点で区別 される。本罪は,薬 物原料が対象であ り,5万 以上

の密輸額 との制限 もない。 これに対 して,普 通密輸罪は ,そ の額が5万

元以上の ときにのみ犯罪 となる。

m刑 事責任

刑法350条1項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役i拘 留 また

は管制 に処 し,罰 金 を併科す る。本罪の重大犯罪構成 に該当するとき

は,3年 以上10年 以下の有期懲役に処 し,罰 金 を併科する。

単位が前項の罪を犯 した ときは,単 位に罰金 を科するほか,そ の直接責

任 を負う管理職およびその他 の直接責任者は,前 項の規定 により処罰す

る。

刑法356条;規 制薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 ・不法所持のために

刑に処せ られた者が再び本罪 を犯 した ときは,重 く処罰する。

6規 制薬物原料不法売買罪 〈非法渓箕制毒物品罪〉

規制薬物原料不法売買罪とは,国 家の規定に違反 して,国 内で酢酸無水

化合物 ・エチルエーテル ・クロロホルム ・その他 の規制薬物 の製造に用

いる原料 ・合成剤 を不法に売買する行為 をいう。

1基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般主体であ り,自 然人お よび単位 を含む。

(2)本 罪の客体は,酢 酸無水化合物 ・エチルエーテル ・クロロホル

ム ・その他の規制薬物の製造 に用 いる原料 ・合成剤 に対する国家の厳格

な管理制度である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,国 家規制薬物の原料

をそれ と知 りなが ら国内で不法 に売買する心理態度である。
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格な規制である。酢酸無水化合物 ・エチルエーテル ・クロロホルムなど

の化学薬品は,医 薬 ・工業 ・農業の原料でもあ り,規 制薬物の製造に不可

欠の配剤でもある。これ らの化学薬品の厳格な管理 ・規制は,薬 物不法製

造禁絶の重要な措置である。わが国の参加 した 「規制薬物お よび向精神

薬の不正取引の防止に関する国際連合規約」は,12種 類の薬物製造化学

物質を列挙 している。すなわち,エ フェ ドリンrエ ルゴメ トリン,エ ルゴ

タミン,リ ゼルギン酸,一 一フェニルニ プロパ ノン,プ ソイ ドエフェ ドリ

ン,無 水酢酸,ア セ トン,ア ン トラニル酸,エ チルエーテル,フ ェニル酢

酸,ピ ペリジンである。 またsこ れ らの物質の塩類が存在するときは,そ

の塩類 も含まれる。同 「条約」は,薬 物製造 に用いる化学物質 と知 りなが

ら,こ れを他人のために生産 ・販売する行為は犯罪行為である,と 定め

る。衛生部 ・経済貿易部 ・公安部 ・税関総署が連合公布 した1988年 の 「三

種特殊化学品輸出入許可証管理通知」はt無 水酢酸 ・エチルエーテル ・ク

ロロホルムの化学物質三種 につき,そ の輸出には衛生部承認の「特殊化学

品輸出許可証」を要する,と 定める。この規定によれば,こ れ らの化学品

の無許可輸出は,こ れらの化学品輸出入に対する国家の厳格な規制を直接

に侵害する。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,規 制薬物の原料 をそ

れ と知 りなが ら不法に輸送 ・携帯 して出入国する心理態度である。同原

料をそれと知 らずに輸送 ・携帯 したときは,本 罪にならない。

(4)本 罪の客観面は,国 家の規定に違反 して,規 制薬物の製造に用

いる原料 ・合成剤 を不法に輸送 ・携帯 して出入国をする行為である。「国

家の規定の違反」とは,既 述の化学物品に関する国家の規制 ・規定への違

反 をいい,例 えば 「三種特殊化学品輸出入許可証管理通知」違反である。

「輸送 ・携帯」には,隠 蔽 ・詐欺的手段で薬物原料を輸送 ・携帯 して税関

を越 える行為,お よび税関を経 ないで輸送 ・携帯 して国(辺)境 を越える

行為が含まれる。

皿 定罪

1.本 罪 と規制薬物製造罪 との区別 刑法350条2項 ・3項 によれば,
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「重大な情状」 に該当するとされる。

皿 定罪

1.本 罪 と賊物蔵匿罪 との限界 両罪の構成 要件 はs基 本的に等 しい。

しか し,両 罪は主に次の点で区別 される。本罪はi犯 罪者の薬物 ・薬物犯

罪の不法収益の蔵匿であるがf後 罪は,そ れ以外の犯罪収益の蔵匿である。

2.本 罪 と規制薬物不法所持罪 との限界 薬物蔵匿の過程にはi薬 物所

持の状態 もある。 しか しs両 罪は主に次の点で区別 される。本罪は犯罪者

の規制薬物 を蔵匿するが,後 罪はそれ以外の規制薬物 を蔵匿する。犯罪者

の薬物蔵匿を立証す る確実 な証拠がない ときは,後 罪 として処断 される。

3.本 罪 と共同犯罪 〔共犯〕の正確 な認定 薬物の密輸 ・販売 ・運送 ・

製造を行 う犯罪者 との事前通謀に基づ き,同 人のために規制薬物 ・薬物犯

罪の不法収益 を蔵匿 したときは,行 為者に共同犯罪の故意があ り,ま たこ

の蔵匿行為は需助行為であるから,本 罪ではな く密輸等の薬物犯罪の共同

犯罪 として処断される。

m刑 事責任

刑法349条1項;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 また

は管制 に処する。その情状が重大なときは,3年 以上10年 以下の有期懲

役に処す る。

刑法356条;薬 物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 ・不法所持のために刑に

処せ られた者が再 び本罪 を犯 した ときは,重 く処罰する。

5規 制薬物原料密輸罪 〈走私制毒物品罪 〉

規制薬物原料密輸罪 とはf国 家の規定 に違反 して,酢 酸無水化合物 ・エ

チルエーテル ・クロロホルム ・その他の規制薬物の製造に用いる原料 ま

たは合成剤 を不法 に輸送 または携帯 して出入国する行為をいう。

1基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体 は,一 般主体であ り,自 然人お よび単位 を含む。

(2)本 罪の客体は,酢 酸無水化合物 ・エチルエーテル ・クロロホル

ム ・その他の薬物製造 に用いる原料 ・合成剤の輸出入に関する国家の厳
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為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人である。

(2)本 罪の客体は,司 法機関による薬物犯罪者取締の正常な活動で

ある。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,規 制薬物 または薬物

犯罪により取得 した財物 をそれ と知 りなが ら蔵匿 ・移転 ・隠蔽す る心理

態度 である。「知 りなが ら」の判断は,被 疑者 ・被告人の供述のみではな

く,事 件の客観的事実に依拠する必要がある。被疑者・被告人が規制薬物

または薬物犯罪 により取得 した不法収益 と知 りまたは知 りうべ きことを

証明 しうる証拠があれば足 りる。規制薬物 をそれ と知 らずに蔵匿 ・移

転 ・隠蔽 した ときは,本 罪は成立 しない。

(4)本 罪の客観面は,規 制薬物 または薬物犯罪により取得 した財物

を犯罪者のために蔵匿 ・移転 ・隠蔽する行為である。「蔵匿」とは,犯 罪

者の薬物 または薬物犯罪 により取得 した不法収益 を各種の手段 を用いて

隠す ことをいう。「移転」とは,そ のような薬物 ・不法収益 をある地点か

ら別の地点へ と移動することをいう。「隠蔽」とは,司 法機関がその よう

な薬物 または不法収益の調査 を行 う際に,事 実を知 りながら意図的に隠す

ことをいう。これ らの行為の一つがあれば,本 罪が成立する。蔵匿 ・移

転 ・隠蔽の対象は,特 定犯罪者の規制薬物 または薬物犯罪により取得 した

財物でなければならない。その他の物品 ・不法収益であれば,本 罪は成立

しない。

2.特 殊犯罪構成

本罪の重大犯罪構成は,規 制薬物等の蔵匿 ・移転 ・隠蔽を行 ってその情

状が重大な行為である。重大な情状について刑法は明定 していないので,

関連部門の解釈 を待たねばならない。一般 に実務では,① 量が多い場合,

②反復的な場合,③ 長期 間にわたる場合,④ 動機 ・目的が劣悪な場合や,

⑤司法機関による薬物犯罪者取締の正常な活動 を著 しく妨害 した場合が,
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合r反 復的 ・多人数の庇護 の場合等である。

II定 罪

1.本 罪 と規制薬物密輸販売運送製造罪の共同犯罪 との区別 既述の薬

物犯罪実行前 または実行過程で薬物犯罪者 と通謀 し,犯 罪後に同人を庇護

したときは,当 該薬物犯罪の共犯 となる。このとき,本 罪は認定されえ

ず,後 罪の共犯 として処断 される。事前通謀がないときにのみ,本 罪 とし

て処断される。

2.本 罪 と犯人蔵匿庇護罪 との区別 本罪は,薬 物犯罪者厳罰の要請か

ら普通犯人蔵匿庇護罪から分離された独立の罪名である。両罪は,主 に行

為対象の違いにより区別 される。本罪の対象は規制薬物の密輸 ・販売 ・

運送 ・製造の犯罪者のみであるが,後 罪の対象は薬物犯罪者を除 く犯罪者

である。

m刑 事責任

刑法349条1項;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 また

は管制に処する。その情状が重大なときは、3年 以上10年 以下の有期懲

役 に処する。

薬物取締官 またはその他の国家機関の公務員が,薬 物の密輸 ・販売 ・輸

送 ・製造犯人を擁護 または庇護 したときは,前 項の規定により重 く処罰す

る。「薬物取締官」 とは,薬 物犯罪の捜査処理を行 う国家公務員をいう。

「擁護」とは,薬 物取締官 またはその他の国家機関の公務員が警戒 ・牽制 ・

圧制等の方法で薬物犯罪者の法的制裁 を免脱させることをいう。 これ ら

の者が薬物犯罪者 を擁護・庇護することは,そ の特殊身分ゆえにさらに重

大 な危険性があるので,重 く処罰する必要がある。

刑法356条;薬 物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 ・不法所持のために刑 に

処せ られた者が再 び本罪 を犯 した ときは,重 く処罰する。

4規 制薬物等蔵匿移転罪 〈寓藏、装移 、隠晴毒品、毒賊罪〉

規制薬物等蔵匿移転罪 とは,規 制薬物 または規制薬物犯罪により取得 し

た財物 をそれと知 りなが ら,犯 罪者のために蔵匿,移 転 または隠蔽する行
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たは管制に処 し,罰 金を併科する。その情状が重大なときは,3年 以上7

年以下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科す る。その情状が特に重大 なとき

は,無 期懲役 または7年 以上の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。

刑法356条;本 罪により刑に科せ られた者が再 び本罪を犯 したときは,

重 く処罰する。

3規 制薬物犯罪者庇護罪 〈包庇毒品犯罪分子罪 〉

規制薬物犯罪者庇護罪 とは,規 制薬物 を密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 した犯

人をそれと知 りなが ら,司 法機関に虚偽の証拠 を提供 してその犯罪を隠蔽

しまたはその罪証隠滅 を需助 して,法 的制裁 を免脱 させる行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般である。

(2)本 罪の客体は,司 法機関による薬物犯罪者 との正常な闘争活動

である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち規制薬物 を密輸 ・販

売 ・輸送 ・製造 した犯人をそれ と知 りなが ら庇護する心理態度である。

(4)本 罪の客観面は,規 制薬物を密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 した犯人

を庇護する行為である。庇護の対象は,規 制薬物を密輸 ・販売 ・輸送 ・製

造 した犯罪者であ り,そ の他の薬物犯罪者は除外 される。「庇護」〈包庇 〉

とは,こ れらの薬物犯罪者に隠匿場所 ・財物 ・交通手段 を提供 して逃亡 を

常助する行為,ま たは司法機関に虚偽証拠 を提供 してその犯行 を隠蔽し,

もしくはその罪証の隠滅 ・移転 ・殿滅を帯助する行為 をいう。その実質

は,薬 物犯罪者に対する隠匿・逃亡条件の提供ないし法律制裁の免脱討助

である。

2.特 殊犯罪構成

本罪の重大犯罪構成 は,本 罪 を犯 してその情状が重大な行為である。重

大な情状 について刑法は明定 していないが,実 務では,主 観的な悪質性 と

客観的行為の両面か ら総合判断される。例 えばs劣 悪な動機 ・目的の場
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方法で薬物 を所持する行為をいい,身 体への携帯,秘 密場所への隠匿,他

の場所 での貯蔵等が含 まれる。「薬物の不法所持」とは,国 家の規定に基

づいて麻酔薬 ・精神薬 を生産 ・管理 ・運輸 ・使用する場合 を除いて
,本 薬

物 を不法に所持する行為をいう。所持にかかる薬物の入手方法は,拾 得 ・

受贈 ・遺贈 を問わず本罪の成立に影響 しない。収集 された証拠により,不

法に所持 した多大な薬物が密輸 ・販売 ・運輸 ・隠匿のための薬物 ではな

いと認定 しうるときにのみ,本 罪が成立する。所持 にかかる薬物が密輸 ・

販売 ・輸送 ・隠匿のための薬物 と証明 しうる証拠があれば,規 制薬物密輸

販売輸送製造罪の成立を認定 しなければならない。「多大な数量」とは,

刑法348条 によれば,200グ ラム以上1000グ ラム未満の阿片,10グ ラム

以上50グ ラム未満のヘロイン ・覚醒剤,ま たは数量の多大 なその他の薬

物 をいう。薬物の数量 は,押 収重量で計算 されるが,そ の成分の純度は問

題でない。行為者が多大な数量の薬物 を所持すれば,本 罪が成立する。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊犯罪構成には,重 大犯罪構成 と特別重大犯罪構成がある。前

者は,本 罪を犯 してその情状が重大 な行為である。後者は,本 罪を犯 して

1000グ ラム以上のアヘ ン,50グ ラム以上のヘ ロイ ン・覚醒剤 ,そ の他 の

大量の規制薬物 を所持する行為 である。

II定 罪

L本 罪 と非犯罪 との限界200グ ラム未満の阿片,10グ ラム未満のヘ

ロイン ・覚せい剤 ,そ の他の少量の規制薬物 を所持 しも,犯 罪にならな

い0

2.本 罪 と規制薬物密輸販売輸送製造罪 との限界 両罪は客観面お よび

主観的故意の内容が根本的に異なるので,一 般的には区別が容易である。

しか し,両 罪は,と もに規制薬物 を行為対象 とし,一 定の時間 ・場面で薬

物所持があるので,混 同される。薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造の過程で

薬物 を所持するとき,こ れは犯罪実行のための薬物であるから,両 罪別個

に定罪 ・処罰 される。
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負 う管理職およびその他の直接責任者は,本 罪の法定刑により処罰する。

未成年者を利用 しまたは教唆 して本罪を犯 したしたとき,ま たは未成年

者に薬物 を販売 したときはr重 く処罰する。「利用」とは,未 成年者の雇

用 ・買収 ・脅迫またはその他の方法により,薬 物犯罪者が未成年者 を薬物

密輸 ・販売 ・輸送 ・製造の犯罪行為に関与 させる行為 をいう。例えば,未

成年者に薬物 を携帯させ出入国させる場合,薬 物をある地点から別の地点

へ と輸送 させ る場合等である。「教唆」 とは,未 成年者 に薬物密輸 ・販

売 ・輸送 ・製造の罪の意図 を唆 して薬物犯罪 を実行 させ ることをいう。

未成年者は,是 非弁別能力が低 く薬物犯罪関与による心身の危害が極めて

重大であるゆえに,特 に保護 されねばならない。刑法が特 にこの条文 を定

める理由は,こ の点にある。

刑法356条;本 罪または規制薬物不法所持罪により刑 に処せ られた者

が再び本罪を犯 した ときは,重 く処罰す る。

2規 制薬物不法所持罪 〈非法持有毒品睾 〉

規制薬物不法所持罪 とは,阿 片,ヘ ロイン,覚 醒剤またはその他の薬物

を大量に不法所持する行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般である。

(2)本 罪の客体は,規 制薬物に対する国家の管理 ・規制である。規

制薬物は国家により厳格 に管理され,い かなる単位 ・個人も国家の関係主

管官庁 の許可なき規制薬物の所持 ・保有が禁止 される。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,規 制薬物 をそれと知

りなが ら不法に所持する心理態度である。規制薬物 をそれ と知 らずに所

持 しても,本 罪は成立 しない。

(4)本 罪の客観面は,数 量の多大な規制薬物 を不法に所持する行為

である。 「不法」とは,わ が国の薬物薬品管理処理法,向 精神薬品管理処

理法の関連規定の違反をいう。「所持」とは,占 有 ・携帯 ・隠匿その他 の
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2・ 本罪と詐欺罪 との限界 虚偽薬物 を真正薬物であると他人を欺岡 し

て購入 させた ときはs行 為者の主観面に詐欺の故意があ り,客 観面 として

詐欺行為があるか ら,詐 欺罪として処断 される。行為者が虚偽薬物 と知 ら

ず真正薬物 と誤信 して密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 した ときは,認 識の錯誤 と

なるので,本 罪の成立に影響,未 遂 として処断 される。

3.精 製薬物 を稀釈 して販売 した り,旧 式製法ゆえに不純物の多い薬物

を販売 して も,薬 物が含 まれていれば含有成分の量 は問題にならないの

で,薬 物犯罪 と認定 される。

4・ 薬物密輸のほか,そ の他の物品を密輸する罪を構成するときはr本

罪およびその他 の密輸罪がそれぞれ定罪 され,併 罰が なされる。

5.反 復的な規制薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造が処理 を経ない とき

は,薬 物の数量の累計 により計算 される。薬物の数量は捜査 により判明し

た数£に基づいて計算 され,そ の純度による換算は行わない。輸送 と販売

が同 ・楽物事件であれば,薬 物の数量は重複 して計算 されないが,非 同一

事件であればそれぞれの薬物が累計 される。

6.一 人の行為者が二種類以上の薬物を密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 して

も,数 罪併罰 〔併合罪〕とはならず,薬 物の種類 ・数量 ・危害 を総合的に

考慮 した処理 を行 う(ID。

7.一 定数量の規制薬物 を購入 した被告人がその一部を売却 し,残 りを

自己消費 したときは,捜 査 により判明 した販売額に応 じてその販売量 を確

定す る{12)。

皿 刑事責任

刑法347条2項 ・3項 ・4項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期

懲役,拘 留または管制に処 し,罰 金を併科する。その情状が重大な とき

は,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科する。その情状が

特に重大なときは,7年 以上の有期懲役に処 し,罰 金 を併科する。その情

状が最 も重大 なときは,死 刑,無 期懲役 または15年 の有期懲役 に処 し ,

財産没収を併科する。

単位が本罪 を犯 したときは,単 位 に罰金 を科するほか,そ の直接責任 を
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り重大 となる。「重大な情状」の意義 について,刑 法は明定 していないの

で,関 係機関の解釈が必要 となる。実務上,主 観面 と客観面の両面から総

合的に判断される。

(2)本 罪の特別重大犯罪構成200グ ラム以上1000グ ラム未満の

阿片,10グ ラム以上50グ ラム未満のヘロイン・覚醒剤,ま たは多大 な数

量のその他の規制薬物を密輸 ・販売 ・輸送 ・製造する行為である。薬物

の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造数量が多 くなるほど,本 罪の基本犯罪構成 の量

的変化が大 きくな り,社 会的危害性 も重大になる。

(3)本 罪の最重大犯罪構成 規制薬物 を密輸 ・販売 ・輸送 ・製造

して,次 の一事情 を備 える行為である。①1000グ ラム以上の阿片,50グ

ラム以上のヘロイン・覚せい剤,ま たは数量の多大なその他の規制薬物を

密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 した場合,② 規制薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造

を行 う集団の首謀者,す なわち薬物犯罪において組織 ・画策 ・指揮の役割

を果たした者である場合,③ 規制薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造の武装護

衛 すなわち薬物犯罪の過程で 自ら銃器 ・弾薬 を携帯 しrま たは武装要員

を雇用 して護送 ・警戒 ・警備等 を行わせて,国 家の法執行者に武力抵抗 し

た とき,④ 暴力による検問 ・逮捕 ・勾留に抵抗,す なわち法執行機関の薬

物取締に際 して,捜 査機関による犯罪者の身体 ・物品 ・住居等の検査 に暴

力で抵抗 し,ま たは逮捕 ・勾留 に抵抗 し,そ の情状が重大 な場合である。

「重大な情状」とは,法 執行者の傷害または計画的 ・組織的な暴力的抵抗

をい う。⑤国際的な薬物販売組織への参与,す なわち組織的 ・計画的 ・分

業的な国越薬物犯罪活動に参与 し,そ の薬物犯罪活動の範囲が数個の国家

または国境外 の地区に関わる ときである。

∬ 定罪

1.本 罪 と非犯罪 との限界 行為者が規制薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製

造行為を行 えば,薬 物の数量を問わず一律に犯罪 として刑罰 を加えねばな

らない。 これは,わ が国の薬物犯罪厳罰の強い決意 を示す政策である・ し

か し,製 薬 ・教学 ・科学研究の必要か ら,国 家の主要な主管官庁の特別許

可を受けて輸入 ・売買 ・輸送 ・製造 しても,本 罪は成立 しない。
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で規制するその他の依存性麻酔薬および向精神薬 をいう
。国家は,こ れ ら

の薬物の生産 ・販売 ・供給 ・運送等 につ き
,厳 格な管理制度 を設けてい

る。なぜな ら,本 薬物 は,適 切 に使用すれば病気 を予防 ・治療 しうるが
,

不当に使用すれば依存症にさせ人の生命 ・健康 を害するか らである
。本

薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造は,本 薬物に関する国家の管理制度 を直接

妨害するのみならず,公 民の身体の生命健 康 を害 しrひ いては他の犯罪

を誘発 して社会全体の管理秩序にも危害 を及ぼす。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。密輸 ・販売 ・輸送 ・製造の対象

が本薬物 と知 りながら,こ れ らの行為 をする心理i度 である。その対象を

本薬物 と知 らず・他人に利用 ・欺岡されて密輸等を行 った ときは
a本 罪は

成立 しない。

(4)本 罪の客観面は,規 制薬物 を密輸 ・販売 ・輸送 ・製造する行為

である。「密輸」とは,本 薬物 をそれと知 りなが ら不法に輸送 ・携帯 ・郵

送 して出入国する行為 をいう。密売者か ら密輸薬物 を直接不法 に購買す

るとき・内海・領海で薬物 を運送 ・購買 ・販売するときも
,薬 物の密輸 と

して処断 される。「販売」とは,本 薬物 をそれと知 りなが ら不法 に販売 し
,

または販売 目的で薬物 を不法に購買することをい う。薬物売買の仲介.

斡旋行為は・利益取得の有無を問わず薬物販売の共犯 となる
。「輸送」と

は,本 薬物 をそれと知 りなが ら携帯 ・郵送 ・他人利用 ・交通手段使用等の

手段で不法に運搬することをいう。「製造」とは ,薬 物原料 を直接洗練.

化学的処理方法で加工 ・調製する行為 をいう。

本罪は選択的罪名であ り,本 薬物の密輸 ・販売 ・輸送 ・製造の各行為の

一つを行えば
,そ の実行行為 に応 じて罪名が確定される。二種以上の行為

すなわち数個の行為 を行 って も,一 個 の罪名 として処理 され
,数 罪併罰

〔併合罪〕にならない。例 えば,薬 物 を販売 ・輸送す る罪である。

2.特 殊犯罪構成

(1)本 罪の重大犯罪構成 規制薬物 を密輸 ・販売 ・輸送 ・製造 し

てその情状が重大な行為である。「重大な情状」があるために
,本 罪の基

本犯罪構成に危険性の量的変化が生 じ,そ の社会危害性が基本犯罪構成よ
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木の破壊 を発生 させた場合等 をいう・

II定 罪

1.本 罪 と賊物故買罪 との区別 盗伐 ・濫伐 された林木は広義の財物に

あたるので,そ の不法買収は賊物故買行為で もある。刑法が盗伐 ・濫伐 さ

れた林木の不法買収を特別罪として定めることから,同 行為は本罪として

処罰 される。

2.本 罪 と林木盗伐濫伐罪の共犯との区別 他人を教唆 して盗伐 ・濫伐

させた後にこれを低価格で買い取ったとき,ま たは盗伐 ・濫伐実行者 との

事前通謀に基づ き盗伐 ・濫伐された林木の販売 を担当 した ときは・林木盗

伐濫伐罪の共犯 となる。

1皿 刑事責任

刑法345条3項;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 ・拘留また

は管制に処 し,罰 金 を併科または単科する。その情状が特に重大なとき

は,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。

刑法346条;単 位が本罪を犯 したときは,単 位 に罰金を科するほか ・

その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者は,345条3項 の

規定により処罰する。

第8節 規制薬物の罪

1規 制薬物密輸販売輸送製造罪 〈走私 、販妻 、這輸 、制造毒品罪〉

規制薬物密輸販売輸送製造罪 とは,規 制薬物 〈毒品〉と知 りなが ら密

輸,販 売,輸 送 または製造す る行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般主体であ り,自 然人および単位 を含む。

(2)本 罪の客体は,規 制薬物に関する国家の管理制度および人民の

生命 ・健康である。「規制薬物」〈毒品〉とは,刑 法357条 によれば,阿 片 ・

ヘロイン ・覚醒剤 〈泳毒 〉・モルヒネ ・大麻 ・コカインおよび国務院規定
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序 である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,林 業地区で盗伐 ・濫

伐 された林木 をそれ と知 りなが ら不法に買収する心理態度であ り
,ま た不

法利得の目的 もなければな らない。関連法律規定によれば ,い かなる単

位 ・個人 も伐採証のない材木の買収が禁止 されている。 したがって,行 為

者が伐採証のない林木 と知 っていれば,盗 伐 ・濫伐 された林木 との認識が

認められる。また,行 為者が他の経路 を通 じて盗伐 ・濫伐 された林木 と

知っていたとの証明がなされれば,こ の場合 もその認識 を認めうる
。 しか

し・盗伐 ・濫伐 された林木 と知 らず,ま たは図利の目的がないときは,本

罪は成立 しない。

(4)本 罪の客観面は,林 業地区で盗伐 ・濫伐 された林木を不法 に買

収する行為である。林業地区材木市場管理暫定規定によれば
,当 地の林業

部門の国営材木経営部門が集団所有する林業地区か ら林木を直接購入す

る場合 を除いて,そ の他の生産経営者間の林木取引は
,す べて材木市場で

行わねばならない。「林業地区における林木の不法買収」とは,林 業地区

における材木購入権限を有 しない単位 ・個人が林業地区で特定人か ら直

接材木を購入することをいう。不法買収の対象は,盗 伐 ・濫伐 された林木

である。

盗伐 ・濫伐 された林木を不法買収 してその情状が重大な場合にのみ
r本

罪が成立する。「重大な情状」とは,① 林木不法買収の数量巨大 または常

習的買収の場合,② 不法収益が巨額の場合,③ 多大な数量の貴重樹木買収

の場合,④ 購買証明書 ・木材運送証等の偽 造など不法買収の方法 ・手段が

重大な場合等 をいう。

2.特 殊犯罪構成

刑法345条3項 によれば,本 罪 を犯 してその情状が特に重大なときは,

本罪の重大犯罪構成 となる。「特 に重大な情状」とは,① 買収 した数量が

特に巨大な場合,② 不法収益が特 に巨額な場合,③ 一定の林業地区におけ

る盗伐 ・濫伐の犯罪活動 を助長 した場合 ,④ 林業資源の重大な破壊 を発生

させた場合,⑤ 国家が保護する貴重樹木の公然 ・大量の買収により貴重樹
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ル以上の材積の林木 または5000株 以上の苗木を濫伐 した場合,林 業地区

以外 では50立 方メー トルの材積の林木 ・1250株 以上の苗木を濫伐 した場

合 をいう。

H定 罪

1.本 罪 と林木盗伐罪 との限界 両罪の主な違いは,次 の点にある。本

罪は,森 林資源のみを破壊 しf国 家 ・集団 ・個人の林木所有権を侵害 しな

い。これに対 して,後 罪は,森 林資源 を破壊するほか,国 家 ・集団 ・個人

の林木所有権 も侵害する。

2.本 罪 と貴重樹木不法伐採罪 との区別 両罪は,主 に行為対象の違い

により区別される。本罪の行為対象は一般の林木であるが,後 罪の行為対

象は貴重樹木である。貴重樹木の濫伐 は,貴 重樹木殿損罪 となる。

皿1刑 事責任

刑法345条2項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 また

は管制に処 し,罰 金 を併科または単科する。その数量が巨大なときは・3

年以上7年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科す る。同条4項 の規定 に

より,国 家自然保護区域内の森林 またはその他の林木を盗伐または濫伐 し

た場合は,重 く処罰する。

刑法346条;単 位が本罪 を犯 したときは,単 位 に罰金を科するほか,

その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者は,345条2項 ・

4項 の規定により処罰する。

14盗 濫伐林木不法買収罪 〈非法牧鈎盗伐 、濫伐林木罪〉

盗濫伐林木不法買収罪 とは,不 法利得の目的をもって,林 業地区で盗伐

または濫伐 された林木 をそれ と知 りながら不法に買収 し,そ の情状が重大

な行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人および単位である。

(2)本 罪の客体 〔法益〕は,林 業資源 に対する国家の保護 と管理秩
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その直接責任 を負 う管理職およびその他 の直接責任者は ,345条1項 ・

4項 の規定により処罰する。

13林 木濫伐罪 〈溢伐林木罪 〉

林木濫伐罪 とは,森 林法その他の森林保護法規 に違反 して,林 業行政主

管部門またはその他法律 に定める主管官庁の許可お よび伐採許可証 を受

けないで,ま たは伐採許可証記載の場所 ・数量 ・樹種 ・方法 に従 わない

で,当 該単位の所有管理する森林 ・林木または本人の所有する山地の林木

を伐採 し,そ の数量が多大な行為をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人お よび単位である。

(2)本 罪の客体は,国 家の林業資源 に対する保護お よび管理であ

る。

(3)本 罪の主管面は,故 意である。

(4)本 罪の客観面は,当 該単位の所有 ・管理する林木または自己所

有の林木 を伐採 して,そ の数量が多大な行為である。「濫伐」には二類型

がある。その第一は,伐 採許可証を有 しない伐採であ り,第 二は,伐 採許

可証 を有するがその内容に従わない伐採である。濫伐の対象は,① 単位の

所有 ・管理 ・経営する林木,② 個人の所有する林木 t③ 行為者の所有 ・経

営 ・管理 していない林木である。所有者 ・経営者の許可を受けて濫伐す

る場合 も,濫 伐行為 となる。濫伐する林木が多大 なときにのみ
,本 罪が成

立する。「数量多大」 とは,林 業地区であれば10～20立 方メー トル以上

の材積の林木または500～1200株 以上の苗木を濫伐する場合
,林 業地区

以外であれば5～10立 方メー トル以上の材積の林木 または250～600株

以上の苗木を濫伐する場合 をい う。

2.特 殊犯罪構成

刑法345条2項 によれば,濫 伐 した林木の数量が巨大な ときは ,本 罪

の重大犯罪構成 となる。「数量巨大」とは ,林 業地区では100立 方メー ト
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れ うる。

2.特 殊犯罪構成

(1)刑 法345条1項 によれば,本 罪による被害数量が巨大なとき

は,本 罪の重大犯罪構成 となる。「数量巨大」とは,林 業地区であれば20

～30立 方メー トルの材積 または1000～1500株 の苗木 を盗伐 した場合,

林業地区以外であれば10～20立 方メー トルの材積 または500～1000株

の苗木を盗伐 した場合 をいう。

(2)刑345条1項 によれば,本 罪による被害数量が特 に巨大 なと

きは,本 罪の特別重大犯罪構成 となる。「特に数量巨大」とは,林 業地区

であればgoo立 方メー トル以上の材積 または5000株 以上の苗木を盗伐 し

た場合,林 業地区以外であれば50立 方メー トル以上の材積または2500株

以上の苗木 を盗伐 した場合をい う。

皿 定罪

1.本 罪 と窃盗罪の限界 国家 ・集団 ・他人が所有する伐採林木を窃取

した とき,ま たは他人の家屋周辺 ・自己使用の土地に植 えられた散在する

多数の林木 を盗伐 したときは,窃 盗罪が成立する。

2.本 罪 と貴重樹木不法伐採罪 との限界 両罪は,主 に行為対象の違い

により区別される。本罪の行為対象は0般 の林木であるが,後 罪の行為対

象 は貴重樹木である。林木盗伐時に貴重樹木 を故意 に伐採 ・殿損 した と

きは,後 罪のみが成立するが,林 木盗伐行為にも該当すれば,数 罪併罰

〔併合罪〕 となる。

皿 刑事責任

刑法345条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制に処 し,罰 金を併科 または単科する。その数量が巨大なときは,3年 以

上7年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。その数量が特に巨大な

ときは 」7年 以上の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科する・第4項 の規定 に

より,国 家自然保護区域内の森林 またはその他の林木を盗伐 または濫伐 し

た ときは,重 く処罰する。

刑法346条;単 位が本罪を犯 した ときは,単 位 に罰金を科するほか ・
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1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人お よび単位 である。

(2)本 罪の客体は,国 家の林業資源および国家 ・集団 ・個人の財産

権である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,不 法占有〔不法領得〕

の目的で国家 ・集団 ・他人が所有する森林その他の林木 を盗伐すること

である。

(4)本 罪の客観面は,森 林法規 に違反 して国家 ・集団 ・他人の所有

する森林その他の林木を盗伐 し,そ の数量が多大な行為である。「盗伐」

の基本的意味は,行 為者本人または当該単位の所有 しない林木を許可な く

伐採することをいう。 したがって,① 個人が国家 ・集団 ・他人所有の林木

を許可な く伐採する行為,② 国家 ・集団が所有する林木の経済的管理を請

け負 った個人が,そ の林木を許可なく伐採す る行為 ,③ 集団 ・単位が国

家 ・他 の単位 ・他人所有の林木 を許可な く伐採する行為 ,④ 国有の企業 ・

単位が他の単位の経営する国有林木 または集団 ・単位 ・他人所有の林木

を許可 なく伐採する行為は,い ずれ も盗伐である。 また}司 法解釈 によれ

ば・国営企業 ・事業単位が,自 己の不当利益のために許可証 を持 たず 自己

管理 にかかる林木 を伐採するときも,盗 伐 となる(9)。

盗伐の対象は,自 己または当該単位の所有 しない森林またはその他の材

積である。 これには,国 有林およびその他 の林木,お よび他の集団 ・単位

または個人所有の大面積の林木が含まれる。大量の林木を盗伐すれば
,本

罪が成立す る。「数量多大」 とは,林 業地区における2～5立 方メー ト

ルの林木 または50～125株 の苗木を盗伐する場合 ,林 業地区以外 におけ

る1～25立 方メー トルの材積 または50～125株 の苗木を盗伐する場合

等 をいう。林業地区 とは,森 林資源および材木生産が多い地区をいう。材

積 とは,原 木の体積 を当該樹種の生材率で割って得 られた立木の体積 をい

う。苗木 とは,成 長期 にある直径5セ ンチ以下の幼い樹木 をいう(lo)。1

年以内の盗伐の量は,処 分を受けていない ときは,そ の累計により計算 さ
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損」とは,森 林保護法に違反 して伐採 ・殿損する行為をいう。「伐採」と

は,樹 木を伐採 してその材木 を採集する行為 をいい,「 殿損」とは・樹皮

剥脱 ・枝切断,樹 脂採集等の方法で樹木を死滅 させ,ま たは樹木の成長に

影響 を及ぼす行為 をいう。不法伐採 ・殿損の対象は,貴 重樹木に限 られ

る。すなわち,林 業部の 「国家貴重樹種 目録」に定める貴重樹木 をいい・

これには生態 ・科学研究 ・経済 ・鑑賞に高い価値ある132種 類の樹木が含

まれる。国家一級貴重樹木はr銀 杉 ・巨柏 ・銀杏 ・水松 ・南方 トウアズ

キ ・天 目 ・カガヤサン等である。国家二級貴重樹木は,雲 柏 ・紅松 ・黄

杉 ・白豆杉等が主 なものである。貴重樹木以外の伐採 ・殿損では,本 罪は

成立 しない。

2.特 殊犯罪構成

刑法344条 によれば,貴 重樹木の伐採 ・殿損の情状が重大なときは,本

罪の重大犯罪構成 となる。「重大な情状」とは,① 数株の一級貴重樹木 ま

たは大量の二級貴重樹木 を伐採 ・殿損 した場合,② 大量の貴重樹木不法伐

採 ・殿損の組織者 ・計画者 ・煽動者である場合,③ 反復的に貴重樹木の不

法伐採 ・殿損 を行 った場合等 をい う。

皿 刑事責任

刑法344条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役s拘 留または管

制に処 し,罰 金 を併科す る。その情状が重大 なときは,3年 以上7年 以

下の有期懲役に処 し,罰 金 を併科する。

刑法346条;単 位が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金を科す るほか,

その直接責任 を負 う管理職およびその他の直接責任者は,344条 の規定に

より処罰する。

12林 木盗伐罪 〈盗伐林木罪 〉

林木盗伐罪 とは,不 法 占有 〔不法領得〕の 目的をもって,国 家 もしくは

集団が所有する森林その他の林木を盗伐 し,ま たは個人所有 を認め られた

他人の山地の林木 を広範囲に盗伐 して,そ の数量が多大で森林資源を破壊

する行為をいう。
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た採鉱 を行 って,鉱 山資源の重大な破壊 を発生 させる行為 をい う。

本罪の客観面は,次 の二要件か らなる。

1)「 破壊的方法を用いた採鉱」 採鉱の過程で鉱産物資源法および関

連規定に違反 して,採 掘困難な鉱物 を破棄 して採掘容易な鉱物のみを採掘

し,低 品鉱物を破棄 して上品鉱物のみを採掘 して,採 鉱の回収率 ・採掘の

低品位率 ・選鉱回収率基準に違反 して採鉱 を行 う行為をいう。

2)「 鉱産資源の重大な破壊」 広範囲の鉱産資源を破壊 した場合
,重 要

な鉱産資源の採掘価値 を喪失させた場合,貴 重で希有 な鉱産資源の重大な

損失 を発生させた場合等 をいう。

刑法343条2項;本 罪 を犯 した自然人はt5年 以下の有期懲役 または

拘留に処 し,罰 金 を併科する。

刑法346条;単 位が本罪を犯 したときは,単 位に罰金 を科するほカ㍉

その直接責任 を負 う管理職およびその他の直接責任者は ,343条2項 の

規定により処罰する。

11貴 重樹木不法伐採罪 〈非法采伐、毅圷珍貴樹木罪〉

貴重樹木不法伐採罪 とは,森 林法の規定に違反 して,貴 重樹木 を不法に

採伐 または段損する行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人お よび単位である。

(2)本 罪の客体は,森 林資源に関する国家の保護お よび管理秩序で

ある。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,国 家の保護する貴重

樹木 をそれ と知 りなが ら伐採殿損する心理的態度である。

(4)本 罪の客観面は,森 林法の規定 に違反 して,貴 重樹木 を不法に

採伐 または殿損する行為である。「森林法違反」とは,自 然保護区域 にお

ける樹木伐採 をすべて禁止 し,自 然保護区域外 における貴重樹木の無許可

伐採 を禁止する森林保護法の規定に違反することをい う。「不法採伐 ・殿



(298) 何乗松編著 ・刑法教科書(各 論編30章 ～34章) 133

る。

(3)本 罪の主観面 は,故 意である。

(4)本 罪の客観面は,次 の三要件か らなる。第一は,「 不法採鉱行

為」であ り,こ れには,① 「採鉱許可を受けない無権限の採鉱」,② 「他

人の鉱山区に無許可侵入す る採鉱」,③ 「国務院地質鉱産管理部門の承認

を経ず許可証 を持たず に行われる国家区画の採鉱区における採鉱」,また

は 「国家が保護 を定めた特定鉱種の採鉱」の三つがある。 この特定鉱種

には,タ ングステン・錫 ・アンチモン・イオン希土類が含 まれる。これ ら

三行為の一つ を行 えば,不 法採鉱行為 となる。第二は,「 採鉱停止命令を

受けて も停止 しない行為」である。すなわち,不 法採鉱行為が発覚 して関

連官庁か ら停止命令を受けても,停 止せず採鉱 を継続することである。第

三は,「 鉱産資源 を破壊する結果の発生」である。

2.特 殊犯罪構成

刑法343条1項 によれば,本 罪 を犯 して鉱産資源の重大 な破壊 を発生

させた ときは,本 罪の結果的加重犯 となる。「鉱産資源の重大な破壊」と

は,① 広範囲の鉱産資源の破壊により採掘 を不能にした場合,② 他人の採

鉱区・鉱井 を採掘不能にした場合,③ 国家が企画 した鉱山区または重要価

値ある鉱山区の重大な破壊 を発生させた場合,④ 貴重で希有な鉱産資源の

重大な破壊 を発生 させた場合等をいう。

II刑 事責任

刑法343条1項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 また

は管制に処 し,罰 金を併科または単科する。鉱山資源を著 しく破壊 したと

きは,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。

刑法346条;単 位が本罪を犯 したときは,単 位 に罰金を科するほか,

その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者は,343条1項 の

規定により処罰する。

10破 壊的採鉱罪 〈破圷性采す罪〉

破壊的採鉱罪 とは,鉱 産物資源法の規定に違反 して,破 壊的方法 を用い
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法 に占用する心理態度である。

(4)本 罪の客観面は,次 の要件か らなる。① 「耕地不法 占用による

用途の変更」 「耕地の不法 占用」とは,土 地利用総合計画 に違反 して,許

可 を受けず または詐欺的手段で許可を得て耕地 を占用する行為である。

許可 された面積 を超過する占用部分 も,不 法占用耕地である。「耕地」と

はa農 作物 を植える土地 をいい,農 地 ・新地 ・田園地を含む。「用途の変

更」とは,耕 地を建設用地やその他の用途 に使用することをいう。② 「広

範 な耕地の不法占用による用途の変更」 ③ 「広範な耕地の殿損」 主に

耕地の他 目的使用により耕地の栽培条件を著 しく破壊 し,耕 作 を不能する

行為である。行為者が これら三要件 を充足すると,本 罪が成立する。耕地

を不法占用 して用途 を変更 したが,占 用面積が少ない とき,広 範な耕地 を

占用 したが殿損 していない ときは,犯 罪 にならない。

n刑 事責任

刑法342条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処

し,罰 金を併科 または単科す る。

刑法346条;単 位が本罪を犯 したときは,単 位 に罰金を科するほカ㍉

その直接責任 を負 う管理職およびその他の直接責任者は,342条 の規定に

より処罰する。

9不 法採鉱罪 〈非法采げ罪〉

不法採鉱罪 とは,鉱 産物資源法に違反 して,許 可を受けずに無権限に採

鉱 し,国 家の区画 した採鉱区に侵入 して国民経済 に重要な価値 を有する採

鉱区もしくは他人の採鉱区範囲内で採鉱 し,ま たは国家が保護 を定めた特

定鉱種 を採鉱 して,停 止命令 を受けた後 も採鉱 を停止せず,鉱 産資源を破

壊する行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体 は,自 然人お よび単位 である。

(2)本 罪の客体は,鉱 産資源 に関する国家の保護 と管理秩序であ
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本罪の客観面は,狩 猟法規 に違反 して,禁 猟区 もしくは禁猟期 におい

て,ま たは使用禁止用具 ・方法を用いて,狩 猟 を行い野性動物資源 を破壊

する行為である。「禁猟区」とは,国 家の関係官庁が定めた捕獲禁止区域

をいう。「禁猟期」とは,国 家の関係官庁が野生動物の繁殖 ・皮毛 ・食肉 ・

成長期 に応 じて定めた捕獲禁 止期間をいう。「使用禁止の用具 ・方法」と

は,野 生動物資源破壊の蓋然性があ り,人 間 ・動物に危害 を及ぼす道具 ・

方法 をいう。例えば,地 弓 ・地銃 ・地雷 ・毒物等の道具,火 炎 ・煙幕を用

いた攻撃方法である。行為者にこれ らの0事 情あれば,本 罪が成立する。

刑法341条2項 によれば,不 法 な狩猟行為の情状が重大 なときにのみ,

本罪が成立する。「重大 な情状」とは,実 務では次の場合をいう。① 「大

量の不法狩猟」 例えば,地 方で重点的に保護 される野生動物 を5頭 以上

捕獲す る場合である。② 「破壊的な道具 ・方法の使用」 動物の捕獲の有

無 を問わない。例 えば,軍 用武器 ・空気銃 ・毒物 ・爆薬等の道具を10回

以上使用 した場合,500個 以上の捕獲装置 を使用 した場合,100個 以上の

陥穽を掘 った場合,不 法狩猟 により2回 以上の行政処分 を受けた場合,

多衆 による不法狩猟の首謀者である場合等である。

刑法341条2項;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留,管

制または罰金 に処する。

刑法346条;単 位が本罪 を犯 した ときはr単 位 に罰金 を科するほカ㍉

その直接責任 を負 う管理職およびその他の直接責任者は,341条2項 の

規定 により処罰する。

8耕 地不法占用罪 〈非法占用耕地罪 〉

耕地不法占用罪 とは,土 地管理法規に違反 して,耕 地を不法に占用 して

用途を変更 し,そ の数量が多大で大量の耕地を殿損する行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人お よび単位である。

(2)本 罪の客体 は,国 家の土地管理秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,耕 地 と知 りなが ら不
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ことができる。その野 性動物およびその製品の買収 ・輸送 ・販売者 は,こ

れらの規定に違反すれば犯罪 となる。本罪の罪名は選択的罪名であ り,買

収 ・輸送 ・販売の全部 を実行 しても,一 罪 となる。

2.特 殊犯罪構成

(1)重 大犯罪構成 国家が重点的に保護す る貴重で絶滅危機 に瀕

した野性動物お よびその製品を不法 に買収 ・輸送 ・販売 して,そ の情状が

重大 なときに成立する。「重大な情状」とは,①2頭 以上の国家一級野生

動物 または6頭 以上の国家二級野生動物 を不法 に買収 ・販売 した場合,

② 国家重点保護野性動物お よびその製品にかかる不法経営額が1万 元以

上の場合,③ 不法収益が3000元 以上の場合等 をいう。

(2)特 別重大犯罪構成 国家が重点的に保護する貴重で絶滅危機

に瀕 した野性動物およびその製品を不法 に買収 ・輸送 ・加工 ・販売 して,

その情状が特 に重大な ときに成立する。「特に重大な情状」とは,3頭 以

上の国家0級 野生動物,12頭 以上の国家二級野生動物 を不法に買収 ・販

売 した場合,国 家重点保護野性動物およびその製品の不法経営額が5万

元以上 または不法収益が3万 元以上の場合等 をいう。

皿 刑事責任

刑法341条1項;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処 し,罰 金 を併科する。その情状が重大 なときは,5年 以上10年 以下

の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科する。その情状が特 に重大な ときは ,10

年以上の有期懲役に処 し,罰 金 または財産没収 を併科する。

刑法346条;単 位が本罪を犯 したときは,単 位に罰金を科するほか,

その直接責任 を負 う管理職およびその他 の直接責任者は,341条1項 の

規定 により処罰する。

7不 法狩猟罪 〈非法狩猫罪 〉

不法狩猟罪 とは,狩 猟法規 に違反 して,禁 猟区 もしくは禁猟期 におい

て,ま たは使用 を禁 じられた用具 もしくは方法 を用いて}狩 猟 を行 って野

性動物資源を破壊 し,そ の情状が重大な行為 をいう。
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野性動物 またはその製品を不法に買収s輸 送 または販売する行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人および単位である。

(2)本 罪の客体は,国 家の野生動物の保護およびその買収 ・輸送 ・

販売の管理秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,国 家が重点的に保護

する貴重で絶滅危機 に瀕 した野性動物 またはその製品をそれ と知 りなが

ら,不 法に買収 ・輸送 ・販売する心理態度である。不法利得の目的も有す

るのが一般的である。国家が保護する野性動物 またはその製品 と知 らず

に買収 ・輸送 ・販売 したときは,本 罪にならない。

(4)本 罪の客観面は,国 家が重点的に保護する絶滅危機に瀕 した貴

重な野性動物 またはその製品を不法 に買収 ・輸送 ・販売す る行為である。

「不法な買収 ・輸送 ・販売」とは,野 生動物保護法規により国家が保護す

る貴重な野性動物およびその製品に関する規定に違反 してr不 法に買収 ・

輸送 ・販売する行為 をい う。その野性動物お よびその製品の買収 ・輸

送 ・販売 についてf国 家は厳格 な二つの規定を設けている。第一は,医 薬

の必要に応 じて国家が保護する一定種の野性動物およびその製品の購入

についてである。第二は,展 示 ・科学研究 ・養殖等の活動 についてであ

る。特殊 な必要性 による国家一級野性動物お よびその製品の買収 ・利

用 ・販売は,国 務院行政主管部門またはその授権機関の許可がなければな

らない。いかなる単位 〔法人 ・共同体 ・事業体〕も,保 護野性動物お よび

その製品の購入には,法 的手続 を経なければならない。保護野性動物およ

びその製品の購入は,原 則 として省級の行政地域に跨 ってはならない。そ

の野性動物お よびその製品の輸送について,野 生動物保護法は,そ の野性

動物およびその製品を県の範囲を越えて輸送 ・携帯するときは,省 ・自治

区 ・直轄市の人民政府野生動物行政主管部門またはその授権機関の許可

を要する,と 定める。繁殖のため動物園間で輸送するときは,省 級人民政

府林業行政主管部門が同省の関係行政主管部門に授権 して許可を与える
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本 罪の重大犯罪構成 となる。「重大な情状」とは,2～3頭 の一級野生動

物,1頭 の貴重な一級野生動物,3～6頭 の二級野生動物 を捕獲 した場

合 をい う。

(2)刑 法341条 によれば,本 罪を犯 してその情状が特 に重大な と

き,本 罪の特別重大犯罪構成 となる。「特 に重大な情状」とは,1頭 の極

めて貴重 な一級保護野生動物,2～3頭 の比較的貴重 な一級野生動

物,4～6頭 のその他 の一級野生動物,4～6頭 の比較的貴重 な二級野

生動物,6頭 以上のその他の二級野生動物 を捕獲 した場合をいう。

皿 定罪

本罪 と水産物捕獲罪 との限界 両罪は,主 に行為の対象により区別 され

る。本罪の行為対象は絶滅危機 に瀕 した貴重な野性動物 に限 られるが ,こ

れには絶滅危機 に瀕 した貴重 な水生野生動物 も含 まれる。後罪の行為対

象は,一 般水産物である。絶滅危機に瀕 した貴重な水生野生動物 と知 りな

が ら捕獲 ・殺害 した ときは,本 罪が成立する。水産物捕獲時に誤 って絶滅

危機に瀕 した貴重な水生野生動物 を捕獲・殺害 した ときは,本 罪は成立 し

ないカ㍉ 水産物捕獲罪の加重的処罰情状 として考慮 される。

皿 刑事責任

刑法341条1項;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処 し,罰 金を併科する。その情状が重大な ときは,5年 以上10年 以下

の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科する。その情状が特に重大 なときは ,10

年以上の有期懲役 に処 しr罰 金または財産没収 を併科する。

刑法346条;単 位が本罪 を犯 した ときはs単 位 に罰金 を科するほか,

その直接責任を負 う管理職お よびその他の直接責任者は,341条1項 の

規定 により処罰す る。

6貴 重野性動物製品不法売買罪 〈非法牧殉、這輸、出管珍貴、瀕危

野生劫物制品罪〉

貴重野性動物製品不法売買罪とは,野 生動物保護法規に違反 して,関 係

官庁の許可を受けずに,国家が重点的に保護する絶滅危機に瀕 した貴重な
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(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,国 家が重点的に保護

する絶滅危機 に瀕 した貴重な野性動物 をそれと知 りなが ら捕獲または殺

害する心理態度である。錯誤 により要件 となる認識を欠いた捕獲 ・殺害

では,本 罪が成立 しない。

(4)本 罪の客観面は,国 家が保護する貴重 な野性動物を不法に捕

獲i・殺害する行為である。「不法な捕獲 ・殺害」とは,1988年11月8日

の野生動物保護法 に違反する野生動物の捕獲 ・殺害 をいう。同法 によれ

ば,国 家が重点的に保護する貴重で絶滅危機に瀕 した野性動物は,時 間 ・

場所 ・道具方法を問わず,野 生動物保護法規に違反 して関連官庁の許可な

く捕獲 ・殺害することが厳禁 されている。科学的研究 ・養殖 ・展示また

は特別な必要のあるときは,国 家の保護する一級野生動物の捕獲であれ

ば,国 務院野生動物行政主管部門に捕獲特別許可証 を申請 しなければなら

ずr国 家の保護する二級野生動物の捕獲であれば,省 ・自治区 ・直轄市政

府の野生動物行政主管部門に捕獲特別許可証 を申請 しなければな らない。

その際,捕 獲者は,捕 獲特別許可証 に定める種類 ・数量 ・場所 ・期限を遵

守 しなければならず,軍 用武器 ・毒物 ・爆薬 による捕獲は許 されない。こ

の規定に違反 して貴重な野性動物 を捕獲 ・殺害 したときは,違 法行為 とな

る。不法捕獲 ・殺害行為の一つがあれば,本 罪の成立に足 りる。捕獲 ・殺

害の対象 は,国 家が保護する野生動物である。「貴重な野生動物」とは,

生態 ・科学研究 ・文化 ・芸術 ・経済 ・友好交流 ・展示等 において重要価

値 を有する野生動物をいう。「絶滅危機に瀕 した野性動物」とは,絶 滅の

可能性の高い野生動物 をいう。国家が保護する野生動物は,一 級保護野生

動物 ・二級保護野生動物 に分けられ,そ の種類 ・分類は,国 務院の目録 に

よ り確定 される。1988年12月10日 の国務院 「国家重点保護野性動物 目

録」にはs12綱 ・55目 ・106科 ・222属 ・389種 の保護野生動物が記載 さ

れている。 この目録は,実 質的には法律形式で本罪の野生動物の範囲を画

している。

2.特 殊犯罪構成

(1)刑 法341条 によれば,本 罪を犯 してその情状が重大 なときは,
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4水 産物捕獲罪 〈非法捕携水声品罪 〉

水産物捕獲罪 とは,水 産資源保護法規に違反 して,禁 漁区 もしくは禁漁

期において,ま たは使用 を禁 じられた用具 もしくは方法を用いて
,水 産物

を捕獲 し,そ の情状が重大な行為 をいう。

本罪の客観面は,水 産資源保護法規に違反 して禁漁区もしくは禁漁期 に

おいて・または使用禁止用具 もしくは方法 を用いて
,水 産物 を捕獲する行

為である。「禁漁区」とは,魚 ・海老 ・貝の重要種の産卵場所 ・越冬場所
,

幼魚の捕食場所など全部または一部の漁業が禁止 される区域をいう。「禁

漁期」とは,経 済的魚類幼魚の出荷期間に基づいて禁止 される全面的 また

は一部の漁業期間 をいう。「使用禁止の用具 ・方法」とは
,魚 類資源保護

の要請 に不適合の捕獲器具 ・方法 をいい,例 えば,網 目が国家規定 よりも

細かい漁網,爆 発物 ・毒物 ・電気等の方法の使用禁止である。行為者の水

産物捕獲行為が禁漁区 ・禁漁期 ・禁止用具方法のいずれかであれば本罪

が成立する。

刑法340条 によれば,本 罪が成立するには,そ の情状が重大でなければ

ならない。「重大な情状」とは,① 不法捕獲 にかかる水産物が大量な場合
,

②反復的に水産物を捕獲する場合,③ 漁業行政管理機関に抵抗 し漁業行政

管理職員に殴打 ・侮辱を加えた場合等 をいう。

刑法340条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役 ,拘 留,管 制 ま

たは罰金に処する。

5貴 重野生動物不法捕殺罪 〈非法猫捕 、兼害珍貴 、瀕危野生劫物罪 〉

貴重野生動物不法捕殺罪 とはi野 生動物保護法規に違反 して,関 連官庁

の許可を受けずに,国 家が重点的に保護する絶滅危機に瀕 した貴重な野性

動物 を不法に捕獲 または殺害す る行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人および単位である。

(2)本 罪の客体 は,野 生動物の保護お よびその管理秩序である。
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限 を受け原料 として利用 しうる廃棄物の目録」 に記載 された廃棄物をい

う。② 「重大な環境汚染事故により公私の財産の重大な損失 または人体

の健康の危害 を発生 させ る行為」 「重大な環境汚染事故」の原因は二種

類ある。第一は,主 観的には輸入廃棄物の原料 としての利用を希望 してい

たが,実 際には欺岡または長期間の運送等によって利用不能の廃棄物 とな

り,環 境汚染の結果を発生させる場合である。第二は,実 際に輸入廃棄物

の原料 としての利用が可能だが,自 己の不適切 な運送 ・保管 ・加工 により

環境 を汚染する場合である。いずれの原因であれ,重 大 な環境汚染事故を

発生させれば,本 罪の結果の要件 を充足する。

2.特 殊犯罪構成

原料 として使用する固体廃棄物 を無許可で輸入 して,特 に重大な結果を

発生 させたときは,本 罪の加重的犯罪構成 となる。「特 に重大な結果」と

は,環 境汚染が特に重大 な場合r公 私の財産に特 に重大な損失 または多数

人の健康の危害 を発生 させた場合等 をいう。

n定 罪

本罪 と固体廃棄物不法処分罪 との限界 両罪は,と もに固体廃棄物の無

許可輸入であるが,そ の目的に主な違いがある。本罪では廃棄物を原料 と

して利用する目的であるが,後 罪は,国 外の固体廃棄物の国内での投棄 ・

放置・処分 を目的とし,原 料 としての利用 目的はない。後罪の目的での行

為は,実 質的に中国を外国廃棄物の放置場 ・処分場 とするものであるか

ら,本 罪 よりも劣悪である。

皿 刑事責任

刑法339条2項;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処 し,罰 金を併科する。その結果が特 に重大 なときは,5年 以上10年

以下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。

刑法346条;単 位が本罪を犯 したときは,単 位 に罰金を科するほか,

その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者は,339条2項 の

規定により処罰する。
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10年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。その結果が特 に重大なと

きは,10年 以上の有期懲役 に処 しs罰 金 を併科する。

刑法346条;単 位が本罪 を犯 したときはf単 位に罰金を科するほカ㍉

その直接責任 を負 う管理職およびその他の直接責任者は ,339条1項 の

規定 により処罰する。

3固 体廃棄物不法輸入罪 〈檀 自遊ロ固体渡物罪 〉

固体廃棄物不法輸入罪 とは,国 務院関係主管官庁の許可を受けずに,権

限な く個体廃棄物 を原料 として不法に輸入 したことにより,重 大 な環境汚

染事故を引 き起 こして,公 私の財産の重大な損失または人体の健康の重大

な危害を発生 させる行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人お よび単位である。

(2)本 罪の客体は,輸 入廃棄物に関す る国家の管理制度である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。国務院関係主管官庁の許可のな

いことを知 りなが ら,権 限な く固体廃棄物 を輸入 し,原 料 として使用 ・加

工する目的である。

(4)本 罪の客観面は,次 の二要件か らなる。① 「国務院関係主管官

庁の許可を受けずに権限な く輸入 した固体廃棄物 を原料 として使用する

行為」 「国務院関係主管官庁の許可 を受けずに」とは,輸 入固体廃棄物 を

原料 として使用する許可を国家環境保護局またはその他の関連管理監督

官庁か ら受けずに輸入することをいう。輸入廃棄物環境保護管理暫定規

定3条 によれば,原 料 として使用する固体廃棄物 は,確 かな輸入の必要

性があれば輸入 しうるが,そ の際には,環 境管理官庁の「廃棄物輸入許可

証」を受け,国 家商品検疫官庁 ・税関 ・商工管理官庁の管理に服 さねばな

らない。関連官庁の許可がない限 り,廃 棄物 を原料 として輸入 してはなら

ない。この規定に違反すると,無 権限の輸入 と認められる。輸入制限を受

ける廃棄物 とは,原 料 として利用で きる廃棄物,す なわち「国家の輸入制
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2輸 入固体廃棄物不法処分罪 〈非法処置避ロ得固体度物罪〉

輸入固体廃棄不法処分罪 とは,国 家の規定 に違反 して,国 外の固体廃棄

物 を国内で投棄,放 置 または処分す る行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人および単位である。

(2)本 罪の客体 は,輸 入固体廃棄物 に関する国家の管理制度であ

る。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,国 外の固体廃棄物 を

それと知 りなが ら国内に不法運送 ・処分する心理態度である・

(4)本 罪の客観面は,国 家の規定に違反 して,国 外の固体廃棄物 を

国内で投棄 ・放置 ・処分す る行為である。「国家規定の違反」とは,「 中

国国境外の固体廃棄物 を国境内に投棄 ・放置 ・処分 してはならない」 と

定める固体廃棄物環境汚染防止法(1995年10月30日)24条 に違反する

ことをいう。「固体廃棄物」とは,生 産 ・建設 ・日常生活お よびその他の

活動か ら生 じる固体 ・半固体の環境汚染廃棄物をいう。本罪の行為形態

は,国 外の固体廃棄物 を国内で投棄 ・放置 ・処分する行為に限 られ,実 質

的に中国を外国廃棄物の放置場 ・処分場 とする行為である。 この行為の

実行のみで本罪は成立 し,現 実の環境汚染の有無 を問わない。

2.特 殊犯罪構成

(1)刑 法によれば,国 外の固体廃棄物を国内で投棄 ・放置 ・処分 し

たことによる重大な環境汚染事故のために,公 私の財産の重大な損失また

は人体の健康の危害を発生させたときは,本 罪の重大犯罪構成 となる。

(2)国 外の固体廃棄物を国内で投棄 ・放置 ・処分 し,そ の結果が特

に重大なときは,本 罪の特別重大犯罪構成 となる。

H刑 事責任

刑法339条1項;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処 し,罰 金を併科する。重大な環境汚染事故の発生により,公 私の財産

に重大 な損失 を与え,ま たは人の健康 を著 しく害 したときは,5年 以上
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て一定地域の環境 に重大な影響 を与え,人 類の健康に危害を及ぼ し,生 物

の生存 ・成長にも影響 を与 えることをいう。第二は ,「 具体的な汚染結

果」であ り,観 測 ・計量 ・評価可能な重大な財産の損失または死傷の結果

を発生させることをいう。特定の財産および人身の損害は発生 したが重

大な環境汚染が発生 しないとき,環 境汚染は発生 したがそれによる財産的

損失 ・死傷の結果 と計量 ・観測 しえないときは,本 罪の結果 とは認め られ

ない。

2.特 殊犯罪構成

危険廃棄物の不法 な排出 ・投棄 ・処分によ り重大な環境汚染事故 を発

生 させ,そ の結果が特 に重大 なときは,結 果的加重犯 として本罪の重大犯

罪構成 となる。「特 に重大な結果」とは,特 に巨額の財産的損失 ・多数人

の死傷の発生をい うのが一般的である。

皿 定罪

1・本罪 と危険物事故罪の区別 両罪は,と もに危険物 を対象 とし,環

境汚染 ・財産的損失 ・死傷の結果発生の可能性 を有するが ,主 に次の点で

区別される。①本罪の対象は危険な廃棄物であるが,後 罪の対象は危険物

品である。②本罪では環境保護法 に違反する廃棄物排出 ・処分の過程で

結果が発生するが,後 罪では危険物品管理規定 に違反する危険物品の生

産 ・使用 ・輸送 ・管理の過程で結果が発生する。③本罪では重大 な環境

汚染事故発生が要件 となるカ㍉ 後罪はこの限 りでない。

2・本罪 と重大責任事故罪 との区別 両罪は行為形態が異なる。通常r

本罪は環境保護法規違反であるが,後 罪は生産安全法規違反である。

皿 刑事責任

刑法338条;本 罪を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

し,罰 金 を併科 または単科する。結果が特に重大 なときは ,3年 以上7

年以下の有期懲役に処 し,罰 金を併科する。単位が本罪を犯 したときは,

単位に罰金を科するほか,そ の直接責任 を負 う管理職およびその他の直接

責任者 は,本 条の規定 により処罰する。
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第7節 環境資源を害する罪

1環 境汚染重大事故罪 〈重大圷境罪汚染事故罪 〉

環境汚染重大事故罪 とは,国 家の規定 に違反 して,土 地・水域 ・大気に

放射性 廃棄物 ・伝染病病原体含有廃棄物 ・有毒物質 もしくはその他の危

険な廃棄物 を排出,投 棄 または処分することによって,重 大な環境汚染事

故 を発生 させて,公 私の財産の重大な損失を与え,ま たは人身の死傷等の

重大 な結果を発生 させる行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体 はr自 然人および単位である。

(2)本 罪の客体 は,国 家 ・社会 による自然環境の保護である。

(3)本 罪の主観面は,過 失である。すなわち,過 失による重大結果

の発生である。

(4)本 罪の客観面 は,次 の二要件 からなる。

① 「国家規定に違反 して危険な廃棄物 を排出 ・投棄 ・処分する行為」

環境保護 ・環境汚染防止に関する国家の法律規定 に違反 して,指 定の場

所 ・方法に従 わずに危険な廃棄物 を排出・投棄 ・処分することをいう。「危

険な廃棄物」とは,国 家が危険廃棄物の目録に記載する危険な廃棄物 また

は国家の危険廃棄物の識別基準 ・識別方法により認定 される危険な廃棄

物 をいう。これには,放 射性廃棄物 ・伝染病病原体含有廃棄物 ・有毒物質

等の危険な廃棄物が含まれる。本罪の行為対象は,危 険な廃棄物 に限 ら

れ,そ の他の一般廃棄物の排出では,本 罪は成立 しない。行為の場所お よ

び方法に制限はな く,土 地 ・水域 ・大気 に危険な廃棄物 を排出 ・投棄 ・処

分すれば足 りる。

② 「重大 な環境汚染事故 を発生 させて,公 私の財産に重大な損失 を与

え,ま たは人身を死傷 させる行為」 これには二つの意義がある。その第

一は
,「重大 な環境汚染」であ り,危 険な廃棄物の排出 ・投棄 ・処分によっ
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す る。受診者者 を死亡 させたときは,10年 以上の有期懲役 に処 し,罰 金

を併科する。

11動 植物検疫免脱罪 〈逃避劫檀物栓疫罪〉

動植物検疫免脱罪 とは,動 植物出入国検疫法の規定に違反 して,動 植物

の検疫を免脱 し,動 植物の重大 な疫病を発生 させ る行為をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人お よび単位である。

(2)本 罪の客体は,国 家の動植物出入国検疫制度,農 業 ・林業 ・牧

業 ・漁業の生産および人体の健康である。

(3)本 罪の主観面は,過 失である。すなわち,動 植物検疫免脱によ

る動植物の重大な疫病発生に対する過失である。

(4)本 罪の客観面は,動 植物出入国動植物検疫の免脱により動植物

の重大疫病 を発生 させる行為である。「動植物の重大疫病の発生」とは s

動植物の1類 ・2類 伝染病 ・寄生虫病の暴発 ・流行rま たは植物 に危険

な病害 ・虫害 ・雑草等 の暴発 ・流行 ・伝播 ・蔓延の惹起 をいう。

皿 定罪

本罪 と国境衛生検疫違反罪 とは,主 に次の点で区別 される。

1)検 疫の対象が異なる。本罪の対象は動植物およびその関連検疫物

であるが、後罪の対象は人お よびその物品である。

2)結 果の内容が異 なる。本罪は動植物の疫病,後 罪は伝染病である。

3)結 果の程度が異なる。本罪は現実の疫病発生により成立するが,後

罪は伝染病伝播 の重大 な危険があれば足 りる。

皿 刑事責任

刑法337条;本 罪 を犯 した自然人は,3年 以下の有期懲役 または拘留

に処 し,罰 金 を併科 または単科する。単位が本罪を犯 したときは,単 位に

罰金 を科するほか,そ の直接責任 を負う管理職およびその他の直接責任者

はs1項 の規定により処罰する。
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流産させた場合s② これらの手術 を野蛮な方法で行 った場合s③ 他人の生

命 ・健康 に重大 な危険を生 じさせた場合等 をいう。

2.特 殊犯罪構成

(1)産 児制限不法行為 を行 って受診者の身体 ・健康 に重大 な損害

を発生 させたときは,本 罪の重大犯罪構成 となる。「受診者の身体 ・健康

の重大 な損害」とは,受 診者の身体障害 ・組織的器官の重大な損傷 ・生育

能力喪失 ・労働能力喪失等の重大な結果をいう。行為者の主観面は,重 大

な結果に対する直接故意であってはならない。

(2)産 児制限不法行為を行 って受診者 を死亡させたときは,本 罪の

〔特別〕重大犯罪構成 となる。行為者の主観面 は,死 亡結果に対する直接

故意であってはならない。

H定 罪

1.本 罪 と医療事故罪の区別 両罪を区別する主な基準は,行 為者の医

師資格の有無にある。資格者が他人のため産児制限手術 を行って も犯罪

にならないが,職 責怠慢により受診者の重傷 ・死亡を発生させれば,医 療

事故罪になる。

2.本 罪 と不法医行為罪 との区別 本罪は,実 質的に不法医行為罪の特

殊類型であ り,本 罪の構成要件該当行為は,常 に後罪の構成要件 にも該当

する。両罪の主な区別は,次 の点 にある。本罪の客体 〔法益〕にはs他 人

の生命 ・健康のほか産児制限の管理秩序 も含まれる。現実生活では,不 法

な医療業務の過程で産児制限手術が行 われることが多い。この場合 には,

不法医行為罪を認めるのが妥当である。行為者の不法な医療業務が産児

制限手術 を専業的または主要業務 とするときは,産 児制限不法手術罪 とす

るのが妥当である。 しか し,い ずれの場合 も,数 罪併罰 〔併合罪〕とする

必要はない。

皿 刑事責任

刑法336条2項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 また

は管制に処 し,罰 金 を併科または単科する。受診者の身体の健康に重大な

損害を与えたときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科
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た1に 産児機能回復手術,虚 偽の産児制限手術,産 児中絶手術 または子宮

内避妊器具摘出を行 って,そ の情状が重大な行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,医 師営業資格または助産婦資格なき者に限 られ

る。医師 ・助産婦の資格保持者 による産児機能回復手術 ・産児中絶手術

の無権 限実行は,職 業倫理違反にはなっても犯罪にならない。

(2)本 罪の客体は,他 人の健康お よび産児制限の正常な秩序であ

る。刑法は,業 務資格なき者のみが本罪を構成 しうると定める。その主な

理由は,資 格なき者には専門的知識 ・技能が欠けるので,他 人の生命 ・健

康への危険が重大だか らである。それゆえ,刑 法は,主 に公衆の健康 と生

命の保護のため本罪 を定めた といえる。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。

(4)本 罪の客観面は,他 人のために生育 ・堕胎等の手術 を行 うこと

である。具体的 には,次 の行為がある。① 「産児機能回復手術」 産児制

限手術を受けた者の輸精管 ・輸卵管を再連結 して生育機能 を回復 させ る

ことをいう。② 「虚偽の産児制限手術」 虚偽の絶種手術 ・子宮内避妊器

具(リ ング)挿 入等の産児制限手術 を行い,表 面的には生育不能であるが

現実 には生育機能が残 っていることをい う。③ 「産児中絶手術」 薬品に

よる中絶または人工流産手術 を行うことをいう。④ 「子宮内避妊器具摘

出」

「権限な く」とは,医 師業務資格なき者がこれ らの手術 を行 うことをい

い,そ の実行により無権限 と認められる。医師業務資格保持者が他人のた

めこれらの手術 を行っても,本 罪にいう無権限行為ではない。行為者が こ

れらの産児制限に反する手術 または堕胎手術の一つを行えば,本 罪の客観

的要件が充足 される。 しか し,無 権限の助産行為は,本 罪の客観的行為で

はない。

産児制限に反する不法な手術 は,そ の情状が重大なときにのみ犯罪 とな

る。「重大な情状」とは,① これらの手術 を反復的に行 って他人を妊娠 ・
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した場合,② 危険性の高い医療活動に従事 した場合,③ 不法医療 により巨

額の利益を取得 した場合,④ 受診者の健康 を害 した場合}⑤ 無謀 ・野蛮な

方法 を用いた場合等 をいう。

2.特 殊犯罪構成

(1)不 法な医療行為により受診者の重大な健康損害 を発生 させた

ときは,本 罪の重い犯罪構成 となる。「受診者の健康の重大な損害」とは,

受診者の身体障害 ・組織器官の重大な損害 ・労働能力喪失等の重大結果

を発生 させた場合 をい う。この結果に対する行為者の主観面は,過 失 また

は間接故意であ り,直 接故意はあ りえない。

(2)不 法 な医行為により受診者を死亡 させたときは,本 罪の重大犯

罪構成 となる。死亡結果に対する行為者の主観面は,直 接故意であっては

ならない。

H定 罪

本罪 と医療事故罪 との区別

1)主 体の相違 本罪は医師営業資格なき者であるが,後 罪は医師営業

資格保持者である。

2)主 観面の相違 本罪は故意であるカ㍉ 後罪は過失である。

3)客 観面の相違 本罪は不法な医行為に限 られる。後罪は,合 法な診

療 ・看護活動であ り,医 療行為の他 に看護活動 も含まれるがf重 大な結果

の発生が要件 となる。

㎜ 刑事責任

刑法336条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制に処 し,罰 金を併科または単科する。受診者の人身の健康に重大な損害

を与 えたときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。

受診者 を死亡 させたときは,10年 以上の有期懲役 に処 し,罰 金を併科す

る。

fo産 児制限不法手術罪 〈非法避行市育手木罪〉

産児制限不法手術罪 とは,医 師の営業資格 なき者が,権 限な くs他 人の
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皿 刑事責任

刑法335条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

9不 法医行為罪 〈非法行医罪〉

不法医行為罪 とは,医 師の営業資格なき者が,不 法 に医行為 を行い,そ

の情状が重大 な行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,医 師の営業資格 なき自然人である。その資格保

持者は}本 罪 を構成しえない。医師の営業資格 とは,中 華人民共和国医師

営業法(1999年5月1日 施行)12条 によれば,「 医師資格試験で合格の

成績 を収めて取得 した医師営業資格 または補助医師資格」をいう。国家

は医師営業につ き登録制度 を採用 しているので,医 師資格取得者は,衛 生

行政部門に登録 申請 し,医 師登録 されて医師営業証書を取得 して初めて,

医行為 を行い うる。 また,同 法14条 は,「 医師登録 を経て営業証書を取

得 しなければ,医 師営業活動 を行 ってはな らない」 と定める。 この よう

に,医 師営業資格 なき者 とは,医 師登録 されて営業証書を取得 していない

者 と解 される。

(2)本 罪の客体は,公 民の身体の健康 と正常 な医療管理の秩序であ

る。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,医 師資格がない と知

りなが ら,医 行為 を行 う心理態度である。本罪の故意は,営 業資格な く医

療活動を行 う事実 を認識すれば足 り,そ のような医行為の違法性の認識ま

では問われない。

(4)本 罪の客観面は,不 法 な医行為である。 この医師営業資格な き

営利的医療活動には,医 療機関における場合 と無許可開業 を行 う場合 とが

ある。刑法 によれば,不 法医行為は,そ の情状が重大なときにのみ犯罪 と

なる。「重大な情状」とは,① 再三の取締 を受けて も不法医療行為 を継続
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1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体すなわち医療職員である。「医療職員」

とは,診 療看護事務 に従事する者をいい,国 家 ・集団の医療機関の医師 ・

看護婦 ・薬剤師お よび主管官庁の許可 を得た個 人医師を含む。

(2)本 罪の客体は,医 療 に関する国家の正常な秩序 と患者の生命 ・

健康である。

(3)本 罪の主観面は,過 失である。医療規則制度の重大な違反によ

る業務上の過失である。

(4)本 罪の客観面は,重 大な職責怠慢により受診者 を死亡 させ,ま

たはその身体の健康に重大 な損害を与 える行為である。具体的には,次 の

二要件か らなる。① 「重大な職責怠慢」 それは,診 療看護業務遂行時に

規則制度,診 療看護の常識に違反す ることをいう。例 えばs診 断 ・処方

箋 ・麻酔 ・手術 ・輸血 ・看護 ・検査 ・消毒 ・説明 ・巡視等の規則 ・制度

の違反である。診療看護の常識 とは,診 療看護の実務か ら長期的に形成 ・

公認 された効果的な作業の慣習 ・慣例 をいう。規則 ・制度の違反は}本 罪

の一客観的要素であるとともに,業 務上過失の主観面を認定する重要な根

拠でもある。② 「重大 な職責怠慢 による受診者の死亡 またはその健康の

重大な損害」 受診者の健康の重大 な損害 とは,受 診者の身体障害 ・組織

的器官の損傷 ・労働機能喪失等の重大結果をいう。

皿 定罪

本罪 と医療過程 における過誤 ・偶発事故 ・技術事故 との区別 医療過

程 における過誤 は,真 摯な職責履行の欠落があって も,そ の損害結果が軽

微であれば犯罪にならない。医療過程 における偶発事故 とは,診 療 ・看護

の過程 で予想 ・防止 しえない受診者の病状 ・特異体質 により死亡 ・傷

害 ・機能障害の結果が発生することをいう。重大結果が発生 して もs医 療

関係者に重過失 または規則違反がなければ犯罪にならない。医療技術事

故 とは,医 療関係者の低い医療技術水準 ・経験不足等の原因により発生す

る事故をいう。医療技術事故は,そ の原因が医療関係者の低い責任感 ・規

則違反にないので犯罪にならない。
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(4)本 罪の客観面は,定 められた検査測定不履行 または操作規則違

反により,他 人の健康の健康 を害する行為である。具体的 に,次 の二要件

か らなる。① 「検査測定 ・操作等 にかかる規定違反行為」 血液製品管理

法によれば,規 定違反行為 とは次の諸行為 をいう。すなわち,定 め られた

基準 によらない血液測定検査,代 替者 健 康検査不合格者 ・血液提供許可

証不所持者か らの血液採取r過 剰 な血液採取,血 液採取器具不使用の採

取,廃 棄器具の反復使用,国 家の定める測定項 目検査結果陽性血液の未整

備 ・未報告等である。② 「他人の身体の健康への危害」 規則違反行為に

より血液提供者 ・血液使用者 ・血液製品使用者の健康 に時には死亡に到

るほど重大な損害を発生 させることをいう。

皿 定罪

本罪 と血液不法採集供給罪 との限界 両罪は,主 に次の点で区別 され

る。①主体が異なる。本罪の主体は,血 液製品生産経営資格 を有する単位

とその従業者であるが,後 罪の主体は,自 然人一般 に限 られ,血 液生産経

営資格 を有 しない者である。②主観面が異なる。本罪は事故型過失犯で

あるが,後 罪は故意犯である。③客観面が異なる。本罪では,規 則違反行

為および現実に人体の健康 を害する結果が要件 となる。これに対 して,後

罪では,資 格 ・遵守すべ き規則 は問題 にならず,国 家基準不適合および他

人の健康損害の危険状態のみが要件 となり,ま た現実の健康損害結果発生

は必要ない。 この結果が現実に発生すれば,重 大犯罪構成を形成する。

皿 刑事責任

刑法334条2項;本 罪を犯 したときは,単 位 に罰金を科するほか,そ

の直接責任 を負 う管理職お よびその他の直接責任者は,5年 以下の有期懲

役または拘留に処する。

8医 療事故罪 〈医庁事故罪〉

医療事故罪 とは,医 療職員が,そ の重大な職責怠慢により,受 診者 を死

亡させ またはその身体の健康に重大な損害 を与 える行為 をいう。
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2.特 殊犯罪構成

(1)重 大犯罪構成 不法な血液採取 または血液製品製造供給によ

り入体に重大な危害 を及ぼした ときはr本 罪の重大犯罪構成 となる・人体

の重大な危害 とは,作 業規定不遵守の血液採取により血液供給者の健康に

重大な損害が発生 した場合,採 取 ・供給 された血液 ・血液製品の不適合 に

より血液使用者の健康 に重大 な損害が発生 した場合等 をいう。

(2)特 別重大犯罪構成 本罪を犯 して特に重大な結果 を発生させ

た ときは,本 罪の特別重大犯罪構成 となる。「特 に重大な結果」とは,多

数の血液供給者 ・血液使用者の健康に時 には死亡 に到 るほ どの重大な損

害 を発生させ た場合s重 大な伝染病の伝播 を発生 させた場合等 をい う。

H刑 事責任

刑法334条1項;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処 し,罰 金 を併科す る。人体の健康 に重大な危害 を発生 させた とき

は,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科する。特 に重大 な

結果 を発生 させた ときは,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役 に処 し,

罰金 または財産没収 を併科する。

7血 液採集供給事故罪 〈采集、供庫血液 、制作 、供庫血液制品事故

罪〉

血液採集供給事故罪 とは,国 家主管官庁の許可を受けた血液採集供給 ま

たは血液製品製造供給の機関が,定 められた検査測定を行わず,ま たは操

作規則 に違反 してs人 体の健康 に重大 な危害を発生 させる行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体すなわち国家主管官庁の許可を受けた

血液採取供給 または血液製品製造供給の機関およびその責任者である。

(2)本 罪の客体は,血 液製品に関する国家の管理制度 と公共の衛生

である。

(3)本 罪の主観面は,過 失である。すなわち,他 人の身体の健康 を

損害する結果につ き,単 位およびその責任者に過失が存することである。
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皿 刑事責任

刑法333条;本 罪を犯 した者は,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処す

る。

6血 液不法採集供給罪 〈非法采集、供-血 液、制作、供庫血液制晶

罪 〉

血液不法採集供給罪 とは,血 液製品管理法規に違反 して,関 係機関の許

可を受けずに権限な く血液を採集・供給 し,ま たは血液製品を権限な く製

造・供給 して,国 家の定める基準 に不適合のため人の健康 を害するおそれ

のある行為 をいう。

1犯 罪構成

1,基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体はs自 然人一般に限 られる。

(2)本 罪の客体は,血 液製品の管理制度お よび公共の衛生である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,血 液の採取 ・供給 ま

たは血液製品の製造 ・供給の資格 を有 しないと知 りながらr利 得のために

これ らの行為 を行 うことである。血液の採取 ・供給お よび血液製品の製

造 ・供給は,無 資格では行えない。行為者が採取提供 ・製造供給の過程 ま

たは不合格の製品 と知るか否かは,本 罪の成立 に影響 しない。

(4)本 罪の客観面は,不 法に血液 を採取 ・供給 し,ま たは国家基準

不適合の血液製品を製造 ・供給 して人の健康 を害するおそれのある行為

である。具体的な要件は,次 の通 りである。①違法性 「単位血漿許可証」

を取得せずに血液 を採取 ・供給する行為 または 「薬品生産品質管理規範

基準」 に適合 しない血液製品を製造 ・供給す る行為である。②血液採取

の過程 ・供給血液または製造供給血液製品の国家基準不適合 ③人体の

健康危害の蓋然性 「人体の健康」とは,血 液提供者および血液使用者の

健康 をいう。以上の三要件を同時に充足すると,本 罪の客観的行為が認め

られる。
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が起 こる。他人の重傷・死亡 を発生 させたときは,よ り重い傷害罪へ と転

化 させて定罪 ・処罰するのが,同 条の解釈 として合理的である。

n刑 事責任

刑法333条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 に処 し,罰 全を

併科す る。他人に売血 を強迫 した者は,5年 以上10年 以下の有期懲役 に

処 し,罰 金を併科する。

5売 血強迫罪 〈強迫妻血罪〉

売血強迫罪 とはi暴 力 ・または脅迫により他人に売血 を強迫する行為 を

いう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体 は,自 然人0般 である。

(2)本 罪の客体は,国 家の血液採集管理制度お よび血液提供者の健

康 ・人身の自由である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,暴 力 ・脅迫による血

液販売の強迫 をそれ と知 りなが ら行 う心理態度である。

(4)本 罪の客観面は,暴 力 ・脅迫により他人に血液販売を強迫する

行為である。すなわち,血 液提供 を望 まない者 に殴打 ・人身の自由の制

限 ・脅迫等 を用いて,血 液採集単位,赤 十字 ・その他の血液採取医療機関

への血液提供 を余儀な くさせ ることである。

II犯 罪構成の変異

刑法333条2項 によれば,他 人に暴力 ・脅迫 を用いて血液販売を強迫

し,傷 害を負 わせたときは,刑 法234条 すなわち傷害罪 として定罪 ・処罰

する。これは,暴 力 ・脅迫を用いて疾病により血液採取 しえない者 に血液

採取を強制 し,ま たは過剰な血液の採取販売を行 って他人の身体に重大な

傷害を負わせた場合,直 接暴力 を使用 して他人の身体 を傷害 した場合等で

ある。暴力 ・脅迫により他人に血液販売を強迫 して重大な傷害を発生 さ

せた ときは,本 罪の犯罪構成に根本的な変化が生 じて,傷 害罪 となる。
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1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般 に限 られる。実務では,他 人を不法

に組織 して売血 を行 う者は,一 般社会人や血液医療部門の職員であった り

する。「売血 を組織する者」・「血液 を独占する者」は ,正 常な血液採集活

動 を著 しく妨害する。

(2)本 罪の客体は,血 液供給に関する国家の管理秩序 と血液提供者

の健康 である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。営利 目的も有するのが一般的で

ある。

(4)本 罪の客観面は,他 人を不法に組織 して売血 を行 う行為であ

る。すなわち,血 液製品管理法に違反する画策 ・動員 ・誘引 ・連絡を行 っ

て,多 数の提供者の体内から血液 を採取 し}こ れを販売する行為である。

これには,多 数の血液提供者 を組織 して血液 を利用する単位 〔法人 ・事業

体〕・個人に販売する行為,血 液採集場 を権限な く設立 して多数の提供者

から血液 を採取する行為がある。組織者の一部は,血 液採集単位 ・医療機

関の職員 と共謀することが多 く,血 液供給源を支配 して提供者から安価で

血液を買い取 り,血 液使用者 に高価で販売する。

2.特 殊犯罪構成

刑法333条 によればi他 人を組織 して血液を販売する過程で他人に血液

販売を強迫 した ときは,本 罪の重大犯罪構成 となる。「他人に血液販売を

強迫」するとは・暴力 脅 迫またはその他の方法を用いて・血灘 供翻

意思に反 し体内の血液の販売 を強制する行 為をいう。

3.犯 罪構成の転化

刑法333条2項 によれば,他 人を組織 した血液販売により他人を傷害

した ときは}刑 法234条 すなわち傷害罪 として定罪 ・処罰 される。他人を

組織 した血液販売の過程で過剰 に血液を採集 し,ま たは疾病のため血液を

採取 しえない者か ら血液 を採取 して他人の健康 に重大な損害を与えて死

亡させた ときは,実 際には傷害罪が成立する。すなわち,傷 害罪への転化
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危険を生 じさせることをいう。

2.特 殊犯罪構成

伝染病菌毒の拡散により特に重大な結果を発生させたときは,本 罪の結

果的加重犯 となる。「特 に重大 な結果」とは,① 伝染病菌毒の拡散により

甲類伝染病の汚染 ・流行またはその重大な危険を発生 させたこと,② その

他の伝染病の大規模 な汚染 ・流行 を発生させたこと,③ 多数の感染者の死

傷 ・身体障害 を発生 させたことなどをいう。

n刑 事責任

刑法331条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

す る。その結果が特に重大 なときは,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処

する。

3国 境検疫規定違反罪 〈遠反国境ヱ生栓疫規定罪〉

国境検疫規定違反罪 とは,国 境衛生検疫の規定 に違反して,検 疫伝染病

を伝播 させ,ま たはその重大な危険を発生 させる行為 をいう。

国境衛生検疫法 によれば,出 入国を行 うすべ ての人員 ・交通機関 ・荷

物 ・貨物等 は,国 境衛生検疫機関の医学検査 ・衛生検査 ・必要な衛生処理

を受けねばならない。行為者が検査 ・処理を免脱 ・拒否するとs国 境衛生

検疫規定の違反行為 となる。「検疫伝染病」とは,ペ ス ト,コ レラ,黄 熱

病および国務院の規定 ・公示するその他 の伝染病 をいう。

刑法332条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留に処

し,罰 金を併科または単科する。単位が本罪を犯 したときは,単 位 に罰金

を科す るほか,そ の直接責任 を負 う管理職お よびその他の直接責任者

は,1項 の規定によ り処罰する。

4不 法売血組織罪 〈非法組銀妻血罪〉

不法売血組織罪とは,血 液製品管理法規に違反して,権 限なく他人を組

織 して血液を採集 し販売する行為をいう。
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2.特 殊犯罪構成

伝染病防治法違反により特 に重大な結果を発生 させた ときは,本 罪の結

果的加重犯 として定罪 される。「特 に重大な結果」とは ,甲 類伝染病を暴

発 ・流行 させて多数人の死傷 ・身体障害 を引 き起 こした場合,国 家 ・人民

の利益 にその他の特に重大 な損失を発生 させた場合等をいう
。

皿 刑事責任

刑法330条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。結果が特に重大 なときは,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処する。

単位が本罪を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科するほか,そ の直接責任 を負

う管理職およびその他 の直接責任者は,1項 の規定 により処罰する。

2伝 染病菌拡散罪 〈倭染病菌神 、毒紳ザ散罪〉

伝染病菌拡散罪 とは,伝 染病の菌種 ・毒種の実験 ・保管 ・携帯 ・輸送 に

従事する人員が,国 務院衛生行政部門の関連規定に違反 して,伝 染病の菌

毒を拡散 させ,そ の結果が重大な行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体すなわち伝染病の菌種 ・毒種の実験 ・

保管 ・携帯 ・輸送 を行 う者である。

(2)本 罪の客体は,伝 染病の菌毒に対する国家の管制制度 と公共の

衛生である。

(3)本 罪の主観面は,過 失である。

(4)本 罪の客観面は,国 務院衛生行政部門の関連規定に違反 して,

伝染病の菌毒 を拡散 させ重大な結果を発生 させる行為である。「関連規定

違反」とは,伝 染病の菌種 ・毒種の実験 ・保管 ・携帯 ・輸送等に対する管

理制度の違反をい う。「伝染病の菌毒の拡散」とは,伝 染病防治法施行法

60条 に定める1類 ・2類 ・3類 の伝染病菌(毒)種 が管理不能 とな り社

会へ流出することをい う。「重大な結果」とは,他 人に伝染病 を感染 させ

て死亡 ・身体障害の結果を発生 させ,ま たは伝染病の汚染 ・流行の重大な
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させ る行為を「行政犯」として多数定めている。 この行政犯は,反 倫理的

性質が顕著でない点で,殺 人 ・強姦 ・放火 ・窃盗 ・強盗等の伝統的「自然

犯」とは明確 に異 なる。それゆえ,そ の犯罪 ・行為者の罪過形式の確定 ・

判断に際 しては,自 然犯 と区別 しなければならない。行政犯では,一 般 に

間接故意の概念の使用は妥当でなく,危 害結果に対する悪意またはその発

生の希望が行為者に欠けるときは,故 意が排斥される。つ まり,本 罪の罪

過形式 の認定 ・判断には,次 の二点を考慮する必要がある。すなわち,第

一に
,結 果発生 に対する過失の存在 という積極面,第 二に,直 接故意の不

存在 という消極面である。行政犯の反倫理的傾向は自然犯ほど明確でな

いので,行 為者が結果発生の可能性 を認識 した としても,軽 信 ・放任 によ

る過失 ・故意の認定では,合 理的な結論を導 くことが極めて困難である。

(4)本 罪の客観面は,伝 染病防治法違反 という法定の一事情を充足

し,甲 類伝染病を伝播 させ,ま たはその重大な危険を生 じさせる行為であ

る。本罪の客観面は,次 の二要件からなる。第一は,伝 染病防治法に違反

する一行為が存することである。すなわち,① 給水部門が供給する飲用水

の国家衛生標準 を遵守 しない行為,② 衛生防疫機関の衛生上の要求を拒否

して,伝 染病病原体 に汚染 された汚水 ・汚物 ・糞尿の消毒 を怠る行為,③

伝染病患者 ・病原感染者 ・伝染病の疑いある患者に対 し伝染病の伝播が

容易な職務への従事 を禁ずる国務院衛生行政部門の規定に違反して,禁 止

された職務への従事を許可 または放任する行為,④ 伝染病防治法 に基づ き

衛生防疫機関が発 した予防治療措置の執行 を拒否する行為である。第二

は,甲 類伝染病を伝播 させ,ま たはその重大な危険性 を有する行為であ

る。「甲類伝染病の伝播」とは,現 実に甲類伝染病 を伝播 させて他人に感

染 させ ることをい う。「伝染病伝播 の重大な危険」とは,甲 類伝染病伝播

の結果は発生 させないが,伝 播の可能性が大 きいことをいう。「甲類伝染

病」とは,伝 染病防治法2条2項 に定めるペス ト・コレラをいう。国務

院は,具 体的事情に応 じて甲類伝染病種の増減 を調整 し,こ れを公示 しう

る。
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罪 は成立する。「重大な情状」とは,① 重要な国有保存書類 を販売 ・譲渡

した場合,② 反復的に販売 ・譲渡 した場合,③ 国家所有保存書類 を権限な

く外国の機関 ・組織 ・個人に販売 ・譲渡 した場合,④ 無権限販売 ・譲渡に

よる不法収益が巨額な場合,⑤ 無権限販売 ・譲渡の動機が劣悪または重大

な結果を発生 させた場合等 をい う。

刑法329条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

第6節 公共の衛生を害する罪

1伝 染病防治規定違反罪 〈遠反侍染病防治規定罪 〉

伝染病防治規定違反罪 とは,伝 染病防治法の規定に違反 して,甲 類伝染

病を伝播 させ,ま たはその重大な危険 を発生させる行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人および単位 である。

(2)本 罪の客体は,伝 染病の予防治療に対する国家の管理秩序 と公

共の衛生である。

(3)本 罪の主観面は,過 失である。すなわち,伝 染病防治法 に違反

による甲類伝染病の伝播 もしくはその重大な危険 を予見すべ きなのに軽

率にも予見せず,ま たは予見 しなが らも回避可能 と軽信する心理態度であ

る。伝染病防治法違反の故意があっても ,そ の危険状態 ・結果に対 して

は,故 意ではな く過失である。故意の伝染病防治法違反行為は,通 常行政

上の違法行為であるが,そ の行為 により重大結果 を発生させれば刑法上の

違法行為 となる。 この ように,行 政上の違法が刑法上の違法へ と転化する

根本要素は,重 大結果の発生である。それゆえ,行 為者の罪過 〔故意 ・過

失〕の性質は,こ の重大結果に対する同人の心理状態 に基づいて確定され

ねばならず,伝 染病防治法違反に対する心理態度に依拠 して判断 しえな

い。また,刑 法は,本 罪のように行政法規違反行為により重大結果 を発生
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II定 罪

刑法329条3項 によれば,奪 取 ・窃取にかかる国有保存書類が文物 ま

たは国家秘密であるときは,故 意 ・過失文物殿損罪 または国家秘密窃取罪

も構成 しうる。 この場合は,一 行為が二個の罪名に触れる観念的競合 とし

て,重 い刑 の罪名により定罪 ・処罰される。

皿 刑事責任

刑法329条1項;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処す る。

10国 有保存書類不法販売罪 〈檀自出嚢 、韓辻国有梢案罪 〉

国有保存書類不法販売罪 とは,保 存書類法の規定に違反 して,国 家の所

有する保存書類を権限な く販売 または譲渡 して,そ の情状が重大な行為 を

いう。

「保存書類法の規定違反」とは,国 家所有の保存書類販売 を禁止する保

存書類法17条 に違反することをいう。保存書類 の写 しもr国 家の規定に

従って交換 ・譲渡 ・発売 されねばならない。保存書類法施行法18条 によ

れば,い かなる組織 ・個人も,国 家所有の保存書類 を権限な く販売または

譲渡 してはならず,各 級の保存書類資料館 ・その他の機関 ・組織は,わ が

国か ら散逸 して外国にある保存書類の収集 ・交換のために国際文化交流

を行い,経 済建設 ・科学研究 ・科学技術の成果普及等の必要に応 じて,省

級以上の主管機関お よび保存書類行政管理部門の許可を受けて,国 内外の

組織 ・個人に保存書類の複写 を贈与 ・交換 ・販売す ることがで きる。 こ

の規定に違反 して国有保存書類 を発売 または譲渡すると,保 存書類法違反

となる。「無権限の販売 ・譲渡」とは,保 存書類法に定める正当目的な く,

または法定手続 に従 って許可を受けずに販売 ・譲渡することをいう。「販

売」とは,図 利 目的で保存書類 を譲渡 して,そ の対価 を得 ることをい う。

「譲渡」 とは,無 償の贈与 ・有償の交換 をいう。販売 ・譲渡の対象は,国

家所有 の保存書類であ り,原 本お よび複写 を含む。

国家所有保存書類の権限なき販売 ・譲渡の情状が重大なときにのみ,本
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罰金 を併科する。その情状が軽い ときは,3年 以下の有期懲役,拘 留 また

は管制に処 し,罰 金を併科する。本罪の重大犯罪構成に該当するときは
,

死刑,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役 に処 し,罰 金 または財産没収

を併科す る。

8古 人類化石等盗掘罪 〈盗掘古人炎化石 、古脊椎幼物化石罪 〉

古人類化石等盗掘罪 とは,国 家の保護する科学的な価値のある古人類化

石 または古脊椎動物化石を盗掘する行為をい う。

本罪 と遺跡古墳盗掘罪 との唯一の違いはs行 為対象である。す なわち,

本罪の対象は,古 人類化石 ・古脊椎動物化石である。 この点を除けば,本

罪の犯罪構成 ・刑事責任は,遺 跡古墳盗掘罪 と同 じである。

9国 有保存書類奪窃取罪 〈拾寺、窃取国有梢案罪 〉

国有保存書類奪窃取罪 とは,不 法占有の目的 をもって,国 家の所有する

保存書類 を奪取 または窃取する行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般である。

(2)本 罪の客体は,保 存書類に対する国家の管理制度 と合法権益で

ある。

(3)本 罪の主観面は,故 意お よび不法占有の目的である。

(4)本 罪の客観面は,国 有の保存書類 を奪取または窃取する行為で

ある。「奪取」とは,他 人の不注意に乗 じて公然 と取得すること,「窃取」

とは,密 かに取得することをいう。奪取 ・窃取の対象は,国 有の保存書類

である。「保存書類」とは,過 去 ・現在の国家機関 ・社会組織 ・個人が政

治 ・軍事 ・経済 ・科学文化 ・宗教等 の活動に従事 して直接形成 された国

家 ・社会 にとって保存価値ある文字 ・図画 ・表 ・音声 ・映像等 の歴史的

記録をいう。「国家の所有する保存書類」とは,国 家が所有権 ・処分権 を

有する保存価値ある重要書類 をいう。
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文物 を窃取 しなかった場合,③ 一般の古文化遺跡 ・古墳の盗掘 にとどまる

場合,④ 既 に破壊 された古文化遺跡 ・古墳を盗掘 した場合,⑤ 多衆 による

盗掘への参加者である場合,⑥ 盗掘の共同犯罪において副次的 ・補充的役

割の従犯である場合等 をいう。

(2)本 罪の重大犯罪構成 刑法328条1項 によれば,次 の一事情

のあるときは,本 罪の重大犯罪構成 となる。すなわち,① 国家が指定 した

国家重点文物 ・省級文物の保護機関の保護す る遺跡 ・古墳 を盗掘 したと

き,② 遺跡 ・古墳盗掘集団の首謀者であるとき,③ 反復的に遺跡 ・古墳 を

盗掘 した とき,④ 遺跡 古墳 を盗掘 して貴重文物 を窃取 しまたは著 しく破

壊 したときである。

II定 罪

1.本 罪 と文物損壊罪・名所旧跡損壊罪との限界 ① 目的が異なる。本

罪では文物窃取の目的を有するがr後 二罪ではこの目的がない。②行為対

象が異なる。本罪の行為対象は,古 文化遺跡 ・古墳 にのみ限られる。通常

は,地 下に埋蔵 されまたは地面固定 された移動不能の物であ り,国 家級 ・

省級の文物保護機関の文物でな くともよい。 これに対 して,後 二罪の対象

は,貴 重文物,国 家級 ・省級文物保護機関の文物,あ るいは名所 ・旧跡 に

限 られる。③行為形態が異なる。本罪は盗掘 に限られるが,後 二罪はその

形態 に制限がない。遺跡 ・古墳盗掘の過程で貴重な名所 ・旧跡 を殿損 し

て も,本 罪一罪 として処罰 される。

2.本 罪 と窃盗罪 との限界 遺跡 ・古墳 を盗掘するほかs文 物 を窃取 し

たときは,本 罪 として処断される。その他の墳墓 ・遺跡を盗掘 して多数の

(文物 を含む)財 物を窃取 した ときは,窃 盗罪 として処断する。他人の盗

掘 した貴重文物 を窃取 した ときは,窃 盗罪 として処断 される・

3.本 罪の既遂 行為者が遺跡 ・古墳の盗掘を実行すれば,本 罪の既遂

となる。文物 を窃取の有無は,本 罪の成立のみならず本罪の既遂にも影響

しない。

皿 刑事責任

刑法328条;本 罪を犯 した者は,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,
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国有機関 ・個人への販売は,国 家により禁 じられている。それゆえ,こ の

ような販売行為は,い かなる方法であれ本罪の販売 となる。無権限贈与 と

は,国 有の文物収蔵機関が国家文化行政管理部門の許可を経ずに,そ の収

蔵文物 を非国有機関 ・個人に贈与することをいう。

3)「 非国有単位 ・個人への販売 ・無権限贈与」 別の国有単位への販

売 ・無権限贈与であれば,本 罪は成立 しない。

刑法327条;本 罪 を犯 したときは,単 位に罰金を科するほか,そ の直

接責任 を負 う管理職およびその他の直接責任者は,3年 以下の有期懲役 ま

たは拘留に処する。

7遣 跡古墳盗掘罪 〈盗掘古文化遺趾 、古墓葬罪 〉

遺跡古墳盗掘罪 とは,歴 史的,芸 術的または科学的な価値のある遺跡 ま

たは古墳 を盗掘する行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)

(2)

(3}

(4)

本罪の主体は,自 然人一般 に限 られる。

本罪の客体は,わ が国の歴史的文化遺産である。

本罪の主観面は,故 意である。

本罪の客観面は,遺 跡 ・古墳 を盗掘する行為である。「盗掘」

とは,国 家の文物主管官庁の許可なき無権限の採掘をいう。秘密裏 とは限

らずs公 然 と採掘することも含 まれる。盗掘の対象は,遺 跡 ・古墳すなわ

ち国家の保護 を受 ける清朝および清朝以前の歴史的 ・芸術的 ・科学的な

価値ある古文化の遺跡 ・墳墓である。これには,地 面 ・地下に埋蔵された

建築 ・壁画 ・石彫刻 ・墳墓が含 まれる。1911年 の辛亥革命以降の著名 な

歴史事件 と関連する名士の墓 ・遺跡 ・記念地も,遺 跡 ・古墳 である(8)。

その他の墓 ・遺跡 ・物品を盗掘 しても,本 罪は成立 しない。

2.特 殊犯罪構成

(1)本 罪の減軽犯罪構成 遺跡古墳盗掘の情状が軽いときは,本 罪

の減軽犯罪構成 となる。「軽い情状」とは,① 盗掘の初犯である場合 ,②
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重文物および国家保護 を受け歴史的 ・科学的 ・文化的価値ある重要文物

は,許 可なき営業が禁 じられる(7)。 文物の範囲は,国 家文物主管部門に

より公示 される。国家が自由売買を禁 じた文物でない限 り,そ れを転売 し

て も本罪を構成 しない。

本罪は,文 物転売の情状が重大 なときにのみ成立する。「重大 な情状」

とは,① 国家3級 以上の貴重文物 を不法転売 した場合,② 反復的または

常習的に転売 した場合,③ 大量の文物 を転売 した場合,④ 不法所得が高額

な場合等 をいう。

刑法326条1項;本 罪 を犯 した自然人は,5年 以下の有期懲役 または

拘留に処 し,罰 金 を併科する。その情状が特に重大なときは,5年 以上10

年以下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。

刑法326条2項;単 位が本罪を犯 したときは,単 位に罰金 を科するほ

か,そ の直接責任を負う管理職およびその他の直接責任者は,前 項の規定

により処罰する。

6収 蔵文物不法販売罪 〈非法出魯 、私贈文物藏品罪 〉

収蔵文物不法販売罪 とは,国 有の博物館 ・図書館等の単位 〔機関〕が,

文物保護法規 に違反 して,国 家保護 を受ける収蔵文物を販売 し,ま たは非

国有単位 ・個人に権限な く贈与する行為 をいう。

本罪の主体 は,国 有の博物館 ・図書館等の単位 〔機関〕である。

本罪の客観面は,国 家が保護する収蔵文物 を販売 し,ま たは非国有単

位 ・個人に権限なく贈与する行為である。行為対象 は,文 物収蔵品すなわ

ち国有の博物館 ・図書館等の機関収蔵の貴重文物である。 これらの文物

は,国 家が所有 ・保護する収蔵文物である。これは,次 の要件 からなる。

1)行 為対象 としての 「収蔵文物」 これは,国 有の博物館 ・図書館等

の機関に収蔵された貴重文物をいい,国 家所有 に属 しかつ国家の保護 を受

ける物品である。

2)「 販売 または無権限贈与」 「販売」には,無 権限の販売 と主管官庁

の 「許可」を受けた販売 とがある。国家の保護する国有文物収蔵品の非
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4貴 重文物外国人不法販売罪 〈非法向外国人出讐 、贈送珍貴文物罪 〉

貴重文物外国人不法販売罪 とは,文 物保護法規に違反 して,国 家が輸出

を禁 じた貴重な被収蔵文物を外国人に権限なく販売 し,ま たは贈与する行

為をいう。

本罪の客観面は,文 物保護法規に違反 して,国 家が輸出を禁 じた貴重な

被収蔵文物を外国人に権限な く販売 または贈与する行為である。具体的

には次の諸要件からなる。

1)「 文物保護法規の違反」 貴重な文物は,国 務院の許可により外国で

展示する場合 を除 き,国 外への持ち出しが禁止 されている。この規定に違

反することである。

2)「 国家が輸出 を禁 じた貴重 な被収蔵文物」 これが本罪の行為対象

であ り,関 連単位 ・個人の収蔵にかかる貴重文物 も含まれる。

3)「 外国人への無権限の販売 ・贈与」 「無権限」とは関係官庁の許可

のないこと,「 外国人」 とは中国国籍 を有 しない者をいう。

4)「 中国国境内における行為」 貴重文物の無権限販売・贈与は,中 国

国境内で実行 されねばならない。

刑法325条1項;本 罪 を犯 した自然人は,5年 以下の有期懲役 または

拘留に処 し,罰 金を併科 しうる。単位が本罪を犯 した ときは,単 位 に罰金

を科するほか,そ の直接責任 を負 う管理職お よびその他の直接責任者は,

前項の規定により処罰する。

5文 物転売罪 く倒糞文物罪 〉

文物転売罪 とは,不 法利得の目的をもって,国 家が売買 を禁ず る文物 を

転売 し,そ の情状が重大 な行為をいう。

本罪の客観面は,国 家が自由売買 を禁ずる文物 を転売する行為である。

「転売」とは,買 収後に販売す ることによりその差額を取得する行為 をい

う。現実の差益取得の有無は,本 罪の成立に影響 しない。収蔵品の買収 ま

たは販売だけでは,転 売にならない。転売の対象は,「 国家が 自由売買 を

禁ず る文物」である。従来の司法解釈に よれば,1級 ・2級 ・3級 の貴
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古遺跡 ・古建築 ・古石彫刻 ・革命記念建造物 ・著名観光地等である。本

罪の損壊対象には,公 示 ・指定された国家重点文物および省級文物の保護

部門の名所旧跡が含 まれない。

本罪は,名 所旧跡 を故意 に損壊する情状が重大 なときにのみ成立する。

「重大 な情状」とは,① 損壊の程度が著 しい場合,② 反復的に損壊 した場

合,③ 関係職員の警告にもかかわらず損壊 した場合,④ 重要価値ある名所

旧跡を損壊 した場合等 をいう。

H定 罪

本罪 と文物損壊罪 との限界 両罪は,主 に次の点で区別される。①対象

が異なる。本罪の対象は名所旧跡であるが,後 罪の対象は貴重文物,国 家

重点文物 および省級文物の保護機関の文物である。名所旧跡が国家 ・省

級文物の保護機関の文物に指定されたときは,後 罪 として処罰する。②犯

罪構成の要件が異なる。本罪が構成 されるには重大 な情状が要件 となる

が,後 罪はこの限 りでない。行為対象の違いに応 じて,立 法上の犯罪構成

も異なるか らである。

皿 刑事責任

刑法324条2項;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処 し,罰 金 を併科 または単科する。

3過 失文物鍛損罪 〈道失損段文物罪〉

過失文物殿損罪 とはr国 家の保護する貴重な文物または国家重点文物 ・

省級文物の保護単位 〔機関〕での保存 を国家が指定 した文物を過失によ

り殿損 し,重 大な結果を発生 させる行為 をいう。

「重大な結果」とは,過 失による殿損の程度 ・範囲が著 しく,国 家の保

護する貴重文物等 に回復 しえない損失 または修復 に巨額の資金 を要す る

結果を発生 させたことをいう。

刑法324条3項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。
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動物 ・古代人類の化石は,文 物 と同等に国家の保護 を受ける。第二は,非

可動の貴重文物であ り,国 家重点文物お よび省級文物の保護機関の文物を

いう。前者は国務院が公示 ・指定 した文物保護機関であ り,後 者は省 ・自

治区 ・直轄市人民政府が公示 ・指定 した文物保護機関である。貴重文物

または国家 ・省の文物保護機関の文物を損壊すれば,本 罪は成立する。

2.特 殊犯罪構成

貴重文物損壊の情状が重大な とき,本 罪の重大犯罪構成 となる。「重大

な情状」とは,① 反復的に損壊 した場合,② 大量の文物 を損壊 した場合 ,

③価値の重要な文物 を損壊 した場合,④1級 ・2級 の貴重文物または貴

重文物の孤本 ・国宝を損壊 した場合,⑤ 国家重点文物の保護機関の文物 を

損壊 して回復 しえない損失 を発生 させた場合,⑥ 文物損壊の動機が劣悪な

場合等をいう。

H刑 事責任

刑法324条1項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留

に処 し,罰 金 を併科 または単科する。その情状が重大なときは,3年 以上

10年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。

2名 所 旧跡損壊罪 〈故意損圷名腔古遊罪 〉

名所旧跡損壊罪 とは,国 家が保護する名所旧跡 を故意に損壊 し,そ の情

状が重大な行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人0般 に限 られる。

(2)本 罪の客体は,文 物に対す る国家の正常な管理秩序 である。

(3)本 罪の主観面はs故 意である。国家の保護する名所旧跡 をそれ

と知 りなが ら損壊する心理態度である。

(4)本 罪の客観面は,国 家が保護する名所旧跡 を損壊する行為であ

る。損壊の対象は,国 家の保護する名所旧跡,す なわち国家の保護を受け

る重大な歴史的 ・芸術的 ・科学的な価値ある観光地域,名 人事跡 ・歴史的

重大事件 と関係 し慶弔に値する場所 ・遺跡 ・建築である。例えば,古 墳 ・
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鉄造 ・石造の標識 ・地形測量 ・工事測量 ・形状測量の固定標識である。

刑法323条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

第5節 文化財の管理を害する罪

1文 物損壊罪 〈故意損圷文物罪〉

文物損壊罪 とは,国 家が保護する貴重な文物 〔文化財〕または国家重点

文物 もしくは省級文物の保護単位 〔機関〕での保存を国家が指定 した文

物 を故意に損壊する行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般 に限られる。

(2)本 罪の客体は,文 物に対する国家文物管理機関の正常な管理秩

序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。国家が保護する貴重文物等 と知

りなが ら故意に殿損する心理態度である。

(4)本 罪の客観面は,国 家の保護する貴重文物または国家 ・省の文

物保護部門が保存する文物 を損壊する行為である。「文物の損壊」とは,

文物の性質 ・形状 ・状態を変化 させる行為 をい う。その方法は,多 種多様

であ り,例 えば,粉 砕 ・焼却 ・除去 ・解体 ・汚染 など多種多様である。損

壊の程度 ・範囲について,刑 法は特に規定 を設 けていないが,全 体的損壊

と部分的損壊 とがあ りうる。殿損の対象は,二 つに分類 される。第一は,

可動的な国家保護貴重文物であ り,歴 史的 ・科学的 ・芸術的価値ある重大

な文物である。文物保護法2条 およびその施行細則によれば,貴 重文物

とは,歴 史的 ・科学的 ・芸術的な価値ある重大な記念物 ・芸術品 ・工芸美

術品 ・革命文献資料 ・原稿 ・古図書資料および代表的な実物等の文物 を

いう。貴重文物は1級 ・2級 ・3級 と分類され,貴 重文物に該当するか

否かは関係官庁の鑑定により確認 される。また,科 学的価値ある古代脊椎
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た場合等 をいう。密出入国行為の情状が重 大でないときは,本 罪は成立 し

ない。例えば,辺 境地域住民が家族 ・友人の訪問 ,集 落への往来,仕 事等

のために不法な越境 を行 う場合等である。

II刑 事責任

刑法322条;本 罪を犯 した者は,1年 以下の有期懲役,拘 留,管 制 に

処 し,罰 金を併科する。

7国 境界標破壊罪 〈破圷境碑、界粧罪 〉

国境標破壊罪 とは,国(辺)境 の境界碑 または境界標識 を故意に破壊す

る行為 をいう。

本罪の主体は}自 然人一般である。本罪の主観面は故意であ り,過 失で

は成立 しえない。本罪の客観面は,破 壊行為すなわち殿損 ・除去 ・窃取 ・

移動 ・原状改変により国(辺)境 の境界碑 ・境界標識の意義 ・機能を喪

失 させる行為である。「境界碑 ・境界標識」とは,隣 国 との条約 によりま

たは歴史上形成 されたわが国の管轄範囲を示すために,政 府が陸上の隣接

地に埋設 した国境境界線 とその方向の標示物をいう。境界碑 と境界標識

との区別は,実 質的な ものではな く形式的 なものにす ぎない。

刑法323条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役または拘留 に処

する。

8永 久測量標識破壊罪 〈破圷永久性測量枢志罪〉

永久測量標識破壊罪 とは,国 家が設置 した永久的な測量標識を破壊する

行為をい う。

本罪の主体は,自 然人一般である。本罪の主観面は故意であ り,過 失で

は成立 しえない。本罪の客観面は,破 壊行為すなわち殿損 ・除去 ・窃取 ・

移動 ・原状改変 により永久的な測量標識の固有の意義 ・機能を喪失 させ

る行為である。「永久的な測量標識」とは,わ が国の測量製図部門が全国

各地の測量のため地上 ・水上 ・水 中に設置 した各種の測量標識物をいう。

例 えば,三 角点 ・道標 ・軍事用 目標 ・重力点 ・天文点 ・水平点等 の木造 ・
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皿 刑事責任

刑法321条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制に処 し,罰 金 を併科する。その情状が重大な ときは,5年 以上10年 以

下の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。その情状が特 に重大 なときは,7

年以上の有期懲役 に処 し,罰 金を併科する。

6密 出入国罪 〈愉越国(迦)境 罪 〉

密出入国罪 とは,国(辺)境 管理法規 に違反 して,不 法 に国(辺)境 を

越え,そ の情状が重大な行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般である。

(2)本 罪の客体は,出 入国に対する国家の管理秩序である。

(3)本 罪の主観面 は,故 意である。自己が国(辺)境 を不法 に越え

ることを知 りなが ら越境する心理態度である。

(4)本 罪の客観面は,国(辺)境 管理法規に違反 して不法に国(辺)

境 を越 える行為である。「国(辺)境 管理法規の違反」とは,出 入国管理

に関するわが国の法律 ・法規違反をいう。その主な ものは,中 華人民共和

国公民出入国管理法,中 華人民共和国外国人出入国管理法,中 国公民香港

マカオ地区私的往来暫定管理法,国(辺)境 検査条例等の法律 ・法規であ

る。「密出入国」とは,国(辺)境 管理法規に違反 して不法 にわが国の国

(辺)境 を越える行為 をいう。例 えば,出 入禁止の場所(海 上 ・陸上)か

ら秘密裏 に出入国 した場合,指 定出入場所で偽造 ・変造の証明書または詐

欺的手段 を用いて通関 した場合,国 際便の飛行機 ・車両 ・船舶に潜伏 して

出入国をした場合,コ ンテナ ・貨物に潜伏 して出入国をした場合等であ

る。いずれの方法であれs不 法な出入国であれば密出入国行為 となる。

本罪が成立するには,そ の情状が重大でなければならない。「重大 な情

状」とは,① 証明書を偽造 ・変造 して密出入国 した場合,② 国内外の者 と

共謀 して密出入国した場合,③ 取締職員を殴打 ・脅迫 して密出入国 した場

合,④ 反復的に密出入国 した場合,⑤ 密出入国により劣悪な影響を及ぼし
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所得が巨額なとき」 密出入国者運送により不法に取得 した財物が巨額の

場合である。④「その他特 に重大 な情状があるとき」 極めて劣悪 な国際

的影響を生 じさせ る場合等である。

2.本 罪の特別重大犯罪構成は,密 出入国者運送のほか,そ の過程で被

運送者に重傷・死亡の結果 を生 じさせ ,ま たは暴力 ・脅迫により取締 に抵

抗する行為である。「被運送者の重傷 ・死亡」とは ,粗 末な交通手段 ・そ

の破損 など安全条件の不備が原因の過失致死傷事故 または被運送者の自

傷 ・自殺等の重大結果 を,運 送過程で発生 させることをいう。「暴力 ・脅

迫による取締への抵抗」とは,法 により取締職務 を執行する職員に暴力.

脅迫を加えて取締 に抵抗することをいう。密出入国者運送の過程で死傷

結果 を生 じさせる行為,ま たは暴力 ・脅迫による取締抵抗行為 は,本 罪の

基本犯罪構成・重大犯罪構成以上の量的質的変化 を生 じさせるので
,本 罪

の特別重大犯罪構成 を形成 し,そ の社会的危害性 も極めて重大 となる。

皿 定罪

1・本罪 と密出入国組織罪の限界 両罪は ,と もに国(辺)境 に対する

国家の管理秩序 を著 しく侵害する罪であるがt主 に次の点で区別される。

①客観的行為が異なる。本罪の行為は密出入国者の運送行為であるが
,後

罪の行為はその組織行為である。②主観的故意の内容が異なる。本罪で

は密出入国者の運送が故意の内容であるが,後 罪では密出入国者を組織す

ることが故意の内容 とされる。密出入国者 を組織 した上で運送 した とき

は,具 体的事情に基づ く具体的判断が求められる。その運送がこの組織行

為に不可分な一部であればs密 出入国組織罪が認められる。両行為が密接

に関連せず独立 していれば,各 罪 を認定 し数罪併罰 〔併合罪〕として処罰

する。

2.刑 法321条3項 によ り,密 出入国者運送過程で ,殺 害 ・傷害 ・強

姦 ・誘拐売買等 を行 ったとき,ま たは取締職員に対 し殺害 ・傷害等 を行 っ

たときは,本 罪お よび殺人罪 ・傷害罪 ・強姦罪 ・誘拐売買罪等 につ き各罪

を認定 し,数 罪併罰 〔併合罪〕 として処罰する。
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大な情状 とは,大 量の出入国証明書 を販売 した場合,反 復的または常習的

に販売 した場合,不 法所得が巨額 な場合,政 治的悪影響 など重大な結果を

発生 させた場合等 をい う。

II刑 事責任

刑法320条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 に処 し・罰金 を

併科する。その情状が重大なときは,5年 以上の有期懲役 に処 し・罰金を

併科す る。

5密 出入国者運送罪 〈.一送他人愉越国(迦)境 罪 〉

密出入国者運送罪 とは,密 出入国者 を国(辺)境 内外へ運送する行為を

いう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般である。

(2)本 罪の客体は,国(辺)境 に対する国家の管理秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,自 ら密出入国者を運

送 して他人の国(辺)境 外入出を希望す る心理態度である。図利 目的 も

有するのが一般的だが,こ の目的がない場合 もある。いかなる目的かは,

本罪の成立に影響 しない。

(4)本 罪の客観面は,密 出入国者 を不法 に運送する行為である。

「運送」とは,自 動車 ・船舶等 の交通手段 または徒歩で越境 しようとする

者 を国(辺)境 内外に搬出 ・搬入する行為をい う。

2.特 殊犯罪構成

1.密 出入国者の運送に次の一事情が加わるとき,本 罪の重大犯罪構成

となる。すなわち,① 「反復的にまたは多数人を運送 したとき」3回 以

上または多衆の運送 を行 った場合である。② 「使用する船舶 ・車両等の

交通機関が必要な安全条件 を備 えず,重 大な結果発生の危険があるとき」

使用する船舶 ・車両等の交通手段が基本安全基準 に適合せず,船 舶沈

没 ・車両転覆等の事故発生 に足 りる危険が存す る場合である。③ 「不法
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る。偽造 ・変造 された旅券 ・査証等の出入国証明書を他人に提供すれば
,

本罪が成立する。行為者 自身が出入国証明書を偽造 ・変造 しな くとも
,本

罪の成立に影響 しない。 しか し,出 入国証明書の偽 ・変造のみにとどまり

他人に提供 しなければ,本 罪ではな く国家機関証明書偽造変造罪 となる
。

II刑 事責任

刑法320条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金を

併科する。その情状が重大なときは,5年 以上の有期懲役 に処 し
,罰 金を

併科する。

4出 入国証明書販売罪 〈出歯出入境柾件罪〉

出入国証明書販売罪 とは,旅 券・査証等の出入国証明書 を不法 に販売す

る行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般 である。

(2)本 罪の客体は,出 入国証明書 に対する国家の管理秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意お よび図利 目的である。すなわち,自 己

の出入国証明書の販売が利益を図るためと知 りなが ら
,販 売する心理態度

である。

(4)本 罪の客観面は,出 入国証明書を販売する行為である。「販売」

とは・発売をいう。実務上,出 入国証明書販売行為には
,出 入国証明文書

を買い集めた後に転売する場合,旅 券 ・査証の事務担当職員が職権 を利用

して販売する場合,自 己の旅券 ・査証 ・帰省証明書等の出入国証明書 を不

法に販売する場合等がある。本罪の行為対象は,権 限ある国家機関が発行

した真正の出入国証明・書である。偽造 ・変造 された出入国証明書の販売

は,偽 変造出入国証明書提供罪 となる。販売 した出入国証明書の有効期限

は,本 罪の成立に影響 しない。

2.特 殊犯罪構成

本罪の重大犯罪構成は,本 罪を犯 してその情状が重大な行為である。重
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券」とは,主 権国家が自国民の出入国 ・外国での居留 ・旅行のために発行

する合法的な身分証明書 ・国籍証明書 をいう。「査証」とは・主権国家が

外国人の出入国または自国の国境経由を同意するために発行する許可証

明書をい う。

皿 刑事責任

刑法319条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の懲役 に処 し,罰 金 を併科

する。その情状が重大な ときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し・

罰金 を併科する。

単位が前項の罪 を犯 したときは,単 位 に罰金を科するほか,そ の直接責

任 を負 う管理職およびその他の直接責任者は,前 項の規定 により罰する。

3偽 変造出入国証明書提供罪 〈提供伽造 、変造的出入境証件罪 〉

偽変造出入国証明書提供罪 とは,偽 造または変造 された旅券 ・査証等の

出入国証明書 を他人に提供する行為 をいう・

1基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般である。

(2)本 罪の客体は,出 入国証明書に対す る国家の管理秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,偽 造 ・変造 された旅

券 ・査証等の出入国証明書をそれ と知 りなが ら他人に提供する心理態度

である。図利その他の目的を有するのが一般的であるが,目 的は本罪の成

立に影響 しない。

(4)本 罪の客観面は,偽 造 ・変造 された旅券 ・査証等の出入国証明

書 を他人に提供する行為である。「他人」とは,本 人以外の者をいい・密

出入国者 ・出入国証明書転売者 ・その他の者である。「提供」とは,有 償

および無償の提供をいい,実 務では有償提供が多い。「偽造」とは,旅 券 ・

査証等の出入国証明書の作成権限なき者が,真 正の出入国証明書を模倣 し

て虚偽の出入国証明書を不法に製造す ることをいう。「変造」とは,書 換・

消去 ・置換 ・連結等 の方法で真正の出入国証明書 に直接加工 ・改造 を施

すことをい う。「出入国証明書」とは,主 に旅券 ・査証 ・帰省証明書であ
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2.密 出入国仲介行為の認定 密出入国仲介 とは
,行 為者が密出入国組

織者 と密出入国者 とを仲介 して,組 織者に密出入国を組織 させることをい

う。 これについては,異 なる事情に応 じた認定が求められる。①仲介者が

組織者 により密出入国が組織 されることを知 って誘引 ・欺岡 ・煽動等の

手段により組織者 と密出入国者 との接触・連絡を誘導 し,密 出入国組織行

為を促進 したときは,本 罪の共犯 となる。②仲介者が犯罪者の法的制裁免

脱 を常助するために密出入国組織者 に働 きかけ,犯 罪者の密出入国を可能

にした ときは,牽 連犯 として重い方の罪により処断される。

皿 刑事責任

刑法318条;本 罪 を犯 した者はs2年 以上7年 以下の有期懲役 に処 し
,

罰金を併科する。その情状が重大 なときは,無 期懲役 または7年 以上の

有期懲役 に処 し,罰 金または財産没収 を併科する。

前項の罪を犯 して被組織者 に対 し殺害 ・傷害 ・強姦 ・誘拐売買等 の犯

罪行為を行ったとき,ま たは検査員に対 し殺害 ・傷害等の犯罪行為を行 っ

たときは,数 罪併罰 〔併合罪〕の規定により処罰する。

2出 国証明書詐欺罪 〈騙取出境証件罪 〉

出国証明書詐欺罪 とは,労 務輸出 もしくは経済貿易の往来またはその他

の名 目を偽って,旅 券 または査証等の出国証明書 を騙取 し
,こ れを他人を

組織 して行 う密 出国に使用する行為 をいう。

1基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般主体であ り,自 然人 ・単位 を含む。

(2)本 罪の客体は,国 家の出国証明文書の管理秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意お よび他人を組織 して行 う密出国に使用

する目的である。 この目的が欠けるときは,本 罪を構成 しえない。この目

的実現の是非は,本 罪の成立に影響 しない。

(4)本 罪の客観面は,労 務輸出もしくは経済貿易の往来 またはその

他の名 目を偽って,旅 券または査証等の出国証明文書を騙取する行為であ

る。本罪の行為対象は,出 国に用いる旅券 ・査証等の証明書である
。「旅
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(3)本 罪の主観面は,故 意である。

(4)本 罪の客観面は,他 人を組織 して中国の国(辺)境 を越 えさせ

る行為である。「組織」とは,教 唆 ・煽動 ・誘引 ・欺岡により他人の密出

入国を促進 し,ま たは密出入国の企画i時 間 ・場所 ・路線 ・運輸手段 を手

配す ることをいう。実務では,こ れらの行為を反復する行為者や共同犯罪

が多い。

2。特殊犯罪構成

本罪の重大犯罪構成 は,他 人の密出入国の組織のほか,次 の一事情があ

る行為である。すなわち,① 「他人の密出入国を組織する集団の首謀者で

あるとき」 首謀者には,密 出入国の計画者 ・組織者 ・指揮者が含 まれる。

② 「密出入国者を反復的に組織 し,ま たは多数の密出入国者を組織 した と

き」3回 以上であれば反復的 とされ,10人 以上であれば 「多数」 とさ

れる。③ 「組織 された密出入国者に重傷 ・死亡の結果を生 じさせた とき」

密出入国の過程における交通手段の故障等による密出入国者の死傷,被

組織者の自殺等の場合である。④ 「被組織者の人身の自由を剥奪 ・制限

した とき」 ⑤ 「暴力 ・脅迫の方法で検問に抵抗 したとき」 海上 ・陸上

保安部隊等の取締公務 を執行する職員 に殴打 ・傷害 ・殺害等の暴力的行

為 を行い,ま たは暴力的 ・脅迫的手段で取締に抵抗する場合である。⑥

「不法取得金額が巨額 なとき」 密出入国者 を組織 して巨額の金銭 を取得

する場合である。⑦ 「その他特に重大な情状があるとき」 既述の場合 を

除 き,特 に重大な結果・情状が存する場合である。以上七種の行為によっ

て基本犯罪構成に質的な変化が生 じる結果,重 大犯罪構成 が形成され,そ

の社会危害性 も特 に重大なもの となる。

H定 罪

1.本 罪の未遂 ・既遂の正確 な認定 本罪の客観的行為は,「 組織」行

為である。それゆえr本 罪は行為犯であ り,組 織行為のみ実行 されれば足

り,組 織 された密出入国の目的を持つ者が国(辺)境 を越 えな くても既遂

となる。「組織」行為が完成 しないうちにその中止 を余儀な くされた とき

は,未 遂 となる。
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シャベルなどの殺傷力 ・破壊力ある器具 を所持することが必要である
。

③ 「暴力による犯罪者奪取」 例えば,監 獄攻撃 ・監獄侵入による犯罪者

奪取である。本罪の行為対象は,国 家が設立 した刑務所 ・看守所等の刑の

執行場所 ・拘禁場所に拘禁 された犯罪者 ・被疑者 ・被告人でなければな

らない。移送途中の犯罪者 ・被告人・被疑者の奪取では ,本 罪は成立 しな

い 。

本罪を犯 してその情状が特に重大 なときは,本 罪の重大犯罪構成 とな

る。「特に重大 な情状」とは ,① 警備員を死傷 させ た場合,② 刑務所等 を

著 しく破壊 した場合,③ 武器 ・弾薬を所持 した場合 r④ 刑務所等 を占拠 し

た場A⑤ 重要事件の犯人を奪取 した場合 ,⑥ 多数の犯罪者を奪取 しまた

は逃走 させた場合等 をいう。

刑法317条2項;本 罪 を犯 した とき,そ の首謀者 または積極参加者は,

無期懲役 または10年 以上の有期懲役 に処する。その情状が重大なとき

は・死刑に処する。その他の参加者は ,3年 以上10年 以下の有期懲役 に

処する。

第4節 国(辺)境 の管理を害する罪

1密 出入国組織罪 〈組象他人愉越国(迦)境 罪 〉

密 出入国組織罪 とは,画 策,煽 動,連 絡,欺 岡,も しくは説得 して ,他

人にわが国の国境 もしくは辺境 を越えさせ,ま たは密出入国者 にその知識

もしくは条件 を提供する組織行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,他 人の密出入国を組織する者である。これ らの

者は,「 蛇頭」と俗称 される。一人か数人か,中 国人か外国人かは問わな

い。密出入国 した者は ,本 罪を構成 しえないカ㍉ 密出入国罪 を構成 しう

る。

(2)本 罪の客体は,わ が国の国(辺)境 管理秩序である。
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を使用 しても,武 装警備を設置する刑務所の安全にとって重大 な脅威 とな

らない限 り,暴 動 とはいえない。③ 「強行的脱獄」 それは,共 同の暴力

行為 によ り監獄警備員の支配 を排除 して拘禁場所か ら逃走することであ

る。

2.特 殊犯罪構成

刑法317条2項 によれば,暴 動脱獄の情状が重大なとき,本 罪の重大

犯罪構成 となる 「重大 な情状」とは,① 警備員 を死傷 させた場合,② 刑務

場所 を著 しく破壊 した場合,③ 武器 ・弾薬を奪取 した場合,④ 警備員を拘

禁 して人質 とした場合,⑤ 刑務所占拠 により司法機関に対抗 し,劣 悪な影

響 を及ぼ した場合,⑥ 多数の被拘禁者 を脱獄 させた場合等 をいう。

H定 罪

1.本 罪 と組織的脱獄罪 との区別 両罪は,主 に次の点で区別される。

本罪の成立には共同の暴力使用 を要するが,組 織的脱獄罪ではこの要件が

排斥される。組織的脱獄に加えて,共 同で暴力手段を使用 したときは・本

罪を構成 する。

2.一 罪 と数罪の問題 暴動脱獄の過程で重傷 ・死亡の結果 を発生させ

ても,本 罪一罪 として処罰する。

皿 刑事責任

刑法317条;本 罪を犯 した とき,そ の首謀者または積極参加者は,無

期懲役 または10年 以上の有期懲役 に処する。その情状が特に重大なとき

は,死 刑 に処す る。その他 の参加者は,3年 以上10年 以下の有期懲役 に

処する。

17多 衆持凶器囚人奪取罪 〈聚森持械劫獄罪 〉

多衆持凶器囚人奪取罪 とは,監 獄外の多衆が,凶 器 を持ち,拘 禁された

監獄収監者 を奪取する行為 をい う。

本罪の客観面は,監 獄外の多衆が凶器 を持ち拘禁された犯罪者を奪取す

る行為である。具体的に,こ の行為は次の点 に特徴がある。① 「多衆性」

多数人の集合が必要である。② 「持凶器」〈持械 〉武器 または刀剣 ・棒
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個 別の者 による非計画的な暴力使用であれば,本 罪の成立 を妨げない。

「脱獄」とは,刑 務所 ・看守所 など国家が設立 した刑の執行場所 または被

疑者 ・被告人を拘禁する場所 を離脱 して逃亡することをいい,移 送中の逃

亡 も含む。

II刑 事責任

刑法317条1項;本 罪 を犯 したとき,そ の首謀者 または積極参加者

は,5年 以上の有期懲役に処す る。その他の参加者は,5年 以下の有期懲

役 または拘留に処する。

16暴 動脱獄罪 〈暴劫越獄罪 〉

暴動脱獄罪 とは,法 により拘禁された被疑者 ・被告人または犯罪者が ,

組織的にまたは多衆の集団 として,暴 力的手段 により脱獄 を強行すること

をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体すなわち法 により拘禁される既決犯 ・

未決犯である。

(2)本 罪の客体は,司 法機関による監獄管理秩序お よび監獄等の安

全である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,集 団的な暴力使用に

より脱獄 を強行する故意である。一般に,行 為者は,自 己の暴力使用のほ

カ㍉ 他人 と共同の暴力使用により脱獄 を強行する故意を有する。

(4)本 罪の客観面は,集 団的な暴力使用により脱獄を強行する行為

である。具体的に,次 の点が重要である。① 「多衆による行為」 それは,

多数人が共同 した脱獄行為である。暴力による脱獄行為 は常に一定の組

織性 を有するから,こ の意味で暴力による脱獄行為は,組 織的脱獄罪の加

重的類型である。 しか し,暴 動脱獄は,必 ず しも組織性があるとは限 らな

いので,多 数人が一時的に集合 し共同 して暴力的脱獄 を行えば足 りる。②

「暴動的な行為」 それは,暴 力的行動の共同使用である。個別の者が暴力
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ではな く公務妨害罪が成立 しうる。

3.一 罪 と数罪 との限界 行為者が暴力により警備員を死傷 させたとき

は,牽 連犯 として重い刑を定める罪により処断 される。警備員の殺害後 に

被移送者奪取 を謀議 したとき,ま たは被移送者奪取後 に警備員を殺害 した

ときは,数 罪併罰 〔併合罪〕 となる。

皿 刑事責任

刑法316条2項;本 罪 を犯 した者は,3年 以上7年 以下の有期懲役

に処す る。その情状が重大なときは,7年 以上の有期懲役 に処する。

15組 織的脱獄罪 〈組錬越獄罪〉

組織的脱獄罪 とは,法 により拘禁された被疑者 ・被告人または犯罪者

が,首 謀者 による組織 ・画策 ・指揮の下で,組 織的かつ計画的に非暴力的

方法で脱獄逃亡す る行為 をい う。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体すなわち法 により拘禁 された既決犯 ・

未決犯である。

(2)本 罪の客体は,司 法機関の監獄管理秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意すなわち組織的脱獄 または組織的脱獄参

加の故意である。真相 を知 らずに混乱に乗 じて逃亡 した とき,ま たは単独

で逃亡 したときは,本 罪は成立 しない。

(4)本 罪の客観面は,首 謀者の組織 ・画策 ・指揮の下で組織的 ・計

画的に集団脱獄する行為である。具体的な行為は,次 の通 りである。①

「組織性 ・計画的性」 すなわち,首 謀者の組織 ・画策 ・指揮の下で被拘禁

者が周到の準備お よび役割分担 を行い,一 定の方法 ・手段 ・時期を選定 し

て拘禁場所か ら逃亡することをいう。② 「集団性」 すなわち,多 くの参

加者人数,少 な くとも3人 以上でなければならない。周到な計画があっ

て もその人数が3人 より少なければ,本 罪は認め られない。 また,多 人

数でも組織的脱獄ではない ときは,本 罪は成立 しえない。③「非暴力的な

方法」 暴力による脱獄 は組織的脱獄行為ではないが,軽 微な暴力 または
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(2)本 罪の客体は,司 法機関の正常な活動である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわちf移 送中の犯罪者 ・被

告人・被疑者 をそれ と知 りなが ら奪取する心理態度であ り,被 移送者の奪

還 ・解放が目的 とされる。移送中の被拘禁者を奪取する故意がなく,た だ

移送任務妨害のために被移送者を逃亡させたときは,本 罪は成立 しない。

(4)本 罪の客観面は,移 送中の犯罪者 ・被告人 ・被疑者 を奪取する

行為である。「奪取」とは,暴 力 ・脅迫 ・その他 の手段 により被移送者 を

警備員の支配から離脱 させる行為 をいう。暴力 ・脅迫を用いるほかr麻 酔

薬の使用等 により警備員の意思に反 して被移送者 をその支配か ら離脱 さ

せる行為が含 まれる。奪取行為の対象は,移 送中の犯罪者 ・被告人 ・被疑

者である。「移送中」とは,刑 務所 ・看守所等の拘禁場所 を出て再 び刑務

所 ・看守所等に収容 されるまでの全過程をいう。裁判所の審理場所 ・検

察院の尋問場所 に移送する間 も,移 送中である。刑務所 ・看守所等 に拘禁

されている犯罪者 ・被告人 ・被疑者の奪取は,本 罪 を構成 しない。 この被

告人は,刑 事事件の被告人に限 られる。

2.特 殊犯罪構成

刑法316条2項 によれば,移 送中の被拘禁者 を奪取 してその情状が重

大なとき,本 罪の重大犯罪構成 となる。「重大 な情状」とは,① 凶器 また

は強度の暴力により被移送者 を奪取 した場合,② 多数の被移送者 を奪取 し

または逃亡させた場合,③ 重大事件の犯罪者 を奪取 した場合,④ 組織的に

奪取 した場合等 をいう。

II定 罪

1.被 移送者の奪還 ・解放の意図な くf犯 罪者 ・被告人 ・被疑者の護送

を遮断 した場合は,犯 罪を認定 しえない。

2.本 罪 と公務妨害罪 との限界 犯罪者等の移送は,広 義の公務活動の

一種であるので
,被 移送者の奪取行為は,公 務妨害の性質を有する。両罪

は,主 にその目的により区別 される。本罪の成立には犯罪者奪取の目的が

なければならないが,公 務妨害罪ではこのような目的がない。行為者が被

移送者奪取の意図なく暴力・脅迫により移送公務 を妨害 したときは,本 罪
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戻 ったとき,帰 宅許可 を受けた者が期限 までに刑務所に戻 らないときは,

脱走の故意 と拘禁 ・服役免脱の目的が欠けるので,本 罪は成立 しない。

(4)本 罪の客観面は,拘 禁場所か らまたは移送途中に脱走する行為

である。「拘禁場所」とは,主 に看守所 ・刑務所 をいう。法 により逮捕 ・

拘留された者が拘禁 を一時解除された移送途中に脱走 して も,本 罪を構成

する。「脱走」の形態は,多 種多様であるが,通 常,秘 密裏に逃亡する場

合,扉 ・窓を破 って逃亡する場合,器 具 を殿損 して逃亡する場合,警 備員

に暴力・脅迫 を加えて逃亡する場合等がある。多 くは単独逃亡であるが,

数人共同 して逃亡する場合 もある。逃亡方法は,犯 罪の成立に影響 しない

が,暴 力 を手段 として逃亡 したとき,警 備員の重傷 ・死亡の結果を発生 さ

せたときは,牽 連犯 とな り,重 い刑の罪 として処断 される。暴力による脱

走は,そ の程度が暴動に満たない場合 に限 られ,ま た多数人の共同による

脱走は,そ の共同行為が組織 に満たない程度でなければならない。

脱走行為は,一一般的に,拘 禁場所を離れて警備員の支配を脱 した時点で

既遂 となる。拘禁場所から逃亡 したがs警 備員の直接支配の範囲を脱 して

いない地点で捕 らえられたとき,刑 務機器 または移送車からは脱出したが

その場で護送人員に捕 らえられたときは,警 備員の支配を脱 していないの

で,未 遂 にとどまる。

H刑 事責任

刑法316条1項;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。

14被 移送者奪取罪 〈拾春被押解人艮罪 〉

被移送者奪取罪 とは,移 送中の被拘禁者 を奪取 または解放する目的 を

もって,暴 力 ・脅迫 ・その他の方法により,移 送中の犯罪者 ・被告人また

は被疑者 を奪取する行為 をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般 に限 られる。
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なわち①監獄管理職員の殴打,② 他の被拘禁者組織 による監獄管理秩序の

破塊 ③多衆の事件惹起による正常な監獄管理秩序の撹乱,④ 他の被拘禁

者の殴打 ・体罰またはこれを他人に指示する行為である。

刑法315条 によれば,本 罪は}監 獄管理秩序破壊行為の___.つを行 って ,

その情状が重大なときにのみ成立する。「重大な情状」とは ,① 監獄管理

秩序 を反復的に破壊 して警告 ・違反記録 ・監禁処分 を経て も改俊 しない

場合,② 他の被拘禁者を組織 してまたは多衆により事件 を起こして重大な

結果を発生させた場合,③ 刑務職員またはその他の被拘禁者を殴打 して軽

傷害を生 じさせた場合,④ 警務職員 を殴打 して劣悪 な影響を及ぼ した場

合,⑤ 他の被拘禁者 を殴打 ・体罰 により自殺 ・精神異常 に追い込むな ど重

大な結果を発生させた場合等 をいう。

刑法315条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 に処する。

13脱 走罪 〈脱逃罪〉

脱走罪 とは,法 により拘禁 された犯罪者,被 告人 または被疑者が,拘 禁

場所 ・刑の執行場所 または護送か ら逃走する行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体であ り,法 によ り拘禁 された犯罪者 ・

被告人 ・被疑者に限 られる。すなわち,逮 捕 ・勾留され判決を経ない未決

犯お よび拘留以上の自由刑 に処せ られ刑務所 に服役 中の既決犯である。

誤認逮捕 ・誤判により拘禁 された無事の者は,法 により拘禁 される犯罪者

ではないから,本 罪の主体ではない。拘引 ・保釈 ・住居監視等の司法機関

の強制措置を執られた被疑者 ・被告人,管 制に処せ られた犯罪者,拘 留 ・

懲役の執行 を猶予 された犯罪者,お よび仮釈放 された犯罪者 も,拘 禁 され

た状態にないので,本 罪の主体にならない。

(2)本 罪の客体は,司 法機関による犯罪者 ・被告人 ・被疑者の管理

秩序および監獄管理活動である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。脱走は,拘 禁 ・刑罰執行の免脱

を目的 として行 われる。私事 のために刑の執行場所 を離脱後 自発的 に
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法機関によるものであ り,商 工 ・税務 ・税関等の行政機関による処分は,

含まない。行為者が隠匿 ・移転 ・転売 ・殿損 いずれかの形態で司法機関

による財産の封印 ・差押 ・凍結 を妨害すれば,本 罪の客観的要件が充足 さ

れる。 しか し,封 印 ・差押 ・凍結 されていない財産の隠匿 ・移転 ・転売 ・

殿損では,本 罪は成立 しない。

刑法314条 によれば,本 罪が成立するには,そ の情状が重大でなければ

ならない。「重大 な情状」とは,① 司法機関による財産の封印 ・差押 ・凍

結の妨害行為により,訴 訟活動 を著 しく妨害 した場合,② 判決 ・裁定の執

行を客観的に不能にした場合,③ 相手方当事者の利益に重大な損害を与 え

た場合,④ 司法機関による制止 ・警告後 も封印 ・差押凍結の妨害 を継続 し

た場合,⑤ 動機 ・手段が極めて劣悪 な場合等をいう。

人民法院による執行通知の発効後,司 法機関により封印 ・差押 ・凍結 さ

れた財産を隠匿 ・移転 ・転売 ・殿損す る方法 により判決 ・裁定の執行に

対抗 した ときは,牽 連犯 とな り,裁 判執行拒否罪0罪 として処罰 される・

判決 ・裁定の発効前に財産の封印 ・差押 ・凍結 を妨害 してその執行 を不

能または困難にした ときは,本 罪 として処断される。

刑法314条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または罰

金に処する。

12監 獄秩序破壌罪 〈破圷監管秩序罪〉

監獄秩序破壊罪 とは,法 により拘禁された犯罪者が,法 定の監獄管理秩

序 を破壊する行為の一つ を行い,そ の情状が重大な行為 をいう。

本罪の主体は,特 殊主体であ り,法 により拘禁 された犯罪者に限られ

る。「犯罪者」とは,裁 判所の有罪判決により刑罰 を科 され,現 に自由刑

を執行中の犯罪者 をいう。つま り,服 役中の既決犯であ り,看 守所で1

年以下の残刑 に服役する犯罪者お よび監獄で服役する犯罪者を含 む。逮

捕勾留 されたが判決を経 ていない未決犯(被 疑者 ・被告人)は,拘 禁 さ

れた既決犯ではない。

本罪の客観面は,刑 法315条 に定め る監獄管理秩序を破壊する行為,す
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③暴力 脅 迫の方法により執行 を妨害 ・拒否 して,執 行職務の遂行を不能

にした とき,④ 執行現場 における多衆の騒乱 ・乱入 または執行官の逮捕監

禁 ・殴打 によって,執 行職務の遂行 を不能に した とき,⑤ 執行事件 の資

料 ・公務執行用車両 ・その他の執行用機材 ・執行官の服装 または公務執

行 に関する証書 を殿損 ・奪取 して,重 大な結果 を発生 させたとき,⑥ その

他執行の妨害 ・拒否により重大な結果を発生 させた ときをいう{6)。

II定 罪

1・本罪 と公務妨害罪 との限界 両罪は,主 に次の点で異なる。本罪で

は裁判所 による判決・裁定の執行活動が侵害 されるが,公 務妨害罪では通

常の公務活動が侵害 される。 また,本 罪の行為形態には手段の制限はない

が,公 務妨害罪は暴力 ・脅迫の手段 に限 られる。

2.人 民法院の判決 ・裁定への暴力的抗拒により執行官 に殺害 ・重傷を

生 じさせた ときは,故 意殺人罪 ・故意傷害罪 として定罪 ・処罰する。

3.他 人が判決 ・裁定の執行義務 を負 う者 を蓄助 して ,両 者共同で判

決 ・裁定の執行 を抗拒 したときは,共 犯 として処断する。

m刑 事責任

刑法313条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または罰

金に処す る。

11封 印差押財産不法処分罪 〈非法赴置査封、拍押 、綜結財声畢〉

封印差押財産不法処分罪 とは,司 法機関により封印 ・差押 または凍結 さ

れた財産 を隠匿,移 転,転 売 または殿損 し,そ の情状が重大な行為 をい

う。

本罪の行為対象は,司 法機関が封印 ・差押 ・凍結 した財産である。「封

印」とは,司 法機関が保全措置 をなすべ き財産を調査 してそれに封印紙を

貼 りrそ の場 または別の場所で保管することをいう。「差押」とは,司 法

機関が保全すべ き財産 を留置 または一定の場所に移送 して保管す ること

をいう。「凍結」とは,司 法機関が被申請者 に対する預金の引出 ・処分の

禁止を関連金融機関に通知する処分をいう。 この封印 ・差押 ・凍結はa司
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法院の判決または裁定 とは,執 行する内容を有 し,既 判力の生 じている人

民法院の判決 または裁定をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体である。一般には,判 決 ・裁定の履行

義務 を有する本人である。司法解釈によれば,単 位が人民法院の判決・裁

定の執行 ・履行 を負った際に,そ の直接責任 を負う管理職その他の直接責

任者が,当 該単位の利益 のためにその執行 ・履行 を拒否 して,特 に重大 な

結果を発生 させた ときも,本 罪 を構成する。民事訴訟法102条,行 政訴訟

法49条 お よび司法解釈によれば,判 決 ・裁定の履行 に協力義務を負 う者

も,本 罪の主体 となる。判決 ・裁定の履行義務 を負わない者は,単 独では

本罪の主体 とならない。

(2)本 罪の客体 はi司 法機関の正常 な活動 と人民法院の判決・裁定

の権威である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,既 判力の生 じた判

決 ・裁定の義務を負い,そ の履行能力があると知 りなが ら,そ の履行 を拒

否す る心理態度である。

(4)本 罪の客観面は,人 民法院の判決 ・裁定を執行する能力があ り

なが ら,そ れを拒否する行為である。具体的に,次 の三要件が必要であ

る。① 「執行能力」 証拠の事実関係 を調査 した結果,人 民法院が判決 ・

裁定により執行義務を負 うとした者が,そ の執行 に供 しうる財産を有 し,

または特定行為履行義務の遂行能力を有することが立証されれば,「 執行

能力 を有する」と認め られる。② 「判決 ・裁定の執行拒否」 ③ 「既判力

の生 じた人民法院の判決 ・裁定」 これが本罪の行為対象である。

刑法313条 によれば,本 罪は,そ の情状が重大な ときにのみ成立する。

「重大 な情状」とは,次 の一事情があることをいう。すなわち,① 人民法

院の執行通知後 に,既 に封印 ・差押 もしくは点検 ・保管命令 を受けた財産

を隠匿 ・移転 ・換金 ・殿損 し,ま たは既 に凍結 された財産を移転 して,判

決 ・裁定の執行 を不能にしたとき,② 執行中に人民法院に提供 した担保財

産 を隠匿 ・移転 ・換金 ・殿損 して,判 決 ・裁定の執行 を不能に したとき,
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的な賊物の寄蔵 ・移転 ・買収 ・販売周旋であるときは
,本 罪 として処断す

るのは妥当でない。

2・本罪 と共同犯罪 との区別 本罪は,他 人が犯罪により賊物 を取得 し

た後の行為である。事前通謀に基づ き犯罪後 に賊物 を販売する行為
,自 己

が誘引 ・指揮 した青少年の犯罪により取得 した賊物 を販売 して利益 を獲

得する行為は,本 犯の共同犯罪であって ,本 罪にはならない。

2.窃 盗 ・強盗により取得 された自動車の寄蔵 ・移転 ・買収 ・販売周旋

について

1)窃 盗 ・強盗 により取得 された自動車 と知 りなが ら
,そ の寄蔵.移

転 ・買収 ・販売周旋 を行った者は,本 罪 として処罰 される。そのような自

動車 と知 りなが ら実行 した解体 ・改装 ・組立 ・入質 ・転売行為 も
,寄 蔵.

移転'買 収 ・販売周旋 とみなされ,そ の行為者は本罪 として処断 される。

2)盗 難車 と知 りなが ら購入 した者は,賊 物買収罪 として定罪 ・処罰 さ

れる。単位 の管理職またはその直接責任者が盗難車 と知 りなが ら購入 し

たときもs賊 物買収罪 として定罪 ・処罰 される。盗難車と知 りなが らその

売買 を仲介 したときは,鍼 物買収販売罪の共犯 として処断される
。「知 り

なが ら」とは・現 に知 りまたは知 りうべ きことをいう
。次の一事情がある

ときは・欺岡を立証する確実 な証拠がない限 り
,知 っていた ものとみなさ

れる。すなわち・違法な自動車取引所 または販売単位から購入 した とき
,

自動車証明書の手続が不完全 または明らかな規定違反があるとき
,自 動車

の発動機番号または車台番号を変更 した痕跡があ り
,そ の合法性の立証が

ないとき・市場価格 よりも顕著な廉価で自動車 を購入 したときであるE5)
。

皿 刑事責任

刑法312条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 ,拘 留 または管

制 に処 し,罰 金を併科 または単科する。

10裁 判執行拒否罪 〈拒不枕行判決、裁定罪 〉

裁判執行拒否罪 とは,人 民法院の判決または裁定に対 して,そ の執行能

力があるにもかかわらず執行を拒み,そ の情状が重大な行為 をいう
。人民
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周旋 〈代力蛸告〉を行 う心理態度である・「知 りなが ら」には・行為前 の

認知 と行為過程での認知が含 まれる。「知 りなが ら」の認定に際 しては・

供述のみではな く,事 件の客観的事実 に依拠 して判断 しなければならな

い。行為者が犯罪により取得 した賊物と知 り,ま たは知 りうべ きことの証

明で足 りる(4)。行為者が犯罪により取得 した賊物 と知 らなければ・当然・

本罪の故意はない。

(4)本 罪の客観面は,他 人の賊物の寄蔵 ・移転 ・買収 ・販売周旋 を

行 う行為である。行為対象は,他 人が犯罪により取得 した賊物,す なわち

他 人が犯罪 を手段 として獲得 した金銭および財物である・非犯罪手段に

より取得 された物は賊物ではなく,他 人ではな く行為者 自身の賊物であれ

ば本罪の行為対象にな らない。行為者 自身が犯罪 によ り取得 した賊物を

蔵匿 ・販売する行為は,刑 法上独立の意味をもつ犯罪行為ではない。具体

的に,本 罪には次の四つの行為がある。① 「賊物の寄蔵」 「寄蔵」とは,

賊物 を一定の場所 に隠蔽または保管することをいう。②「賊物の移転」

「移転」とは,他 人の犯罪の既遂後に,他 人がその犯罪か ら取得 した賊物

を別の場所 に運搬することをいう。金融機関への振込 による不法収益の

移転は,本 罪の行為ではな く資金洗浄行為の一種 となる。③ 「賊物の買

収」 「買収」 とは,各 所でまたは不特定者から賊物 を買い取ることをい

い,転 売利益取得または自己使用の目的で行 われる。通常・自己使用のた

めの賊物買収は,鉄 材を原料 として買収 した り,食 器を買収 して自己経営

の飲食店で使用す るなど,生 産 ・経営 のため に行われる。④ 「賊物の販売

周旋」「販売の周旋」とは,犯 罪者による賊物販売 を幣助 ・代理す ること

をいう。販売の周旋は,買 収行為 と異な り,事 前に対価 を支払 ってその賊

物を「所有」しない。販売周旋形態による賊物の販売は,そ の発売の時点

で既遂 となる。買収の行為形態は,発 売 ・販売行為の有無に関わ りなく買

収行為のみで完成 し,既 遂 となる。行為者が寄蔵 ・移転 ・買収 ・販売周旋

の一行為 を行 えば,本 罪が成立する。

皿 定罪

1.一 時的な図利のために由来不明の物品を買収 したとき,ま たは一過
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職員が自己の身分 ・調査の意向を明確に告知 しなければ
sそ の証拠提供を

拒否 しても,本 罪 を構成 しない。

(4)本 罪の客観面は,国 家安全機関による関係事実の調査 または関

係証拠の収集に際 して,そ の事実 または証拠の提出を拒否す る行為であ

る。 「関係事実 ・関係証拠」とは ,他 人の間諜犯罪行為に関する事実.証

拠,お よび行為者が認知 ・把握する証拠 をい う。「提供の拒否」は,国 家

安全機関による事実調査 または証拠収集を前提 とするので
,国 家安全機関

による事実調査 ・証拠収集を受けないときの単 なる不告発は
,本 罪の提供

拒否ではない。国家安全機関以外の者に対する事実 と証拠 ・間諜行為 と

無関係の事実 と証拠 ・自己の間諜犯罪に関する事実 と証拠 または認識 .

把握 していない事実 と証拠 についての提出拒否は
,い ずれも本罪にあたら

ない。

刑法311条 によれば ・本罪は,そ の情状が重大なときにのみ成立する
。

「重大 な情状」とは ・①重大な間諜犯罪事件の検挙 を遅延 させ た場合
a②

間諜犯人を逃亡 させた場合,③ 間諜犯罪行為を適宜に阻止 しえず国家の安

全を害 した場合等 をい う。

H刑 事責任

刑法311条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以下の有期懲役,拘 留または管

制 に処する。

9厳 物蔵匿移蕨罪 く寓藏 、装移、牧殉 、硝曾腔物罪 〉

賊物蔵匿移転罪 とは,犯 罪により取得 した賊物 と知 りなが ら
,こ れを寄

蔵,移 転,買 収 し,ま たは販売 を周旋する行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般 に限 られる。

(2)本 罪の客体は,司 法機関の正常な活動および財物所有者の追徴

権 である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,犯 罪 により取得 した

賊物 と知 りなが ら・その寄蔵 〈窩藏 〉・移転 〈襲移 〉・買収 〈牧駒 〉・販売
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4.本 罪 と共同犯罪 との区別 蔵匿庇護 される犯罪者 との事前通謀 な

く,事 後的に犯罪者を蔵匿 ・庇護 した ときは,本 罪が成立する。犯罪者 を

それと知 りなが ら通報 しないで蔵匿 ・庇護 した ときも・事前通謀は認めら

れないので,本 罪のみが成立 し,共 同犯罪は問題 にならない。 しか し,犯

罪者蔵匿 ・庇護の実行者 とその相手が通謀 を して謀議 にかかる犯罪 を

行 った相手 を蔵匿 ・庇護 した ときは,共 同犯罪 として処断される。

皿 刑事責任

刑法310条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制 に処する。その情状が重大なときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に

処す る。

8間 諜犯罪証拠提供拒否罪 〈拒絶提供向喋犯罪遊据罪〉

間諜犯罪証拠提供拒否罪 とは,他 人が間諜犯罪を行 ったことを知 りなが

ら,国 家安全機関が関係事実 または関係証拠 を調査 ・収集する際 に・その

事実 または証拠の提供を拒否 し,そ の情状が重大な行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体 は,特 殊主体であ り,他 人が間諜犯罪 〔スパイ犯

罪〕を行ったことを知 る自然人である。

(2)本 罪の客体は,国 家安全機関の間諜犯罪への捜査活動である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,自 己の証拠提出拒否

行為により国家安全機関の検挙活動 を妨害するおそれを知 りながら・この

結果の発生を希望 ・放任する心理状態である。 またs刑 法 によれば,本 罪

の主観面 には,二 つの特殊な認識的要素が含 まれる。① 「他人の間諜犯罪

実行 の認識」 狭義の 「間諜犯罪」は,刑 法110条 に定める犯罪行為であ

る。「知 りなが ら」とは,他 人の間諜犯罪実行の事実お よび性質の認識 を

いう。国家安全法施行細則24条 によれば,他 人の間諜犯罪実行の認識 を

証明 しうる証拠があるとき,ま たは国家安全機関により他人の間諜犯罪実

行 を明確 に告知 されたときは,「 知 りなが ら」と認め られる。② 「国家安

全機関による関係事実調査 または関係証拠収集の認識」 国家安全機関の
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大 なときにのみ,庇 護罪 となる。「重大な情状」とは ,① 長期間 または反

復的に情報提供 した場合,② 捜査 ・処分 を免脱 した犯罪者の数が多い場

合,③ 公安機関の捜査 ・処分を著 しく害 した場合 ,④ 公安機関の職員がそ

の便益 を利用 して情報提供 した場合等 をいう。

皿 定罪

1・本罪 と一般的な告発愕怠行為 との区別 告発慨怠行為 とは
,犯 罪者

を知 りながら告発 ・告訴 しない行為 をいう。 この行為は
,主 観的に犯罪者

の法的制裁免脱の目的がなく,客 観的に蔵匿 ・庇護行為がない点で本罪 と

異 な り,犯 罪にはならない。犯罪者 と知 りなが ら一般的な交流 を行 って

も・蔵匿 ・庇護の目的がない限 り,告 発IY+'怠行為にとどまる。

2.本 罪 と偽証罪との限界 虚偽証拠提供による庇護行為は
,偽 証行為

と類似する。 しか し,両 罪は次の点で区別 される。①犯罪の主体が異な

る。本罪の主体は」般主体である。偽証罪の主体は,特 殊主体であ り,証

人 ・鑑定人 ・記録員 ・通訳人に限 られる。②犯罪の時間が異なる。本罪

は・刑事訴訟の過程 または前段階で行われるが,偽 証罪は,刑 事訴訟の過

程でのみ行われる。 したがって,特 定の主体が,刑 事訴訟で偽証によ り犯

罪者 を庇護すれば偽証罪 とな り,そ の他の者が,刑 事訴訟またはその前段

階で虚偽証拠提供 により犯罪者 を庇護すれば本罪 となる。

3.本 罪 と証拠段滅討助罪 との区別 虚偽証拠提供 による犯罪者庇護行

為 と証拠殿滅討助罪における証拠偽造行為 とは,極 めて類似する。両罪の

主な相違は,実 行の場所 と行為対象にある。本罪における虚偽証拠提供行

為は・刑事事件の犯罪者のためにのみ行われうる。 これに対 して,後 罪に

おける証拠偽造行為では,訴 訟事件の種類(刑 事事件か非刑事事件か)

も,偽 造 される証拠 の種類 も問われない(証 言の偽造で もよい) 。実際,

虚偽証拠の提供 は,証 拠偽造行為の一つである。本罪の特殊性 ・具体性 を

鑑みるならば,虚 偽証拠提供 により犯罪者 を庇護 した者は,本 罪 として定

罪 ・処罰すべ きである。他方,当 事者による罪証殿滅 ・罪跡隠蔽 を討助す

る行為は,証 拠殿滅 ・偽造需助の一行為であるか ら,証 拠殿滅討助罪 とし

て処断 し,本 罪を重ねて認めるべ きではない。
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格なき者が司法機関に虚偽の出生証明書等の虚偽証拠 を提供 して,犯 罪者

の犯行 を隠蔽 し,ま たはその罪責 を消滅 ・軽減 しようとすることをいう。

本罪の行為対象は,犯 罪者である。「犯罪者」とはs既 に犯罪行為 を実行

した者,現 に捜査 を受けている者,逃 亡中の者 をいい・既決 ・未決は問わ

ない。

2.特 殊犯罪構成

(1)本 罪を犯 してその情状が重大なときは,本 罪の重大犯罪構成 と

なる。「重大な情状」とは,① 蔵匿庇護 した犯罪者が多い場合 ・②長期間

または反復 して犯人蔵匿庇護を行 った場合,③ 重大犯罪の犯罪者を蔵匿庇

護 した場合,④ 蔵匿庇護 された犯罪者がその期 間中に重大罪を犯 した場

合r⑤ 全国に指名手配 された犯罪者を蔵匿庇護 した場合,⑥ 蔵匿庇護の動

機 ・手段が極めて劣悪 な場合等 をい う。

(2)刑 法362条 は,旅 館業 ・飲食業 ・文化娯楽業 ・旅客運送業等の

単位 〔事業体〕の人員が,公 安機関の売春行為の捜査 ・処分遂行時に犯罪

者 にその情報 を提供 し,そ の情状が重大な ときは,刑 法310条 すなわち本

罪 として定罪 ・処罰する,と 定める。この特殊庇護罪の犯罪構成 は,次 の

通 りである。①同罪の主体は,旅 館業 ・飲食業 ・文化娯楽業 ・旅客運送業

等の単位の人員である。責任者 ・正従業員 ・臨時従業員 を含め,こ れらの

単位の就業者 ・被雇用者すべてが主体 とな りうる。② 同罪の客体 〔法益〕

は,司 法機関による売春行為の捜査処分職務の正常な秩序である。③同罪

の主観面 は,故 意お よび売春行為者を捜査処分か ら免脱させる目的であ

る。④ 同罪の客観面は,公 安機関による売春 の捜査処分遂行時に,犯 罪者

にその情報 を提供する行為である。「情報提供」とは,売 春行為の捜査 ・

処分 を行 う公安機関の部署 ・地点 ・時間 ・対象 ・その他の関連情報を犯

罪者に告知すること,犯 罪者のために見張 りを行 ってその状況 を知 らせ・

公安機関に発見 される以前の犯罪者を逃避 させることをいう。情報提供

による庇護行為の対象 は,売 春行為 に関わる犯罪者,す なわち売春の組

織 ・強制 ・誘引 ・収容 ・紹介を行 う犯罪者,性 病を伝播する犯罪者,売 春

を行 う犯罪者である。刑法の規定 によれば,こ れらの行為はその情状が重
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のほか,臨 時 に事件審理 に用いる場所 も含 まれる。

刑法309条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 ,管 制 ま

たは罰金に処する。

7犯 人蔵匿庇護罪 〈寓藏、包庇罪 〉

犯人蔵匿庇護罪 とは,犯 罪者であると知 りなが ら,こ の者 に潜伏場所 も

しくは財物 を提供 し,そ の逃亡を討助 し,ま たは虚偽の証拠 を提供 してこ

の者 を庇護する行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般に限 られる。

(2)本 罪の客体 は,司 法機関の正常な犯人訴追 ・制裁活動である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,犯 罪者をそれ と知 り

なが ら蔵匿 ・庇護 して法的制裁 を免脱 させ る心理態度である。犯罪者で

あるとの認識は,司 法機関による強制措置を執 られた者であること,司 法

機関が指名手配 ・追及中の被疑者または被告人であること,服 役中の犯罪

者であること,犯 罪を実行 して司法機関の捜査 ・処分か ら逃亡中であるこ

とを知ることをいう。行為者が犯罪者であると知 らないとき
,そ れを知 っ

ていても法的制裁 ・司法機関の追及か ら免脱 させ る目的がない ときは
,本

罪は成立 しえない。

(4)本 罪の客観面は,犯 罪者に潜伏場所 もしくは財物を提供 し,逃

亡 を討助 し,ま たは虚偽の証拠 を提供 してr犯 罪者 を庇護す る行為であ

る。具体的には,次 の行為に分けられる。① 「潜伏場所の提供」__._.般に
s

自家に宿泊 させるほか,犯 罪者のために客室を貸与 し,住 居 を賃貸 し,親

戚 ・友人を紹介 して蔵匿する行為である。② 「財物の提供」 例 えば ,旅

費 ・宿泊費の支払,潜 伏先への水 ・食料の供給等,犯 罪者の逃亡 を援助す

る行為である。③ 「逃亡 ・潜伏 の討助」 犯罪者 との同行 ,逃 亡の方向 ・

道路 ・場所の指示,交 通手段の提供,そ の他の便益の提供 により逃亡 ・潜

伏 を帯助する行為である。④「虚偽証拠提供 による犯罪者庇護」 証人適
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して本罪 を構成 しうる。

刑法308条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。その情状が重大なときは,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処する・

6法 廷秩序槻乱罪 〈抗乱法庭秩序罪〉

法廷秩序撹乱罪 とは,多 衆が騒乱 を起 こし,法 廷に乱入 しまたは司法職

員 を殴打 して,法 廷の秩序を著 しく撹乱する行為をいう。

本罪の客観面は,多 衆が法廷で騒乱 し,法 廷に乱入 しまたは司法職員を

殴打 して,法 廷秩序 を著 しく挽乱する行為である。「多衆による騒乱」と

は,多 数人が法廷内外で大声で騒 ぎ正常な裁判活動 を撹乱する行為 をい

う。「法廷への乱入」とは,法 廷における尋問 に許可なく参加 し,傍 聴者

が乱入を強行 し,ま たは投石 ・財物の損壊等その他の法廷内外における暴

力的行動により正常な裁判活動 を掩乱する行為等 をいう。「司法職員の殴

打」とは,司 法職員の人身に直接暴力的攻撃 を加 えることをいうが,こ の

司法職員には,現 に法廷で職務執行中の裁判人員〔裁判官〕,司法警察官,

書記官のほか,現 に出廷中の公訴 申立人 〔検察官〕,そ の他の司法職員が

含まれる。法廷外で現に開廷準備を行 っている司法職員への攻撃 も,本 罪

にいう司法職員の殴打 となる。注意を要する点は,法 廷への乱入 ・司法職

員の殴打 は多衆 に より行 われる必要のないこ とである。多衆 による騒

乱 ・法廷への乱入 ・司法職員の殴打の一つを行 って法廷秩序 を著 しく撹

乱すれば,本 罪の客観的要件が充足 される。「法廷秩序の著 しい撹乱」と

は,法 廷秩序の重大な混乱,審 理継続不能,審 理中断を発生 させた場合等

をいう。軽微 な法廷秩序の撹乱では,本 罪は成立 しない。

本罪は,人 民法院の公判活動 を直接の標的 とする行為である。それゆ

え,法 廷の審判活動を掩乱 しない限 り,本 罪は成立 しない。人民法院への

乱入により法廷の審判活動ではなく人民法院の正常な職務秩序 を撹乱 し

たときは,本 罪ではな く国家機関乱入罪が成立する。本罪の行為地は,審

理を現 に行い,ま たはまさにこれか ら行おうとする法廷の内外である。人

民法院が事件審理 を行 う法廷には,裁 判所が事件審理専用 に設置した場所
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の行為をいい,① 本人に指示 されて証拠 を段滅 ・偽造する行為 ,② 当事者

に証拠の殿滅 ・偽造を教唆 ・指示する行為,③ 本人の代 わ りに証拠 を殿

滅 ・偽造 しsま たは証拠の殿滅 ・偽造に役立つ条件 を本人に提供す る行

為,④ 本人 と共謀 して証拠 を共同で殿滅 ・偽造する行為,⑤ 証拠の殿滅 ・

偽造の方法を当事者に伝授する行為等である。つ まり,本 罪 にい う帯助

は,自 己の利害関係のために証拠を殿滅・偽造する当事者本人の行為が除

外されることを意味するにす ぎない。

刑法307条 によれば,本 罪はその情状が重大な ときにのみ,犯 罪 とな

る。「重大な情状」とは,① 証拠殿滅 ・偽造 を幣助 した結果が重大な場合,

②重大事件の重要な証拠の殿滅 ・偽造を討助 した場合,③ 本人による証拠

殿滅 ・偽造 を幕助 した動機 ・手段が劣悪 な場合等をいう。

H刑 事責任

刑法307条2項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留

に処する。

刑法307条3項;司 法職員が本罪 を犯 したときは,重 く処罰する。司

法職員 による職務上の便益利用の有無は,問 わない。

5証 人打撃報復罪 〈打宙披夏証人罪〉

証人打撃報復罪 とは,証 人に打撃を与えて報復する行為をいう。

本罪の客観面は,証 人対する打撃 ・報復の行為である。「打撃報復」と

は,各 種の方法により証人の合法利益 を損害する行為 をいう。通常はr①

証人の人身 ・自由 ・名誉 を直接 に侵害する行為,② 証人の財産を損壊 また

は証人の平穏 な生活を撹乱する行為,③ 職権 を利用 して証人を迫害する行

為等である。本罪の行為対象はs証 人すなわち訴訟の過程で証言する者で

ある。各種訴訟において法廷で証言する者,刑 事訴訟において公安機関 ・

国家安全機関 ・検察機関に証言する者 も,こ れに含まれる。事件の事実を

知るが まだ証言 していない者は,本 罪の対象にはならないが,証 言妨害罪

の対象 となる。証人の親戚 ・友人も本罪の対象ではないが ,証 人の近親者

への加害 により証人に報復 したときは
,刑 事訴訟法49条(3)の 趣 旨から
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る。

4.他 人に偽証 させる行為は,教 唆の性質 を有す るが,教 唆犯 として処

断しえない。なぜ なら,刑 法各則がこのような形態の教唆を特 に一犯罪行

為として定めたことか らして,総 則の共犯規定を適用する必要性がないか

らである。

皿 刑事責任

刑法307条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の懲役 または拘留に処する。

その情状が重大なときは,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処する。

刑法307条3項;司 法職員が本罪を犯 したときは,重 く処罰する。

4証 拠鍛滅割助罪 〈幕助fi、 傍造証据罪 〉

証拠殿滅討助罪 とは,刑 法305条 および刑法306条 に定める主体以外の

者力㍉ 本人による証拠の殿滅 または偽造 を討助する行為をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体 は,自 然人である。当事者本人〔被告人 ・被疑者〕,

刑事訴訟における弁護人 ・証人 ・鑑定人 ・記録員 ・通訳人は,こ れに含 ま

れない。本人自身が自己と利害関係ある証拠 を殿滅・偽造 しても,本 罪の

正犯 ・共犯 にならない。刑事訴訟 における弁護人 ・訴訟代理人が本人に

よる証拠の殿滅 ・偽造 を討助すれば,弁 護人証拠隠滅罪 となる。刑事訴訟

以外の訴訟の代理人は,本 罪の主体 となりうる。刑事訴訟における証人 ・

鑑定人 ・記録員 ・通訳人が証拠 を殿滅 ・偽造すれば,偽 証罪 となる。刑事

訴訟以外の訴訟における証人 ・鑑定人 ・記録員 ・通訳人は,本 罪の主体 と

な りうる。

(2)本 罪の客体 は,司 法機関の正常な活動である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち証拠をそれと知 りなが

ら殿滅 し,ま たは証拠 としての使用をそれと知 りなが ら偽造する心理態度

である。

(4)本 罪の客観面は,本 人による証拠の殿滅 ・偽造を常助する行為

である。「蓄助」とは,実 質的 に本人のために証拠 を殿滅 ・偽造する一切
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(2)本 罪の客体は,司 法機関の正常 な活動である。

(3)本 罪の主観面 は,故 意である。すなわち,証 人に証言 させず ,

または偽証 させる意図である。

(4)本 罪の客観面は,次 の二つの証言妨害行為である。① 「暴力 ・

脅迫 ・買収等の方法 による証人の証言阻止行為」 証人の証言阻止 とは,

刑事訴訟において公安機関 ・国家安全機関 ・検察機関等の司法機関によ

る証人の調査 ・尋問を阻止 し,ま たは証人の出廷 を阻止すること,お よび

民事 ・経済 ・行政の訴訟において証人の出廷 を阻止することをいう。証

人の証言阻止の方法は多種多様である。法律の掲げる暴力 ・脅迫 ・買収

の方法以外 にも,色 情による誘引 ・弱みにつけ込む強要 ・その他の類似す

る方法 も含 まれる。② 「他人に偽証 させる行為」 すなわち ,他 人による

偽証を意図 した行為である。偽証 には,事 実 を知る者が不実の証言をする

場合,自 己の知 らない事実を証言する場合がある。

2.特 殊犯罪構成

本罪 を犯 してその情状が重大な ときは,本 罪の重大犯罪構成 となる。

「重大な情状」とは,① 重大事件で証人の証言 を阻止 しまたは他 人に偽証

させた場合,② 誤判 を生 じさせ重大な結果を発生 させた場合,③ 手段が極

めて悪劣な場合等 をいう。

II定 罪

1・本罪 と非犯罪 との限界 通常,親 戚 ・友人間では ,証 言による報

復 ・他人の反感を怖れて,証 言拒否 ・偽証の説得がなされる。 これを本罪

として処断するのは妥当でない。

2・本罪 と弁護人証拠 隠滅罪 との区別 両罪は,犯 罪の主体および訴訟

の範囲が異なる。弁護人 ・訴訟代理人が刑事訴訟において他人に偽証 さ

せたときは,後 罪 として処罰 されるが ,本 罪は成立 しない。

3.本 罪の実行が他罪にも触れる場合 暴力手段で証人の証言 を阻止 し

他人に偽証 させて,他 の犯罪にも触れた場合 は,牽 連犯の処罰原則 により

重 い刑 を定めた罪により処罰 される。例えば,証 人を傷害 ・殺害 した場

合,証 人を人質として拉致 した場合,証 人 を不法に監禁 した場合等であ
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しないと法的責任 を負 うとの告知は,脅 迫ではない。「誘引」とは,金 銭

等の物的利益で証人を買収 し,ま たは色情等の非物的利益で証人を誘惑す

ることをいう。 しか し,証 人の経験を記憶喚起するため何 らかの提示によ

り誘導を行 ってもs誘 引とは認め られない。「事実に反する証言への変更」

または「偽証」とは,証 人が 自己の経験 ・記憶 と一致 しない証言をするこ

と,す なわち証人の不実の証言でなければならない。証人の経験 ・記憶

は,正 確なときもあれば誤っているときもある。それゆえ,証 人の証言が

事件の真相 と0致 しな くても,必 ず しも常 に事実に反する証言 となるわけ

ではない。本罪の行為対象は,刑 事訴訟法に定める7種 の証拠,す なわ

ち証拠物 ・証拠書類,証 人の証言,被 害者の陳述,被 疑者 ・被告入の陳

述,被 疑者 ・被告人の供述弁解,鑑 定結果,現 場検証 ・調査の結果,視 聴

資料である。行為者が刑事訴訟の証拠妨害行為の一つを行えば,刑 事訴訟

のいかなる段階であれ,本 罪の客観的要件 を充足する。

2.特 殊犯罪構成

弁護人または訴訟代理人が本罪を犯 して,そ の情状が重大なときは,本

罪の重大犯罪構成 となる。「重大な情状」とは,証 拠妨害行為 によって ・

①司法機関の捜査 ・事件真相解明を不能にした場合,② 司法機関の事件処

理に誤 りを生 じさせた場合,③ 犯罪の目的・動機が特に劣悪な場合,④ 犯

罪の手段が特 に劣悪 な場合等 をいう。

1刑 事責任

刑法306条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留に処

する。その情状が重大なときは,3年 以上7年 以下の有期懲役に処する。

3証 言妨害罪 〈妨害作証罪〉

証言妨害罪 とは,暴 力 ・脅迫 もしくは買収等の方法を用いて,証 人の証

言 を阻止 しsま たは他人に偽証 させる行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体 は,自 然人一般 に限 られる。
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証拠 を殿滅もしくは偽造 しf本 人による証拠の殿滅 もしくは偽造 を討助

し,ま たは証人 を脅迫 もしくは誘引 して,そ の証言を事実に反 して変更 も

しくは偽証 させる行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体であ り,刑 事訴訟における弁護人 ・訴

訟代理 人に限 られる。刑事訴訟法32条1項 によれば,委 託 を受けて弁護

人とな りうるのは,① 弁護士,② 人民団体または被疑者 ・被告人の所在単

位 により推薦された者,③ 被疑者 ・被告人の監護者 ・親族 ・友人である。

「訴訟代理人」とは,刑 事 自訴事件の原告が依頼 した代理人,公 訴事件の

被害者が依頼 した代理人のほか,刑 事訴訟法96条 に基づ き被疑者に依頼

され,法 律相談お よび訴訟 ・告訴の代理 を行 う弁護士 をい う。実際には,

弁護人 ・訴訟代理人は弁護士であることが一般的である。

(2)本 罪の客体は,刑 事訴訟での司法機関の正常な活動である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。過失では本罪は成立 しない。本

罪の証拠 ・証言の妨害が故意 によることを強調するために,刑 法306条2

項は,「 弁護人または訴訟代理人が提 出 ・開示 または引用する証人の証言

またはその他の証拠が不実であっても,そ れが故意の偽造でない限 り,証

拠の偽造ではない」 と明示する。

(4)本 罪の客観面は,証 拠 ・証言の妨害行為である。 これには,次

の形態がある。① 「行為者が直接 にまたは他 人を唆 して行 う証拠 の殿

滅 ・偽造」 「殿滅」とは,証 拠 を滅失 させ,ま たは事件の真相証明力 を喪

失 させ ることをい う。「偽造」とは,証 拠の証明内容 ・方向性 を変更す る

ことをいう。② 「本 人による証拠の*X滅 ・偽造の討助」 これは ,当 事者

による証拠の殿滅 ・偽造 を教唆 しまたは条件提供 を行 うことである。事

件の審判結果 と直接の利害関係 を有する本人 〔被告人 ・被疑者〕が証拠

を妨害 してもy本 罪は成立せず,そ の共犯に もならない。③ 「証人に対す

る事実に反する証言への変更 ・偽証 の脅迫 ・誘引」 「脅迫」とは,暴 力 ま

たはその他の方法で迫害 し,証 人を脅す ことをいう。 しか し,如 実に証言
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は関係 しない。③ 「虚偽の証言 ・鑑定 ・記録 ・翻訳の内容が事件 と重要

な関係 を有す ること」 事件 に関する重要な事実 とは,無 事に刑事責任 を

負 わせる事実,軽 罪に重刑を科 しうる事実,ま たは犯罪者の処罰 を免脱さ

せる事実,重 罪に軽刑を科 しうる事実をいう。偽証 にかかる事実が定罪・

量刑 に大 きな影響 を与える可能性がない ときは,本 罪 として処断 しえな

い。偽証行為が事件処理に現実的影響 を与えな くとも,本 罪の成立は妨げ

られない。

2.特 殊犯罪構成

本罪 を犯 してその情状が重大な ときは,本 罪の重大犯罪構成 となる。

「重大な情状」とは,偽 証 により,① 無皐の処罰 ・犯罪者の処罰免脱など

重大な冤罪・誤判 を発生 させた場合,② 無事 または死刑 に当たらない犯罪

者への死刑判決など修復不能な損失を発生 させた場合,③ 被害者の精神異

常 または0家 離散を発生 させ た場合,④ 刑事訴訟の職務を著 しく害 した場

合,⑤ 偽証の動機 ・手段が極めて卑劣 ・劣悪 な場合等 をいう。

皿 定罪

本罪 と非犯罪 との限界 証人が自己の経験 ・記憶 に基づ き如実に陳述

し,事 後的に証言事実 と客観的真実 との不一致が判明 しても,そ の証言内

容の虚偽 を理由に本罪を認定 しえない。同様 に,鑑 定人 ・記録員 ・通訳人

が偽証の意思 な く能力不足 ・不注意から非科学的または現実 と符合 しな

い鑑定結果 ・記録 ・翻訳を提 出しても,本 罪は成立 しない。 さらに,被 告

人 ・被疑者が自己に利害関係のある事実につ き虚偽の陳述を行 っても,本

罪は成立 しない。

皿 刑事責任

刑法305条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。その情状が重大な ときは,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処す る。

2弁 護人証拠隠滅罪 〈辮抽人 、i斥y4代理人毅天証据 、伽造涯据、妨

害作柾罪 〉

弁護人証拠隠滅罪 とは,刑 事訴訟における弁護人または訴訟代理人が,
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刑法304条;本 罪 を犯 した者は,2年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。

第3節 司法を害する罪

1偽 証罪 〈伽 正罪 〉

偽証罪 とは,刑 事訴訟における証人,鑑 定人,記 録員 または通訳人が ,

事件に関する重要な事実について,故 意 に虚偽の証明,鑑 定,記 録 または

通訳 を し,意 図的に他人を陥害 または罪証 を隠匿する行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,特 殊主体 〔身分のある者〕,す なわち刑事訴訟

における証人 ・鑑定人 ・記録員 ・通訳人である。「証人」とは
,刑 事訴訟

で司法機関の要求を受けて法により証言する者をいう。「鑑定人」とは
,

刑事訴訟で専門の知識 ・技能を駆使 して事実の有無 ・真偽 を鑑別する者

をいう。「記録員」とは,刑 事訴訟で法によりまたは委託を受けて記録の

職責 を担当する者をいう。「通訳人」とは,司 法機関の指定 ・招聰により

外国籍 ・少数民族 ・聾唖等の訴訟関係者のため通訳 を担当する者 ,ま たは

事件の法律文書 ・証拠等の関連資料の翻訳書面 を作成する者 をいう。

(2)本 罪の客体 はs刑 事事件における司法機関の正常 な活動 ,公 民

の人身の権利その他の合法 な権利である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,虚 偽の証言 ・鑑定 ・

記録 ・翻訳の意思 と意図的な他人陥害 または罪証隠匿の目的である。

(4)本 罪の客観面は,刑 事訴訟 において,事 件に関する重要事実に

つき虚偽の証言 ・鑑定 ・記録 ・翻訳 を行 うことである。具体的に,次 の諸

要素が必要である。① 「刑事訴訟における偽証」 偽証行為は ,刑 事事件

の立件 ・捜査 ・起訴 ・裁判の過程で行われねばならない。民事訴訟での

偽証行為は,本 罪 を構成 しない。② 「虚偽の証言 ・鑑定 ・記録 ・翻訳」

虚偽 とは,客 観的真実 と一致 しないことであって,行 為者の主観的意図 と
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博参加者でも胴元 ・博徒の要件が欠ける者は,一 般 に賭博罪 として処断さ

れず,治 安処罰条例により処理 される。

2.営 利 目的で,巧 みに理由をつけて人を欺 き富籔を発行 し,そ こか ら

不当利益 を取得 した ときは,「 多衆 を集めて賭博 を行 った」ものとみなさ

れ,本 罪 としてその刑事責任 を追及される。

3.他 人を詐欺賭博の罠に陥れて金銭を獲得することも,賭 博行為であ

り,本 罪により定罪 ・処罰される。詐欺賭博 に気づ き賭金返還 を要求した

賭博参加者に対 して,暴 力または脅迫 を用いて賭金返還 を拒否 したとき

は,本 罪 として重 く処罰する。 このとき,賭 博参加者を傷害 ・死亡させれ

ば,本 罪 と傷害罪 または殺人罪 との数罪併罰 〔併合罪〕 となる(2)・

4.賭 博が原因の乱闘で人の傷害 ・死亡 を発生 させ,ま たは直接人の殺

害に及んだときは,傷 害罪または殺人罪として処断する。暴力 ・脅迫を用

いて他人の賭金を強取 し,ま たは共同謀議 して賭場強盗 を行 ったときは・

強盗罪 として処断する。

皿 刑事責任

刑法303条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制 に処 し,罰 金を併科する。

35郵 便物遅延罪 〈故意延俣投逸郎件罪 〉

郵便物遅延罪とは,郵 便行政職員が,そ の職責を著 しく怠 り,郵 便物の

配達 を故意に遅延 して,公 共の財産または国家 ・人民の利益 に重大な損失

を与える行為 をいう。

本罪の客観面 は,次 の二要件 を同時に充足す る必要がある。第一は,

「配達の遅延」である。配達の職責を負 う者が,こ れを履行せずまたは適

正に履行 しないで,期 日通 りの配達を要する郵便物 を配達せず または配達

を遅延することをいう。第二は,「 公共の財産または国家 ・人民の利益 に

対する重大 な損失の発生」である。郵便物の配達遅延により,国 家の重大

事務 または関係単位の重要業務に影響 を及ぼして,重 大な経済的 ・財産的

損失またはその他の重大な結果 を発生 させ ることをいう。
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元,博 徒お よび賭場 開帳者に限られる。

(2)本 罪の客体はs社 会の治安管理秩序お よび風紀である
。

(3)本 罪の主観面は,故 意お よび営利 目的である
。

(4)

(3fi9}

本 罪の客観面は,多 衆を集めて賭博 を行い,賭 場 を開帳 しsま

たは賭博 を業 とする行為である。「賭博」とは,歌 留多 ・奏子 ・麻雀将棋

等の方法で・射幸心か ら金銭 を勝敗 に賭ける行為 をいう
。「多衆 を集めて

購 を行 う」 とは 潴 博行為のため るこ場所 道具 を提供 して賭博 を組織

し・他人を招来 してこれに参加 させ,自 らはその寺銭を獲得する行為 をい

っ。 この よっな者は,「 胴元」と俗称 されるが
,必 ず しも賭博 に直接参加

しな くともよい。「賭場開帳」とは ,公 開または秘密で営業的な賭場 を開

設する行為をいう。 これには二つの営利形態がある
。第一に,開 張者が賭

博 に直接参加せず・場所 ・道具の提供費用 または寺銭を獲得す る場合
,第

二に,ゲ.__..ム機 ・スロ ットマシン等の賭博機械 を設置 した り
,顧 客の賭博

の相手 となる人員を雇用 した りなどして
,開 帳者が直接賭博に関与する場

合がある。賭場経営者 ・賭場経営共同設立者の ような賭場開帳者であれ

ば本罪を構成するが・単なる従業員は賭場開帳者ではない。「賭博 を業 と

する」とは・賭博による所得 を浪費 ・生活費の主要な財源 とすることをい

っ。この賭博が習癖 となった者は,俗 に 「博徒」と呼ばれ,職 があるのに

働かず専業的に賭博 を行い,正 規の職業 と賭博を兼業 して本業を疎かにす

る。 また,長 期間賭場に雇用され顧客相手の賭博 を専業的に行 う者 も
,賭

博 を業 とする者である。本罪は,多 衆を集めた賭博
,賭 場開帳 または賭博

業の一行為があれば,成 立する。

皿 定罪

1・本罪 と非犯罪 との限界 ①賭博 と一般的娯楽行為 との区別 娯楽の

ための賭け麻雀には,本 罪が成立 しない。②賭博の胴元 ・博徒 ・賭場開帳

者 と賭博に参加 した一般群衆 との区別 前者には刑事責任が追及 される

が ・後者には主に批判教育が施 される。「義侠心」または情実から場所 を

提供 し多数人を集めて賭博を行ったが,寺 銭 を獲得 していないときは,そ

の犯罪の処罰は妥当性 を欠 くので,._...般に治安処分に付 される。反復的賭
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(4)本 罪の客観面は,死 体窃盗または死体汚辱の行為である。「死

体窃盗」とは,死 体 を窃取 して自己の管理下 に置 く行為をいい・その死体

が行為者の管理下 に存在 していなかったことが必要である。殺害 した被

害者の死体を直接移転 ・隠匿 ・埋葬する場合のように,死 体が最初か ら行

為者の管理下にあるときは,本 罪は成立 しない・「死体汚辱」とは・野晒 御

狸i褻 ・殿損 ・落書 ・躁踊 ・鞭打等の方法で死体を汚辱する行為をい う。

本罪は選択的罪名であるので,死 体の窃盗 または汚辱の一行為があれば,

本罪が構二成され うる。死体 とは,自 然人の死亡後に残 される遺体をいい・

死亡前の被害者の身体は死体ではない。死体が完全に揃っていることは

必要ないが,既 に変質 ・分解 された遺骨や残骸は死体 と認めえない。

II定 罪

1.本 罪 と非犯罪 との限界 本罪の成立には,死 体汚辱の目的が必要で

ある。客観的には死体の尊厳 を傷つける対応により関係者の感情を害 し

ても,汚 辱の意思がない限 り犯罪 にならない。

2.一 罪 と数罪 死体窃盗後の汚辱または死体汚辱のための窃取は・一

罪 を構成 す る。殺害後 に死体 を殿損 ・放棄 して罪証隠滅 ・罪跡隠蔽 を

図ったときは,殺 人罪一罪 として定罪 ・処罰 される。これに対 して・殺害

後に死体の尊厳 または遺族の感情を害するために汚辱 したときは,数 罪併

罰 〔併合罪〕となる。 この場合の行為者には,独 立 した死体汚辱の犯意 と

行為があるので,殺 人罪 と別 に本罪が成立する。

皿 刑事責任

刑法302条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役s拘 留 または管

制に処する。

34賭 博罪 〈賭博罪 〉

賭博罪 とは,営 利の目的をもって,多 衆 を集めて賭博 を行 い,賭 場を開

帳 しsま たは賭博 を業 とする行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体 は,自 然人である。立法規定か らすれば,主 に胴
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年以下の有期懲役,拘 留 または管制に処する。

32未 成年者多衆淫乱誘引罪 〈引誘未成年人聚森淫乱罪 〉

未成年者多衆淫乱誘引罪 とは,未 成年者 を多衆による淫乱行為に誘引す

る行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般である。

(2)本 罪の客体は,社 会の性習俗 ・風紀である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。 自己の行為が多衆による淫乱行

為への未成年者誘引と知 りなが ら,こ れを行 う心理態度である
。

(4)本 罪の客観面は,未 成年者を多衆 による淫乱行為に誘引する行

為である。「誘引」とは,言 語 ・実演 ・模範提示 ・映像視聴等の手段 によ

り・未成年の男女を淫乱行為に参加させることをいう。誘引の対象は,18

歳未満の未成年男女である。18歳 以上の者 を誘引 し淫乱行為 に参加 させ

るときは,本 罪は成立 しない。

II刑 事責任

刑法301条2項;本 罪を犯 した者は,5年 以上の有期懲役 ,拘 留 また

は管制に処する。

33死 体窃盗汚辱罪 〈盗窃 、汚i体 罪 〉

死体窃盗汚辱罪 とは,死 体を窃取 して自己の管理下 に置 く行為
,ま たは

野晒'狸 褻 ・殿損 ・落書 ・躁躍等の方法を用いて,死 体の尊厳 もしくは関

係者の感情 を害する行為をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般である。

(2)本 罪の客体はs公 共の秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。 また,死 体の不法占有〔領得〕・

尊厳殿損の目的を有する。図利 または報復 による鑓積解消の動機である

ことが多い。
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殺人罪 として処断 される。

皿 刑事責任

刑法300条2項;本 罪を犯 した者は,刑 法300条1項 により,3年 以

上7年 以下の有期懲役 に処す る。その情状が特 に重大なときは・7年 以

上の有期懲役 に処する。

31多 衆淫乱罪 〈聚森淫乱罪〉

多衆淫乱罪 とは,首 謀者 として3人 以上 を集合させて淫乱行為 を行わ

せ,ま たは3人 以上による淫乱行為に反復的に参加する行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人であるが,首 謀者 ・反復的参加者に限ら

れる。

(2)本 罪の客体は,社 会の性習俗である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。行為者には,多 くの場合,社 会

倫理を蔑視 し,変 態的な精神的刺激 を追求する心理的特徴がある。

(4)本 罪の客観面は,多 衆による淫乱行為である。「多衆による淫

乱」とは,異 性3人 以上が共同 して行う道徳規範 に反する性行為であ り,

正常人に差恥の感情 を抱かせ るものをい う。集団での宿泊 ・淫乱におけ

る性行為には狼褻 な行為を含むが,性 交が必要である。3人 以上の共同

性行為のすべてを..___.律に淫乱行為 とみ ることはで きない。行われた場

所 ・方法が同時代の一般人に董恥の感情を抱かせ容認 し難いときにのみ・

淫乱行為 と認められる。

皿 定罪

本罪 と非犯罪 との限界 多衆による淫乱行為へ の一般参加者または稀

に参加する者は,本 罪 として処断されない。「淫乱」は常 に変化する道徳

規範により確認 されるので,刑 法による公の性道徳の維持は,極 めて慎重

になされねばならない。

皿 刑事責任

刑法301条;本 罪を犯 した とき,そ の首謀者 または反復的参加者は・5
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せ る場合等 をいう。

既述の最高人民法院・最高人民検察院の司法解釈 によれば
,邪 教組織の

結成 ・利用による致死 とは,邪 教組織結成 ・利用 または迷信邪説の創造.

伝播により構成員または他人を欺岡して,断 食 ・自傷 ・自虐等の行為 を行

わせ または病人の正常 な治療 を阻止 して死亡させることをいう
。

(2)邪 教組織 を結成 ・利用 しまたは迷信 を利用 して人を死亡 させ
s

その情状が特に重大 な行為 「特 に重大な情状」は,具 体的 な事情 に基づ

いて確定 されねばならない。

既述の最高人民法院 ・最高人民検察院の司法解釈によれば
,邪 教組織の

結成 ・利用 により人を死亡させ,次 の一事情があるときは,「その情状が

特に重大」 となる。

1)3人 以上 を死亡 させたとき ,

2)3人 未満の死亡者であるが ,多 数人の重傷 を発生 させた とき,

3)過 去 に邪教活動 により刑事処分 ・行政処分 に付 されたが
,再 び邪教

組織の組織 ・利用 により人 を死亡 させたとき ,

4)そ の他特に重大な結果 を発生 させたときである。

H定 罪

1・本罪 と邪教組織法執行妨害罪 との区別 ・関係 両罪は
,迷 信 の利用

を特徴 とする点で共通する。 しかし,本 罪は,人 の死亡 を要件 とするが,

法執行の妨害を要件 としない・後罪は,法 執行の妨害を要件 とするが,人

の死亡 を要件 としない。この点で,両 罪は異なる。行為者が,迷 信 を利用

して法執行 を妨害 し,か つ人を死亡させた ときは,後 罪が認定 される。こ

の とき・発生 した死亡結果は後罪の量刑情状 とな り
,数 罪併罰は行われな

い。これに対 して・行為者が,迷 信 を利用 して人を死亡 させたが,法 執行

を妨害 しない ときは,本 罪 として定罪 ・処罰 される。

2・本罪 と殺人罪 との区別 本罪は,一 般に迷信 を利用 して他人を愚弄

し自殺 させた り,異 常な生活 を行わせまたは迷信的治療 を行って他人を死

亡 させる罪である。迷信 を利用 して信者に他の信者 を殺害 させた ときは
,
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を結成 ・利用 して不法活動 を行い社会的安定の破壊 を意図 していた犯罪

者 とを区別する必要がある。欺岡 ・脅迫により邪教組織 に参加 したが脱

退 し,再 びその活動 に参加 しなかった者は,犯 罪者 として処断 されない。

これに対 して,邪 教組織 を結成 ・利用 して犯罪活動を行った結成者 ・画策

者 ・指揮者 または規制効果のない積極参加者は,刑 法の規定により刑事責

任を追及される。 しか し,自 首 ・立功 を示 した者は,軽 罰 または刑の減

軽 ・免除がなされうる。

30邪 教組織迷信利用致死罪 〈組象 、利用会道fコ、邪教組象・利用迷

倍致人死亡罪〉

邪教組織迷信利用致死罪 とは,会 道門 もしくは邪教組織 を結成・利用 し

または迷信 を利用 して,人 の無知 ・錯誤 により死亡させる行為をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人であるが,会 道門 ・邪教組織の結成者 ・

幹部のほか平素か ら迷信活動 に従事する者であることが多い。

(2)本 罪の客体は,社 会管理秩序 と他人の生命権である。

(3)本 罪の主観面は,故 意 または過失である。 この故意 ・過失は,

致死の結果に対するものである。

(4)本 罪の客観面は,会 道門 ・邪教組織 を結成 ・利用 しまたは迷信

を利用 して異端邪説を宣揚 ・教示 し,他 人を混迷 ・困惑 ・愚弄することに

より,死 に致 らす行為である。例 えば,「 昇天」・「尋主」・「殉道」等 を口

実 に他人を惑わせて自殺 させた り,家 出させて異常な生活 を行わせ るなど

の方法で死亡 させた り,迷 信 を利用 した診療行為で 「治療」と称 して迷信

させ死亡 させる場合がある。

2.特 殊犯罪構成

(1)邪 教組織の結成 ・利用または迷信の利用により人を死亡させ,

その情状が重大 な行為 「重大な情状」とはs迷 信利用により他人を惑わ

せて多数人を自殺 させ,ま たは迷信利用の 「治療」により多数人を死亡 さ
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教組織を動員 して国家分裂 ・国家政権転覆を煽動 し
,国 家の安全 を害 した

ときは ・国家分裂煽動罪または国家政権転覆煽動罪 として処罰 される
。

5・本罪 と法執行暴力抗拒煽動罪 との区別 この区別の要点 として
,本

罪は,迷 信利用の形態 に限 られ,暴 力の煽動 を要 しない。 これに対 して,

後罪は,迷 信利用の形態ではな く,暴 力の煽動 を要する。刑法は,迷 信利

用による法執行妨害をより重大な犯罪形態 と定めている。それゆえ,行 為

者が,会 道 門 ・邪教組織の結成 ・利用 または迷信利用 により
,法 執行への

抵抗を煽動 した ときは,暴 力の煽動か否かに関わりな く
,本 罪 として処断

される。

6.邪 教組織 を結成 ・利用 して迷信邪説 を創造 ・伝播 し
iそ の構成員 ま

たは他 人に対 し自殺 ・自傷行為 を指図・強制 したときは
,刑 法232条 ・234

条すなわち殺人罪 ・傷害罪 として定罪 ・処罰する。

7.邪 教組織 を結成 ・利用 して迷信邪説 による誘引 ・脅迫 ・欺岡 ・その

他 の手段で婦女 ・幼女 を姦淫 したときは ,刑 法236条 の強姦罪 ・幼女姦淫

罪 として定罪 ・処罰す る。

8.邪 教組織 を結成 ・利用 して各種の詐欺手段により他人の財物 を領得

したときは,刑 法266条 の詐欺罪 として定罪 ・処罰する。

9.邪 教組織 を結成 ・利用 して国家の分裂 ,国 家統一の破壊 または国家

政権 ・社会主義制度の転覆を組織 ・画策 ・実行 したときは
,刑 法103条.

105条 ・113条 により定罪 ・処罰す る。

皿 刑事責任

刑法300条1項;本 罪 を犯 した者は ,3年 以上7年 以下の有期懲役 に

処する。その情状が特 に重大なときは ,7年 以上の有期懲役 に処する。

この種の事件処理では,教 育 と懲罰の結合 を堅持 して,騙 された大衆の

団結 ・教育を図るべ きであ り,峻 厳な処罰は僅少な犯罪者に限る必要があ

る。それゆえ・騙 された大衆は責任 を追及されないが
,犯 罪 を構成する結

成者 ・画策者 ・指揮者 ・幹部は厳 しく刑事責任を追及 される。 しか し,自

首 ・立功 を示 した者は,軽 罰 または刑の減軽 ・免除がなされ うる。

邪教組織の処理では,真 相 を知 らずに邪教活動に参加 した者 と邪教組織
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る」行為である。 この形態は,「 会道門 ・邪教組織 を組織 ・利用」せず 「迷

信の利用」のみで国家の法執行 を妨害する点で,第 一の形態 と異なる。迷

信の利用 とは,聖 水 ・神仏の御利益 を求めるなどの各種の封建迷信的行為

を利用することをいう。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊犯罪構成 は,本 罪を行 ってその情状が特 に重大な行為であ

る。「特に重大な情状」はr具 体的な事情 に応 じて確定 されねばならない。

既述の最高人民法院・最高人民検察院の司法解釈によれば,先 に掲げた邪

教組織結成利用行為につ き,次 の一事情があるときは,「 情状が特に重

大」 とされる。

1)省 ・自治区 ・直轄市 に跨る組織機構 を設立 し,ま たはその構成 員を

拡大 したとき,

2)国 外 の機関 ・組織 ・人員 と結託 して邪教活動 を行 った とき・

3)邪 教 を宣揚する内容 の出版物 を出版 ・印刷 ・複製 ・発行 しまたは

邪教組織の標章 を印刷製造 して,そ の数が巨大 なときr

4)構 成員または他人を煽動 ・欺岡 ・組織 して国家の法律 ・行政法規

執行 を妨害 し,重 大な結果 を発生させたときである・

皿 定罪

1.本 罪 と合法な宗教活動の区別 わが国の法律は,正 当な宗教活動 を

保護する。仏教 ・道教 ・キリス ト教 ・イスラム教等の正当な宗教活動 に

は,合 法な宗教教義 ・伝統的に伝わる教典 ・固定化 された活動場所 ・厳格

な宗教儀式がある。 これに対 して,会 道門 ・邪教組織は,迷 信活動 ・異端

邪説の吹聴により大衆 を騙 して法秩序を破壊する。

2.本 罪 と無知ゆえの迷信活動 との区別 後者には,国 家の法執行妨害

の目的がないので,犯 罪 にならない。

3.会 道門 ・邪教組織の結成者 ・幹部 と一般参加者 との区別 一般参加

者の行為は,そ の情状が著 しく軽微であ り,危 害が大 きくない限 りi本 罪

と認めえない。

4.本 罪 と国家分裂煽動罪 ・国家政権転覆煽動罪 との区別 会道門 ・邪
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「会道門」とは,例 えばL・貫糟 ・青帯 ・洪幕 ・九宮道 ・元級道な ど会門.

道門の形式 による民間の封建的迷信組織である。旧社会から残存するこ

れ らの組織は,そ の存在名目も雑多であ りr既 に解放初期の段階で全国的

に知 られていた会道門組織だけでも200余 りに上る。取締 を行 って も
,そ

れに適 した情勢が到来すると再生 して しまう。「邪教組織」とは,宗 教 ・

気功その他を口実に創立 され,神 格化 した首謀者が迷信 ・邪教の創造 ・伝

播 により他人を誘導 ・欺岡して発展 し構成員を支配 して,社 会に危害を及

ぼす違法組織である。例えば,「 法輪功」〈法範功 〉邪教組織
,呼 城派等

がある。「国家の法律 もしくは行政法規の執行妨害」とは
,国 家の法律 ・

法規 の執行を妨害 してその障害 となるすべての行為 をい う。その形式は

多種多様であるが,具 体的事情 に応 じて確定 されねばならない。1999年

10月9日 の最高人民法院 ・最高人民検察院 「邪教組織結成利用犯罪事件

における具体的な法適用に関する若干の問題の解釈」によれば
,邪 教組織

の結成 ・利用につ き,次 の一事情があるときは,国 家の法執行妨害行為 と

して刑法300条1項 により定罪 ・処罰 される。

1)多 衆で国家機関・企業事業単位への包囲攻撃 ・乱入を行い
,国 家機

関 ・企業事業単位の職務 ・生産 ・経営 ・教学 ・科学研究の秩序 を撹乱 し

た とき,

2)集 会 ・示威行進 を不法 に開催 しまたは構成員 もしくは他 人を煽

動 ・欺岡 ・組織 して,公 共の場所 または宗教活動の場所 で包囲攻撃 ・乱

入 ・占拠 ・騒乱 を行い,社 会秩序 を撹乱 したとき ,

3)関 連官庁による取締に抵抗 しまたは過去の取締 を無視 して
,邪 教組

織 を復興 もしくは再結成 しまたは邪教活動 を継続 した とき ,

4)構 成員 または他人を煽動 ・欺岡 ・組織 して法定義務の不履行を行

い,そ の情状が重大なとき ,

5)邪 教 を宣揚する内容の出版物 を出版 ・印刷 ・複製 ・発行 し
,ま たは

邪教組織の標章 を印刷製造 したとき,

6)そ の他国家の法律 ・行政法規の執行妨害 を行 った ときである。

第二は,「 迷信 を利用 して国家の法律 もしくは行政法規の執行を妨害す
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本罪 と非犯罪の区別 国旗法19条 ・国章法13条 は,国 旗 ・国章汚辱の

情状が軽い ときは治安処罰に処する,と 定める。 このように,本 罪 と非犯

罪との限界は,そ の情状が軽いか否かにある。情状が軽いか否かは,行 為

の手段 ・実行場所 ・目撃人数 ・結果等の事情 を総合的に分析 して判断さ

れる。

皿 刑事責任

刑法299条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留,管 制 ま

たは政治的権利剥奪に処する。

29邪 教組織法執行妨害罪 〈姐銀 、利用会道i7、 邪教組銀、利用迷信

破圷法律実施罪〉

邪教組織法執行妨害罪 とはs会 道門もしくは邪教組織を結成 ・利用 し・

または迷信 を利用 して,国 家の法律 もしくは行政法規の執行 を妨害する行

為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人に限 られるが,会 道門 ・邪教組織の結成

者 ・指揮者 ・幹部構成 員のほか,平 素か ら迷信 の活動 に従事す る者である

ことが多い。

(2)本 罪の客体は,国 家の法律秩序である。行為者が迷信の活動 を

行 って も,国 家の法律秩序を害 しない限 り,本 罪は成立 しえない。

(3)本 罪の主観面は,故 意および国家の法執行への抵抗 を煽動 ・誘

導する目的である。

(4)本 罪の客観面は,会 道門 ・邪教組織を結成 ・利用 し,ま たは迷

信 を利用 して,法 執行 を妨害する行為である。 これには,次 の二形態があ

る。

第一は,「 会道門 ・邪教組織 を結成 ・利用 して,国 家の法律 もしくは行

政法規の執行 を妨害する」行為である。「会道門 ・邪教組織の結成 ・利用」

とは,こ れらを結成 または利用することをいう。
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罪の行為対象は,合 法な集会 ・行進 ・示威である。警察またはその他の法

執行職員はs不 法な集会等に対 しては解散命令または解散強制の権限を有

し,許 可を得た集会等の軽微 な関連事項違反に対 しては制止 ・是正の権限

をもつ。しか し,そ の措置がその違法状態の制止 ・是正の目的なき集会等

の撹乱 ・乱入であるときは,本 罪を構成 しうる。

皿 刑事責任

刑法298条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役,拘 留,管 制 ま

たは政治的権利剥奪に処す る。

28国 旗国章汚辱罪 〈汚辱国旗、国徽罪 〉

国旗国章汚辱罪 とは,公 衆の場で焼却 ・殿損 ・刻削 ・塗布 ・汚濁 または

躁鋼等の方法 を用いて,中 華人民共和国の国旗 または国章 を故意に侮辱す

る行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般に限 られる。

(2)本 罪の客体は,国 旗 ・国章に対する国家の使用管理活動お よび

国家の尊厳である。

(3)本 罪の主観面はy直 接 の故意および中華人民共和国の国旗 ・国

章の尊厳 を蔑視 ・殿損する目的である。汚辱の悪意がない限 りr本 罪は成

立 しえない。

(4)本 罪の客観面は,公 衆の場で焼却 ・殿損 ・刻削 ・塗布 ・汚濁 ・

躁踊等の方法を用いて,中 華人民共和国の国旗 または国章を故意に汚辱す

る行為である。「公衆の場」 とは,公 共の場所 または公衆の面前 をい う。

一般には
,国 旗 ・国章 を掲げた公共の場所 ・機関の所在地や,大 衆の集会

場 ・人々が一緒に見うる場所である。公共の場所で国旗 ・国章 を汚辱す

れば,行 為時に大衆が不在で も,公 衆の場 となる。逆に,公 共の場所でな

くとも現に大衆の面前で国旗 ・国章 を汚辱すれば,こ れ も公衆の場であ

る。公衆の場でなければs本 罪は成立 しない。

H定 罪
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定の違反」 とは,「 集会,行 進お よび示威 はs平 和的に行わねばな らず,

武器,規 制刀剣 または爆発物の携帯,暴 力の行使および暴力行使の煽動

は,こ れ を禁ずる」と定める集会行進示威法5条 に違反することをいう。

軍の規律 ・威厳 を示すためなど集会 ・行進 ・示威それ自体に特 に必要で

ない限 り,武 器 ・規制刀剣 ・爆発物の合法所持者を含め,何 人が これらを

携帯 して集会等に参加 して も,そ れのみで法律規定への違反 となる。「携

帯」とはr武 器 ・規制刀剣 ・爆発物 を身体 に装着することをいい,さ らに,

武器等 を集会等 の開催地に運ぶ ことも携帯 となる。集会行進示威法施行

条例5条 の解釈 によれば,「 武器」 とは,各 種の銃器 ・弾薬その他の人

身を傷害 しうる器具,「 規制刀剣」とは,名 首 ・三角刀 ・飛出小刀その他

の法により規制 される刀剣,「 爆発物」とは,爆 発力 と破壊機能を有 し,

瞬時に人の死傷 ・物品の殿損 を発生 させうる爆発物品をいう。

H刑 事責任

刑法297条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留,管 制 ま

たは政治的権利剥奪 に処する。

27集 会行進示威妨害罪 〈破圷集会、游行、示威罪 〉

集会行進示威妨害罪 とは,掩 乱 ・乱入またはその他の方法 を用いて,合

法に挙行 される集会 ・行進 ・示威行為を妨害 し,公 共の秩序 を混乱 させ る

行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人に限られる。集会 ・行進 ・示威の参加者

のほか,非 参加者 も含 まれる。

(2)本 罪の客体 は,合 法な集会 ・行進 ・示威の正常な秩序および公

民の民主的権利である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。合法な集会 ・行進 ・示威 をそれ

と知 りなが ら意図的に妨害する心理態度である。

(4)本 罪の客観面は,撹 乱,乱 入またはその他の方法を用いて,合

法な集会 ・行進 ・示威を妨害 し,公 共の秩序を混乱 させ る行為である。本
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るべ きである。 これに対 して,集 会 ・行進 ・示威活動の性質をもたない多

衆の活動により社会秩序,公 共の場所 ・交通の秩序が撹乱 され,ま たは国

家機関への乱入が行われたときは,刑 法の他の関連規定により定罪 ・処罰

すべ きであ り,違 法な集会示威行進事件 として認定 ・処断するのは妥当で

ない。集会 ・示威行進 を口実に関連機関 ・単位 または公共の場所 ・交通

要所への侵入 ・掩乱活動が行われたときは,よ り重い罪を選択 して処罰 し

なければならない。

皿 刑事責任

刑法296条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役,拘 留,管 制 ま

たは政治的権利剥奪に処す る。

26武 器爆発物携帯不法参集罪 〈非法携帯武器 、管制刀具 、爆炸物参

加聚会、游行 、示威罪〉

武器爆発物携帯不法参集罪 とは,法 律の規定に違反 して,武 器 ・規制刀

剣 もしくは爆発物 を携帯 して,集 会 ・行進または示威に参加する行為 を

いう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体 は,集 会 ・行進 ・示威 に参加する自然人に限 られ

る。武器 ・規制刀剣 ・爆発物の合法所持者であってもr集 会 ・行進 ・示威

の活動 自体に必要のないこれらを携帯 して参加 したときは,本 罪を構成 し

うる。

(2)本 罪の客体は,集 会 ・行進 ・示威の活動 に対する国家の管理制

度および公共の安全である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。武器 ・規制刀剣 ・爆発物 と知 り

なが ら携帯 して集会 ・行進 ・示威 に参加する心理態度である。武器等の

携帯行為が法律上禁止 されることの認識sな いし携帯意図の内容は,問 題

とならない。

(4)本 罪の客観面 は,法 律 の規定 に違反 して,武 器,規 制刀剣,爆

発物 を携帯 して,集 会,行 進 または示威 に参加する行為である。「法律規
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ま集会 ・行進 ・示威を行 う場合である。第二は,許 可された方法を遵守 し

ない挙行,す なわち法律に定める申請手続 を経て許可を受けたが,主 管機

関の許可 した期間 ・場所 ・路線に従わない集会 ・行進 ・示威 を行 う場合

である。

さらに,解 散命令への不服従により社会秩序を著 しく破壊する行為が必

要である。違法な集会等の挙行行為があってもT解 散命令不服従による社

会秩序の重大な破壊がない限 り,本 罪は成立 しえない。合法な集会 ・行

進 ・示威行為は公民の憲法上の権利であるので,そ の干渉 ・侵害は許 され

ない。違法 な集会等の管理責任者 ・直接責任者はs解 散命令に積極的に

従 ったために統制力を失って適時かつ効果的に隊を解散 しえなくとも,解

散命令違反 とは認め られない。

皿 定罪

1.本 罪 と非犯罪 との限界 違法な集会 ・行進 ・示威行為が行われて

も,解 散命令への不服従 または社会秩序の重大な破壊がない限 り,本 罪は

成立 しない。解散命令に服従 した者 と服従 しない者 とがあるときは,責 任

者を含め命令服従者には犯罪を認定 しえない。なぜ なら,社 会秩序の重大

な破壊が解散命令不服従者によるときは,そ の直接の責任者が罪責 を負 う

べ きだか らである。

2.本 罪と他罪 との限界 本罪お よび多衆社会秩序撹乱罪・多衆国家機

関乱入罪 ・多衆公共交通秩序撹乱罪は,い ずれも集団犯であ り,公 共の場

所で行 われ,社 会秩序の重大な破壊 を発生させ うるので,極 めて類似す

る。 しか し,本 罪は,主 に次 の点で後三罪 と区別される。本罪は,集 会 ・

行進 ・示威活動の性格 を前提 とするが,許 可 を得た上で不当な方法で行 わ

れるときは,こ の性格 を有すると認めねばならない。 しか し,許 可な く行

われる場合で も,① 共通の願望を伝えるための活動であ り,② 屋外の公共

の場所での開催 を予定 しているときは,一 般 に集会 ・行進 ・示威活動 と認

め られうる。この ような性格の活動 を行 う過程で業務 ・生産 ・営業 ・教

学 ・科学研究の秩序,公 共の場所の秩序,交 通秩序または国家機関の職務

秩序が妨害 された ときは,こ れらの事情は,本 罪による社会秩序掩乱 とみ
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立 しているので,本 罪 と教唆犯の双方が成立 し,数 罪併罰 〔併合罪〕とな

る。②行為者が他人への教唆行為時に,同 一犯罪について被教唆者に犯罪

方法 を伝授 したときは,教 唆 した犯罪により定罪処罰 される。 この ときの

犯罪方法伝授 は,そ の行為者の共犯における作用 を確定する情状 となる。

皿 刑事責任

刑法295条;本 罪を犯 した者は,5年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制に処する。その情状が重大なときは,5年 以上の有期懲役に処する。そ

の情状が特 に重大なときは,死 刑 または無期懲役 に処する。

25不 法集会行進示威罪 〈非法集会 、游行、示威罪 〉

不法集会行進示威罪 とは,法 律 に定める申請を行わず,申 請後許可を受

けず,も しくは主管官庁の許可 した期 間 ・場所 ・路線 を遵守せず に ,集

会,行 進 もしくは示威 を行い,解 散命令 を拒否 して,社 会秩序 を著 しく害

する行為をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人であるが,集 会 ・行進 ・示威行為の管理

責任者および直接責任者に限 られる。「管理責任者」とは,集 会行進示威

法の定めにより提出 した申請書に責任者 として記載 された者をいう。「直

接責任者」とは,こ の責任者以外の者であって,実 際 に集会 ・行進 ・示威

行為の組織 ・計画 ・指揮 を行 う者をいう。管理責任者 ・現場組織者の指

揮に従わず 自らの行動 により社会秩序 を著 しく破壊 した者は,管 理責任

者 ・直接責任者でないので,本 罪の主体ではない。

(2)本 罪の客体は,集 会 ・行進 ・示威行為の管理秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。集会 ・行進 ・示威行為の違法

性,関 連機関による解散命令の発動を知 りなが ら,そ の実行 ・継続 を希望

または放任する心理状態である。

(4)本 罪の客観面は,ま ず,不 法な集会 ・行進 ・示威がなければな

らない。これは,次 の具体的な二形態 に分けられる。第一は,無 許可の挙

行,す なわち法律に定める申請を行わず,ま たは申請後許可を受けないま
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1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般 に限 られる。

(2)本 罪の客体はr社 会治安管理秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,犯 罪方法を他人に伝

授 して社会危害結果が発生 しうると知 りなが ら,か つこの他人がその犯罪

方法を会得することを希望する心理態度である。この故意がな く,文 学芸

術 ・映画 ・テレビ作品に表現 された犯罪方法 を他入が修得 ・模倣 したに

す ぎない ときは,本 罪が成立 しない。

(4)本 罪の客観面は,あ る具体的な犯罪方法を他人に伝授する行為

である。「犯罪方法」とは,犯 罪の予備 ・実行お よび犯行隠蔽 ・証拠隠滅

の技術 ・手順 ・手法等の方法 をいう。その 「伝授」の形態は,口 頭 ・動

作 ・映像 ・文字により,公 開または秘密裏 に,直 接対面 しまたは他者を介

して,一 人か ら一人ない し数人にまたは数人か ら一人ないし数人に,一 般

社会 または拘禁施設においてなど多種多様である。伝授行為があれば,相

手方の会得またはその方法による犯罪実行の有無に関わ りなく,お よそ本

罪が成立する。

2.特 殊犯罪構成

(1)犯 罪方法伝授の情状が重大 なとき,本 罪の重大構成 となる。

「重大な情状」 とは,一 般 に,重 大犯罪の方法伝授,多 数人への伝授,多

種の犯罪方法の伝授,18歳 未満の者への伝授等 をいう。

(2)犯 罪方法伝授 の情状が特に重大なとき,本 罪の特別重大構成 と

なる。「特 に重大 な情状」 とは,一 般 に,常 習的な犯罪方法伝授,重 大犯

罪の方法伝授 による重大結果発生,犯 罪集団に対する伝授,極 めて残忍 ・

劣悪な犯罪方法の伝授 をいう。

H定 罪

本罪と教唆犯 とが競合する事件の正確な認定のために,事 情に則 した両

者の区別が必要 となる。①行為者が同一性のない犯罪について,別 異また

は同一の対象に対する伝授行為 と教唆行為を行ったときは,両 行為が各独
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性組織庇護のための同組織構成員庇護 も本罪の庇護行為 となる
。これに

対 して,黒 社会性組織の個別構成員の単 なる庇護であれば
,犯 人庇護罪に

いう庇護行為 となる。第二は
,「黒社会性組織 による違法な犯罪活動の容

認」である。「容認」とは,自 己の職責を履行せず
,黒 社会性組織の犯罪

活動を放置 ・放任することをいう。国家公務員は,そ の職責の範囲内で発

生 した違法な犯罪活動 ,と りわけ一地方の安寧・安定 を害する黒社会性組

織の犯罪活動を阻止する職責を負っている。それゆえ,こ の ような行為を

容認 した国家公務員は,そ の刑事責任 を追及されねばならない
。容認行為

は特定の職責 とその不履行 を前提 とするので
,こ の前提 に関する認識が欠

けてはならない。 また,容 認は,共 犯 と異な り,職 責不履行 による他人の

犯罪行為の放置にす ぎず,黒 社会性組織による犯罪活動に関与するもので

はない。容認行為の対象は,黒 社会性組織の犯罪活動に限 られる。行為者

が庇護 ・容認のいずれかを行えば ,本 罪の成立が認め られる。

2.特 殊犯罪構成

本罪 を犯 してその情状が重大なとき,本 罪の重大犯罪構成 となる。「重

大な情状」とは,一 般に,① 重大な黒社会性組織 を庇護 ・容認 した場合
,

②職権利用 により黒社会性組織の懲罰を著 しく妨害 した場合
,③ 庇護行為

が私情 または卑劣 な動機に基づ く場合,④ 庇護行為 により重大な結果を発

生させた場合,⑤ 政法治安任務の主管職員または調査 ・処分権限を有す る

司法職員の容認行為により重大 な結果を発生 させた場合等 をいう
。

皿 刑事責任

刑法294条4項;本 罪 を犯 した者は ,3年 以下の有期懲役,拘 留 また

は政治的権利剥奪 に処する。その情状が重大なとき
,3年 以上10年 以下

の有期懲役に処する。

24犯 罪方法伝授罪 〈傅授犯罪方法罪〉

犯罪方法伝授罪 とは,言 語 ・文字 ・動作 またはその他の方法 を用いて
,

ある具体的な犯罪方法 を他人に伝授する行為 をいう。
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織構成員へ と吸収する行為である。本行為を処罰する目的は,国 外黒社会

組織の中国国内への浸透・拡大 を防止することにある。したが って・行為

地は中国国内,本 罪の行為対象は中国国内の中国人に限定 される。行為地

が中国の国外である とき,ま たは国内で外国人,台 湾 ・マカオの居住民 を

徴集 したときは,本 罪が成立 しない。

皿 定罪

y罪 と数罪の問題 わが国の刑法は,国 外の黒社会組織の構成員が中国

国内で当該組織構成 員 を徴集すれば,そ れのみで犯罪が成立すると定め

る。 さらに他罪を行 えば,数 罪併罰 〔併合罪〕 となる。

m刑 事責任

刑法294条2項;本 罪を犯 した者はr3年 以上10年 以下の有期懲役

に処する。

23黒 社会性組織庇護容認罪 く包庇、鰍容黒社会性｠罪 〉

黒社会 〔秘密結社的犯罪〕性組織庇護容認罪 とは,国 家公務員が黒社会

性組織 を庇護 しまたはその違法な犯罪活動 を容認する行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体 は,特 殊主体 〔身分のある者〕すなわち国家公務員

である。

(2)本 罪の客体は,社 会の管理秩序および国家機関の職能である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。黒社会性組織またはその違法な

犯罪活動 と知 りなが ら,こ れを庇護 ・容認す る心理態度である。

(4)本 罪の客観面は,二 形態がある。第0は,「 黒社会性組織の庇

護」である。「庇護」 とは,黒 社会性組織 に対する告発 ・裁判 ・取締の回

避のために,犯 罪事実の隠蔽 ・罪証隠滅 ・その他の方法で大衆 による告

発 ・摘発お よび司法機 関による捜査 ・起訴 ・審判活動を妨害することを

いう。刑法の関連規定によれば,国 家公務員が職務上の便益 を利用した庇

護行為でな くともよい。庇護の対象は黒社会性組織 に限られるが,黒 社会
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行 する犯罪は通常一種 または数種にとどまり,集 団の規模,政 治 ・経済へ

の影響力は一地方を覇有するには及ばず,集 団内部の役割分担 も相対的に

単純で,組 織形式 にも黒社会性組織 ほどの緊密 さがない。

2.一 罪 と数罪の問題 黒社会性組織の結成 ・指揮 ・参加行為は
,そ れ

のみで刑法上の独立の犯罪 となる。これらの行為 を行 って
,そ の構成員 に

殺人 ・放火等の犯罪行為を指示 したとき,ま たはこれらの犯罪実行への派

遣 を受託 した ときは,数 罪併罰 〔併合罪〕 となる。

皿 刑事責任

刑法294条;本 罪 を犯 した とき,結 成者 ,指 揮者 または参加首謀者

は,3年 以上10年 以下の有期懲役に処する。その他の積極的参加者は
s3

年 以下の有期懲役s拘 留,管 制 または政治的権利剥奪に処す る。

22国 外黒社会組織拡大罪 〈入境麦展黒社会組組罪 〉

国外黒社会組織拡大罪 とは,国 外の黒社会 〔秘密結社的犯罪〕組織の構

成員が中華人民共和国の国内で当該組織 の構成員 を徴集 ・拡大する行為

をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人,し かも国外の黒社会組織構成員 に限ら

れる。国外 の黒社会組織構成員とは,中 華人民共和国国境外の黒社会組織

の構成員 をいい,外 国および中国台湾 ・マカオ地区における黒社会組織の

人員が含 まれる。例えば,イ タリア ・アメリカのマフィア
,日 本の山口

組,台 湾の竹選逸等の組織構成 員である。中国国籍を有 しy永 久に中国国

境内に属する者は,本 罪の主体にならない。この ような者が国外黒社会組

織に参加 して本組織 を拡大 させれば,黒 社会性組織結成指揮参加罪 として

処罰 される。

(2)本 罪の客体は,社 会の管理秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。

(4)本 罪の客観面は,国 外の黒社会組織構成員を中華人民共和国境

内で徴集 ・拡大する行為,す なわち中国国内の公民を国内で国外黒社会組



.. 何乗松編著 ・刑法教科書(各 論編30章 ～34章) 43

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人,し か も結成者 ・指揮者 ・積極参加者 に

限 られる。

(2)本 罪の客体は,社 会の管理秩序である。「黒社会性組織」〔秘密

結社的犯罪組織〕は,一 地方を覇有する不法勢力であ りs当 地の政治 ・経

済 ・文化 ・人民大衆の 日常生活を脅威にさらし全面的に破壊 しうる。法

規範に秩序づけられた社会 と比較 して,黒 社会性組織 は,社 会生活全面の

違法状態を創出しうる。それゆえ,黒 社会性組織の結成 ・指揮 ・参加行為

は,社 会管理秩序の一面 にとどまらずこれを全面的に侵害する。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。その結成者 ・指揮者は,一 地方

を覇有 して金銭略奪の権力獲得 を目的 とすることが多い。 自己の結成'

指揮 ・参加す る団体が暴力 ・脅迫 ・その他 の手段 による組織的犯罪活動

を行い,一 地方 を支配 して人民大衆を威圧・殺傷するなどの悪行 を行 うこ

とを認識 していれば,そ の行為者には本罪の故意が認定 される。その団体

が刑法に定める黒社会性組織か否かの認識は,故 意の成立に影響 しない。

換言すれば,本 罪の故意は,当 該組織活動の事実 に対する認識で足 り,そ

の法的性質に対する認識は必要ない。

(4)本 罪の客観面は,黒 社会性組織を結成,指 揮 しまたは本組織 に

参加す る行為である。「黒社会性組織」とは,刑 法294条 の規定 によれば,

暴力 ・脅迫 ・その他の手段による組織的犯罪活動 を行い,一 地方を覇有 し

て人民大衆の威圧・殺傷などの悪行を行 って,経 済社会生活の秩序 を著 し

く破壊する組織 をいう。

皿 定罪

1.本 罪 と一般の犯罪集団 との区別 黒社会性組織は,金 銭略奪の権力

獲得 ・0地 方の覇有を目的として,暴 力 ・脅迫の基本的手段 により多様 な

違法犯罪活動 を行 うだけでなくs強 度の政治的 ・経済的影響力を有 し,組

織の規模 も大 きく,そ の組織形式 も極めて緊密である。 これに対 して,一

般の犯罪集団 も,組 織化 ・予備 により計画的に犯罪を行 うが,そ の目的

は,窃 盗 ・強盗 ・密輸 ・薬物販売等の具体的な犯罪である。それゆえ,実
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風 を誇示する動機 によることが多い。それゆえ,侵 害対象の多 くは不特定

人となる。 これに対 して,後 罪は,一 定の事由または怨念 を動機 とするこ

とが多いので,そ の侵害対象は一般に特定の関係者である
。本罪による傷

害が軽度であれば本罪のみが成立するが,重 傷 ・死亡を発生 させれば
,傷

害罪 ・殺人罪 として処断 される。

2・本罪の公私財物の交付強要 ・占用行為 と強盗罪 との区別 両罪の主

要な相違は,次 の点 にある。本罪は,弱 者虐待 ・利益獲得 ・威風誇示のた

めに,公 衆の面前で被害者 ・大衆 による発覚 ・告発 を意に介することな く

行われ・財物の価値が重視 されないことも多い。 これに対 して,後 罪 は,

財物の不法占有を目的 として,被 害者所有の価値ある財物全部を強取 しよ

うとす る行為であ り,被 害者 ・他人による発覚 を極力回避 しようとする。

3・本罪の追跡 ・通行妨害 ・罵倒行為 と強制狸褻罪 ・婦女侮辱罪 との区

別 各罪の主要な相違は,次 の点にある。婦女 も本罪の行為対象 となるも

のの,そ の行為形態は,暴 力 ・脅迫を手段 とする婦女への狼褻 ・侮辱では

ない。 これに対 して,婦 女に対する追跡 ・通行妨害により強制狼褻 ・侮辱

を行ったときは,婦 女強制狸褻罪 ・婦女侮辱罪 として処断する。

4.本 罪の公共場所での騒乱行為 と多衆社会秩序撹乱罪 ・多衆公共交通

秩序撹乱罪との区別 各罪の主な相違は,そ の動機 ・発生原因にある。本

罪は・刺激の欲求 を動機 とし,何 の理由 もなく行 われる。 これに対 して,

後二罪は,個 人的要求を実現するため多衆騒乱により関連機関に圧力を加

えて,一 定利益 を獲得 しようとする理由で行われる。

m刑 事責任

刑法293条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 ,拘 留 または管

制に処する。

21黒 社会性組織結成指揮参加罪 〈._,.、 領尋、参加黒社会性組象罪〉

黒社会性組織結成指揮参加罪 とは,黒 社会 〔秘密結社的犯罪〕性組織 を

結成,指 揮 しまたはこれに参加する行為 をいう。
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衆乱闘に包含 されるか らである。

皿 刑事責任

刑法292条;本 罪を犯 したときsそ の首謀者 または積極参加者は ・3

年以下の有期懲役,拘 留または管制に処する。本罪の重大犯罪構成が成立

する ときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処する。

20事 件挑発罪 〈尋畔滋事罪 〉

事件挑発罪 とは,人 を挑発 して事件 を引 き起 こして,社 会秩序 を掩乱

し,法 定の処罰事由の一つを充足する行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般に限 られる。

(2)本 罪の客体 は,公 共の秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。通常は,法 律 ・規律の蔑視,威

風の誇示,精 神的刺激の欲求,欝 積の解消等の動機 に基づ く。

(4)本 罪の客観面は,次 の一行為,す なわち,① 他人の恣意的な殴

打,② 他人の追跡 ・通行妨害 ・罵倒,③ 公私財物の交付強要 ・殿損または

占用,④ 公共場所 での騒乱による著 しい秩序撹乱である。これ らは一般

に,商 業施設 ・旅館 ・舞踊施設 ・劇場等の正常 な営業 を不能にし,交 通の

封鎖 または公私財産の損失等 を発生 させる。

刑法293条 によれば,他 人の恣意的殴打 は,そ の情状が劣悪 なときに限

り犯罪 となる。「劣悪な情状」とは,① 快楽のために他人への恣意的殴打

を反復 しまたは殴打により負傷 させた場合,② 共謀 または凶器を携帯 して

追跡 ・通行妨害を行 った場合,③ 他人の追跡 ・通行妨害 ・罵倒により劣悪

な影響 または重大な結果 を発生させた場合等 をいう。公私財物の交付強

要 ・殿損 ・占用 も,そ の情状が重大なときに限 り犯罪 となる。重大な情状

とは,こ れ らの行為 を反復 した場合,そ の被害額が高額な場合等 をいう・

H定 罪

1.本 罪の恣意的殴打 と故意傷害罪 との区別 両罪の主な相違は,そ の

動機にある。本罪は,快 楽のために理由な く他人を挑発 ・殴打 しまたは威
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る」条件つ きの持凶器乱闘の ときは,実 際の凶器使用の有無が判断基準 と

なる。

3.犯 罪構成の転化 〔加重〕

刑法292条2項 によれば,多 衆乱闘により人の重傷 または死亡 を発生

させたとき,本 罪は,傷 害罪 または殺人罪へ と転化加重される。多衆乱闘

は・公共の秩序 を重大に害するのみならず,人 の生命 ・健康 を害する罪で

もある。それゆえ,刑 法は,多 衆乱闘行為 により人の重傷 ・死亡を発生さ

せた者の多衆乱闘行為 を傷害罪 ・殺人罪 として処断する ,と 定める。

1)同 罪の主体は,重 傷 または死亡結果 を直接惹起 した者,同 結果につ

き故意のある首謀者 ・画策者 ・指揮者 に限 られる。 これ以外の参加者 ・

首謀者 には,故 意傷害罪 ・故意殺人罪に転化がされない。

2)同 罪の客体は,他 人の健康 ・生命権 および公共の秩序である
。

3)同 罪の主観面は,故 意であるが ,間 接故意であることが多い。

4)同 罪の客観面は,多 衆乱闘の過程で他人の重傷または死亡を発生 さ

せる行為に限 られる。

多衆乱闘による重傷 ・死亡の傷害罪・殺人罪へ の転化 を認定す るには,

刑法292条2項 ・234条 ・232条 の規定 を同時に適用 して ,罪 を転化 させ

る事情 を全面的に評価する必要がある。それにより,多 衆乱闘行為 自体が

独立 に定罪 ・処罰 されない根拠 を明 らかにしなければならない。

皿 定罪

1・本罪 と非犯罪 との限界 これは,本 罪の多衆乱闘 と民事紛争から生

じた乱闘 ・集団持凶器闘争 とを区別する問題である。本罪は,武 力誇示 ・

縄張 抗争など社会秩序軽視の動機によるが,後 者は ,婚 姻 ・山林 ・不動

産 ・水利等 をめ ぐる私的紛争か ら発生 し,「 犯罪集団者」的動機による も

のではない。 このような紛争か ら生 じる多数人の衝突 ・持凶器闘争自体

は独 自の犯罪でないが,重 大な結果を発生させれば,そ の直接責任者が刑

事責任 を負 う。

2・本罪 と他罪 との限界 多衆乱闘により軽傷を与えたときは
,本 罪が

認定 され,傷 害罪は別 に認定 されない。なぜ なら,軽 傷程度の傷害は,多
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1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人,し か も多衆乱闘の首謀者お よび積極参

加者に限 られる。

(2)本 罪の客体 は,公 共の秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。その動機は,武 力の顕示 ・誇

示,一 地方の縄張抗争,地 盤 占拠,「 私的闘争」による紛争解決,自 己 ・

他人のための報復 など,社 会秩序の軽視 によるものが一般的である。

(4)本 罪の客観面は,多 衆による乱闘を組織 ・画策 ・指揮 しまたは

これに参加する行為である。「多衆乱闘」とはfい ずれも3人 以上か らな

る複数の一団相互の暴力的な人身攻撃 をいう。現実生活では,乱 闘は不法

集団間において武力 ・勢力の誇示のために1事 前通告の上でなされること

も多い。それゆえ,参 加人数が大規模 とな りx凶 器等の器具を携帯するの

が一般的である。

2.特 殊犯罪構成

本罪の首謀者および積極参加者に次の一事情があるときは,本 罪の重大

犯罪構成 となる。

1)多 衆乱闘を反復 したとき 反復 とは,3回 以上をい う。

2)多 衆乱闘が多人数大規模で社会に劣悪な影響 を与えた とき 「社会

への劣悪な影響」 とはs主 に大衆の恐慌 を惹起することをいう。

3)公 共の場所または交通の要所の多衆乱闘により社会秩序 を著 しく

混乱 したとき

4)多 衆が持凶器乱闘を行 ったとき 「持凶器」〈持械 〉とは,凶 器 〔器

具,つ まり用法上の凶器〕を準備 して乱闘時に使用することをいう。乱闘

時に現場の器具使用 を事前 に計画することも,凶 器の事前準備 とみなされ

る。凶器の準備お よび現場器具使用の計画 をしていない者は,乱 闘時に個

別参加者が自ら凶器 を携帯 しまたは現場にある器具を使用 しても,持 凶器

乱闘と認め られない。一方の側に凶器の所持があっても,他 方の凶器不所

持の側 は,持 凶器乱闘 とされない。「相手側が使用すればこちらも使用す
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以下の有期懲役 に処 し,積 極参加者は,5年 以下の有期懲役 ,拘 留,管 制

または政治的権利剥奪に処する。

18多 衆公共交通秩序携乱罪 〈聚i7'乱 公共場所秩序
、交通秩序罪〉

多衆公共交通秩序撹乱罪 とは,多 衆による駅,埠 頭,民 用空港 ,商 業施

設,公 園,映 画館,劇 場,展 覧場,運 動場 もしくはその他 の公共場所の秩

序撹乱を行わせ,ま たは多衆による交通遮断 もしくは交通秩序破壊を行わ

せて・国家治安管理職員の職務執行に抵抗 もしくはこれを妨害させ
,そ の

情状が重大な行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人 しか も首謀者 に限 られる。

(2)本 罪の客体は,公 共場所の秩序 または交通秩序 である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。その動機は,多 衆 による撹乱活

動事件 を発生させて政府 ・関連単位 に圧力 を加え,無 理な要求を実現 しま

たは不満 を解消 しようとする心情であるのが一般的である。

(4)本 罪の客観面は,多 衆による公共の場所 ・交通の秩序撹乱 を組

織 ・画策 ・指揮 しrこ れに参加する行為である。行為の実行場所 または行

為対象の違いにより,本 罪は多衆社会秩序撹乱罪 ・多衆国家機関乱入罪 と

区別 される。

皿 刑事責任

刑法291条;本 罪を犯 したとき,そ の首謀者はs5年 以下の有期懲役 ,

拘留 または管制に処する。

19多 衆乱闘罪 〈聚森斗殴罪〉

多衆乱闘罪 とはs縄 張抗争または報復などの社会秩序を軽視する動機 を

もって,多 衆による乱闘を組織,画 策,指 揮 し,ま たはこれに積極的に参

加する行為 をいう。
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人以上の者が国家機関に乱入 して撹乱活動 を行い,ま たはか ような3人

以上の行為者が退去 を拒否する行為である。実際には,多 数人の勢いに乗

じた国家機関乱入の強行 ・公務の場所の占拠 ・出入口の封鎖 ・国家機関

単位の門前構内での大騒動 となる。第二は,「 国家機関の職務遂行不能に

よる重大な損失の発生」である。「重大な損失」とはt一 般 に重要な公務

の妨害 ・国家公務員の致傷 ・長期 間の公務停滞 ・高額な財産的損失 ・重

大な政治的影響等 をいう。本罪の行為対象は,国 家機関に限 られる。

H定 罪

1.本 罪 と非犯罪 との限界 多衆 による国家機関乱入行為は集団性を帯

びるので,そ の処断には慎重 さが求められる。国家機関に対する大衆の示

威 ・請願活動が,合 法であって,暴 力的な乱入行為でない限 り,犯 罪 と認

定しえない。また,一 般参加者が国家機関への乱入 を行 った場合 も,同 様

である。

2.本 罪 と公務妨害罪の区別 両罪は,主 に行為の対象 ・形態が異な

る。本罪の対象は国家機関であ り,そ の形態 も多衆による乱入に限 られ

る。これに対 して,公 務妨害罪の対象は職務を執行中の国家公務員であ

り,そ の形態は多衆によるとは限 らない。実質的にみても,本 罪では国家

機関の職務秩序が害されるのに対 し,公 務妨害罪では特定の職務行為が妨

害 される。

3.本 罪 と多衆社会秩序撹乱罪 との区別 両罪は,主 に次の二点で異な

る。①行為対象が異なる。本罪の対象は国家機関に限 られるが,多 衆社会

秩序撹乱罪の対象は国家機関以外の企業 ・事業単位 ・人民団体である。

②行為形態 と主観的な動機 に相違がある。「多衆乱入」も一種の撹乱であ

るが,暴 力の側面が重視 され,通 常は多数人により初めて乱入 とな りう

る。また,行 為の客観面が重視 され,そ の動機は問題 とならない。 これに

対 して,「 多衆撹乱」は,必 ず しも多数人に限 られないがs理 由なき騒乱

であることの趣 旨を含む。

皿 刑事責任

刑法290条2項;本 罪を犯 したとき,そ の首謀者は,5年 以上10年
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ち業務 ・生産 ・営業 ・教学 ・科学研究を不能にし,国 家 ・社会に重大な損

失 を与えることをいう。

H定 罪

本罪 と非犯罪 との限界 多衆 による社会秩序撹乱行為 は集団性 を帯 び

るのでsそ の事情は複雑である。それゆえ,そ の処断には慎重 さが求め ら

れる。多衆集合 して社会の秩序 を妨害することは群衆的な行動であ り
,そ

の事情が比較的複雑であるため,事 件 を処理するときには慎重 に判断 しな

ければならない。失業者が関係官庁に抗議 ・示威 ・請願 を行って,そ の官

庁の業務 に影響が生 じても,犯 罪 として処断すべ きではない。また,一一一般

参加者 も,犯 罪 として処断されるべ きでない。

m刑 事責任

刑法290条1項;本 罪を犯 したとき,そ の首謀者は ,3年 以上7年

以下の有期懲役 に処 し,そ の他 の積極参加者は,3年 以下の有期懲役 }拘

留,管 制 または政治的権利剥奪に処する。

1?多 衆国家機関乱入罪 〈聚森沖宙国家机美罪〉

多衆国家機関乱入罪 とは,多 衆による国家機関への乱入 を組織 ,画 策,

指揮 し,ま たはこれに参加 して,国 家機関の職務遂行 を不能にし,重 大な

損失 を発生 させる行為 をい う。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体 は,自 然人,し か も首謀者および積極参加者 に限 ら

れる。

(2)本 罪の客体はr国 家機関の正常な職務の秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。多衆による国家機関乱入行為 を

通 じて,要 求実現のための圧力行使 または国家機関の措置への不満解消 を

期待する動機であることが一般的である。

(4)本 罪の客観面は,多 衆集合 して国家機関に乱入 し,国 家機関の

職務遂行 を不能にして,重 大な損失を発生 させる行為である。これは,次

の二要素か らなる。第一は,「 多衆による国家機関への乱入」であ り,3
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に罰金を科するほか,そ の直接責任を負 う管理職およびその他の直接責任

者は,前 項の規定により処罰す る。

16多 衆社会秩序挽乱罪 〈聚森抗乱社会秩序罪〉

多衆社会秩序撹乱罪 とは,多 衆による社会秩序撹乱活動 を組織,画 策,

指揮 し,も しくはこれに参加 して,そ の情状が重大な行為,ま たは業務 ・

生産 ・営業 ・教学 ・科学研究を不能にして,重 大な損失を発生 させる行為

をい う。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,首 謀者お よび積極参加者たる自然人に限 られ

る。その他の一般参加者は,本 罪 を構成 しない。

(2)本 罪の客体 は,社 会秩序である。この社会秩序 とは,特 定の政

党機関 ・企業 ・事業単位および人民団体の業務 ・生産 ・営業 ・教学 ・科

学研究の秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。本罪は集合犯であるから,多 数

行為者の共同故意が必要である。この多数行為者は,撹 乱活動により関連

機関 ・単位 ・指導者に圧力を加 えて,自 己の無理な要求 を実現 しようとす

る動機であることが多い。要求の具体的内容 ・動機は多種多様だが,本 罪

の成立に影響 しない。

(4)本 罪の客観面は,多 衆により政党機関 ・企業 ・事業単位 ・人民

団体の正常 な活動 を撹乱する行為である。「多衆」とは,首 謀者が煽動 ・

結集 した3人 以上の特定 ・不特定の多数人であ り,同 一の時間または空

間における集合 をいう。「撹乱」とは,関 係機関 ・単位の正常な活動 を不

法 に破壊 ・妨害する行為をいい,暴 力的撹乱と非暴力罪的撹乱妨害 とに分

けられる。前者は,事 務所への乱入,関 係職員の殴打 ・脅迫,財 物の損壊,

関係者の強制留置等 を行 う場合であ り,後 者は,事 務所での騒乱,職 員へ

の追随 ・罵倒侮辱,生 産 ・業務の場所や通路の占拠等 を行 う場合である。

刑法によればa多 衆 による社会秩序の撹乱は,そ の情状が重大なときに

のみ犯罪 となる。「重大な情状」とは,行 為の結果が重大なこと,す なわ
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罪 は牽連犯 となり,重 い罪 を選択 して処罰 される。

皿 刑事責任

刑法286条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処

する。その結果が特 に重大な ときは ,5年 以上 の有期懲役 に処する。

15無 線電波管理秩序擾乱罪 〈抗乱元観屯通汎管理秩序罪 〉

無線電波管理秩序掩乱罪 とは,国 家の規定 に違反 して
,無 線電信局(施

設)を 権限な く設置 もしくは使用 し,ま たは電波周波数を権限な く占用

し,使 用停止命令を受 けても使用停止 しないで無線通信の正常な運用を妨

害 し,重 大 な結果を発生 させる行為 をいう。

本罪の客観面は,次 の三要件からなる。

1)「 国家の規定 に違反 して,無 線電信局(施 設)を 権限な く設置 ・使

用 し,ま たは電波周波数を権限なく占用すること」 無線電波管理条例の

規定によれば,無 線電信局(施 設)を 設置するには許可が必要であ り
,無

線電信周波数を占用するには無線電波管理機関の審査 ・指示 を経 なけれ

ばならない。 このような国家規定に違反 して
,設 立審査手続 を経 て電信局

鑑札 を受けずに無線電信局 を設置 し,ま たは審査 ・指示 を経 ないで一定の

周波数 を占用するときは,権 限なき設置 ・占用 となる。

2)「 使用停止命令 を受 けても使用 を停止 しないこと」

3)「 無線電波通信 の正常 な運用を妨害 し,重 大 な結果を発生 させ るこ

と」 「重大 な結果」とは,① 重要な無線電波通信系統からの情報の重大 な

誤報 ・遺漏 により,重 大な危害 を発生 させた場合,② 航空機等の無線誘導

その他の安全な業務の正常な運行を妨害 して,人 の死傷 または重大な財産

の損失 を発生 させた場合,③ ラジオ ・テレビ放送の業務を妨害 して重大な

損失 を与え,放 送の受信 を不能 ・一時不能にして結果が重大 な場合s④ そ

の他公安機関による重大事件 の犯人逮捕 ・軍事行動の妨害など無線電波

通信の妨害により重大な結果を発生 させた場合等 をい う。

刑法288条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 ,拘 留 または管

制に処 し・罰金 を併科 または単科する。単位が本罪を犯 したときは
,単 位
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送 される情報資料 ・応用プログラムに削除 ・修正 ・増加を施 し,こ れらを

破壊する行為である。③ 「電子 ウイルス等の破壊的プログラムを製作 ・

伝播 して,電 子計算機系統の正常な運行に影響 を及ぼす行為」 電子ウイ

ルス とは,電 子計算機の機能を破壊 椴 損するために作成または電子計算

機プログラムに挿入 される情報資料であ り,電 子計算機の使用に影響 を及

ぼ して電子計算機のコマ ンド ・プログラムコー ドを自己複製 させるもの

いう。電子計算機系統の正常な運行に対す る影響 とは,電 子計算機がプロ

グラムの一定の目的 ・企画 に従 って行 う情報の収集 ・加工 ・記憶 ・伝送 ・

検索等の処理を,正 常に行いえな くすることをいう。電子計算機系統の正

常な働 きを不能にするこれら三種類の行為 は,各 種各様の重大結果を発生

させたときにのみ,犯 罪 を構成 しうる。結果が重大でなければ・本罪は成

立 しない。

2.特 殊犯罪構成

電子計算機の情報系統を破壊 して,そ の結果が特 に重大なとき・本罪の

重大構成 となる。「特 に重大な結果」とは,一 般 に,① 国家が重点的に保

護する電子計算機情報系統を著 しく破壊 して,国 家 ・人民に利益 に重大な

損失 を与えた場合,② 金融 ・証券取引機関の電子計算機の情報系統を著 し

く破壊 して,特 に巨額の経済的損失 または顧客の恐慌 を発生 させた場合,

③鉄道 ・通信 ・生産部門の電子計算機情報系統を著 しく破壊 して人身の

死傷その他の重大事故 を発生させた場合等 をいう。

H定 罪

1.本 罪は,技 術的操作 または電子ウイルスの作成 ・伝播により電子計

算機の情報系統(ソ フ トウェア)を 破壊する罪である。物理(暴 力)的

な方法で直接ハー ドウェア設備を破壊 ・殿損 したときは,刑 法の関連規定

により定罪処罰されr本 罪 としては処断 されない。

2.本 罪 とその他の電子計算機利用犯罪 との関係 電子計算機を利用 し

て金融詐欺 ・窃盗 ・横領 ・公金流用 ・国家秘密窃取その他の罪を犯 した

ときは,刑 法の関連規定により定罪 ・処罰 される。電子計算機利用犯罪を

犯 して,そ の情報系統の正常な運行 を不能 にし,結 果が重大なときは,両
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のシステムに限られる。これ以外の電子計算機情報系統であれば,本 罪は

成立 しない。不法侵入行為があれば本罪の客観的要件が充足 されるので,

侵入により直ちに既遂が成立す る。

II定 罪

本罪 と他の電子計算機利用犯罪 との関係 国家が重点的に保護す る電

子計算機情報系統への侵入により国家秘密を窃取 しまたは他罪 を犯 した

ときは,牽 連犯 としてより重い罪で処罰 される。

皿 刑事責任

刑法285条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘留に処

する。

14電 子計算機情報系緋破壊罪 〈破圷汁算机消息系銃罪 〉

電子計算機情報系統破壊罪 とは,国 家の規定に違反 して,電 子計算機情

報系統の機能,ま たはその系統内で討憶 ・処理 ・伝送される情報資料 もし

くは応用プログラムを破壊 し,電 子計算機情報系統の正常な運行を不能に

して,そ の情状が重大な行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)

(2)

(3)

(4}

本罪の主体は,自 然人一般に限られる。

本罪の客体は,電 子計算機情報系統の安全である。

主観面は,故 意である。

本罪の客観面は,次 の三行為がある。①「国家の規定 に違反 し

て,電 子計算機の情報系統 〔情報 システム〕の機能 を破壊 し,ま たは削

除 ・修正 ・増加 ・妨害等の技術的操作 を用いて,電 子計算機の情報系統の

正常な運行 を不能にする行為」 ハー ドウェア設備 を直接 に殿損 ・解体 し

て,そ の機能を殿損 した ときは,刑 法の関連規定により定罪 ・処罰 され,

本罪 としては処断されない。② 「国家の規定 に違反 して,電 子計算機の情

報系統内で記憶 ・処理 ・伝送 される情報資料 ・応用プログラムを破壊す

る行為」 技術的操作 を用いて,電 子計算機の情報系統で記憶 ・処理 ・伝
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なわち 「盗聴盗撮専用機材の不法使用」 と 「重大 な結果発生」 とが必要

である。この専用機材を使用 しないで他人の私的秘密 を取得 しても,本 罪

は成立 しない。また,こ の専用機材を不法使用 しても重大な結果が発生 し

ない ときは,本 罪は成立 しない。

2.本 罪 と他罪 との限界 本罪の行為対象 に国家の秘密 ・情報お よび商

業秘密は含 まれない。行為者が盗聴盗撮専用機材の不法使用によりこれ

らの秘密 を取得 したときは,他 罪が成立 し本罪は成立 しない。

皿 刑事責任

刑法284条;本 罪 を犯 した者は,2年 以下の有期懲役,拘 留または管

制に処する。

13電 子計算機情報系統不法侵入罪 〈非法侵入汁算机消息系銃罪〉

電子計算機情報系統不法侵入罪 とは,国 家の規定に違反 して,国 家事

務 ・国防施設 または先端科学技術領域の電子計算機情報系統 に故意 に侵

入する行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般 に限 られる。

(2)本 罪の客体は,国 家が重点的に保護する電子計算機の情報系統

〔情報システム〕の安全 である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,国 家が重点的に保護

する電子計算機情報系統 と知 りなが ら,故 意に侵入する心理態度である。

故意な く侵入 して警告 を受けても退出 しないときも,故 意の不法侵入とみ

なされる。

(4)本 罪の客観面は,国 家が重点的に保護する電子計算機の情報系

統に不法侵入する行為である。「不法侵入」とは,当 該電子計算機の情報

システムへのアクセス権なき者が,故 な くそこに侵入することをいうが,

通常は,暗 号解読またはその窃取 ・探索 ・騙取により当該電子計算機の情

報システムへの侵入 ・操作を行 う。本罪の行為対象は,国 家が重点的に保

護す る電子計算機情報系統,す なわち国家事務 ・国防施設 ・先端技術領域
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う・「間諜専用機材」とは,国 家安全法施行細則20条 に定める間諜活動用

特需機材,す なわち①隠蔽式盗聴盗撮機材,② 発信機 ・使い捨 て暗号 ・秘

密謄写器具,③ 情報獲得用電子監視機材,④ その他の間諜専用機材 をい

う。間諜専用機材の確認は,国 家安全部がその責任を負う。

刑法283条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または管

制に処する。

12盗 聴盗撮用機材不法使用罪 〈非法使用窃所、窃照妻用器材罪〉

盗聴盗撮用機材不法使用罪 とは,盗 聴 または盗撮の専用機材を不法に使

用 して,重 大な結果を発生 させる行為 をい う。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体 は,自 然人一般 に限 られる。

(2)本 罪の客体は,社 会生活の安寧 と公民の生活上の秘密である。

盗聴盗撮の専用機材の不法使用は,公 民の生活上の秘密 を直接侵害 し脅威

にさらすのが一般である。また,こ のような行為は,公 衆の恒常的な不安

を招来 し,正 常 な生活 ・業務の秩序 を害することが多いので,公 共の秩序

を害する罪の一つ とされている。

(3)本 罪の主観面は,故 意であるが,他 人の私的秘密取得 の目的を

有す るのが通常である。

(4)本 罪の客観面は,盗 聴盗撮の専用機材 を不法に使用 して,重 大

な結果 を発生 させる行為である。「不法使用」とは,法 に基づ く技術的捜

査措置以外の盗聴盗撮専用機材の使用をい う。「盗聴盗撮の専用機材」と

は,隠 蔽式盗聴盗撮機材,電 子監視機材等 をいう。「重大な結果の発生」と

は,一 般 に,他 人の私的秘密の盗聴 ・盗撮 に より発生 した他 人の精神異

常 ・家庭破壊 ・自殺等 をいう。 また,他 人の私的秘密の盗聴・盗撮 により

国家秘密を認知 したとき,党 ・国家指導者の私的秘密を窃取 してその信頼

の危機 を発生 させた ときも,重 大 な結果の発生 とみなされる。

II定 罪

1.本 罪 と非犯罪 との限界 本罪が成立するには,二 つの客観的要件す
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図する用途が含まれる。不法所持者が自己の知る用途について釈明すれ

ば,そ れのみで用途の説明 と認め られるが,出 所 ・用途 につ き虚偽の「説

明」をしたときは,実 質的に説明の拒否である。虚偽か否かの判断は,不

法所持者が如実に説明 したか否かに基づ くべ きであ り,客 観的事 情との完

全一致 を基準 とす るのは妥当でない。秘密不法所持お よびその出所 ・用

途の説明拒否の両要件が充足 されて初めて,本 罪の客観的行為 となる。

不法所持行為の対象はr国 家の極秘 ・機密の文書 ・資料 ・その他の物品

である。

1)不 法所持行為の対象はs国 家の極秘または機密に属する文書 ・資

料 ・その他の物品に限られる。単なる国家秘密はこれに含 まれず,こ れを

不法所持 して も,本 罪は成立 しない。

2)本 罪の行為対象は,国 家の極秘 ・機密が化体 された文書 ・資料 また

はそれ自体が国家の極秘 ・機密である物品でなければな らない。国家の

極秘 ・機密を不法に認知 しただけで,そ の化体物または実物を不法所持 し

ていなければ,本 罪は成立 しない。

H定 罪

本罪 と国家秘密 に関わる他罪 との関係 間諜罪 ・国家秘密情報不法提

供罪 ・国家秘密不法取得罪の実行により本罪を構成 するときは,牽 連犯 と

な り数罪併罰 〔併合罪〕にはな らない。

皿 刑事責任

刑法282条2項;本 罪 を犯 した者はr3年 以下の有期懲役,拘 留 また

は管制に処する。

11間 諜用機材不法生産販売罪 〈非法生声、硝害向喋寺用器材罪 〉

間諜用機材不法生産販売罪 とは,盗 聴 ・盗撮等の間諜専用機材 を不法に

生産または販売する行為をいう。

本罪の客観面は,間 諜専用機材 を不法に生産 ・販売す る行為である。

「不法な生産 ・販売」とは,間 諜専用機材生産販売 に対する国家の管理制

度に違反 して,許 可な く間諜専用機材の生産 ・販売活動 を行 うことをい
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10国 家機密資料不法所持罪 〈非法持有国家絶密、机密文件、資料、物

品罪〉

国家機密資料不法所持罪 とは,国 家の極秘 もしくは機密の文書 ・資料 ま

たはその他の物品を不法に所持 し,そ の出所および用途の説明を拒む行為

をい う。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体 は,自 然人一般 に限 られる。

(2)本 罪の客体は,国 家の秘密保持職務の正常 な秩序である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。 この内容 は,① 国家の極秘〈絶

密 〉・機密の文書 ・資料 ・その他の物品であることを既 に知 り,ま たは告

知 されていること,② その出所 ・用途 を知 りなが ら間接的に所持する とき

は,そ の直接所持者が秘密の根源的出所 を知る必要のないこと,お よび③

当該機密の出所 ・用途の捜査権 をもつ調査 員がその権限行使 中と知 って

いることである。所持者にこれらの認識が欠ければ,そ の出所 ・用途の説

明を拒否 して も,本 罪は成立 しない。例 えば,国 家秘密であると知 らない

場合,確 実 に出所不明の国家秘密であるため出所 ・用途 を知 らない場合 ,

相手方が権限ある調査員であると知 らない場合である。

(4)本 罪の客観面は,国 家の極秘または機密の文書 ・資料 ・その他

の物品を不法に所持 し,そ の出所 ・用途の説明を拒む行為である。「不法

所持」 とは,国 家安全法施行細則19条 によれば,① 国家の極秘 ・機密の

認知 を禁 じられた者が,国 家極秘 ・機密の文書 ・資料 ・物品を携帯または

保存すること,② 国家 の極秘 ・機密 を知 りうる者が,手 続 を経ないで国家

極秘 ・機密の文書 ・資料 ・物品 を故な く携帯 または保存する行為をいう。

「出所 ・用途の説明拒否」とは,調 査尋問を受けても,不 法所持 にかかる

極秘 ・機密の出所 ・用途を説明 しないことをい う。この出所 には,根 源的

出所など一切の出所のほか,所 持者が特に知るその他 の出所 も含 まれる。

秘密の根源的出所 を知 らない不法所持者が,拾 得 ・保管の受託 ・受贈など

秘密取得の理由 を説明 したときは,そ の出所 を説明 した もの と認め られ

る。「用途」とは,不 法所持者の知る他人の企図する用途お よび本人の企
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(2)

(3)

(4)

本罪の客体は,国 家の秘密保持職務の正常 な秩序である。

本罪の主観面は,故 意である。

本罪の客観面は,窃 取 ・探索 ・買収の方法を用いて,国 家の秘

密 を不法 に取得す る行為である。「不法取得」 とは,法 が国家秘密の認

知 ・取得 を禁ずる者がその秘密を認知 ・取得す ること,ま たは国家秘密 を

知 りうる者が処理手続 を経ないでその秘密 を取得することをいう・本罪

の秘密不法取得は,窃 取 ・探索 ・買収の方法 による ものに限 られる。「探

索」とは,秘 密裏の探知をい う。不法取得の対象である国家秘密には,極

秘 〈絶密 〉・機密 ・秘密の三等級がある。 これ以外の情報は,本 罪の対象

ではない。

2.特 殊犯罪構成

本罪 を犯 してその情状が重大 なときは,本 罪の重大犯罪構成 となる。

「重大 な情状」とは,一 般に,極 秘の国家秘密を不法取得 した場合,不 法

取得 した秘密を漏泄 ・拡散 して重大な結果を発生 させた場合,大 量の国家

秘密 を取得 した場合等をいう。

皿 定罪

本罪 と国家秘密情報不法提供罪 との区別 両罪区別の要点は,国 外の機

関 ・組織 ・個人のために国家秘密 を不法取得 したか否か,不 法取得 した国

家秘密 を故意に国外の機関 ・組織 ・個人に提供 したか否かにある。不法

取得 した国家秘密 を漏泄 ・拡散 して国外の機関 ・組織 ・個人に認知 ・取

得 された としても,こ のことに対する行為者の故意がない限 り本罪が認定

される。

皿 刑事責任

刑法282条;本 罪を犯 した者はi3年 以下の有期懲役,拘 留,管 制 ま

たは政治的権利剥奪 に処する。その情状が重大なときは,3年 以上7年

以下の有期懲役 に処する。
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の情状が重大な行為 をいう。

本罪の行為対象は,警 察の制服 ・車両番号票等の専用標章 ・警察用機器

に限 られる。「人民警察の制服」とは,国 家が法 により人民警察専用 に特

別の様式 を定め,警 察職務執行のために着用 され,そ れにより警察の身分

を示す服装すなわち警察服 をいう。「車両番号票」とは,自 動車管理の便

を図って作成 され,そ の所属 ・種類 ・配列順序等 を明示する鑑札 をい う。

「専用標章」 とは,主 に警察階級標章,警 察服専用標章(例 えば警察服の

ボタン ・茶青色の布 ・帽章 ・襟章 ・符号 ・ネクタイ ・ネクタイピン ・警

察記章 ・警察灯等)を いう。「警察用機器」とは,人 民警察用機器武器使

用条例によれば,「 人民警察が規定に基づ き装備する警棒 ・催涙弾 ・高圧

水射器 ・特殊防犯銃 ・手錠 ・足錠 ・警縄等の警察用器具」をいう。「不法

な生産 ・売買」 とは,人 民警察法36条 に違反 して,許 可な く警察服 ・車

両番号票 ・警察用器具 を生産 または売買することをいう。

本罪が成立するには,情 状が重大でなければならない。「重大な情状」

とは,一 般 に,① 大量に不法 な生産 ・販売をした場合,② 規制効果な く反

復的に不法な生産 ・売買をした場合,③ 不法な生産 ・売買にかかる警察装

備 を犯罪に用いた場合,④ 人の殺傷等の重大な結果を発生 させた場合等を

いう。

刑法281条1項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留 また

は管制 に処 し,罰 金を併科または単科する。単位が本罪を犯 したときは,

単位に罰金 を科するほか,そ の直接責任 を負 う管理職お よびその他の直接

責任者は,前 項の規定により処罰する。

9国 家秘密不法取得罪 〈非法荻取国家秘密罪 〉

国家秘密不法取得罪 とは,窃 取 ・探索または買収の方法 を用いて,国 家

の秘密 を不法に取得する行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般に限られる。
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H刑 事責任

刑法280条2項;本 罪 を犯 した者はs3年 以下の有期懲役r拘 留,管

制 または政治的権利剥奪に処する。

7住 民身分証偽変造罪 〈伽造 、変造居民身分証罪 〉

住民身分証偽変造罪 とは,住 民身分証明書を偽造 または変造する行為を

い う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般 に限 られる。

(2)本 罪の客体 は,住 民身分証明書 に対する国家の管理制度であ

る。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。

(4)本 罪の客観面 は,住 民身分証明書を偽造または変造する行為で

ある。「住民身分証明書」とは,住 民身分証条例によれば,公 安機関が統

一的に印刷 ・発行 ・管理する住民の身分証明書をいう。

2.特 殊犯罪構成

本罪 を犯 してその情状が重大 な ときは,本 罪の重大犯罪構成 となる。

「重大な情状」とは,一 般 に,① 大量の住民身分証明書を偽変造 した場合,

② 同偽造証明書の販売により巨額の利益 を取得 した場合,③ 本証明書の偽

変造 により重大な結果 を発生させた場合である。

II刑 事責任

刑法280条3;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留,管 制

または政治的権利剥奪 に処する。その情状が重大 なときは,3年 以上7

年以下の有期懲役 に処する。

8警 察装備不法生産売買罪 〈非法生声、渓嚢警用装各罪〉

警察装備不法生産売買罪とは,国 家の規定に違反して,許 可なく人民警

察の制服 ・車両番号票等の専用標章 ・警察用機器を生産または売買し,そ
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要機関の公文書等 を窃取f奪 取 ・殿滅 した場合s② 反復的にまたは大量に

窃取 ・奪取 ・殿滅 した場合,③ 窃取 ・奪取 した公文書等を用いて国家機関

の利益 ・信用に重大 な損害を与えた場合,④ 本公文書等を他の犯罪に用い

た場合等が,重 大な情状 とされる。公文書 ・証明書 ・印章 を窃取 ・奪取 ・

殿滅 して 「その情状が重大」なときは,本 罪の基本犯罪構成に量的変化 ・

部分的質的変化が生 じ,そ の危険性 も重大 となるので,刑 法は重い刑で臨

んでいる。

皿 刑事責任

刑法280条1項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留,管

制 または政治的権利剥奪 に処する。その情状が重大な ときは,3年 以上

10年 以下の有期懲役 に処する。

6会 社企業等印章偽造罪 〈一{/'」造公司、企並 、事曲単位、人民団体印

章罪〉

会社企業等印章偽造罪 とは,会 社,企 業,事 業単位 または人民団体の印

章 を偽造する行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体はr自 然人0般 に限 られる。

(2)本 罪の客体は,会 社 ・企業 ・事業単位 ・人民団体の正常な活動

および信用である。

(3)本 罪の主観面 は,故 意である。

(4)本 罪の客観面は,会 社,企 業,事 業単位 または人民団体の印章

を偽造する行為 である。「印章」とは,会 社 ・企業 ・事業体 ・人民団体が

その主体の同一性 を示すために文字 ・記号を彫 り込んだ印章またはある

特殊用途のための印章をいい,そ の所属単位 を示すための標彰である。印

章の偽造 には,印 穎 〔印形〕お よび印影の偽造がある。非国家機関単位の

文書 ・証明書を偽造 しても本罪は成立 しないが,文 書 ・証明書上の印影を

偽造 したときは,本 罪 として処断 される。



(408) 何乗松編著 ・刑法教科書(各 論編30章 ～34章) 23

書 ・印章を売買 したときは,本 罪 として処罰する。

2.税 関発行の前掲の証書 ・証票 を偽造 ・変造 して外国為替の詐欺購入

に用いた ときは,牽 連犯 とな り,重 い外 国為替詐欺購入罪 として処罰す

る(D。

皿 刑事責任

刑法280条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留r管 制 ま

たは政治的権利剥奪 に処する。その情状が重大 なときはs3年 以上10年

以下の有期懲役に処す る。

5国 家公文書印章盗取鍛滅罪 〈盗窃 、捻存 、毅天国家机美公文 、柾

件、印章罪〉

国家公文書印章盗取殿滅罪 とは,国 家機関の公文書 ・証明書または印章

を窃取,奪 取 または*X滅 す る行為をい う。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体は,自 然人一般である。

(2)本 罪の客体 は,国 家機関の公文書 ・証明書 ・印章の信用であ

る。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,国 家機関の公文書 ・

証明書 ・印章をそれ と知 りなが ら窃取 ・奪取 ・殿滅する心理態度である。

(4)本 罪の客観面は,国 家機関の公文書 ・証明書 ・印章を窃取 ・奪

取 ・殿滅する行為である。「窃取」とは,密 かに盗取 して不法 占有するこ

とをいう。「奪取」とは,他 人の不備に乗 じて公然 と奪取 して不法占有す

ることをいう。「殿滅」とは,焼 却 ・破棄 ・裁断 ・損壊の方法を用いて消

滅または機能喪失 させることをいう。行為の対象は,国 家機関の公文書 ・

証明書 ・印章であ り,こ れ以外 では,本 罪は成立 しない。

2.特 殊犯罪構成

本罪の特殊犯罪構成は,本 罪を犯 して,そ の情状が重大な行為である。

刑法は,こ の重大な情状の意義 を明示 していない。実務では,① 国家の重
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1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1>

(2}

(3)

(4)

本罪の主体 は,自 然人一般 に限 られる。

本罪の客体 は,国 家機関の職務活動および信用である。

本罪の主観面は,故 意である。

本罪の客観面は,国 家機関の公文書 ・証明書 ・印章を偽造 ・変

造 ・売買する行為である。行為の対象は,国 家機関の公文書 ・証明書 ・印

章である。「公文書」とは,公 務連絡 ・職務指導 ・問題処理のために国家

機関の名義で作成 される文書をいう。例 えば,指 示書 ・決議書 ・通知書 ・

命令書 ・決定書 ・報告書 ・信書 ・電報文等である。 これ らの公文書は,国

家機関の名義で作成され,国 家機関の印章押印または国家機関を代表する

特定責任者の署名により発行 される。「証明書」とは,身 分 ・職務 ・権利

義務関係 またはその他 の事実関係 を証明するために国家機関が作成 ・発

行する証書をいう。例えば,勤 務先身分証明書 ・婚姻証明書 ・戸籍移転証

明書 ・営業許可書等である。「印章」とは,国 家機関がその主体の同一性

を示すために文字・記号 を彫 り込 んだ公的印章 または専用印章等 をいい,

国家機関の職権行使 を示す符号 ・記号である。国家機関が公務に用いる

私人の印鑑 ・印章 も,公 務の印章 とみなされる。国家機関が使用 して も,

文書受付所の印章のように,そ の職権行使 とは無関係の印章は,公 務の印

章ではない。

2.特 殊犯罪構成

本罪 を犯 して,そ の情状が重大 なとき,本 罪の重大構成 となる。「重大

な情状」とは,① 国家機関の公文書等 を数回または大量に偽造 ・変造 ・売

買 した場合,② その偽造 ・変造 ・売買により国家機 関の利益 ・信用に重大

な損失 を与えた場合,③ その公文書等が他の重大犯罪に使用 され,ま たは

関連する場合である。

II定 罪

1.偽 造 ・変造 された税関発行の税関申告書 ・輸入証明書,外 国為替管

理部門の許可書等の証書 ・証票またはその他の国家機関の公文書 ・証明
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に,国 家公務員でない者がこれを詐称する場合のほか,一一般の国家機関の

職員が上級職員を詐称する場合がある。国家機関の職員ではなく,国 家機

関の高級職員の家族 ・親族,戦 闘英雄,労 働模範等であると詐称 しても,

本罪は成立 しない。身分詐称詐欺 とは,詐 称 した身分・地位を利用 ・誇示

して行 う詐欺 をいう。

2.特 殊犯罪構成

本罪の重大犯罪構城 は,本 罪 を犯 してその情状が重大 な行為である。

「重大な情状」とは,一一般に,① 国家公務員である と詐称 して巨額の財物

を騙取 した場合,② 手段が特に劣悪な場合,③ 国家機関の信用 と被害者の

利益 を著 しく害 した場合,④ 規制効果のない反復的行為者である場合等 を

いう。

II定 罪

本罪 と詐欺罪 との区別 両罪は,主 に次の点で区別される。本罪は,国

家公務員 を詐称する方法で財産等の利益 を騙取する行為に限 られる。 こ

れに対 して,詐 欺罪は,国 家公務員詐称の方法 による財物騙取のみに限ら

れない。行為者が国家公務員詐称 という特定方法で財産等の利益 を騙取

したときは,本 罪が認定 される。 しか し,騙 取 した財物が特に巨額なとき

は,罪 刑相当の見地か ら,よ り重い詐欺罪 として処罰すべ きである。

皿 刑事責任

刑法279条1項;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留,管

制,政 治的権利剥奪に処する。その情状が重大なときは,3年 以上10年

以下の有期懲役に処する。人民警察を詐称 して詐欺 を行ったときは,前 項

の規定により重 く処罰する。

4国 家公文書印章偽変造売買罪 〈伽造 、変造、契妻国家机美公文 、証

件 、印章罪 〉

国家公文書印章偽変造売買罪 とは,国 家機関の公文書 ・証明書または印

章を偽造,変 造 または売買する行為をいう。
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生 させた場合s社 会不安を招来 して公共秩序 を混乱 させた場合,法 執行の

重大な妨害を発生 させた場合等 をいう。

皿 定罪

本罪 と国家分裂煽動罪 ・国家政権転覆煽動罪 との区別 本罪 と後二罪

とはs主 に目的 ・煽動内容が異なる。本罪は,一 定の法執行阻止 を目的と

し,群 衆を煽動 して法執行を暴力により抗拒 させる罪である。これに対 し

て,後 二罪は,国 家の分裂 ない し国家政権 ・社会主義制度の転覆を目的 と

し,民 族の分裂,地 方の独立 または人民民主独裁政権 ・社会主義制度の転

覆を煽動する罪である。

皿 刑事責任

刑法278条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留,管 制 ま

たは政治的権利剥奪に処する。結果が重大 なときは,3年 以上7年 以下

の有期懲役 に処する。

3国 家公務員詐称詐欺罪 〈招揺撞騙罪〉

国家公務員詐称詐欺罪 とは,不 法利益 を取得する 〈謀取 〉目的をもっ

て,国 家公務員である と詐称 して行 う詐欺行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1)本 罪の主体 は,自 然人0般 に限 られる。

(2)本 罪の客体は,国 家機関の威信 ・正常な活動,公 共の利益お よ

び公民の合法的権益 である。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。その目的は,多 種多様 な不法利

益の騙取であ り,例 えば栄誉称号 ・政治的待遇 ・職位 ・学位 ・経済的待

遇 ・都市の戸籍 ・財物等の利得である。この目的がなければ,本 罪は成立

しない。

(4)本 罪の客観面は,国 家公務員であると詐称 して行 う詐欺行為で

ある。「国家公務員の詐称」とは,国 家公務員の身分 または職位 の詐称 を

い う。従業員 ・農民 ・失業者 ・脱走犯が国家機関の幹部 を詐称するよう
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両罪を区別する要点は,行 為の時点である。本罪は職務執行時の行為で

あるが,後 罪は職務執行後の行為である。後罪が特定犯罪 を構成するとき

は,同 罪 によ り罰する。

皿 刑事責任

刑法277条;本 罪を犯 した者は,3年 以下の有期懲役,拘 留,管 制ま

たは罰金に処する。

2法 執行暴力抗拒煽動罪 〈煽劫暴力抗拒法律実施罪〉

法執行暴力抗拒煽動罪 とは,国 の法律 または行政法規の実施 を暴力を用

いて抗拒するよう群衆を煽動 し,公 共の秩序 を掩乱する行為 をいう。

1犯 罪構成

1.基 本犯罪構成

(1>本 罪の主体は,自 然人一般 に限 られる。

(2)本 罪の客体 は,公 共の秩序であ り,主 に社会の公共生活の安定で

ある。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。

(4)本 罪の客観面は,法 律 ・行政法規の執行 を暴力を用いて抗拒する

よう群衆 を煽動 し,社 会秩序 を害する行為である。「煽動」とは,群 衆を

奮起 させる言語 ・文字 を用いて一定行為の実行 を誘導 ・誘引 ・挑発 ・促

進することをいう。煽動の内容は,国 家の法律 ・行政法の執行に対する暴

力的抗拒でなければならず,暴 力 を内容 としない煽動は,本 罪を構成 しな

い。煽動の対象は,一 般の大衆であ り,3人 以上の人数 を要する。

法執行への暴力的抗拒 を群衆に煽動 して社会秩序 を害 したときは,本 罪

の基本犯罪構成 に該当する。煽動 された大衆が煽動内容を実行 したこと

は,必 要ない。

2.特 殊犯罪構成

本罪の重大構成 は,国 家の法律 ・行政法規の実施を暴力で抗拒するよう

群衆 を煽動 して,社 会の秩序 を撹乱 し,重 大 な結果を発生 させる行為であ

る。「重大 な結果」とは,一 般に,人 の死亡 ・傷害または財産の損失を発
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2)人 民代表大会代表の職務執行 の暴力 ・脅迫による妨害

3)赤 十字会の公務員の 自然災害 ・突発事故 における職務執行 の暴

力 ・脅迫による妨害 自然災害 とは,自 然力の破壊作用で生 じた人命 ・財

産に対する重大な損失 または危険状況 をい う。例えばr地 震 ・洪水 ・津

波 ・土砂崩れなどの自然現象で発生する破壊 ・危険である。突発事故 と

は,人 為的原因で発生 した不特定多数人の生命 ・健康 を害する緊急状態で

ある。例 えば,戦 争 ・暴動 ・騒乱 ・重大な疫病等である。行為対象はf現

に職務執行中の赤十字職員である。

4)国 家安全機関 ・公安機関の公務員の国家安全任務執行の暴力 ・脅

迫以外の方法による重大な結果を伴う妨害 暴力 ・脅迫以外の方法 とは,

主に国家安全法施行細則25条 に定める 「公民お よび単位が法 に定める有

益な条件その他の協力 を提供する義務を拒否する」ことをいう。この方

法には,詐 欺等 の積極的な方法 も含 まれる。「重大 な結果」とは,一 般 に,

国家安全業務を停滞させ,国 家安全危害罪の行為者を適時に制止 ・検挙 し

ないで国家の安全に重大な損害を与えた場合,国 家安全に重大な危害を及

ぼす犯罪者を逃亡させた場合をいう。行為の対象は,法 により国家安全業

務を執行する国家の安全機関 ・公安機関お よびその職員である。国家の

安全を害する行為 とは,国 家安全に危害を及ぼす一切の行為ではなく,国

家安全法4条 に定める 「国外の機関 ・組織 ・個人が,実 行 し,他 人の実

行を指示 もしくは援助 し,ま たは国内の組織 ・個人力㍉ 国外の機構 ・組

織 ・個 人と共謀 して実行する」ことをいう。すなわち,「 渉外」的要素の

ある国家安全危害行為 に限 られる。具体的な 「渉外」的要素 を有する行

為は,刑 法各則第1章 の 「国家 の安全に危害 を及ぼす罪」,国 家安全法

4条 および国家安全法施行細則8条 に定める。

II定 罪

1.人 民大衆による合理的要求の未解決,政 策への不満 または職務執行

者の不適切 な態度が原因 となって、国家公務員 との口論 ・対立 ・紛糾が

発生 した場合 には,本 罪が成立 しえない。

2.公 務妨害罪 と職務執行公務員への事後報復で成立する犯罪 との区別
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もしくは公安機関の法による国家安全業務の執行を妨害 して,重 大な結果

を発生 させる行為 をいう。

1犯 罪構成

(1)本 罪の主体は,一 般主体 としての 自然人に限 られる。

(2)本 罪の客体は,国 家公務員の法的職務執行活動である。刑法の

保護 を受ける職務執行は,適 法な活動でなければならない。違法な職務行

為には,公 民は正当防衛を行 う権利 を有する。 しか し,そ の職務行為の手

続形式 に欠陥があるにす ぎない場合は,違 法な職務行為ではない。

(3)本 罪の主観面は,故 意である。すなわち,国 家機関の公務員,

人民代表大会の代表,赤 十字会 ・国家安全機関・公安機関の公務員の職務

執行活動であると知 りなが ら,暴 力 ・脅迫またはその他方法 を用いて,公

務執行の停止 または変更 を希望す る心理態度である。職務執行 と知 らず

またはこれを知っても職務執行妨害の目的を有 しないときは,本 罪は構成

しえない。 しか し,他 罪を構成する ときは,他 罪により罰する。

(4)本 罪の客観面は,刑 法277条1項 ～4項 に定める職務執行妨

害行為である。

1)国 家機関の公務員の職務執行の暴力 ・脅迫 による妨害 「暴力」と

は,職 務執行公務員の身体 を強制する手段s例 えば殴打 ・傷害 ・逮捕 ・監

禁等であり,暴 力で職務執行を阻止 しうる程度であれば足 り,国 家公務員

に対する直接または間接の有形力行使 を含む。例えば,警 察官の押収執行

に際 して,そ の面前で押収物を殿損する行為,警 察官の足下への投石行為

等である。本罪にいう暴力には,故 意の傷害お よび殺人を含まない。例 え

ば,傷 害 ・殺害の方法による職務執行 阻止行為は,故 意傷害(重 傷害)ま

たは故意殺人罪 となる。「脅迫」〈威迫 〉とは,公 務員に心理的危惧感 を生

じさせ職務執行を不安にさせる目的で,現 場 または将来における加害を表

明することをいう。加害は,常 に公務員本人またはその家族の人身 ・財

産 ・信用等の侵害を内容 とする。加害内容は,人 に心理的脅威を感 じさせ

うるものであれば足 り,実 際に生 じたことを要 しない。暴力 ・脅迫の客体

は,職 務執行中または執行 しようとする国家公務員でなければならない。
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350条 規制薬物原料密輸罪 〈走私制毒物qp>規 制薬物原料不法

売買罪 〈非法契輿制毒物品罪>

351条 規制薬物植物不法栽培罪 〈非法秤植毒品原植物罪>

352条 規制薬物種苗不法売買輸送所持罪 〈非法契奨、這輸、携帯、

持有毒晶原植物秤子、幼苗罪>

353条 規制薬物使用勧誘罪 く引誘、教唆、欺騙他人吸毒罪〉 規制

薬物使用強迫罪 〈強迫他人吸毒罪>

354条 規制薬物使用者収容罪 〈容留他人吸毒罪>

355条 規制薬物不法提供罪 〈非法提供麻 .'品、精神菊品罪〉

第8節 売春の罪

358条 売春組織罪〈組組奨淫罪〉 売・春強迫罪〈強迫他人爽淫罪〉

売春組織討助罪 〈協助組須実淫罪>

359条 売春勧誘収容紹介罪 〈引誘、容留、介招糞淫罪〉 幼女売春

勧誘罪 〈引誘幼女糞淫罪>

360条 性病伝播罪 〈佑播性病罪〉 幼女買春罪 〈標宿幼女畢〉

第9節 狽褻物の罪

363条 狸褻物製作販売図利罪 〈制作、夏制、出版、契輿、佑播淫移

物品牟利罪〉 狼褻出版番号提供罪 〈殉他人提供君号出版淫移

需刊罪>

364条 狼褻物伝播罪 〈侍播淫移物品罪〉 狼褻作品放送組織罪 〈組

級播放音像制品罪>

365条 狼褻興行組織罪 〈組須淫移表演罪〉

第2節 公共の秩序を害する罪

1公 務妨害罪 〈妨害公鋳罪 〉

公務妨害罪 とは,暴 力 もしくは脅迫 〈威迫 〉を用いて,国 家機関の公務

員,人 民代表大会の代表 もしくは赤十字会の公務員の法による職務の履行

を妨害する行為,ま たは暴力 もしくは脅迫 を用いないで,国 家の安全機関
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332条 国境検疫規定違反罪 〈迄反国境丑生栓疫規定罪>

333条 不法売血組織罪 〈非法組須輿血罪〉 売血強迫罪 〈強迫妻血

罪>

334条 血液不法採集供給罪 〈非法采集、供庇血液、制作、供庇血液

制品罪〉 血液採集供給事故罪 〈采集、供庇血液、制作・供庄

血液制品事故罪>

335条 医療事故罪 く医痔事故罪>

336条 不法医行為罪 〈非法行医罪〉 産児制限不法手術罪 〈非法逃

行市育手ボ罪>

337条 動植物検疫免脱罪 〈逃避劫植物栓疫罪〉

第6節 環境資源を害する罪

338条 環境汚染重大事故罪 〈重大杯境罪汚染事故罪>

339条 輸入固体廃棄物不法処分罪 〈非法処置遡i口的固体庚物罪〉

固体廃棄物不法輸入罪 く檀自逃口固体庚物罪>

340条 水産物捕獲罪 〈非法捕携水声品罪>

341条 貴重野生動物不法捕殺罪 〈非法猫捕、奈害珍貴、瀕危野生劫

物罪〉 貴重野生動物製品不法売買罪 〈非法牧胸、這輸・出僖

珍貴、瀕危野生劫物制品罪〉 不法狩猟罪 く非法狩猫罪>

342条 耕地不法占用罪 〈非法占用耕地罪>

343条 不法採鉱罪 〈非法采げ罪〉 破壊的採鉱罪 〈破卯性采げ罪>

344条 貴重樹木不法伐採罪 〈非法采伐、殿杯珍貴樹木罪>

345条 林木盗伐罪〈盗伐林木罪〉 林木濫伐罪〈濫伐林木罪〉 盗濫

伐林木不法買収罪 〈柞法牧胸盗伐、濫伐林木罪〉

第7節 規制薬物の罪

347条 規制薬物密輸販売輸送製造罪 〈走私、販妻、這輸、制造毒品

罪>

348条 規制薬物不法所持罪 〈非法持有毒品罪>

349条 規制薬物犯罪者庇護罪 〈包庇毒品犯罪分子罪〉 規制薬物等

蔵匿移転罪 〈窩藏、鞍移、隠購毒品、毒賊罪〉
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313条 裁判執行拒否罪 〈拒不執行判決、裁定罪>

314条 封印差押財産不法処分罪〈非法梵置査封、拍押、徐拮財声罪>

315条 監獄秩序破壊罪 〈破杯監管秩序罪>

316条 脱走罪 〈脱逃罪〉 被移送者奪取罪 〈拾春被押解人員罪>

317条 組織的脱獄罪〈組組越獄罪〉 暴動脱獄罪〈暴劫越獄罪〉 多

衆持凶器囚人奪取罪 〈聚余持械劫獄罪〉

鯖3節 国(辺)境 の管理を害する罪

318条 密出入国組織罪 〈組須他人倫越国(迦)境 罪>

319条 出国証明書詐欺罪 〈鴉取出境証件罪>

320条 偽変造出入国証明書提供罪 〈提供傍造、変造的出人境柾件

罪〉 出入国証明書販売罪 〈出告出人境柾件罪>

321条 密出入国者運送罪 〈這送他人倫越国(迫)境 罪>

322条 密出入国罪 〈愉越国(辺)Y...>

323条 国境界標破壊罪 〈破杯境碑、界粧罪〉 永久測量標識破壊罪

〈破杯永久性測量椋志罪〉

第4節 文化財の管理を害する罪

324条 文物損壊罪 〈故意損杯文物罪〉 名所旧跡損壊罪 〈故意損杯

名姓古迩罪〉 過失文物殿損罪 〈迂失損畏文物罪>

325条 貴重文物外国人不法販売罪〈非法向外国人出害、贈送珍貴文

物罪>

326条 文物転売罪 〈倒爽文物罪>

327条 収蔵文物不法販売罪 〈非法出魯、私贈文物藏品罪>

328条 遺跡古墳盗掘罪 〈盗掘古文化遺趾、古墓葬罪〉 古人類化石

等盗掘罪 〈盗掘古人炎化石、古脊椎劫物化石罪>

329条 国有保存書類奪窃取罪 〈rr、 窃取国有梢案罪〉 国有保存

書類不法販売罪 〈檀 自出奨、軸辻国有梢案罪〉

第5節 公共の衛生を害する罪

330条 伝染病防治規定違反罪 〈達反佳染病防治規定罪>

331条 伝染病菌拡散罪 〈佑染病菌秤、毒科ウL散罪〉
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293条 事件挑発罪 〈寺畔滋事罪>

294条 黒社会性組織結成指揮参加罪 〈組須、領尋、参加黒社会性組

級罪〉 国外黒社会組織拡大罪〈人境炭展黒社会組組罪〉 黒社

会性組織庇護容認罪 〈包庇、鰍容黒社会性組組罪>

295条 犯罪方法伝授罪 〈佑授犯罪方法罪>

296条 不法集会行進示威罪 〈非法集会、游行 、示威罪>

297条 武器爆発物携帯不法参集罪 〈非法携帯武器、管制刀具 、爆炸

物参加聚会、游行、示威罪>

298条 集会行進示威妨害罪 〈破杯集会、游行、示威罪>

299条 国旗国章汚辱罪 〈汚辱国旗、国徽畢>

300条 邪教組織法執行妨害罪 〈組須 、利用会道「1、邪教組狽 、利用

迷信破杯法律実施罪 〉 邪教組織迷信利用致死罪 〈組須 ・利用

会道口、邪教組組、利用迷信致人死亡罪>

301条 多衆淫乱罪 〈聚余淫乱罪 〉 未成年者多衆淫乱誘引罪 〈引誘

未成年人聚余淫乱罪>

302条 死体窃盗汚辱罪 〈盗窃、汚辱戸体罪>

303条 賭博罪 〈賭博罪>

304条 郵便物遅延罪 〈故意延俣投還郎件罪 〉

第2節 司法を害する罪

305条 偽証罪 〈{が正罪>

306条 弁護人証拠 隠滅罪〈辮炉人 、訴松代理人段灰柾据、傍造証据、

妨害作柾罪>

307条 証言妨害罪 〈妨害作証罪 〉 証拠殿滅常助罪 〈帯助殿灰、傍

造柾据罪>

308条 証人打撃報復罪 〈打缶振夏証人罪>

309条 法廷秩序撹乱罪 〈抗乱法庭秩序罪>

310条 犯人蔵匿庇護罪 〈窩藏、包庇罪>

311条 間諜犯罪証拠提供拒否罪 〈拒絶提供同喋犯罪証据罪>

312条 賊物蔵匿移転罪 〈窩藏、鞍移 、牧胸、蛸僖駐物罪 〉
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に応 じて異なる。

刑法各則第6章 に定める社会の管理秩序 を害す る罪は,全9節91条 ,

120の 罪名か らなる。各条文の序列は,次 の通 りである。

第1節 公共の秩序を害する罪

277条 公務妨害罪 〈妨害公条罪>

278条 法執行暴力抗拒煽動罪 〈煽劫暴力抗拒法律実施罪>

279条 国家公務員詐称詐欺罪 〈招揺撞鴉罪>

280条 国家公文書印章偽変造売買罪 〈傍造、変造r翼 奨国家机美公

文・柾件・印章罪〉 国家公文書印章盗取殿滅罪 〈盗窃、拾奔、

殿灰国家机美公文、柾件、印章罪〉 会社企業等印章偽造罪〈傍

造公司、企豊、事並単位、人民囲体印章罪〉 住民身分証偽変

造罪 〈偽造、変造居民身分証罪>

281条 警察装備不法生産売買罪 〈非法生卉、冥奨警用装各罪>

282条 国家秘密不法取得罪 〈非法荻取国家秘密罪〉 国家機密資料

不法所持罪 〈非法持有国家絶密、机密文件、資料、物品罪>

283条 間諜用機材不法生産販売罪 〈1陰法生声、請告向喋寺用器材

罪>

284条 盗聴盗撮用機材不法使用罪q陰 法使用窃所、窃照寺用器材

罪>

285条 電子計算機情報系統不法侵入罪 〈非法侵人汁算机消息系統

罪>

286条 電子計算機情報系統破壊罪 〈破杯汁算机消息系統罪>

288条 無線電波管理秩序撹乱罪 〈抗乱元銭屯通凪管理秩序罪>

290条 多衆社会秩序撹乱罪 〈聚余抗乱社会秩序罪〉 多衆国家機関

乱入罪 〈聚余沖缶国家机美罪>

291条 多衆公共交通秩序撹乱罪〈聚余抗乱公共坊所秩序、交通秩序

罪>

292条 多衆乱闘罪 〈聚余斗殴罪〉
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第30章 社会の管理秩序を害する罪(昌 登民 ・Ir生)

翻

訳

圓

凌

井長

張

第1節 社会の管理秩序を害する罪 概説

社会の管理秩序 を害する罪 とは,国 家機関による社会の管理活動 を妨害

し,社 会の正常な秩序 を破壊する情状の重大 な行為 をいう。

本罪の犯罪構成要件は,次 の通 りである。

(1)本 罪の主体は,多 くが一般主体であるが,一 部は特殊主体 〔身

分のある者〕である。その多 くは自然人に限 られ,一 部は自然人または単

位 〔法人 ・共同体 ・事業体〕である。

(2)本 罪の客体 〔法益〕は,社 会の管理秩序である。社会の管理秩

序は,非 常 に広範な概念であり,社 会 ・生産 ・業務 ・教育 ・科学研究 ・人

民大衆の生活等 に関する秩序 を含み,国 家の諸機関が法により社会の各領

域に対 して管理活動を行 うことで形成 される。刑法に定める各種の本罪

は,異 なる面で社会の管理秩序を破壊する。わが国の刑法は,犯 罪の科学

的分類に基づいて,刑 法各則の他章 に定めるには適 しない各種の犯罪を本

章 に編入 し,社 会の管理秩序 を害する罪 と総称する。 しか し,本 章にいう

社会の管理秩序は,狭 義の ものであ り,本 章の各犯罪により侵害 される社

会の管理秩序 に限 られる。

(3)本 罪の主観面 〔主観的要件〕は,大 多数の犯罪が故意犯であ

り,少 数の犯罪は過失犯である。

(4)本 罪の客観面 〔客観的要件〕は,国 家機関による社会管理活動

を妨害 し,社 会の正常な秩序を破壊する情状の重大な行為である。これに

は,国 家の行政機関 ・司法機関 ・その他の社会的事務機関の管理秩序が含

まれる。例えば,公 共秩序 ・国(辺)境 ・文物 〔文化財〕・公共衛生 ・環

境資源 ・薬物 ・文化娯楽物品の管理等である。これ らの管理活動 を害す

る行為は多種多様であり,具 体的な行為類型は,本 章 に定める各犯罪行為
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7本 稿 をもって,本r刑 法教科書』の翻訳 を完了する。その編著者 と

して,翻 訳 を快諾 して くださった何乗松教授 をはじめ,中 国政法大学の著

者の先生方には,本 訳 の刊行 を長 らくお待 ち頂いた忍耐 と寛容 に対 して

も,感 謝 を申 し上げねばならない。

本訳の準備 は1997年 に始まり,そ の完了は本年で5年 を要 した。当初

は,約1年 間での完訳を目標 として ,本 学大学院法学研究科生(当 時)顧

暁女史 ・藤井学氏 との三人で本書 目次の訳 に着手 したカ㍉ 日本刑法の体

系 ・概念 との相違に とまどうばか りであった。その後,馬 強氏(現 ・律

師)を 中心 として,毛 暁玲 ・張憶紅女史など中国か らの本学留学生の多大

な支援ならびに,中 国法に深い関心を持つ多数の日本人学生諸氏の献身的

な参加 ・協力を得て,翻 訳がどうにか進展することになった。特 に成険大

学法学部の金光旭教授,お よび各論編から参加下さった早稲田大学大学院

博士課程研究生の張凌氏には,中 国刑法の専門的な助言 ・文献の提示 な

ど,絶 大なる貢献 を頂 くことがで きた。 また,初 訳原稿の整理 について

は,本 学法学部資料室 の商島哲朗氏の尽力,さ らに,全 原稿 について,補

訂 ・原文 との対照 ・訳語の統 一一・新版の補訳 など丹念で精密 な作業 を全

面的に藤井氏が担当され,長 井が最終的な補正をした。 これら多数の方々

および神奈川大学法学会の御支援 ・助力なしには,本 書の翻訳は決 して完

了 し得なかったのである。 これに対 して,重 ねて心 より深謝申し上げた

いo

最後 に,日 中の刑法学の国際交流が さらに発展 し,21世 紀 において両

国の刑法が相互に共通する価値観 を保有 しつつ,ア ジアと世界の平和的発

展 に向けて一層 と連帯 しうる時代が早急 に到来することを祈念申 し上げ

たい。
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解放罪,④ 被拘禁者職務塀怠脱走罪,⑤ 不法減刑監獄外執行罪),

3>「 特定公務員の涜職罪」(①刑事事件不送致罪,② 会社証券管理職権

濫用罪,③ 不正徴税罪,④ 納税不正還付罪,⑤ 輸出税還付証書不法提供

罪,⑥ 林木伐採許可証不法発行罪,⑦ 環境監理職務慨怠罪,⑧ 伝染病防治

職務解怠罪,⑨ 密輸放任罪,⑩ 商品検査不正罪,⑪ 商品検査職務癬怠罪,

⑫動植物検疫不正罪,⑬ 動植物検疫職務解怠罪,⑭ 偽劣商品製造販売放任

罪,⑮ 密出入国不正証明処理罪,⑯ 密出入国放任罪,⑰ 被誘拐婦女児童不

救助罪,⑱ 被誘拐婦女児童解放妨害罪,⑲ 犯罪者処罰逃避討助罪)につい

て,「 犯罪構成」・「定罪」・「刑事責任」が論 じられる。

6第34章 「軍人の職務違反の罪」(醇 瑞麟 ・中国法政大学教授執筆)

は,刑 法421条 ～448条 に定める 「軍人がその職責 に違反 して国家の軍事

利益 を害する行為」 として,

① 「国防の安全 を害する罪」(投 降罪 ・軍人反逆逃亡罪 ・軍事秘密国外

提供罪),

② 「作戦の秩序 を害す る罪」(戦 時命令反抗罪 ・軍情隠匿虚偽報告罪 ・

軍令伝達拒否虚偽伝達罪 ・戦場逃亡罪 ・命令違反作戦消極罪 ・友軍救援

拒否罪 ・戦時軍人動揺罪 ・戦時 自傷罪),

③ 「軍事秘密 を害する罪」(軍 事秘密不法取得罪 ・軍事秘密漏泄罪 ・過

失軍事秘密漏泄罪),

④ 「部隊の戦力の物的基礎 を害する罪」(武 器装備事故罪 ・武装配分用

途不法改変罪 ・武装軍用物資盗奪取罪 ・武器装備不法販売罪 ・武器装備

遺棄罪 ・武器装備遺失罪 ・軍用地不法販売罪),

⑤ 「部隊の管理秩序 を害する罪」(軍事職務執行妨害罪 ・部隊逃亡罪),

⑥ 「軍人の涜職の罪」(軍事職務解怠罪 ・職務違反指令罪 ・部下虐待罪),

⑦ 「戦時の救護秩序 を害する罪」(傷 病軍人遺棄罪 ・戦時傷病軍人救護

拒否罪),

⑧ 「捕虜 および住民 を害する罪」(捕 虜釈放罪 ・捕虜虐待罪 ・戦時住民

殺害略奪罪)に ついて,「 犯罪構成」・「定罪」・「刑事責任」 を論 じる。
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④ 「国防力 を害する罪」(軍 隊逃亡煽動罪 ・逃亡軍人雇用罪 ・不合格兵

員入隊罪)に ついて,「 犯罪構成」・「定罪」・「刑事責任」 を論 じる。

4第32章 「汚職賄賂の罪」(曲新久 ・中国法政大学教授執筆)は ,刑

法382条 ～396条 に定める犯罪の 「保護法益」〈犯罪の客体 〉として,「 公

務活動の廉潔性,国 家機関 ・国有企業 ・事業単位 ・人民団体等の単位の正

常な活動お よび公私の財産である」と論 じる。 日本法の賄賂罪では,例 え

ば,「 公務の不可買収性」(内 田文昭 ・刑法各論下巻 ・昭和56・678頁)と

されることが多いが,中 国法(本 書)で は 「公私の財産」も法益 として加

えられている点が注 目に値す る。その理由の一つ としては,「 汚職横領

罪」(383条)・ 「公金流用罪」(384条)の ような犯罪構成要件 の存在が考

えられよう。

① 「汚職 ・流用の罪」(汚 職横領罪 ・公金流用罪 ・巨額財産出所不明

罪 ・国外預金隠匿罪 ・国有資産私分罪 ・罰金没収財物私分罪),

② 「賄賂の罪」(収賄罪 ・単位収賄罪 ・贈賄罪 ・対単位贈賄罪 ・賄賂仲

介罪 ・単位贈賄罪)に ついてa「 犯罪構成」・「定罪」・「刑事責任」が論 じ

られる。

5第33章 「涜職の罪」(玩卉林 ・中国法政大学教授執筆)は,刑 法397

条 ～419条 に定める職権濫用罪の 「保護法益」〈犯罪の客体〉として,「 国

家機関の正常 な職能 と人民の利益」であ り,「 国家機関の公務員による国

家機関の活動準則違反,公 務の公正 ・廉潔性 ・勤勉性 に対する違背,職 権

の濫用,職 務の解怠 は,必 然的に国家機関の正常な職能 ・活動の妨害,人

民の利益 の損害 につながる」,と 論 じる。

1)「 一般公務員の涜職罪」(①職権濫用罪,② 職務慨怠罪,③ 国家秘密

漏泄罪r④ 過失国家秘密漏泄罪,⑤ 公務員契約職務禦怠罪s⑥ 土地収用不

法許可罪,⑦ 国土使用権不法廉価譲渡罪,⑧ 公務員学生不正募集罪,⑨ 貴

重文物職務僻怠損失罪),

2)「 司法公務員の涜職罪」(①私利柾法罪,② 柾法裁判罪,③ 被拘禁者
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不法採集供給罪,⑦ 血液採集供給事故罪,⑧ 医療事故罪,⑨ 不法医行為

罪,⑩ 産児制限不法手術罪,⑪ 動植物検疫免脱罪)。

6)「 環境資源を害する罪」(①環境汚染重大事故罪,② 輸入固体廃棄物

不法処分罪,③ 固体廃棄物不法輸入罪,④ 水産物捕獲罪,⑤ 貴重野生動物

不法捕殺罪,⑥ 貴重野生動物製品不法売買罪,⑦ 不法狩猟罪,⑧ 耕地不法

占用罪,⑨ 不法採鉱罪,⑩ 破壊的採鉱罪,⑪ 貴重樹木不法伐採罪,⑫ 林木

盗伐罪,⑬ 林木濫伐罪,⑭ 盗濫伐林木不法買収罪)。

7)「 規制薬物の罪」(規 制薬物の①密輸販売輸送製造罪,② 不法所持

罪,③ 犯罪者庇護罪,④ 蔵匿移転罪,⑤ 原料密輸罪,⑥ 原料不法売買罪,

⑦植物不法栽培罪,⑧ 種苗不法売買輸送所持罪,⑨ 使用勧誘罪,⑩ 使用強

迫罪,⑪ 使用者収容罪,⑫ 不法提供罪)。

8)「 売春の罪」(①売春組織罪r② 売春強迫罪,③ 売春組織討助罪,④

売春誘引収容紹介罪,⑤ 幼女売春誘引罪,⑥ 性病伝播罪,⑦ 幼女買春罪)。

9)「 狼褻物の罪」(①狼褻物製作販売図利罪,② 狼褻出版番号提供罪,

③狼褻物伝播罪,④ 狼褻作品放送組織罪,⑤ 狼褻興行組織罪)。

これらの各罪について,「犯罪構成」(犯罪の成立要件)・「定罪」(犯罪

の認定 ・成否の限界)・「刑事責任」(罪責に基づ く法定刑)が 論 じられる。

3第31章 「国防の利益 を害する罪」(醇 瑞麟 ・中国法政大学教授執

筆)は,刑 法368条 ～381条 に定める犯罪 としてs

① 「作戦お よび軍事行動 を害す る罪」(戦 時召集拒絶逃避罪 ・戦時兵役

拒絶逃避罪 ・戦時虚偽敵情提供罪 ・戦時軍心動揺罪 ・戦時逃亡軍人蔵匿

罪 ・軍人職務執行妨害罪 ・軍事行動妨害罪),

② 「国防の物的基礎 を害する罪」(武 装軍事施設破壊罪 ・不合格武装軍

事施設提供罪 ・過失不合格武装軍事施設提供罪 ・戦時軍事発注拒絶遅延

罪 ・戦時軍事徴用拒絶罪),

③ 「国防の管理秩序 を害す る罪」(多 衆軍禁区乱入罪 ・多衆軍管区撹乱

罪 ・軍人詐称詐欺罪 ・武装部隊公文書印章偽変造罪 ・武装部隊公文書印

章盗奪取罪 ・軍用標識不法生産売買罪),
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ことで形成される」生活秩序を害する罪であって,国 家の作用 ・社会法益

を害する広汎で多様な犯罪を包括 しているが,次 のように分説される。

1)「 公共の秩序を害する罪」(①公務妨害罪,② 法執行暴力抗拒煽動

罪,③ 国家公務員詐称詐欺罪,④ 国家公文書印章偽変造売買罪,⑤ 国家公

文書印章盗取殿滅罪,⑥ 会社企業等印章偽造罪,⑦ 住民身分証偽変造罪,

⑧警察装備不法生産売買罪,⑨ 国家秘密不法取得罪,⑩ 国家機密資料不法

所持罪,⑪ 間諜用機材不法生産販売罪,⑫ 盗聴盗撮用機材不法使用罪,⑬

電子計算機情報系統不法侵入罪,⑭ 電子計算機情報系統破壊罪,⑮ 無線電

波管理秩序擁乱罪s⑯ 多衆社会秩序撹乱罪,⑰ 多衆国家機関乱入罪,⑬ 多

衆公共交通秩序挽乱罪,⑲ 多衆乱闘罪,⑳ 事件挑発罪,⑳ 黒社会性組織結

成指揮参加罪,⑫ 国外黒社会組織拡大罪,⑬ 黒社会性組織庇護容認罪,⑳

犯罪方法伝授罪,⑳ 不法集会行進示威罪,⑳ 武器爆発物携帯不法参集罪,

⑳集会行進示威妨害罪,⑱ 国旗国章汚辱罪,⑳ 邪教組織法執行妨害罪,⑳

邪教組織迷信利用致死罪,⑳ 多衆淫乱罪,⑫ 未成年者多衆淫乱誘引罪,⑱

死体窃盗汚辱罪,⑭ 賭博罪,⑯ 郵便物遅延罪)。

2)「 司法を害する罪」(①偽証罪,② 弁護人証拠隠滅罪,③ 証言妨害

罪s④ 証拠殿滅討助罪,⑤ 証人打撃報復罪,⑥ 法廷秩序挽乱罪,⑦ 犯人蔵

匿庇護罪,⑧ 間諜犯罪証拠提供拒否罪,⑨ 賊物蔵匿移転罪,⑩ 裁判執行拒

否罪,⑪ 封印差押財産不法処分罪,⑫ 監獄秩序破壊罪,⑬ 脱走罪,⑭ 被移

送者奪取罪,⑮ 組織的脱獄罪,⑯ 暴動脱獄罪,⑰ 多衆持凶器囚人奪取罪)。

3)「 国境の管理を害する罪」(① 密出入国組織罪,② 出国証明書詐欺

罪,③ 偽変造出入国証明書提供罪,④ 出入国証明書販売罪,⑤ 密出入国者

運送罪,⑥ 密出入国罪,⑦ 国境界標破壊罪,⑧ 永久測量標識破壊罪)。

4)「 文化財の管理を害する罪」(①文物損壊罪,② 名所旧跡損壊罪,③

過失文物損壊罪,④ 貴重文物外国人不法販売罪,⑤ 文物転売罪,⑥ 収蔵文

物不法販売罪,⑦ 遺跡古墳盗掘罪,⑧ 古人類化石等盗掘罪,⑨ 国有保存書

類奪窃取罪,⑩ 国有保存書類不法販売罪)。

5)「 公共の衛生を害する罪」(①伝染病防治規定違反罪,② 伝染病菌拡

散罪,③ 国境検疫規定違反罪,④ 不法売血組織罪,⑤ 売血強迫罪,⑥ 血液
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第31章 国防の利益を害する罪(苺 瑞麟)

第1節 国防の利益を害する罪 概説

第2節 作戦および軍事行動を害する罪

第3節 国防の物的基礎を害する罪

第4節 国防の管理秩序を害する罪

第5節 国防力を害する罪

第32章 汚職賄賂の罪(曲 新久)

第1節 汚職賄賂の罪 概説

第2節 汚職 ・流用の罪

第3節 賄賂の罪

第33章 涜職の罪(院 芹林)

第1節 涜職の罪 概説

第2節0般 公務員の涜職罪

第3節 司法公務員の涜職罪

第4節 特定公務員の涜職罪

第34章 軍人の職務違反の罪(醇 瑞麟)

第1節 軍人の職務違反の罪 概説

第2節 国防の安全を害する罪

第3節 作戦の秩序を害する罪

第4節 軍事秘密を害する罪

第5節 部隊の戦力の物的基礎を害する罪

第6節 部隊の管理秩序を害する罪

第7節 軍人の涜職の罪

第8節 戦時の救護秩序を害する罪

第9節 捕虜および住民を害する罪

馬 強

馬 強

張 凌

藤井 学

5

2ま ず第30章 「社会の管理秩序を害する罪」(島登民 ・中国政法大学

教授,院 卉林 ・中国政法大学教授,共 同執筆)は,刑 法277条 ～365条 に

定める 「国家の諸機関が法 により社会の各領域に対 して管理活動 を行 う
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第15章

第16章

第17章

第18章

第19章

第20章

第21章

第22章

第23章

神奈川法学第34巻 第3号2002年

犯罪構成過程の特殊形態(何 乗松)

共犯一犯罪構成構造の特殊形態(何 乗松)

定罪(何 乗松)

刑事責任(何 乗松)(以 上,神 奈川法学34巻1号)

刑罰概論(醇 瑞麟)

刑罰の体系 と種類(醇 瑞麟)

量刑(魏 克家)

刑の執行猶予 ・減刑 ・仮釈放(鳥 登民)

時効 と赦免(耳 登民)(以 上,神 奈川法学34巻2号)

(42?)

皿 各論編

第24章 序論(酵 瑞麟)

第25章 国家の安全を害する罪(干 芥生)

第26章 公共の安全を害する罪(魏 克家)

第27章 社会主義の市場経済秩序を害する罪(曲 新久)

第28章 公民の人身の権利 ・民主的権利を害する罪(装 　川)

第29章 財産を害する罪(醇 瑞麟)(以 上,神 奈川法学34巻3号)

第3a社 会の管理秩序を害する罪(馬 登民 ・玩芥林)

張 凌

第1節 社会の管理秩序を害する罪 概説

第2節 公共の秩序を害する罪

第3節 司法を害する罪

第4節 国(辺)境 の管理を害する罪

第5節 文化財の管理を害する罪

第6節 公共の衛生を害する罪

第7節 環境資源を害する罪

第8節 規制薬物の罪

第9節 売春の罪

第10節 狽褻物の罪
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が熟 していないこと,あ るいは刑法各則の細分化 された犯罪規定をもって

解釈の対立の解消 を意図 した構成要件であることも考えうる。 しか しTそ

れ以上に,中 国の刑事司法制度が急速な発展途中の段階にあって,法 曹の

養成が間に合わず,巨 数の事件 を処理する容量 を欠 くためか,個 別の裁判

例 ・学説の対立 ・矛盾を表面化することな く,最 高人民法院ない し最高人

民検察院が各罪の「具体的法適用の若干の問題に関する解答 ない し回答」

を提示する方式 によって 「法解釈の統0」 を図るという伝統的方式が続

けられているようである。すなわち,そ の水面下において裁判例 ・学説の

検討が行われた結果 として 「法解釈の統一的指針」が提示 されているこ

とになろう。とはいえ,近 い将来においては,判 例 ・学説の批判的発展 を

促進するために,裁 判集が公刊 されることとなる日も遠 くないように思わ

れる。現に一部の裁判例 は,イ ンターネットでの検索が可能になっている

ようである。

1総 論編

第1章 刑法学概論(装 　川)

第2章 刑法概論(何 乗i松)(以 上,神 奈川法学33巻1号)

第3章 刑法の指導思想(何 乗松)

第4章 刑法の基本原則(何 乗松)

第5章 刑法の体系 と解釈(何 乗松)

第6章 刑法の効力(干i芹 生)

第7章 犯罪概論(何 乗松)

第8章 犯罪構成概論(何 乗松)(以 上,神 奈川法学33・巻2号)

第9章 犯罪の主体(何 乗松)

第10章 犯罪の客体(何 乗松)

第11章 犯罪の主観面(何 乗松)

第12章 犯罪の客観面(何 乗松)(以 上,神 奈川法学33巻3号)

第13章 犯罪構成 の要素 ・構造 ・機能の全面的考察(何 乗松)

第14章 犯罪性の排除される行為 一犯罪構成の非犯罪化(何 乗松)



2 神奈川法学第34巻 第3号2002年 (429)

例 えば,衛 生基準不適合食品生産販売罪(143条 ・150条)あ るいは伝染

病防治規定違反罪(330条)で は,行 為者の罰条に加えて,「 単位が本罪 を

犯 したときは,単 位 に罰金 を科するほか,そ の直接責任 を負う管理職およ

びその他の直接責任者は,前 記規定 により処罰する」と定める。(4)「多衆

による集団行為」を要件 とする犯罪が多 く,「 黒社会組織」(マ フィア的

犯罪組織)・「邪教組織」などの組織犯罪に関す る規定 も充実 してお り,刑

法による治安維持が特 に重視 されている。(5)「重大な結果」 ない し 「重

大な情状」等 を犯罪成立ない し刑罰加重の要件 とす る規定が非常に多い。

例 えば,過 失傷害罪(235条)は 被害者の 「重傷」,恐 喝罪(274条)は

「高額の財物」の交付,窃 盗罪(264条)は 「反復的」 または 「高額」の

窃取 を犯罪成立の要件 としている。 しか し,そ れは単純な「謙抑主義」な

い し 「可罰的違法論」の立法化ではない。中国の 「懲罰 と寛大 とを結合

した刑事政策」には,改 革開放 に伴 う市場経済の急速な発展 と混乱 に由来

する犯罪の多発 ・急増が反映 しているように思われる。(6)本稿 における

「汚職賄賂の罪」(32章)・ 「涜職の罪」(33章)の 各犯罪規定の充実にも注

目すべ きである。アルビン・エイザー教授 は,汚 職 ・腐敗が社会 に切迫 し

た危険性 を生 じていると考 えられている諸国の一つ として,「 中国の法定

刑は総 じて他の国々と比較 にならないほど異常で,死 刑 まで規定されてい

る」(長 井圓 ・内田浩 ・藤井学共訳)「 アル ビンeエ イザー ・比較法か ら

みた刑法による汚職腐敗の防止」神奈川法学33巻2号(2000年)6頁 ・

27～28頁)と 指摘 している。 しか し,わ が国で も政治家のみではな く官

僚の不透明な汚職腐敗が一段 と露呈 しつつあることを忘れてはなるまい。

さらに,(7)国 防 ・軍人に関する犯罪規定 も,日 本法 と比較にならないほ ど

に多い。 しか し,日 本国憲法9条 の内実は,今 日では自衛隊による後方

支援の立法を通 じて,一 層 と空洞化 されつつある。

最後に,本 書 を通 じて管見 された 「中国刑法解釈学の特色」として,刑

法の事件への適用の実際 を示す もの として 「裁判例」の引用 ・検討が殆

ど見 られない。 また,特 に刑法各論では学説の対立状況が示 され検討され

ることも少ない。その理 由として,新 刑法典(1997年)の 施行後の歳月
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中国の新刑法における各則体系H

(社会管理国防危害罪 と賄賂涜職罪)

一何乗松編著 ・刑法教科書(各 論編30章 ～34章)一

日中比較刑法研究会

長井 圓

訳者 は しがき

1本 稿 は,中 国独 自の 「犯罪構成系統論」(一 元的犯罪論体系)を 提

唱 され,単 位犯罪 ・組織犯罪の研究者 としても高名な何乗松教授(中 国政

法大学)主 編 『刑法教科書』(第6版,2000年r中 国法制出版社。本書

は,1996年 「司法部優秀教科書一等賞」等の受賞 を重ねている。)の 下

巻 ・各論の最終部分 となる第30章 から第34章 までを訳 出したものであ

る。ここでは,中 華人民共和国の1997年 新刑法典(全452条)各 則の第

6章 「社会の管理秩序 を害する罪」,第7章 「国防の利益 を害する罪」,

第8章 「汚職賄賂の罪」,第9章 「涜職の罪」お よび第10章 「軍人の職

務違反の罪」 に定める各規定について,詳 細 な解釈が展開されている。

その刑法各則は,特 別刑法 ・行政刑法の多様 ・多数の規定 をも包含 ・統

合 している。そのため,そ の特色は,(1)文 字通 りの網羅的な刑法各則規定

となってお り,こ れを刑法典により一括 して国民および司法 ・検察 ・公安

機関に周知させ ることがで きる。 この意味 で,新 刑法典は 「罪刑法定主

義」の告知機能において卓越 している。② その反面 として,「 白地規定」

が多い。すなわち,各 犯罪規定には,各 種の 「行政法規違反」を前提 して

犯罪構成要件が充足 されるものが多数を占めている。(3)「単位」(法人 ・

公共体 ・事業体)の 「犯罪」に関する両罰(三 罰)規 定が刑法典に多 く

定め られ,同 一一犯罪につ き行為者 ・単位 ・その直接責任者が処罰 される。


